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大会長挨拶

　私たちの社会は、医療技術の進化とともに日々変化しています。この変化に適応し、患者へ

の最良のケアを提供し続けるためには、絶え間ない学びと自己の研鑽が必要不可欠です。理学

療法士の役割は、ただ機能回復を促すだけではなく、患者一人ひとりがその生活の質を向上さ

せることを目指すものです。そのために、私たちは常に最新の治療法や研究動向を把握し、知

識、臨床技術を磨き続けることが求められています。

　本邦の理学療法は、現在、超高齢社会への対応、慢性疾患の増加、地域医療へのニーズ拡大

といった複数の課題に直面しています。これらの課題に効果的に対応するためには、理学療法

士自身の専門性を高め、他職種と連携し、総合的なケアを提供する能力が求められます。また、

新たな治療技術やリハビリテーションの方法の開発、さらには患者とその家族への教育・支援

の強化も重要です。

　この重要な使命を背景として、第65回近畿理学療法学術大会のテーマを「無限学続（むげ

んがくぞく）」としました。これは造語です、この造語は、「学びを無限に続ける」という意

志を形にしたものであり、理学療法士としてのプロフェッショナルな成長を促すことを目的と

しています。本大会では、最新の研究成果の共有はもちろんのこと、治療技術の実践的な応用、

患者様の生活全般にわたるサポート技術に焦点を当てたセッションを多数用意しております。

　大会のプログラムには、近畿ブロック内を拠点に活動されている厳選された専門家による特

別講演や教育講演、理学療法士として学び続ける形の紹介、および AI 時代に対応できる人材

養成を目指すシンポジウム、大学院生の研究成果を発表するセッションなどを企画しています。

参加者の皆様は、これらのプログラムを通じて、理学療法の新しい展望を開く知識と技術を身

につけることができると期待しています。

　さらに、この大会は理学療法士間の貴重なネットワーキングの場でもあります。様々な背景

を持つ理学療法士が一堂に会し、経験やアイディアを共有することで、お互いの臨床実践がさ

らに向上することも期待しています。

　我々スタッフは、理学療法士が、直面する課題に対処し、将来的に患者様に更なる価値を提

供できるよう支援する契機となることを願っています。学術的な発展だけでなく、実践的な知

識の向上という実のある成果を目指し、理学療法士の皆様の積極的な参加と貢献をお待ちして

おります。

第65回近畿理学療法学術大会

大会長　�堀江 淳 
京都橘大学 健康科学部 
理学療法学科

「無限学続（むげんがくぞく）」
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参加者の皆様へ

1. 対面参加の皆様へ
当日会場にお越しいただき、学会にご参加ください。
受付は、会場（京都テルサ）西館1階入口を入られたロビーに設置しております。会場案内をご確
認ください。事前参加登録をされている場合でも、当日会場での参加受付を完了しないと学会参
加の点数・ポイントの付与ができません。

2. オンライン参加の皆様へ
オンライン参加用の URL などの案内は、学会開催日の1週間前頃に、ご登録されたメールアドレ
スに送付いたします。学会当日は、視聴用 URL にアクセスし、ライブ配信をご覧ください。
オンライン参加の方も学会参加の点数・ポイント付与のためには当日参加受付が必要です。オン
ライン参加では、学会参加の点数・ポイントは付与されますが、講演聴講の点数・ポイントは付
与されません。オンライン参加の方には視聴 URL から入室いただくと画面に QR コードを放映し
ておりますので、協会アプリから読み込んでいただき参加受付をお願いいたします。

3. 学術大会点数・ポイント付与について
詳細は公益社団法人日本理学療法士協会ホームページ内、「生涯学習制度について」（https://
www.japanpt.or.jp/pt/lifelonglearning/new/）を熟読してください。
生涯学習制度上、登録理学療法士更新はポイント、認定・専門理学療法士更新は点数と呼称し、
区別しています。
前期研修・後期研修中の方は点数・ポイントの付与はございません。

1）	学会参加で付与される点数・ポイント
	 ① �登録理学療法士 更新 （1）④学会への参加　カリキュラムコード 45「エビデンス（根拠）に

基づく理学療法」7.5ポイント
	 ② �専門理学療法士 取得 要件2. ブロック主催の学術大会への参加
	 ③ �認定／専門理学療法士 更新　1-1）ブロック主催の学術大会：7.5点

2）	講演聴講で付与される点数・ポイント
	 特別講演
	 　登録理学療法士更新 カリキュラムコード67「筋力低下」：1ポイント
	 　認定／専門理学療法士更新　　2-3）ブロック主催の講習会・研修会受講：1点
	 教育講演1
	 　登録理学療法士更新 カリキュラムコード49「理学療法の基礎領域」：1ポイント
	 　認定／専門理学療法士更新　　2-3）ブロック主催の講習会・研修会受講：1点
	 教育講演2
	 　登録理学療法士更新 カリキュラムコード100「呼吸理学療法」：1ポイント
	 　認定／専門理学療法士更新　　2-3）ブロック主催の講習会・研修会受講：1点
	 教育講演3
	 　登録理学療法士更新 カリキュラムコード88「運動器疾患の理学療法」：1ポイント
	 　認定／専門理学療法士更新　　2-3）ブロック主催の講習会・研修会受講：1点
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	 教育講演4
	 　�登録理学療法士更新 カリキュラムコード152「健康維持・健康増進における理学療法」：	

1ポイント
	 　認定／専門理学療法士更新　　2-3）ブロック主催の講習会・研修会受講：1点
	 教育講演5
	 　登録理学療法士更新 カリキュラムコード77「中枢神経疾患の理学療法」：1ポイント
	 　認定／専門理学療法士更新　　2-3）ブロック主催の講習会・研修会受講：1点
	 教育講演6
	 　登録理学療法士更新 カリキュラムコード54「神経・筋機能制御」：1ポイント
	 　認定／専門理学療法士更新　　2-3）ブロック主催の講習会・研修会受講：1点
	 シンポジウム1
	 　登録理学療法士更新 カリキュラムコード143「ICT・AI と理学療法」：1ポイント
	 　認定／専門理学療法士更新　　2-3）ブロック主催の講習会・研修会受講：1点
	 シンポジウム2
	 　登録理学療法士更新 カリキュラムコード158「臨床実習と教育」：1ポイント
	 　認定／専門理学療法士更新　　2-3）ブロック主催の講習会・研修会受講：1点

4. 発表者、講師、シンポジスト、座長、査読者の点数・ポイント付与について
認定・専門理学療法士更新に関わる点数
　学術大会での一般演題発表（筆頭演者）：20点
　学術大会での講演講師・シンポジスト：20点
　学術大会での座長：10点
　学術大会での演題査読：5点

（注意事項）
　�学術大会当日、筆頭演者による発表が困難となった場合は、必ず共同演者が代理で発表を行っ

ていただきますよう、よろしくお願いいたします。ただし、その場合、発表による点数・ポイ
ントは筆頭演者に付与されます。共同演者による発表も困難な場合は、発表による点数・ポイ
ントは付与されません。

5. 領収書の発行について
本大会では、理学療法士協会会員の方の参加費の領収書発行が、マイページからは「不可」と
なっております。
参加登録をいただいたメールアドレス宛へ学会終了後に、領収書を送付させていただきます。
なお、他職種などで Payvent から参加登録をいただいた方は、Payvent からの自動返信メールに
領収書発行の URL が記載されていますので、そちらから出力が可能です。
ご理解いただきますようよろしくお願いいたします。
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6. 注意事項
・�事前参加登録をされている場合、当日急遽参加不可となった場合の払い戻しはできません。
・�ポイント使用用途を、『登録理学療法士更新ポイント』『認定／専門理学療法士更新点数』のど

ちらで申込するかを選択する項目がございます。申込の際は、お間違いの無いよう選択をお願
いします。また、申込後の変更はお受けできません。

・�学会参加ならびに講演聴講の点数・ポイント付与には、学術大会終了後1か月ほどお時間をい
ただきますので、ご了承ください。

・�日本理学療法士協会会員の方は、協会マイページにご登録されているメールアドレスが現在ご
利用可能なメールアドレスであるかをご確認ください。

・�申し込み後に返信メールが届かない場合は、迷惑メールフォルダをご確認ください。迷惑メー
ルフォルダにも返信メールが届いていない場合は、ホームページのお問合せ先からお問合せく
ださい。

・�現金振込の際の手数料は、参加者様のご負担となります。
・�会場でのプログラム・抄録集の配布はございませんので、本大会ホームページよりあらかじめ

ダウンロードのうえご持参ください。
・�参加証は、氏名・所属をご記入のうえ、会場内では常に着用してください。非着用の方には入

場をお断りいたします。
・�会場でのカメラ・ビデオ撮影（カメラ付き携帯電話含む）・録音等は、講演者の著作権保護のた

め禁止させていただきます。
・�ご来場の際は、公共交通機関をご利用ください。
・�全館貸し切りではございません。他の催事のご迷惑にならないようご配慮・ご協力ください。
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座長・演者の皆様へ

座長・演者の皆様へ

利益相反（Conflict of Interest：COI）の申告にご協力ください。
演題発表される方は「利益相反（COI）に関する指針」に基づき利益相反の申告に必ずご協力をお
願いいたします。筆頭演者は利益相反の有無にかかわらず、発表スライドの最初に COI の有無を
明示し、その内容を開示しなければなりません。下記の例を参照のうえ、利益相反状態の開示を
行ってください。

口述演者の方へ

1. 発表時間

発表形式 発表時間 討　　論

指定演題 セッションにより異なります。 
事務局より個別に案内いたします。

一般口述 7分 3分

セレクション演題 7分 5分

大学院対抗演題 7分 5分

発表終了1分前に黄色ランプ、終了後に赤ランプが点灯します。時間厳守にご協力をお願いいた
します。演者は、受付で演者受付を済ませた後、発表の10分前までには講演会場に入室し、前演
者が登壇後すぐに、会場内前方左手の次演者席で待機してください。
（1）�発表は PC プレゼンテーションに限ります。
（2）�演台上にはモニター・キーボード・マウスを用意しています。スライド送りは、発表者自身

で行ってください。

2. 使用機材
【メディア持参の場合】
　（1）�発表データは PowerPoint2016以降（Windows）のバージョンで作成してください。
　（2）�発表データは USB メモリーに保存してご持参ください。	

また、発表データのファイル名は「講演番号－名前」としてください。	  
〈例〉　＊＊－近畿太郎

演演題題発発表表にに関関連連しし、、開開示示すすべべききCO I 関関係係ににああるる企企業業ななどどととししてて、、

①①顧顧問問：： ななしし

②②株株保保有有・・利利益益：： ななしし
③③特特許許使使用用料料：： ななしし
④④講講演演料料：： ななしし
⑤⑤原原稿稿料料：： ななしし
⑥⑥受受託託研研究究・・共共同同研研究究費費：： ○○○○製製薬薬
⑦⑦奨奨学学寄寄付付金金：： ○○○○製製薬薬
⑧⑧寄寄付付講講座座所所属属：： あありり（（○○○○製製薬薬））
⑨⑨贈贈答答品品ななどどのの報報酬酬：： ななしし

第第6655回回近近畿畿理理学学療療法法学学術術大大会会
CCOOII  開開示示

筆筆頭頭発発表表者者名名：： ○○○○ ○○○○

演演題題発発表表にに関関連連しし、、開開示示すすべべききCCOO  II  関関係係ににああるる
企企業業ななどどははあありりまませせんん。。

第第6655回回近近畿畿理理学学療療法法学学術術大大会会
CCOOII  開開示示

筆筆頭頭発発表表者者名名：： ○○○○ ○○○○

〈申告すべき利益相反がない場合〉 〈申告すべき利益相反がある場合〉
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　（3）�フォントは Windows11以降にインストールされている、標準フォント（MSP ゴシック、
MS ゴシック、MSP 明朝、Times New Roman、Calibri、Arial など）を使用してください。
それ以外のフォントは、文字化けやレイアウトの崩れの原因となりますので、不可とします。

　（4）�投影縦横比（アスペクト比）は16：9となります。それ以外の比率でも投影は可能ですが、
小さく投影されます。

　（5）�発表データと USB メモリーは、必ず事前に最新のウイルスチェックソフトでウイルス感染
がないことを確認してください。

　（6）�Macintosh で作成されたデータ、動画データでご発表する場合は、ご自身の PC と電源（AC）
ケーブルをご持参ください。

【PC本体を持参する場合】
　（1）�ご持参する PC に HDMI 出力端子があるかを必ずご確認ください。ない場合は、変換コネ

クターを必ずご用意ください。
　（2）�スクリーンセーバーや省電力設定など、ご発表の妨げになるツールは予め解除しておいて

ください。
　（3）�必ず電源（AC）ケーブルをお持ちください。内蔵バッテリーでのご発表は、発表中にバッ

テリー切れになることがありますので、ご注意ください。
　（4）�万が一に備えて、必ずバックアップ用データ（USB メモリー）をご持参ください。
　（5）�PC は、PC 受付での動作確認後、ご自身で会場内の PC オペレーター席（会場左手前方まで

ご持参ください。発表終了後も、PC オペレーター席で PC をお引き取りください。
　（6）�円滑な進行のため、発表者ツールの使用はできません。

3. 動画／音声
（1）�動画ファイルを使用される方は、不具合が生じることがありますので、ご自身の PC をご持

参ください。
（2）�動画ファイルは、Windows11標準プレーヤーの映画＆ビデオまたは Windows Media Player12

（WMV 形式、MP4形式を推奨）で再生できるファイル形式で作成してください。
（3）�動画データなどの参照ファイルは、すべて PowerPoint のファイルと同じフォルダに保存して

ください。
（4）�音声がある場合は、PC 受付時にお申し出ください。

4. PC受付
【メディア持参の場合】【PC 本体を持参する場合】どちらも、発表セッション開始時間の30分前
までに、PC 受付にて発表データのご登録および試写（動作確認）を行ってください。朝の時間で
込み合っている場合は、当日午前中の演者の方を優先的に受付いたします。
　受付時間：1月25日（日） 8：30～14：50
　場　　所：京都テレサ 2F テルサホール横

5. 口演座長の方へ
（1）�ご担当セッション開始時間の10分前までに、講演会場右手前方の次座長席にご着席ください。
（2）�時間厳守にて進行管理をお願いいたします。
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ポスター演者の方へ

1. 発表時間
発表3分・質疑応答2分です。発表者は受付で演者受付を済ませた後、セッション開始の10分前
にはご自身のポスターの前で待機してください。

2. ポスター貼付・撤去
（1）	受付・貼付・撤去時間について
	� 所定時間内の貼付と撤去にご協力をお願いいたします。撤去時間を過ぎたポスターは事務局

で撤去・処分いたしますので、ご了承ください。

日付 貼付時間 撤去時間

1月25日 9：00～12：00
第7・8会場　15：10～16：45
第9会場 　　16：20～16：45

（2）�ポスター会場には、横90 ㎝×縦210 ㎝のパネルを準備いたします。	
貼付面は、横90 ㎝×縦190 ㎝です。

（3）�演題番号（横30 ㎝×縦30 ㎝）は事務局で準備いたします。演題名・氏名・所属（横60 ㎝×縦
30 ㎝）および本文（横90 ㎝×縦160 ㎝）は各自でご用意ください。

（4）画鋲は事務局にて、各自のパネル前に用意いたします。
（5）利益相反（COI）の有無に関わらず、その情報開示をお願いいたします。

3. ポスター座長の方へ
（1）受付で座長受付を済ませた後、セッション開始の10分前までに会場へお越しください。
（2）時間厳守にて進行管理をお願いいたします。
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京都市南区東九条下殿田町７０番地
京都府民総合交流プラザ内〈地下駐車場１８０台（有料）〉
TEL 075-692-3400㈹　FAX 075-692-3402   

  
 

● ＪＲ京都駅(八条口西口)より南へ 徒歩約１５分
● 近鉄東寺駅より東へ 徒歩約５分
● 地下鉄九条駅④番出口より西へ 徒歩約５分
● 市バス九条車庫南へすぐ
● 名神京都南インターより国道１号北行き市内方面へ
    九条通を東へ、九条新町交差点を南へ       

④
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京都市南区東九条下殿田町７０番地
京都府民総合交流プラザ内〈地下駐車場１８０台（有料）〉
TEL 075-692-3400㈹　FAX 075-692-3402   

  
 

● ＪＲ京都駅(八条口西口)より南へ 徒歩約１５分
● 近鉄東寺駅より東へ 徒歩約５分
● 地下鉄九条駅④番出口より西へ 徒歩約５分
● 市バス九条車庫南へすぐ
● 名神京都南インターより国道１号北行き市内方面へ
    九条通を東へ、九条新町交差点を南へ       

④

市バス
九条車庫 

十条通

烏
丸
通

西
洞
院
通

油
小
路
通

新
町
通

●

●

●●
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●
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J R 京 都 駅
←至 西大路駅

鴨

　
　川

↑
至 

二
条
駅

近
鉄
京
都
線

地
下
鉄
烏
丸
線

東
寺
駅

十
条
駅

京都テルサ

1

1

171
九条通

八条通

殿田
球場

交番

第一
ホテル

九条新町
交差点

都ホテル

京都タワー

●

ジョーシン

ホテル京阪
アバンティ

至 山科駅→

九
条
駅

京都テルサ

アクセス

↓至 名神京都南インター
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第５会議室

会 場 案 内



― 10 ―

 8：30

9：00

10：00

11：00

12：00

13：00

14：00

15：00

16：00

17：00

テルサホール（西館 1・2F）
第 1 会 場

セミナー室（東館 2F）
第 2 会 場

大会議室（東館 3F）
第 3 会 場

D会議室（東館 3F）
第 4 会 場

2026年 1月25日日　京都テルサ
日 程 表

 9：00～9：05　開 会 式

ポスター貼り付け

 9：05～9：25　大会長基調講演
無限学続（むげんがくぞく）

 9：30～10：30
特別講演

筋力発揮に影響を与える筋構造・
筋質の特性とそのトレーニング

介入の科学的根拠
講師：市橋 則明
座長：堀江 　淳

9：30～10：30
教育講演1

筋付着部とその周辺構造に
着目した結合組織のかたちと構造
―解剖学的知見から臨床を考える―

講師：荒川 高光
座長：木村 智子

9：30～10：30

口述1
【運動器1】

座長：井口 　聡　
　　　平本 真知子

9：30～10：30

口述2
【運動器2】

座長：吉川 光司
　　　井上 直人

9：30～10：30

口述3
【栄養・循環・糖尿病】

座長：山端 志保
　　　藤田 祐平

9：30～10：30

教育講演1

（第2会場サテライト）

10：40～12：00
シンポジウム1

理学療法における AI 活用
シンポジスト：杉山 直磯
　　　　　　　森 　公彦
　　　　　　　森 　拓也
　　　　　　　中口 拓真
　　　　座長：幸田 仁志
　　　　　　　重藤 隼人

10：40～11：40
教育講演2

横隔膜の“動き”をどう捉えるか：
呼吸リハビリテーションにおける

超音波評価の臨床応用
講師：白石 　匡
座長：久堀 陽平

10：40～11：50

大学院対抗

座長：山口 智史　
　　　工藤 慎太郎

10：40～11：40

口述4
【神経2】

座長：奥山 紘平　
　　　髙橋 慎太郎

10：40～11：40

口述5
【理学療法管理】

座長：浅田 剛士
　　　長川 英樹

10：40～11：40

教育講演2

（第2会場サテライト）

12：05～12：15　次期大会長挨拶

12：50～14：00

セレクション

座長：南角 　学
　　　谷田 惣亮

12：50～14：00

セレクション
（第2会場サテライト）

13：00～14：00
教育講演3

バイオメカニクスに基づく
肩関節理学療法
講師：村木 孝行
座長：宮坂 淳介

13：00～14：00

口述6
【神経1】

座長：北井 　拳
　　　松田 滉平

13：00～14：00

口述7
【地域・その他1】

座長：嶋田 圭佑
　　　金子 智哉

13：00～14：00

口述8
【神経3】

座長：宮田 裕輔
　　　村上 貴士

13：00～14：00

ポスター1
【運動器1】

座長：山田 悠司

13：00～14：00

ポスター2
【神経1】

座長：西本 和平

13：00～14：00

ポスター3
【生活環境／

内部障害】

座長：山口 朋彦

14：10～15：10
教育講演4

「健康づくりのための身体活動・
運動ガイド2023」の臨床場面に

おける活用方法
講師：森山 信彰
座長：谷口 匡史

14：10～15：10
教育講演5

脳－身体インターフェースの
再構築：医工学が拓く

リハビリテーションの新展開
講師：兒玉 隆之　
座長：山口 裕太郎

14：10～15：10

口述9
【地域・その他2】

座長：菊地 雄貴
　　　長辻 智哉

14：10～15：10

口述10
【運動器3】

座長：田中 智哉
　　　宮崎 哲哉

14：10～15：10

口述11
【がん・呼吸】

座長：古河 琢也
　　　吉岡 佑二

14：10～15：10

教育講演5

（第2会場サテライト）

14：10～15：10

ポスター4
【運動器2】

座長：廣津 　昴

14：10～15：10

ポスター5
【神経2】

座長：渡邊 裕文

14：10～15：10

ポスター6
【基礎／教育管理】

座長：磯部 　航

15：20～16：40
シンポジウム2

卒前・卒後教育の意義
シンポジスト：中川 法一　
　　　　　　　辻岡 大輔　
　　　　　　　小田桐 匡　
　　　　　　　岩田 健太郎
　　　　座長：石井 光昭　
　　　　　　　坂野 裕也　

15：20～16：20
教育講演6

非侵襲的刺激法の基礎と
臨床応用

講師：山口 智史
座長：中野 英樹

15：20～16：20

口述12
【運動器4】

座長：北村 岳斗
　　　大江 　厚

15：20～16：20

口述13
【神経4】

座長：植田 耕造
　　　山本 幸夫

15：20～16：20

口述14
【地域・その他3】

座長：若田 哲史
　　　上田 将吾

15：20～16：20

教育講演6

（第2会場サテライト）
ポスター撤去

15：20～16：20

ポスター7
【運動器／　

スポーツ】

座長：豊島 康直

16：45～16：55　表彰式・閉会式

 8：30～　開場・受付
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 8：30

9：00

10：00

11：00

12：00

13：00

14：00

15：00

16：00

17：00

第2会議室（西館 3F） 第9会議室（東館 2F） 研修室（東館 2F） 視聴覚研修室（東館 2F）
第 5 会 場 第 7 会 場 第 8 会 場 第 9 会 場

中会議室（東館 2F）サテライト会場
第 6 会 場

 9：00～9：05　開 会 式

ポスター貼り付け

 9：05～9：25　大会長基調講演
無限学続（むげんがくぞく）

 9：30～10：30
特別講演

筋力発揮に影響を与える筋構造・
筋質の特性とそのトレーニング

介入の科学的根拠
講師：市橋 則明
座長：堀江 　淳

9：30～10：30
教育講演1

筋付着部とその周辺構造に
着目した結合組織のかたちと構造
―解剖学的知見から臨床を考える―

講師：荒川 高光
座長：木村 智子

9：30～10：30

口述1
【運動器1】

座長：井口 　聡　
　　　平本 真知子

9：30～10：30

口述2
【運動器2】

座長：吉川 光司
　　　井上 直人

9：30～10：30

口述3
【栄養・循環・糖尿病】

座長：山端 志保
　　　藤田 祐平

9：30～10：30

教育講演1

（第2会場サテライト）

10：40～12：00
シンポジウム1

理学療法における AI 活用
シンポジスト：杉山 直磯
　　　　　　　森 　公彦
　　　　　　　森 　拓也
　　　　　　　中口 拓真
　　　　座長：幸田 仁志
　　　　　　　重藤 隼人

10：40～11：40
教育講演2

横隔膜の“動き”をどう捉えるか：
呼吸リハビリテーションにおける

超音波評価の臨床応用
講師：白石 　匡
座長：久堀 陽平

10：40～11：50

大学院対抗

座長：山口 智史　
　　　工藤 慎太郎

10：40～11：40

口述4
【神経2】

座長：奥山 紘平　
　　　髙橋 慎太郎

10：40～11：40

口述5
【理学療法管理】

座長：浅田 剛士
　　　長川 英樹

10：40～11：40

教育講演2

（第2会場サテライト）

12：05～12：15　次期大会長挨拶

12：50～14：00

セレクション

座長：南角 　学
　　　谷田 惣亮

12：50～14：00

セレクション
（第2会場サテライト）

13：00～14：00
教育講演3

バイオメカニクスに基づく
肩関節理学療法
講師：村木 孝行
座長：宮坂 淳介

13：00～14：00

口述6
【神経1】

座長：北井 　拳
　　　松田 滉平

13：00～14：00

口述7
【地域・その他1】

座長：嶋田 圭佑
　　　金子 智哉

13：00～14：00

口述8
【神経3】

座長：宮田 裕輔
　　　村上 貴士

13：00～14：00

ポスター1
【運動器1】

座長：山田 悠司

13：00～14：00

ポスター2
【神経1】

座長：西本 和平

13：00～14：00

ポスター3
【生活環境／

内部障害】

座長：山口 朋彦

14：10～15：10
教育講演4

「健康づくりのための身体活動・
運動ガイド2023」の臨床場面に

おける活用方法
講師：森山 信彰
座長：谷口 匡史

14：10～15：10
教育講演5

脳－身体インターフェースの
再構築：医工学が拓く

リハビリテーションの新展開
講師：兒玉 隆之　
座長：山口 裕太郎

14：10～15：10

口述9
【地域・その他2】

座長：菊地 雄貴
　　　長辻 智哉

14：10～15：10

口述10
【運動器3】

座長：田中 智哉
　　　宮崎 哲哉

14：10～15：10

口述11
【がん・呼吸】

座長：古河 琢也
　　　吉岡 佑二

14：10～15：10

教育講演5

（第2会場サテライト）

14：10～15：10

ポスター4
【運動器2】

座長：廣津 　昴

14：10～15：10

ポスター5
【神経2】

座長：渡邊 裕文

14：10～15：10

ポスター6
【基礎／教育管理】

座長：磯部 　航

15：20～16：40
シンポジウム2

卒前・卒後教育の意義
シンポジスト：中川 法一　
　　　　　　　辻岡 大輔　
　　　　　　　小田桐 匡　
　　　　　　　岩田 健太郎
　　　　座長：石井 光昭　
　　　　　　　坂野 裕也　

15：20～16：20
教育講演6

非侵襲的刺激法の基礎と
臨床応用

講師：山口 智史
座長：中野 英樹

15：20～16：20

口述12
【運動器4】

座長：北村 岳斗
　　　大江 　厚

15：20～16：20

口述13
【神経4】

座長：植田 耕造
　　　山本 幸夫

15：20～16：20

口述14
【地域・その他3】

座長：若田 哲史
　　　上田 将吾

15：20～16：20

教育講演6

（第2会場サテライト）
ポスター撤去

15：20～16：20

ポスター7
【運動器／　

スポーツ】

座長：豊島 康直

16：45～16：55　表彰式・閉会式
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大会長基調講演・特別講演・シンポジウム・教育講演
プログラム

2026年1月25日日　京都テルサ

大会長基調講演　9：05～9：25 第1会場：テルサホール（西館 1・2F）

無限学続（むげんがくぞく）

堀江　淳 京都橘大学 健康科学部 理学療法学科

特別講演　9：30～10：30 第1会場：テルサホール（西館 1・2F）

座長：堀江　淳（京都橘大学 健康科学部 理学療法学科）

筋力発揮に影響を与える筋構造・筋質の特性と 
そのトレーニング介入の科学的根拠

市橋　則明 関西医科大学 リハビリテーション学部 理学療法学科

シンポジウム1　10：40～12：00 第1会場：テルサホール（西館 1・2F）

座長：幸田　仁志（京都工芸繊維大学 基盤科学系）        
重藤　隼人（京都橘大学 健康科学部 理学療法学科）

［ 理学療法における AI 活用 ］

 高齢者の静止立位写真に基づく姿勢の自動識別に向けた研究
杉山　直磯 京都工芸繊維大学大学院 工芸科学研究科 先端ファイブロ科学専攻

 機械学習を活用した歩行介入支援の knowledge translation

森　公彦 関西医科大学 リハビリテーション学部 理学療法学科

 生成モデルによる理学療法評価の個別最適化の可能性
森　拓也 京都大学医学部附属病院 臨床研究・研修部門 倫理支援部

 不確実性を考慮した AI活用と理学療法の可能性
中口　拓真 医療法人明星会 星野クリニック 在宅リハビリテーションセンター
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シンポジウム2　15：20～16：40 第1会場：テルサホール（西館 1・2F）

座長：石井　光昭（佛教大学 保健医療技術学部 理学療法学科） 
坂野　裕也（西京都病院 リハビリテーション部）       

［ 卒前・卒後教育の意義 ］

 臨床教育の変遷
中川　法一 株式会社フルーション

 臨床実習指導者講習会後のブラッシュアップ制度とその実践について
辻岡　大輔 清恵会三宝病院 医療技術部 総合リハビリテーション 理学療法科

 多職種連携教育の展開：京都橘大学での試み
小田桐　匡 京都橘大学 健康科学部 理学療法学科

 大学と地域医療機関の連携による人材育成戦略 
―高度化する医療と地域完結型リハに応える育成・研究基盤の構築とキャリア形成―

岩田　健太郎 神戸市立医療センター中央市民病院 リハビリテーション技術部

教育講演1　9：30～10：30 第2会場：セミナー室（東館 2F）

座長：木村　智子（京都橘大学 健康科学部 理学療法学科）

筋付着部とその周辺構造に着目した結合組織のかたちと構造 
―解剖学的知見から臨床を考える―

荒川　高光 大阪歯科大学 歯学部 解剖学講座

教育講演2　10：40～11：40 第2会場：セミナー室（東館 2F）

座長：久堀　陽平（やすだ医院）

横隔膜の “ 動き ” をどう捉えるか： 
呼吸リハビリテーションにおける超音波評価の臨床応用

白石　匡 近畿大学病院 リハビリテーション部
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教育講演3　13：00～14：00 第1会場：テルサホール（西館 1・2F）

座長：宮坂　淳介（京都大学医学部附属病院 リハビリテーション部）

バイオメカニクスに基づく肩関節理学療法

村木　孝行 運動器ケア しまだ病院 リハビリテーション部

教育講演4　14：10～15：10 第1会場：テルサホール（西館 1・2F）

座長：谷口　匡史（京都大学 医学部 人間健康科学科）

「健康づくりのための身体活動・運動ガイド2023」の 
臨床場面における活用方法

森山　信彰 国立研究開発法人 医薬基盤・健康・栄養研究所

教育講演5　14：10～15：10 第2会場：セミナー室（東館 2F）

座長：山口　裕太郎（脳神経リハビリ北大路病院 リハビリテーション科）

脳－身体インターフェースの再構築： 
医工学が拓くリハビリテーションの新展開

兒玉　隆之 京都橘大学大学院 健康科学研究科

教育講演6　15：20～16：20 第2会場：セミナー室（東館 2F）

座長：中野　英樹（京都橘大学 健康科学部 理学療法学科）

非侵襲的刺激法の基礎と臨床応用

山口　智史  京都大学大学院 医学研究科 人間健康科学系専攻  
先端リハビリテーション科学コース 先端理学療法学講座
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一般演題プログラム

2026年1月25日日　京都テルサ

セレクション　12：50～14：00 第2会場：セミナー室（東館 2F）

座長：南角　学（京都大学医学部附属病院 リハビリテーション部） 
谷田　惣亮（佛教大学 保健医療技術学部 理学療法学科）   

S-1 結核性股関節炎による人工股関節全置換術後の一症例 
―弾性包帯による荷重量・歩行距離への即時効果―

赤岩　秀則 関西医科大学総合医療センター リハビリテーション科

S-2 人工膝関節全置換術後の歩行パターンによる分類と縦断的変化 
―クラスター分析による検討―

黒田　龍之介 丸太町リハビリテーションクリニック リハビリテーション部

S-3 歩行支援ロボットWelwalkを用いた軽度片麻痺者への介入効果 
―一症例の運動学的・主観的変化の検討―

池田　和斗 奈良県総合リハビリテーションセンター リハビリテーション科

S-4 肥大型心筋症合併心不全患者に対し、 
リスク因子に着目することで自宅退院が可能であった一症例

青木　渉真 宇治徳洲会病院 リハビリテーション科

S-5 12カ月以上訪問リハビリテーション利用者における 
Shared Decision Making導入の多面的効果 
―前向き観察研究―

梅本　雄太 宝塚リハビリテーション病院 療法部

大学院生対抗　10：40～11：50 第3会場：大会議室（東館 3F）

座長：山口　智史（京都大学大学院 先端理学療法学講座）                     　　 
工藤　慎太郎（森ノ宮医療大学 総合リハビリテーション学部 理学療法学科）

G-1 腰部脊柱管狭窄症術後患者のしびれは身体機能の改善と関連するか 
―周術期における検討―

廣津　昂 洛和会丸太町病院 リハビリテーション部、 
京都橘大学 健康科学研究科

G-2 腰痛競泳選手は腰痛発生前の踵殿間距離が大きい：1年間の後ろ向き縦断調査
高山　弘幹 阪奈中央リハビリテーション専門学校 理学療法学科、 

放送大学大学院 文化科学研究科
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G-3 精神科療養病棟患者における興奮・攻撃症状とうつ症状の日数が 
FIM運動項目に与える影響

梯　智貴 南淡路病院 リハビリテーション科、 
平成医療福祉グループ総合研究所、 
神戸大学大学院 保健学研究科 リハビリテーション科学領域

G-4 COPD合併肺がん患者における術前胸部 CT画像による 
気道壁定量指標と術後呼吸器合併症との関連

野口　雅矢 近畿大学病院 リハビリテーション部、 
兵庫医科大学大学院 リハビリテーション科学研究科

G-5 PRISm該当者における%FVC四分位による身体能力の比較とフレイルとの関連
山口　朋彦 京都大学医学部附属病院 リハビリテーション部、 

京都橘大学大学院 健康科学研究科

口述1　［ 運動器1 ］　9：30～10：30 第3会場：大会議室（東館 3F）

座長：井口　聡（蘇生会総合病院 リハビリテーション科）　　　 
平本　真知子（丸太町リハビリテーションクリニック）

O-01 肩関節周囲筋の代償を抑制する肩甲下筋トレーニング方法の検討
髙田　康介 丸太町リハビリテーションクリニック リハビリテーション部

O-02 BHA術後患者におけるエネルギー摂取率と歩行器自立日数との関連
谷山　博宣 独立行政法人 明石市立市民病院 医療技術部

O-03 TKA術後早期の歩行能力に関連する因子の検討 
―急性期疼痛に着目して―

三好　祐之 一般財団法人 住友病院 リハビリテーション科

O-04 鏡視下腱板修復術における Debeyre-Patte変法施行例の肩関節筋力および 
JOAスコアの術前後比較と年齢との関係

細見　一樹 姫路聖マリア病院 リハビリテーション技術科

O-05 人工股関節全置換術後の動作制限廃止に関する卒後教育の効果
佐藤　文寛 京都第一赤十字病院 リハビリテーション科

口述2　［ 運動器2 ］　9：30～10：30 第4会場：D会議室（東館 3F）

座長：吉川　光司（KyotoPhysio）                                  
井上　直人（宝ヶ池リハビリテーションクリニック 理学療法部）

O-06 膝蓋骨下極骨折・膝蓋腱断裂に対し、人工靭帯を用いて靭帯形成術を行った症例 
～障害予防に着目して～

杉原　真未 株式会社互恵会 大阪回生病院 リハビリテーションセンター
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O-07 骨付き膝蓋腱を用いた前十字靭帯再建術後における 
膝前方部痛と超音波画像上の膝蓋腱炎所見の関係

山田　大智 大阪大学医学部附属病院 リハビリテーション部

O-08 下肢関節置換歴を有する高齢大腿切断者の急性期での理学療法介入
中馬　嵯知 宇治徳洲会病院 リハビリテーション科

O-09 演題取り下げ

O-10 人工膝関節全置換術術前からの患者教育が破局的思考を早期に改善し、 
QOLの向上に繋がった一症例

清水　駿伍 医療法人社団恵心会 京都武田病院 医療技術部 総合リハビリテーション科

口述3　［ 栄養・循環・糖尿 ］　9：30～10：30 第5会場：第2会議室（西館 3F）

座長：山端　志保（京都府立医科大学附属病院 リハビリテーション科） 
藤田　祐平（三菱京都病院 リハビリテーション技術科）        

O-11 高度肥満を伴う変形性関節症術後患者への体重減少に向けた 
リハビリテーション栄養介入実践

辻岡　勇真 千里中央病院 リハビリテーション科

O-12 維持期心臓リハビリテーション継続が再入院後の ADLに及ぼす影響について
前川　健太 社会医療法人 ONE FLAG 牧病院 診療支援部 リハビリテーション科

O-13 20分間の体操による心拡張性指標の変化
田中　みどり 姫路獨協大学 医療保健学部

O-14 左大腿骨頸部骨折を呈した重度糖尿病足病変患者に対する理学療法の実践 
―階段昇降自立を目指して―

礒田　恵里花 社会医療法人愛仁会 尼崎だいもつ病院 リハ技術部 理学療法科

O-15 2型糖尿病患者における病態別特性と運動療法への応用
田中　宏弥 医療法人信和会 明和病院 リハビリテーション部
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口述4　［ 神経2 ］　10：40～11：40 第4会場：D会議室（東館 3F）

座長：奥山　紘平（佛教大学  保健医療技術学部 理学療法学科）  
髙橋　慎太郎（くみやま岡本病院 リハビリテーション科）

O-16 長期のリハビリテーション治療により ADLと主体性が改善した 
若年性脳出血の一症例

荒木　昇平 那智勝浦町立温泉病院 リハビリテーションセンター、 
那智勝浦町立温泉病院 スポーツ・温泉医学研究所

O-17 右上下肢骨折術直後に右脳梗塞を発症した、重複疾患に対する 
急性期理学療法の一経験

藤田　優哉 岸和田徳洲会病院 リハビリテーション科

O-18 歩行自立判断の背景にあるもの： 
ウェアラブルセンサーを用いた脳卒中症例2名からの洞察

乾　康浩 独立行政法人奈良県立病院機構 奈良県総合リハビリテーションセンター  
リハビリテーション科

O-19 右運動野に脳内血腫を認め、早期から体幹機能トレーニング、 
長下肢装具療法を行い歩行自立に至った症例

稲田　拓朗 蘇生会総合病院 リハビリテーション科

O-20 視床出血による感覚機能低下に対する能動的探索課題と後方ステップを用いて 
歩行機能改善を目指した一例

日原　唯斗 JCHO大阪病院 リハビリテーション室

口述5　［ 理学療法管理 ］　10：40～11：40 第5会場：第2会議室（西館 3F）

座長：浅田　剛士（十条武田リハビリテーション病院 リハビリテーション科） 
長川　英樹（壬生大路病院）                                       

O-21 装具検討会の実施時期が在院日数・装具作成時に与える影響
国分寺　莉央 社会医療法人愛仁会 尼崎だいもつ病院 リハ技術部 理学療法科

O-22 視覚的注意喚起を活用した多職種間の ADL評価一致率向上への取り組み
中川　竜徳 大津赤十字病院 リハビリテーション科

O-23 大腿骨近位部骨折患者の入院時バランス・認知機能が退院時移動自立度に 
及ぼす影響：単施設データベース解析

一柳　怜 医療法人尚和会 宝塚リハビリテーション病院 療法部

O-24 当該回復期病棟の運動器疾患患者における実績指数60以上、 
40未満と運動利得・在院日数との関連性

齋木　良佑 医療法人尚和会 宝塚リハビリテーション病院 療法部
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O-25 自らの「気づき」は心身機能とつながるか？ 
イレブンチェックと心身機能の相関分析

田中　直樹 株式会社リハライズ 訪問看護ステーションリハライズ

口述6　［ 神経1 ］　13：00～14：00 第3会場：大会議室（東館 3F）

座長：北井　拳（舞鶴赤十字病院 リハビリテーション科）                    　　 
松田　滉平（京都大学大学院 医学研究科 高次脳科学講座 神経生物学分野）

O-26 物体操作を伴うミラーセラピーにおける運動方向および手指巧緻性の影響
横森　瑞希 大阪北リハビリテーション病院 リハビリテーション技術部

O-27 併存疾患の重症度別でみた回復期脳卒中者における機能予後の比較
上村　亮介 地方独立行政法人 市立吹田市民病院 リハビリテーション科

O-28 回復期リハビリテーション病棟における脳卒中患者の転倒発生状況の分析
安藤　僚 社会福祉法人恩賜財団 済生会守山市民病院 リハビリテーション技術科

O-29 回復期リハビリテーション病棟における脳卒中患者の歩行自立に関する 
予後予測因子の検討

田之脇　紀人 富永病院 リハビリテーション部

O-30 脳卒中患者における長下肢装具作製時期と FIM移乗・移動の回復経過との関連
福造　創志 洛和会音羽病院 リハビリテーション部

口述7　［ 地域・その他1 ］　13：00～14：00 第4会場：D会議室（東館 3F）

座長：嶋田　圭佑（ふらむはぁと訪問看護・リハビリねっと綾部事業所） 
金子　智哉（長岡京病院 リハビリテーション科）               

O-31 運動志向性を伴う運動習慣と要介護認定・死亡リスクとの関連： 
地域在住高齢者対象コホート研究

角田　晃啓 森ノ宮医療大学 総合リハビリテーション学部 理学療法学科、 
森ノ宮医療大学大学院 医療科学専攻

O-32 公的医療支援制度の利用状況と身体的フレイルの関連：単一施設横断調査
若田　哲史 上京診療所 リハビリテーション課

O-33 高齢者の体力に及ぼす社会とのかかわりの影響：6年間の追跡研究
澤田　優子 森ノ宮医療大学 総合リハビリテーション学部 理学療法学科、 

森ノ宮医療大学大学院 医療科学専攻

O-34 通所リハビリテーション利用者における母指内転筋厚は骨格筋量指数よりも 
握力及び歩行速度と強く関連するか

寺尾　魁将 こかわリハビリクリニック リハビリテーション部
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O-35 通所リハビリテーション利用修了の要因について 
―2年未満での修了者と2年以上継続者の違い―

北尾　浩和 訪問看護ステーションすずらん リハビリテーション部門

口述8　［ 神経3 ］　13：00～14：00 第5会場：第2会議室（西館 3F）

座長：宮田　裕輔（くみやま岡本病院 リハビリテーション科） 
村上　貴士（京都博愛会病院 リハビリテーション科）  

O-36 右下肢高度弛緩性麻痺・高次脳機能障害・左大腿切断の重複障害を有した 
60代男性の左大腿義足作製の取り組み

齋藤　香織 奈良県総合リハビリテーションセンター リハビリテーション科

O-37 胸髄硬膜内髄外腫瘍術後早期に歩行能力が向上した小児症例の理学療法経過報告
東　勇希 奈良県立医科大学附属病院 医療技術センター リハビリテーション技師部門

O-38 重症筋無力症に対する免疫グロブリン静注療法即時効果の判定に 
心肺運動負荷試験を用いた1例

土肥　あかね 京都桂病院 リハビリテーション科

O-39 高齢のギラン・バレー症候群に対し、高負荷長時間の運動療法と 
装具療法が奏功した一症例

山﨑　大幹 那智勝浦町立温泉病院  リハビリテーションセンター

O-40 演題取り下げ

口述9　［ 地域・その他2 ］　14：10～15：10 第3会場：大会議室（東館 3F）

座長：菊地　雄貴（京都橘大学 健康科学部 理学療法学科） 
長辻　智哉（訪問看護リハビリステーションタモツ）

O-41 要支援高齢者の “卒業 ” を実現する条件とは 
―2事例に基づく探索的検討―

宇賀　涼哉 介護老人保健施設ヴァンベール リハビリテーション部

O-42 家族と共有したセルフモニタリングが社会的フレイル改善につながった 
通所リハでの一例

澤田　隆良 高遼会病院 リハビリテーション科

O-43 ワイヤレス超音波画像診断装置を用いた在宅嚥下機能評価 
―誤嚥予防につなげた一事例―

芝池　美乃里 （医）ハートフリーやすらぎ  訪問看護ステーションハートフリーやすらぎ
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O-44 通所リハにおける生活行為向上マネジメント加算の実施が趣味再開に繋がった事例
片岡　将貴 社会医療法人若弘会 介護老人保健施設竜間之郷 リハビリテーション課

O-45 SDMを活用した介入により拒否していたサービスの受け入れに繋がった事例
久保　俊汰 日本バプテスト病院 リハビリテーション室

口述10　［ 運動器3 ］　14：10～15：10 第4会場：D会議室（東館 3F）

座長：田中　智哉（京都医健専門学校）                   
宮崎　哲哉（丸太町リハビリテーションクリニック）

O-46 復職とスポーツ活動への復帰を目指した神経鞘腫摘出術後の胸髄不全損傷症例
松村　彩子 JCHO 大阪みなと中央病院 リハビリテーション室

O-47 首下がり症候群に対し全身即時調整法を用いたことで 
頚部前方偏位が改善した一症例

木村　翔斗 丸太町リハビリテーションクリニック リハビリテーション部

O-48 骨粗鬆症性椎体骨折患者の在院日数に関連する因子の検討
中西　康二 京丹後市立弥栄病院 リハビリテーション科

O-49 回復期病棟退院時における骨折患者のフレイル有症率報告
今村　真 辻外科リハビリテーション病院 リハビリテーション部

O-50 C5麻痺を合併した首下がり症候群の術後の症例に対し 
姿勢アライメントに着目した一症例

出口　淳一 大阪府済生会中津病院 リハビリテーション技術部

口述11　［ がん・呼吸 ］　14：10～15：10 第5会場：第2会議室（西館 3F）

座長：古河　琢也（西京都病院 リハビリテーション部）             
吉岡　佑二（京都大学医学部附属病院 リハビリテーション部）

O-51 化学療法誘発性末梢神経障害に対するしびれ同調 TENSの治療効果 
～同種造血幹細胞移植後の一症例～

栗山　泰典 りんくう総合医療センター リハビリテーションセンター

O-52 胸部食道癌患者の CT画像を用いた術前大腰筋断面積指標と術後呼吸器合併症及び 
術後生存率との関連について

水澤　裕貴 近畿大学病院 リハビリテーション部

O-53 入院プレハビリテーションの有効性 
―慢性閉塞性肺疾患が併存疾患の人工膝関節全置換術の一例―

中村　慎也 一般財団法人 住友病院 リハビリテーション科
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O-54 肺癌周術期患者における手術様式の違いは術後の 
体組成・身体機能・QOLに差異を生じさせるか

西村　喜裕 京都桂病院 リハビリテーションセンター、 
京都橘大学大学院 健康科学研究科

O-55 間質性肺炎患者の急性増悪入院に対する Distance-saturation productの影響
鈴木　大樹 南和広域医療企業団 南奈良総合医療センター リハビリテーション部

口述12　［ 運動器4 ］　15：20～16：20 第3会場：大会議室（東館 3F）

座長：北村　岳斗（京都大学医学部附属病院 リハビリテーション部） 
大江　厚（たちいり整形外科医院 リハビリテーション科）  　　

O-56 術後免荷を要する脛骨高原骨折症例に対するエコーによる筋厚評価と 
神経筋電気刺激療法の併用効果

茂木　こすも 千里中央病院 リハビリテーション科

O-57 結滞動作に難渋した症例に対し拡散型圧力波で動作改善した一症例
尾花　隆太郎 医療法人社団一水会 安富診療所 リハビリテーション部

O-58 ドゥケルバン腱鞘炎に対する拡散型体外衝撃波治療の即時効果と短期成績： 
2症例の報告

田中　翔斗 塚本スイミー整形外科内科クリニック リハビリテーション科

O-59 石灰沈着性腱板炎に対する拡散型圧力波（RPW）が著効であった一症例
高尾　恵子 医療法人社団一水会 安富診療所 リハビリテーション部

O-60 観血的授動術後に残存した肘伸展制限に対して徒手療法と 
拡散型圧力波の併用が有効だった症例

岩本　洋平 医療法人よもだ整形外科クリニック リハビリテーション部

口述13　［ 神経4 ］　15：20～16：20 第4会場：D会議室（東館 3F）

座長：植田　耕造（JCHO大和郡山病院 リハビリテーション部） 
山本　幸夫（宇多野病院 リハビリテーション科）        

O-61 微小血管減圧術後の理学療法が奏効し歩行能力改善を認めた椎骨動脈蛇行による 
延髄圧迫症候群の再発例

辻本　実奈美 公益財団法人田附興風会 医学研究所北野病院 リハビリテーション科

O-62 lateropulsionを呈した延髄外側症候群に対し、前庭機能に着目して介入した一症例
中嶋　彩乃 社会医療法人祐生会 みどりヶ丘病院 リハビリテーション部
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O-63 延髄外側症候群を呈した症例に Virtual Reality技術を応用した 
リハビリテーション治療にて歩行を獲得した一例

帖地　雄亮 尼崎中央リハビリテーション病院 リハビリテーション部門

O-64 胸部ステントグラフト内挿術後、脊髄障害による対麻痺を呈した患者に対する 
理学療法経験

南　頼康 地域医療機能推進機構大阪病院 リハビリテーション室

O-65 体性感覚障害と転倒恐怖感により姿勢不安定性を呈した症例に対する介入経験
岩﨑　心 摂南総合病院 リハビリテーション科

口述14　［ 地域・その他3 ］　15：20～16：20 第5会場：第2会議室（西館 3F）

座長：若田　哲史（上京診療所）                  
上田　将吾（結ノ歩訪問看護ステーション）

O-66 両足底部への電気刺激が直後の動的立位能力および下肢筋活動に及ぼす影響
髙田　昌寛 学校法人藍野大学 医療保健学部 理学療法学科

O-67 医療・介護施設で活用できる簡便な足関節底屈筋力測定方法の検討
清水　輝太 株式会社三輪 リハビリ特化型デイサービス リファイン

O-68 地域在住要介護高齢者におけるGait Disorientation Testと身体機能評価との関連： 
予備的研究

桑田　一記 医療法人明星会 星野クリニック 在宅リハビリテーションセンター

O-69 日本と EUの障害者リハビリテーションに関する国際比較
伊藤　智典 公益社団法人日本理学療法士協会 事務局 事業部 国際事業課

O-70 転倒転落事例のリスク評価不備に着目したテキスト分析と 
アセスメントシート改善の提言

森谷　伸樹 阪奈中央リハビリテーション専門学校 理学療法学科
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ポスター1　［ 運動器1 ］　13：00～14：00 第7会場：第9会議室（東館 2F）

座長：山田　悠司（丸太町リハビリテーションクリニック）

P-01 腱板損傷術後・慢性拘縮肩に対する拡散型圧力波と徒手療法の有効性 
～制限組織の違いに着目して～

木村　健斗 医療法人幸生会 琵琶湖中央リハビリテーション病院 リハビリ療法部

P-02 サイドステップ方向転換動作の改善に対し、股関節・足関節間の機能に着目した 
左大腿骨頸部骨折患者の一症例

梶　功平 荻原記念病院 リハビリテーション部

P-03 人工膝関節術後に脆弱性踵骨嘴状骨折を呈した1例
松山　卓也 大阪府済生会千里病院 リハビリテーション部

P-04 L5脊髄神経前枝領域に疼痛を呈した一症例 
―大腰筋の解剖学的構造と股関節伸展制限に着目して―

田路　桜弥 しばはら整形外科スポーツ関節クリニック リハビリテーション科

P-05 橈骨遠位端骨折術後 
―月状骨が主として可動性が低下したとされ掌屈制限を呈した一症例―

松本　優吾 しばはら整形外科スポーツ関節クリニック リハビリテーション科

P-06 頚椎症性脊髄症術後に前足部の異常感覚により歩行の不安定性を生じた一症例
坂下　潤治 摂南総合病院 リハビリテーション科

P-07 多発骨折症例に対する疼痛管理と身体活動量の向上に着目した介入経験
杉本　善宏 奈良東病院 リハビリテーション科

P-08 両下肢骨折により完全免荷となった高齢リウマチ患者に対する 
天井レール走行式免荷リフトによる治療経験

西出　早希 北大阪ほうせんか病院 リハビリテーション科

P-09 認知機能が低下している超高齢者における脛骨高原骨折後の 
天井レール走行式免荷リフトによる治療経験

仲田　達哉 北大阪ほうせんか病院 リハビリテーション技術科

ポスター2　［ 神経1 ］　13：00～14：00 第8会場：研修室（東館 2F）

座長：西本　和平（京都橘大学 健康科学部 理学療法学科）

P-10 めまいと嘔気を強く認めた小脳出血症例に対する VOR cancellation trainingの 
有用性の検討

伊藤　拓海 摂南総合病院 リハビリテーション科



― 25 ―

P-11 包括的リハビリテーションが奏功しなかった COVID-19関連横断性脊髄炎の一症例
森田　俊毅 医学研究所北野病院 リハビリテーション科

P-12 ロボット支援歩行練習を行った重度片麻痺と失語症を呈した 
歩行困難な左皮質下出血の一例

河原　智 社会福祉法人恩賜財団 済生会守山市民病院 リハビリテーション技術科

P-13 脳卒中片麻痺患者において独歩獲得に必要な要因の検討 
―体幹の超音波画像診断による評価に着目して―

丸石　善久 社会医療法人愛仁会 尼崎だいもつ病院 リハ技術部 理学療法科

P-14 左片麻痺により下垂足を呈した患者に機能的電気刺激と 
ゲートトレーナーを使用し歩行が自立した一症例

中野　大斗 愛仁会リハビリテーション病院 リハ技術部

P-15 後方重心で歩行困難であったくも膜下出血の一症例身体重心と 
下肢推進力に着目して

若泉　裕真 関西医科大学総合医療センター リハビリテーション科

P-16 認知症を合併した脳梗塞後の同名半盲患者に対する視覚探索練習の有効性について
山田　凌平 千里中央病院 リハビリテーション科

P-17 失語症患者に対するウェアラブルセンサーを活用した歩行分析と介入の経験
佐野　勇人 大阪たつみリハビリテーション病院 リハビリテーション部

P-18 回復期リハ病棟での両側長下肢装具を用いた歩行練習が 
最重症視神経脊髄炎患者の歩行機能に及ぼす効果

成原　徹 関西電力病院 リハビリテーション部

ポスター3　［ 生活環境／内部障害 ］　13：00～14：00 第9会場：視聴覚研修室（東館 2F）

座長：山口　朋彦（京都大学医学部附属病院 リハビリテーション部）

P-19 低頻度呼吸リハビリテーション実施後の運動耐容能の増減は、 
生活背景と関連するか？

大庭　潤平 大阪複十字病院 リハビリテーション科、 
京都橘大学大学院 健康科学研究科

P-20 急性心筋梗塞患者に対し40分間の神経筋電気刺激療法を行い 
循環応答の経過から運動負荷量を検討した一症例

笠松　竜太朗 宇治徳洲会病院 リハビリテーション科

P-21 心不全入院中、脳梗塞発症により身体機能の維持に難渋した一症例
矢吹　蓮 社会医療法人ONE FLAG牧病院 診療支援部リハビリテーション科
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P-22 心不全増悪後、運動負荷量を再考したことで身体機能維持・向上に繋がった一症例
中野　千夏 社会医療法人ONE FLAG牧病院 診療支援部リハビリテーション科

P-23 入院前独居高齢者における自宅退院の予測因子と FIMスコアの有用性
伊藤　和哉 医療福祉生活協同組合おおさか東大阪生協病院 リハビリテーション科

P-24 自宅以外の住居での訪問リハを経て本人の希望する独居生活を再獲得できた一症例
松原　達哉 洛陽病院 リハビリテーション科

P-25 介護事業所職員の心理的安全性向上のための管理者研修による効果
岡山　裕美 北陸大学 医療保健学部 理学療法学科

P-26 装具ノートの導入による装具評価の効果と課題
桑原　寛明 社会医療法人寿会 富永病院 リハビリテーション部

P-27 回復期リハビリテーションにおける廃用症候群患者の栄養状態と身体機能の変化
福西　優 西大和リハビリテーション病院 リハビリテーション部

ポスター4　［ 運動器2 ］　14：10～15：10 第7会場：第9会議室（東館 2F）

座長：廣津　昴（洛和会丸太町病院 リハビリテーション部）

P-28 TKA術後急性期における HHDを用いた膝伸展筋力と疼痛の関連性
山本　将揮 高遼会病院 リハビリテーション科

P-29 人工膝関節置換術後における12ヶ月後の身体活動量の改善の有無による 
身体機能および精神心理機能の比較

佐々木　順也 大阪複十字病院 リハビリテーション科

P-30 人工股関節全置換術後6ヶ月の階段昇降能力を予測する術前因子の検討
入江　紗楽 京都大学医学部附属病院 リハビリテーション部

P-31 横下腿筋間中隔における滑走障害が原因と考えられた 
Medial tibial stress syndromeの一症例

今川　魁人 しばはら整形外科スポーツ関節クリニック リハビリテーション科

P-32 深指屈筋の等尺性収縮により痺れの改善を認めた手根管症候群の一症例
徐　尚起 しばはら整形外科スポーツ関節クリニック リハビリテーション科

P-33 足関節脱臼骨折術後、しゃがみ込み動作の再獲得により職場復帰を目指した一症例
光辻　瞭佳 岸和田徳洲会病院 リハビリテーション科

P-34 集学的痛みセンターにて疼痛軽減と社会活動の継続が得られた一例
中前　匡揮 角谷リハビリテーション病院 診療技術部
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P-35 脛骨高原骨折患者に対し、超音波画像診断装置を活用して 
膝関節屈曲可動域制限の改善を図った一症例

有馬　佑多 協和会病院 理学療法科

P-36 人工股関節全置換術後の膝関節痛に対して理学療法を行った一症例 
―追尾型歩行計測システムを用いた評価―

木下　晃暢 洛和会音羽リハビリテーション病院 リハビリテーション部

ポスター5　［ 神経2 ］　14：10～15：10 第8会場：研修室（東館 2F）

座長：渡邊　裕文（六地蔵総合病院 リハビリテーション科）

P-37 同名半盲を呈した脳卒中症例に対する介入経過からみた視覚認知と 
日常生活動作の関係：症例報告

明地　悠紀 岸和田リハビリテーション病院 リハビリテーションセンター

P-38 重度片麻痺と全失語を呈し、長下肢装具での歩行練習により 
トイレ動作、移乗動作の介助量が軽減した一症例

山下　恵司 京都大原記念病院 リハビリテーション部

P-39 高齢多疾患重複症例における離床困難例に対する離床支援について 
―車椅子での三食食事摂取獲得を目指して―

大中　礼香 社会医療法人有隣会 東大阪病院 リハビリテーション部

P-40 Plantar �oor distance（PFD）テストの信頼性と信頼性の検証： 
ゴニオメーター法との比較

豊島　晶 洛西シミズ病院 リハビリテーション科

P-41 奇異性脳塞栓症の左片麻痺に対し環指MP関節固定ストラップ使用により 
巧緻動作が改善した一症例

石原　大輝 医療法人社団一水会 安富診療所 リハビリテーション部

P-42 演題取り下げ

P-43 重度片麻痺患者に対するゲイトトレーナーの有効性の検討 
―2週間使用による歩行能力の改善例―

堀内　涼平 愛仁会リハビリテーション病院 リハ技術部

P-44 外傷性くも膜下出血後、立ち上がり動作が改善した症例
溝渕　智也 今村病院 リハビリテーション部

P-45 内腹斜筋への介入で ENAPLE AFOによる効果的な 
前方推進力の向上を認めた一症例

村上　剛琉 医療法人一輝会 荻原記念病院 リハビリテーション部
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ポスター6　［ 基礎／教育管理 ］　14：10～15：10 第9会場：視聴覚研修室（東館 2F）

座長：磯部　航（三菱京都病院 リハビリテーション技術科）

P-46 立ち上がり時に静止できず前方へ下肢を踏み出す動作時の体幹加速度波形分析
山中　悠紀 姫路獨協大学 医療保健学部

P-47 能動的および受動的足底刺激が立ち上がり動作直後の立位安定性に及ぼす影響
檜垣　奨 森ノ宮医療大学 総合リハビリテーション学部 理学療法学科

P-48 新人教育者の課題の見える化 
～教育者に対する評価指標から見えてくるもの～

池　康平 大阪府済生会大阪北リハビリテーション病院 リハビリテーション技術部

P-49 当院リハビリテーション科における理学療法士の研究活動の実態と 
促進に向けた課題に関する予備調査

池田　直人 白石クリニック整形外科・内科・消化器内科 リハビリテーション科

P-50 コロナ禍から withコロナの4年間におけるスタッフが抱えるストレスの変化
本田　憲胤 医学研究所北野病院 リハビリテーション科

P-51 Microsoft Formsによる訪問リハビリテーション新規介入相談の効果検証
新居　雄太 洛和会丸太町病院 リハビリテーション部

P-52 デイサービス利用者の満足度向上への取り組みと満足度変化
大工谷　新一 北陸大学大学院 医療保健学研究科

P-53 当院 Stroke Care Unit（SCU）における現状報告と先行研究との比較
東野　優太郎 大阪市立総合医療センター 医療技術部リハビリテーション部門

P-54 難病当事者の運動実践における支援課題 
―交流会参加者へのアンケート調査から―

甲斐　太陽 西大和リハビリテーション病院 リハビリテーション部

ポスター7　［ 運動器／スポーツ ］　15：20～16：20 第9会場：視聴覚研修室（東館 2F）

座長：豊島　康直（京都木原病院 運動器スポーツリハビリテーション部）

P-55 熱傷後患肢不使用となった症例に対して質的記述的分析に基づいた 
理学療法介入を実施した経験

西田　梨乃 高田上谷病院 リハビリテーション科

P-56 足関節背屈制限を呈した症例の姿勢制御戦略 
～感覚運動制御に着目した介入経験～

佐藤　祐貴 摂南総合病院 リハビリテーション科
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P-57 両側人工股関節周囲感染症に対し Continuous Local Antibiotics Perfusionを 
施行した症例に対する理学療法経験

植田　亜胡 奈良県立医科大学附属病院 医療技術センター リハビリテーション技師部門

P-58 足関節脱臼骨折に対する観血的整復内固定術後、 
著名な関節可動域制限と足関節前面痛を呈した一症例

大西　康太 奥天神白石クリニック  リハビリテーション科

P-59 異なるタイプのエルゴメータが下肢骨格筋の酸素動態に与える影響について
成瀬　諒真 小牧ようてい記念病院 リハビリテーション科

P-60 L5/S神経根の先天性走行異常に対し内視鏡下椎弓形成術施行後、 
約2ヶ月で実戦復帰した野球選手の報告

福井　浩之 関西労災病院 中央リハビリテーション部

P-61 日本人成人における主観的健康観と生活習慣の横断的関連： 
スポーツライフ・データの二次分析

北垣　和史 四條畷学園大学 リハビリテーション学部

P-62 回復期リハビリテーション病棟における大腿骨近位部骨折患者の 
転倒発生状況の分析

萩原　賢太 社会福祉法人恩賜財団 済生会守山市民病院 リハビリテーション技術科

P-63 大腿骨近位部骨折患者におけるGLIM基準の栄養評価と退院時 ADLおよび 
在宅復帰率との関連性

古川　裕樹 社会医療法人愛仁会 尼崎だいもつ病院 リハ技術部 理学療法科
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　本講演では、「学びを無限に続ける」というテーマを軸に、理学療法士が専門職として成長し
続けるための視点と、その実践が患者・社会にもたらす価値について考察する。理学療法を取り
巻く環境は今、大きな変化の渦中にある。高齢化の加速、複合疾患の増加、生活支援へのニーズ
の多様化、地域包括ケアの深化、そしてデジタル技術の急速な進展など、我々が向き合う課題は
かつてないほど複雑化している。また、エビデンスの更新速度は年々加速し、臨床現場で求めら
れる判断はより高度かつ精緻になっている。このような環境において、理学療法士が質の高い医
療を提供し続けるためには、単なる知識の習得ではなく、継続的な学習によって自らの臨床推論、
技量、価値観を更新し続ける姿勢が不可欠である。
　学びを無限に続けるという概念は、決して「終わりの見えない努力」を強いるものではない。
むしろ、学びを通して自己の枠組みを広げ、新たな視点や方法を獲得し、他者とのつながりを再
構築していく創造的なプロセスであると考える。本講演では、
①臨床現場での問いを持ち続ける姿勢
②多職種協働の中で生まれる気づき
③教育・研究活動との往還による専門性の深化
④失敗や葛藤を学びへと転換する思考
の四つを中心に、継続学習の実践モデルを提示する。
　さらに、近年注目される「リフレクション（省察）」や「ナラティブベースドプラクティス」、

「デジタルヘルス時代の学び方」などを取り上げ、学び続ける専門職としての理学療法士像を具
体的に描く。また、若手からベテランまで、キャリアの段階に応じた学習の壁とその乗り越え方
についても提言する。
　本講演が、参加者一人ひとりにとって、自身の学びを再定義し、日々の臨床に新たな視点と活
力をもたらす契機となることを期待する。学びは目的ではなく、未来の理学療法を創造するため
の「無限に続く営み」であると考える。

無限学続（むげんがくぞく）

堀江　淳
京都橘大学 健康科学部 理学療法学科

大会長基調講演
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京都橘大学健康科学部、大学院健康科学研究科（前期博士課程・後期博士課程） 
教授・健康科学部長、健康科学研究科長

専門：慢性呼吸不全患者に対する理学療法

学　歴

1990年	� 藍野医療技術専門学校（現・藍野大学） 卒業

2005年	� 大阪市立大学 経済学部 卒業（経済学士）

2007年	� 大阪教育大学大学院 教育学研究科 健康科学専攻 修了（学術修士）

2011年	� 佐賀大学大学院 医学系研究科 生体制御系専攻 修了（博士（医学））

職　歴

1990年	� 洛和会音羽病院リハビリテーションセンター 勤務

1994年	� 大阪府立羽曳野病院（現・大阪府立病院機構大阪はびきの医療センター）
呼吸器科 勤務

2007年	� 西九州大学 リハビリテーション学部 講師

2011年	� 神戸国際大学 リハビリテーション学部 准教授

2013年	� 京都橘大学 健康科学部 教授

社会活動

京都府理学療法士会 副会長

日本理学療法士協会 代議員

日本呼吸理学療法学会 理事

日本呼吸ケア・リハビリテーション学会 評議員

他、多数

堀
ほり

江
え

　淳
じゅん
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特 別 講 演

　筋力発揮に影響を与える筋構造および筋質の特性、さらに廃用・加齢・トレーニングによる筋
構造の変化は、理学療法において極めて重要な基礎知識の一つである。筋量や筋質は最大筋力と
関連し、筋の機械的特性（弾性率）は素早い力発揮能力や electromechanical delay と関係する
ことが報告されている。
　超音波画像装置を用いることで、筋量の指標として筋厚（または筋断面積）、筋質の指標とし
て筋輝度、機械的特性の指標として筋弾性率を評価することができる。筋輝度は筋内の脂肪組織
や線維組織の増加を反映し、弾性率は素早い力発揮能力のみならず、筋の伸張性にも関係する指
標である。近年では、これらに加えて筋の三次元形状やギアリングも筋力発揮に関与する要因と
して注目されており、本講演ではこれらの知見についても紹介する。
　加齢に伴うサルコペニアが社会的関心を集めているが、すべての筋が同程度に萎縮するわけで
はなく、萎縮しやすい筋と萎縮しにくい筋が存在する。我々の研究では、健常若年女性と健常高
齢女性の下肢筋の筋厚を比較した結果、加齢による筋萎縮が最も顕著であったのは大腰筋であっ
た。また、ヒラメ筋では、若年者と歩行自立高齢者との間に有意差がみられなかった一方で、歩
行困難な高齢者では有意な減少が認められた。すなわち、歩行自立を維持している高齢者ではヒ
ラメ筋の筋量維持が極めて重要であることが示唆された。
　加齢に伴い、筋内の非収縮組織（脂肪組織など）の割合が増加するため、高齢者の超音波画像
では筋輝度が高くなる（すなわち筋質の低下を示す）。近年の研究では、加齢による筋の変化は
筋量よりも筋質の変化が先行して起こることが明らかになってきている。本講演では、高齢者お
よび変形性膝関節症患者を対象とした筋質の特徴についても詳述する。
　骨格筋の弾性率に関する報告は、筋量や筋質に比べてまだ少なく、加齢による変化についても
一定した見解が得られていない。我々の研究では、上肢筋における弾性率の加齢変化は小さい一
方で、下肢筋では弾性率の低下が認められたので紹介する。
　さらに、筋厚・筋輝度・弾性率という3つの筋機能指標に影響を与えるトレーニング、伸張性
トレーニングが筋線維長に与える影響、ストレッチングが筋力・筋肥大に及ぼす効果について、
我々の研究成果を中心に紹介する。

市橋　則明
関西医科大学 リハビリテーション学部 理学療法学科

筋力発揮に影響を与える筋構造・筋質の特性と 
そのトレーニング介入の科学的根拠
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学 歴

1985年	 神戸大学医療技術短期大学部 理学療法学科 卒業

2004年	 博士（医学）取得

2005年	 専門理学療法士（基礎）・専門理学療法士（運動器）

職 歴

1985年	 三菱神戸病院

1988年	 神戸大学医療技術短期大学部 理学療法学科 助手

1994年	 京都大学医療技術短期大学部 理学療法学科 助教授

2003年	 京都大学医学部 保健学科 理学療法学専攻 助教授

2005年	 京都大学医学部 保健学科 理学療法学専攻 教授

2007年	 京都大学大学院 医学研究科 人間健康科学系専攻 教授

2025年	 関西医科大学 リハビリテーション学部 理学療法学科 教授

市
いち

橋
はし

　則
のり

明
あき
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教育講演1

　理学療法の臨床では、極めて詳細な解剖学的情報が求められている。私はその中でも、これま
で十分に検討されてこなかった結合組織の肉眼的形態に着目して研究を進めてきた。とくに骨格
筋の起始腱・停止腱の形態や筋周囲との連続性は、筋の機能や臨床応用を理解する上で重要であ
る。一般的に骨格筋は「骨に付着する」と説明されるが、実際には筋は骨に付着するのみならず、
結合組織を介して周囲構造へと連続している。したがって、筋の収縮力がどのように伝わるかを
理解するためには、起始・停止部に存在する結合組織の形態を明らかにすることが不可欠である。
また、関節包や腱鞘を構成する結合組織を詳細に観察すると、筋や腱との連続がみられるほか、
疎性あるいは密性といった結合組織の状態が部位によって変化していることがわかる。以下では、
これまでに得られた研究成果の中から、筋付着部、腱鞘、靱帯に関するいくつかの例を紹介する。
尺側手根屈筋は豆状骨に停止する腱から外側へ広がる腱膜をもち、その後方に尺骨神経・動脈を
通す。すなわち、尺骨神経絞扼部として知られる Guyon 管の掌側壁は、尺側手根屈筋腱の一部
によって形成されており、この構造の理解は Guyon 管を動的な空間として捉える手がかりにな
ると考えられる。de Quervain 病の発症部位として知られる伸筋支帯第1管の線維鞘は、腕橈骨
筋と方形回内筋浅頭の停止腱が連続する部分であると明らかになっており、de Quervain 病の病
態理解に資する知見と位置づけられる。また、鎖骨の動きを制御する肋鎖靭帯については、前方
では鎖骨下筋の後方の筋膜と連続し、内側で胸鎖関節包にも連続することが明らかになってきて
おり、鎖骨の運動制御を動的に理解するための基盤となる。さらに、腰背腱膜には、複数の筋の
起始腱とは異なる方向に走行する膠原線維束が観察されており、腰背腱膜が単なる腱の集合体で
はないことも確認されている。凍結肩の治療対象として臨床的に注目されている烏口上腕靱帯は、
名称上は単一構造のように扱われているが、臨床では解剖学的定義とは異なる領域を含めて取り
扱われている。当日は、解剖体を動かしながら肩周囲を撮影した動画を用いて、回旋筋腱板周囲、
肩峰下滑液包から烏口上腕靱帯の形態を解説する予定である。今後、結合組織の形態に着目した
研究をさらに深化させることで、起始・停止、線維鞘、腱膜、関節包などの新たな機能が明らか
となり、筋付着部や腱鞘、関節包に生じる病態の理解をより深め、理学療法の基盤構築につなが
ると考える。解剖学を「静的な」形態学として捉えるだけでなく、力の伝達や運動時の構造変
化を視野に入れた「動的な」科学として再定義していくことで、解剖学的研究が理学療法に新
たな視座を拓く契機となるだろう。

荒川　高光
大阪歯科大学 歯学部 解剖学講座

筋付着部とその周辺構造に注目した 
結合組織のかたちと機能

―解剖学的知見から臨床を考える―
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略　歴

1994年	 名古屋大学医療技術短期大学部 理学療法学科 卒業

1994～1999年	 医療法人大道会ボバース記念病院

2006年	 博士（医学）授与

2006～2024年	 神戸大学 医学部 保健学科 助手→助教→准教授

2025年4月より現職

学会活動

日本解剖学会、日本基礎理学療法学会 評議員（現在に至る）
荒
あら

川
かわ
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たか
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みつ
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教育講演2

　慢性閉塞性肺疾患（chronic obstructive pulmonary disease：COPD）における呼吸困難感や
運動耐容能の低下には、肺過膨張によって平坦化した横隔膜の機械的不利が大きく関与してい
る。横隔膜が十分に収縮できない状態では、吸気時の圧発生が制限され、換気効率が低下する。
一方、間質性肺疾患（interstitial lung disease：ILD）では肺容量の減少に伴い横隔膜が高位に挙
上・伸長され、これも横隔膜機能障害を引き起こす。疾患により “ 横隔膜形態は異なる方向へ変
化する ” ものの、結果として吸気筋としての性能が障害される点は共通している。近年、超音波
診断装置（ultrasonography：US）を用いた横隔膜評価が、非侵襲的かつ再現性の高い方法とし
て注目されている。我々は US で測定した COPD 患者の最大横隔膜移動距離（DEmax）が、運
動耐容能、動的肺過膨張、呼吸困難と関連することを報告してきた。これらの知見は、肺の器質
的変化が横隔膜に強い影響を及ぼし、その “ 動き ” を捉えることが臨床評価に有用であることを
示している。特発性胸膜肺実質線維弾性症（pleuroparenchymal fibroelastosis：PPFE）は希少
疾患であり、呼吸リハビリテーションの適応や効果に関するエビデンスが乏しい。われわれは、
PPFE 患者で姿勢により呼吸困難が大きく変動する症例を経験し、座位と背臥位での横隔膜移
動距離を US で測定したうえで運動療法に反映させ、短期間で運動耐容能と呼吸困難の改善を得
た。本経験は、US が複雑な病態における理学療法戦略の意思決定に寄与する可能性を示してい
る。本講演では、US による横隔膜移動距離の評価方法と解釈、当院における吸気筋トレーニン
グ・運動療法への応用、そして COPD・ILD・PPFE といった疾患横断的な “ 横隔膜の動き ” の
捉え方について具体的症例とともに紹介する。

白石　匡
近畿大学病院 リハビリテーション部

横隔膜の “ 動き ” をどう捉えるか： 
呼吸リハビリテーションにおける超音波評価の臨床応用
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学　歴

2009年	 近畿リハビリテーション学院 卒業

2016年	� 森ノ宮医療大学大学院 保健医療学研究科 保健医療学 専攻修了 
（修士：保健学）

2022年	� 近畿大学大学院 医学研究科 呼吸器・アレルギー病態制御学  
専攻修了（博士：医学）

職　歴

2009年4月		  近畿大学病院 リハビリテーション部 入職

2020年4月		  近畿大学病院 リハビリテーション部 主任

2025年4月		  近畿大学病院 リハビリテーション部 科長代理

白
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石
いし
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まさし
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教育講演3

　テーマにある「バイオメカニクスに基づく」という点は、単に研究結果から得られた数値を

並べるという話ではない。実際に症例の評価治療する上で、何 N とか何 Nm と言われても機器

を使用しなければよくわからない話である。では、バイオメカニクスをどのように活かすかとい

えば、運動内容の違いによって関節組織に加わる負荷量が変わるとか、特定の筋が異なる関節角

度で作用することによって、生じる関節運動が異なるか、などである。

　これらについて、肩関節障害における具体例を挙げると、上肢を挙上させる際に、内旋位と外

旋位では肩峰と上腕骨頭の腱板付着部が接触する強さが異なり、腱板付着部の接触する部位も異

なる、といったことである。筋の作用に関しては、棘下筋が下垂位と外転位では上腕骨頭に対す

る作用が異なる、などが挙げられる。

　大事なのはこれらのバイオメカニクスに関する知見をどのように理学療法に落とし込むか、で

ある。例えば腱板断裂術後早期の症例に他動 ROM エクササイズを行うとする。症例は棘上筋と

肩甲下筋の断裂があり、肩峰下に大きな骨棘があったため、鏡視下修復術と肩峰除圧術が行われ

た。手術中の屈曲可動域は160°以上であった。しかし、術後1週間後の ROM エクササイズ中

には他動屈曲時に80°あたりで痛みが生じ、肩甲骨が代償的に上方回旋して95°で止まってしま

う。この時にバイオメカニクスの視点から何が考えられるだろうか。

　先に上げた具体例から考えると、ここで評価してきたい項目は屈曲時にどのような回旋位に

なっているかである。挙上する時に内旋位だと棘上筋腱後部から棘下筋にかけて後上方の腱板が

肩峰と接触する。一方、外旋位では棘上筋腱前部から肩甲下筋腱にかけて前上方の腱板が肩峰と

接触する。接触の強さは外旋位より内旋位の方が強くなる。これらを踏まえて見た時に、屈曲時

に内旋位になっているのであれば外旋位になるように誘導して屈曲したらどうか、など介入の選

択肢が見えてくる。

　このようにバイオメカニクスはリーズニングや介入におけるポイントを見つけることにおいて有

用なことが多い。本講演ではバイオニクスの知見をどう理学療法に応用するかについて提示する。

村木　孝行
運動器ケア しまだ病院 リハビリテーション部

バイオメカニクスに基づく肩関節理学療法
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略　歴

1998年	 北里大学 医療衛生学部 卒業 
	 東海大学医学部付属病院 リハビリテーション科

2003年	 札幌医科大学大学院 保健医療学研究科 博士課程前期・後期

2007年	 Mayo Clinic, Biomechanics Laboratory 研究員

2009年	� 東北大学病院 リハビリテーション部  
東北大学大学院 医科学研究科 非常勤講師

2018年	 東京都立大学 客員教授

2024年	 運動器ケアしまだ病院 リハビリテーション部

役　職

日本肩の運動機能研究会（代表世話人）

国際肩肘セラピスト学会連合（理事）

受賞歴

2010年	� Ian Kelly Best Therapist Paper Award 
（第3回国際肩肘セラピスト学会）

2007年	 第12回整形・災害外科優秀論文賞

2005年	 日本整形外科スポーツ医学会雑誌 最優秀論文賞

村
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教育講演4

　「健康づくりのための身体活動・運動ガイド2023」（以下、ガイド）は、2024年1月に厚生労

働省から公表された。本ガイドは、健康日本21（第三次）における身体活動・運動分野の取り組

みを推進する目的で作成された。また、厚生労働省が公表するものとしてこのガイドは第4版に

相当し、第3版は「健康づくりのための身体活動基準2013」という名称であった。これまでの

「基準」という表現であると、すべての人々が等しく取り組むべき目標値のような誤解を与えて

しまうため、「ガイド」という名称に変更されたという経緯がある。今回のガイドに示された推

奨事項は、「個人差を踏まえ、強度や量を調整し、可能なものから取り組む、今よりも少しでも

多く身体を動かす」という方向性で作成されている。

　今回のガイドで改訂された主なポイントを以下に示す。まず、今回のガイドでは、すべての年

代に対して座りっぱなしの時間が長くなりすぎないことを推奨している。ガイドでは、座位行動

が「座位や臥位の状態で行われる、エネルギー消費が1.5メッツ以下の全ての覚醒中の行動」と

定義されている。座位行動の中断（ブレイク）は糖代謝や血管機能、血圧などの改善に寄与する

ことが報告されており、「じっとしている時間を定期的にブレイクしましょう」という呼びかけ

が今後は推奨されることになる。

　次に、今回のガイドに新たに盛り込まれた内容として、成人と高齢者を対象に筋力トレーニン

グ（ガイドでは「筋トレ」という表記が用いられており、本稿でも、筋トレとする）を週2～3

回実施することが推奨されている。この推奨事項は、筋トレを行っている人では行っていない人

と比べて総死亡および心血管疾患の発症リスクが低いというエビデンスに基づくものである。週

2～3回という頻度は、筋トレの実施時間が過剰となると健康増進効果が減弱する可能性がある

こと、また休息日の確保が望ましいことを踏まえ設定されている。

　これらの推奨事項は、何らかの疾患により入院・通院中である患者に対しても、生活期を見据

えた理学療法のプログラム立案のための重要な指針となる。本ガイドでは、慢性疾患を有する人

に対しても、身体活動が制限されていなければ身体活動を週23メッツ・時以上行うことが推奨

されている。入院治療を要した患者に対しても、その人が生活期に身体活動・運動を実施できる

よう指導することに理学療法士の専門性が発揮されると考える。

森山　信彰
国立研究開発法人 医薬基盤・健康・栄養研究所

「健康づくりのための身体活動・運動ガイド2023」の 
臨床場面における活用方法
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略　歴

2007年3月		  金沢大学 医学部 保健学科 理学療法学専攻 卒業

2007年4月		  医療法人篤友会 関西リハビリテーション病院（理学療法士）

2017年4月		  福島県立医科大学 医学部 公衆衛生学講座 助手

2017年9月		  広島大学大学院 医歯薬保健学研究科 博士課程 後期修了

2025年4月		�  国立研究開発法人 医薬基盤・健康・栄養研究所 
身体活動研究センター 運動疫学研究室 室長（現職）

受賞歴

第10回日本予防理学療法学会学術大会 大会長賞

資　格

日本疫学会疫学専門家

日本公衆衛生学会認定専門家

認定理学療法士（健康増進・参加、スポーツ理学療法）

日本スポーツ協会公認アスレティックトレーナー

森
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山
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教育講演5

　ヒトの中枢神経系は、環境との相互作用を通じて機能や構造を動的に変化させる自己組織化能
力を有している。この可塑性の基盤となるのが、自己の身体位置や運動、環境との関係性を認識
する「身体認知」である。身体認知は、遠心性の運動指令と求心性の感覚フィードバックの照
合（予測－事後制御メカニズム）によって絶えず更新されるが、脳卒中等の感覚運動機能障害は、
このループを破綻させ、身体性の変容や学習性不使用といった病態を引き起こす（Sharma et al., 
2012）。近年、こうした破綻したループの再構築を目指し、神経工学（ニューロエンジニアリン
グ）に基づいた機能再建アプローチが急速な発展を遂げている。
　特に Brain-Computer Interface（BCI）技術の進歩は目覚ましい。初期の BCI は、単に失われ
た運動機能を外部機器で代替することを主眼としていたが、近年の潮流は、脳の可塑的変化を誘
導し、機能回復を促進する「治療的 BCI」へとシフトしている（Biasiucci et al., 2018）。ここでは、
運動企図に伴う脳活動をリアルタイムで検出し、視覚的あるいは体性感覚的なフィードバックを閉
ループ（Closed-loop）で返すことで、機能的な運動回路の強化が図られる（Cervera et al., 2018）。
重要な点は、単に機器が動けば良いのではなく、その運動が「自分の意志によって生じた（Sense 
of Agency）」、「自分の身体の一部である（Sense of Ownership）」という身体化（Embodiment）
された感覚を伴うか否かである。この身体化された認知の再獲得こそが、運動学習効率を高め、
真の機能回復への鍵となるとされる。
　我々はこれまで、運動イメージによって生じる脳波をトリガーとして、視覚および電気刺
激による多感覚フィードバックを付与する「imagery Neurofeedback-based multi-sensory 
systems（iNems）」を開発し、臨床応用を進めてきた。本システムの特徴は、受動的な刺激入力
ではなく、患者自身の「能動的なイメージ」を起点とする点にある。イメージとは単なる記憶
の再生ではなく、内化された身体図式を用いたシミュレーションであり、能動的な学習経験に
よって構築される知的活動である。したがって、BCI リハビリテーションにおいては、機械に
よる運動補助と、患者自身の内部モデル（身体イメージ）との間に生じる誤差（予測誤差）をいか
に処理させるかが重要となる。
　本講演では、脳卒中後の身体認知変容に対する BCI の有用性について、特に「エラー関連電
位（Error-Related Negativity：ERN）」に着目した知見を交えて概説する。ERN は、自己の予
測と実際の結果との不一致（エラー）を脳が検知した際に生じる成分であり、運動学習の成否を
握る内省的モニタリングの指標となり得る。BCI が単なる機械操作に留まらず、脳と身体のイ
ンターフェースを再構築し、新たな身体性の獲得へと繋がるプロセスについて、身体性回復の視
点や神経生理学的知見、自験例のデータを交えて議論を展開したい。

兒玉　隆之
京都橘大学大学院 健康科学研究科

脳－身体インターフェースの再構築： 
医工学が拓くリハビリテーションの新展開
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略　歴

京都橘大学大学院 健康科学研究科 教授、博士（医学）。久留米大学 高次脳疾患研
究所 研究員も務める。理学療法士としての経験と25年以上の脳波研究を基盤に、
神経生理学やリハビリテーション科学、医工学領域の立場から「こころとからだ
の健康」を究明。応用脳科学分野では AISIN、日本ロレアル、FANCL 等と共同
研究を展開し、サントリーとの研究では「実感年齢」の概念を発案・提唱した。
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教育講演6

　非侵襲的な電気・磁気刺激は、中枢神経系および末梢神経系の興奮性を変化させ、運動機能や

感覚機能の評価と治療の双方に利用できる手法として発展してきた。本講演では、経頭蓋磁気刺

激（TMS）、経頭蓋直流・交流刺激（tDCS/tACS）、経皮的脊髄電気刺激（tSCS）、末梢神経電気

刺激など、理学療法に関連の深い代表的刺激法を取り上げ、その生理学的メカニズムと刺激パラ

メータ設計の考え方を概説する。

　さらに、脳卒中後、脊髄損傷、パーキンソン病などに対する歩行・上肢機能の改善を目的とし

た最新の臨床研究を紹介し、従来の運動療法との併用による運動学習の促進や神経可塑性誘導の

可能性を議論する。また、安全性・倫理的配慮や、機器選定、介入プロトコルの標準化、エビデ

ンスの限界と今後の研究課題についても言及し、臨床現場で非侵襲的刺激法を適切に活用するた

めの実践的な視点を提供したい。

山口　智史
京都大学大学院 医学研究科 人間健康科学系専攻  

先端リハビリテーション科学コース先端理学療法学講座

非侵襲的刺激法の基礎と臨床応用
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略　歴

2004年	 山形県立保健医療大学 保健医療学部 卒業

2010年	 日本学術振興会 特別研究員 DC1

2013年	 慶應義塾大学大学院 博士後期課程 修了 
	 慶應義塾大学 医学部 リハビリテーション医学教室 特任助教

2016年	 日本学術振興会 海外特別研究員（コペンハーゲン大学）

2017年	 山形県立保健医療大学 保健医療学部 准教授

2020年	 順天堂大学 保健医療学部 先任准教授

2024年	 京都大学大 学院医学研究科 教授

現在に至る

学会活動

日本物理療法学会 理事長

日本神経理学療法学会 代議員ほか
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シンポジウム1　［ 理学療法における AI 活用 ］

　日本の高齢化率は世界で最も高く、生活の質（QOL）の維持・向上の観点から、健康寿命の延
伸が求められる。そのため、重症化を防ぐ介護予防、とりわけ一次・二次予防への取り組みの重
要性は増している。高齢者人口の増加と医療従事者の不足を考慮すると、人を介さず簡易的に健
康状態を評価できるスクリーニングとしてのツール開発が必要とされる。
　そこで、健康状態を反映する指標の一つとして姿勢の変化に着目できる。姿勢は身体的健康の
みならず精神的健康とも関連し、姿勢評価を通じて包括的に健康状態の推定が行える。一般的に
姿勢評価は医療従事者による視診や触診によって行われるが、写真を用いた視診のみの評価も活
用されている。したがって、画像内に姿勢を特徴づける情報が含まれていると考えられる。そし
て、近年、深層学習技術の発展により、画像認識分野では人間と同等あるいはそれ以上の精度で
分類が実現されている。姿勢評価においても写真から特徴を抽出することで、自動化への応用も
期待できる。
　本研究では、健康状態のスクリーニングとして姿勢評価を用い、高齢者の静止立位写真に基づ
く姿勢の自動識別ツールの開発を目的とした。具体的には、高齢者の全身写真を対象に前処理の
検討と機械学習および深層学習による識別モデルの構築から妥当性の検証までを実施した。
　前処理としては、歩行識別などで成果を挙げているシルエット処理を写真に適用した。シル
エット処理を行うことで背景や服装などの影響を抑制でき、モデルの精度向上に寄与すると考え
られる。また、このシルエット画像は写真と同様に、PT による視診のみでも姿勢の大別が可能
であった。そのため、写真の前処理としてシルエット処理を採用し、特徴抽出を試みた。
　前処理後は、機械学習のサポートベクトルマシン（SVM）や深層学習の畳み込みニューラル
ネットワーク（CNN）を用いて識別モデルの構築を行った。正解ラベルは、PT による視診およ
び触診で評価された理想姿勢（Ideal）または不良姿勢（Non-ideal）のいずれかとした。その結果、
CNN の1つのモデルにて、正解率は90% を達成した。また、学習データとして用いなかったテ
スト用の画像セットにて識別モデルの性能を評価した。正解ラベルとの一致度指標である評定者
間一致率（PABAK）は0.69となり、識別モデルは未知のデータに対する適応力の高さを示した。
　以上より、深層学習を用いることで、人的評価に近い姿勢識別モデルを構築できる可能性が示
唆された。そして、本発表では、これらの結果を踏まえ、前処理におけるさらなる特徴強化の検
討および、より詳細な姿勢識別モデルへの展開について報告する。

杉山　直磯
京都工芸繊維大学大学院 工芸科学研究科 先端ファイブロ科学専攻

高齢者の静止立位写真に基づく 
姿勢の自動識別に向けた研究
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略　歴

京都工芸繊維大学にて博士論文「高齢者の静止立位写真に基づく姿勢識別モデル
の検討」により博士（学術）を取得し、現在は大阪産業大学情報デザイン学部にて
契約助手および京都工芸繊維大学にて研究員として従事している。

杉
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シンポジウム1　［ 理学療法における AI 活用 ］

　整形外科疾患・中枢神経疾患の歩行障害は、多様な運動学的・運動力学的特徴を示す。臨床
では、熟練理学療法士が経験や知識に基づいて患者のわずかな運動変化を捉え、最適な治療方
略を判断している。しかし、この熟練者の “ 暗黙知 ” は、若手療法士に共有されにくく、歩行障
害の特徴に基づく介入目標が不明瞭なままトレーニングが進められる場面も少なくない。結果
として、同じ患者に対しても介入内容にばらつきが生じ、治療効果の再現性や説明可能性が十
分に確保されていない。この課題に対し、本研究では「歩行制御の “ 見える化 ”」と「知識変換

（knowledge translation：KT）」を核に、熟練者の視点を若手と共有できる介入支援の枠組み
を提案する。具体的には、歩行解析で得られる高次元データを機械学習により次元削減し、臨
床で意思決定に直結する “ 介入ターゲット ” として再構造化することで、“ 現場の状況に応じた ”
歩行トレーニングの標準化と個別化の両立を目指す。KT では、①Synthesis、②Dissemination、
③Exchange、④Application の4つのプロセスが重要となる。すなわち、①高次元データから
臨床的に意味のある特徴量を抽出し、②その解析結果を臨床的に理解しやすい形で提示するこ
とで、③患者特性に応じた介入方略を熟練者と若手が双方向的に意思決定し、④歩行トレーニ
ングや装具選定など、実際の介入に応用することが可能となる。歩行速度は歩行能力の総合的指
標である。我々は、成人脊柱変形術後の歩行速度に関連する特徴を、高次元データの次元削減に
より抽出し、その特徴量ベクトルに基づいたクラスタリングを実施した。これにより、クラス
ター内で歩行速度を高める生体力学的特徴が可視化され、現場で活用可能な歩行トレーニングの
方略として共有することができた。片麻痺者において、歩行筋電図の高次元データを非負値行列
因子分解（NNMF）に基づいて筋シナジー解析を行い、歩行速度に影響を及ぼす立脚後期の足関
節底屈筋モジュールの構造と活動タイミングの特徴を類型化した。この足関節底屈筋モジュール
の活動のタイミングの異常を示す群では、短下肢装具の装着による麻痺肢推進力の増加を示し、
装具効果を引き出すための筋協調構造の重要性を示した。さらに、片麻痺歩行に対するロボット
アシスト歩行トレーニングにおいて、アシストタイミングの調整に関する熟練者の判断基準を
データ駆動的に分類することで、患者ごとの運動学的特徴に基づいたパラメータ設定による歩行
介入の方向性を明確化した。このように、熟練・若手理学療法士に AI・機械学習・ロボットな
どのテクノロジーが介在することで、より高度な歩行介入を実現するための臨床基盤となること
が期待される。本研究の一部は JSPS 科研費 JP23K16560の助成を受けて実施された。

森　公彦
関西医科大学 リハビリテーション学部 理学療法学科

機械学習を活用した歩行介入支援の 
knowledge translation
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略　歴

2004年	 京都大学医学部附属病院 理学療法部

2007年	 関西医科大学附属病院 リハビリテーション科（2018年～主任）

2021年	 関西医科大学大学 リハビリテーション学部 理学療法学科 助教

2025年	 同 講師
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ひこ
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シンポジウム1　［ 理学療法における AI 活用 ］

　近年、大規模言語モデル（Large Language Models：LLM）の急速な発展は、医療領域におけ

る情報処理や意思決定支援の在り方を大きく変えつつある。医学文献の統合、臨床推論の補助、

個別化された助言提示など、人間だけでは到達し得なかったスケールとスピードで知識の活用が

可能になっている。既存の LLM は確率的生成に基づく回答であっても臨床的妥当性が高い場合

が多く、理学療法評価においても一定の参考価値を持ち始めている。しかし、その出力には依然

として曖昧性が残り、疾患特性や評価観点が明確に求められる臨床場面においては、より精緻で

再現性の高い支援が必要である。

　そこで注目されるのが、RAG（Retrieval-Augmented Generation）を用いた生成モデルの拡

張である。疾患ごとの特徴、評価指標、臨床的注意点などを JSON 等の構造化データとして参

照させることで、従来の LLM では得にくかった「より理学療法的に詳細で疾患特異的な回答」

を生成できる。これは、理学療法評価の均質化・標準化に寄与すると同時に、経験差による評価

のばらつきを補完し、臨床現場における判断の質を底上げする可能性を持つ。さらに、評価結果

の蓄積と、複数エージェントによる推論プロセスを組み合わせることで、生成モデル内部に仮想

的な臨床経験を形成し、患者特性に応じた個別最適化をより高い次元で実現する未来像も描かれ

つつある。これは単なるガイドではなく、臨床推論をともに行う「協働パートナー」としての

AI の姿を示すものである。一方で、生成 AI の活用にはハルシネーションのリスク、若手理学

療法士の思考機会が減少する可能性、さらには人間でなければ実行できない評価領域との境界設

定など、無視できない課題も存在する。AI と人間の役割分担をどのように設計し、どの範囲ま

で AI に委ねるべきかは、今後の専門職にとって重要な論点となる。私の話題提供では、生成モ

デルを理学療法評価に応用するための最新動向、RAG を中心とした技術的アプローチ、個別最

適化への展望、そしてその実装に向けた倫理的・教育的課題について概説する。生成 AI モデル

が理学療法士の専門性を拡張し、より豊かな臨床判断を支える可能性と課題を多角的に議論する。

森　拓也
京都大学医学部附属病院 臨床研究・研修部門 倫理支援部

生成モデルによる理学療法評価の 
個別最適化の可能性
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略　歴

2012年	 医療法人和幸会 阪奈中央病院 リハビリテーション科

2019年	 関西医科大学 医学部 リハビリテーション医学講座 特任研究員

2021年	 京都大学医学部附属病院 臨床研究・研修部門 特定助教

現在に至る

資　格

理学療法士、登録理学療法士、専門理学療法士（基礎）、博士（医学）

学会活動

日本がんリンパ浮腫理学療法学会 理事

日本理学療法士学会 連合国際委員

先端技術倫理学会 理事　他
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シンポジウム1　［ 理学療法における AI 活用 ］

　AI や深層学習を含む機械学習の進展は、診断支援や画像解析など多方面に広がり、理学療法

分野でも評価指標抽出や予後予測研究が進んでいる。今後は、臨床判断と AI をどう統合するか

が課題となる。生成 AI は便利だが、誤情報や信頼性の揺らぎを伴い、不確実性の理解が不可欠

である。従来は予測精度向上が重視されたが、臨床では説明可能性や信頼性が求められる。

　一方、階層ベイズモデルやマルコフ連鎖モンテカルロ法は、予測に確率分布を付与し、少サン

プルでも不確実性を明示できるため、理学療法研究と親和性が高い。精度に優れる機械学習と、

不確実性を可視化するベイズ的枠組みを補完的に活用することで、結果の予測可能な範疇や信頼

できる幅を同時に提示でき、より臨床的な意思決定に資する。

　AI は正解を出す装置ではなく、不確実性を共有し、対話を促す道具として活用されるべきで

ある。ただし、ベイズ推論や機械学習によって得られた結果も、その意味づけや文脈への適用は

最終的に人間が担うべきである。AI を含めた数理モデルはあくまで判断を補助する枠組みであ

り、患者の価値観や生活背景を踏まえた臨床応用に結びつける役割は、理学療法士自身の解釈力

に依存する。

中口　拓真
医療法人明星会 星野クリニック 在宅リハビリテーションセンター

不確実性を考慮した AI 活用と 
理学療法の可能性
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略　歴

2008年	 株式会社 松源 営業部 社会人野球部

2014年	 貴志川リハビリテーション病院

2016年	 花と森の東京病院

2018年	 株式会社 豊通オールライフ ヘルスケア／新規事業部

2020年	� 貴志川リハビリテーション病院 
和歌山県立医科大学附属病院 出向

2022年	� 国立長寿医療研究センター 外来研究員 
医療法人明星会 星野クリニック 在宅リハビリテーションセンター
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シンポジウム2　［ 卒前・卒後教育の意義 ］

　臨床教育の端緒は臨床実習であり、臨床実習で適切に教育を行えるかが臨床教育成功の鍵だと

言える。わが国の理学療法士養成教育での臨床実習の始まりは、先行していた医師（6年制教育）

や看護師（集団での臨地実習）を倣うわけにもいかず、米軍病院にて手探りで始めたのが実情で

ある。実習指導者は米国人 PT、患者は在日米軍の軍人・軍属とその家族という現場環境では、

まさにクリニカルクラークシップが展開されていたことは疑う余地もなく、“ 学生が患者を担当

し独力で “ などという状況は存在し得ないことは明明白白である。その後、全国的に養成校が増

え市中病院でも臨床実習が開始され「学生が独力で評価から治療を行う、いわゆる患者担当制」

という独自な実習方法を練り上げてきたが、皮肉にもこれが先の指定規則改定で指摘され、大き

な転換を迫られているのである。

　転換を迫られている “ いわゆる患者担当制 ” は教育学的根拠を基盤に練り上げられてきたもの

ではなく、経験則と思い込みによる継承と更新を繰り返してきたことに問題の根源がある。医学

教育では既に50年前から臨床実習を巡る本質的な課題に対して紆余曲折を繰り返し、社会に認

められる方向へ変遷してきた歴史がある。同様に看護教育は一見後退と思わせる対処を行いなが

ら、戦略的かつ計画的に対応を進めている。一方で私たちは先達の教訓から何も学まず、過去に

医学教育が指摘された事案と同じ轍を踏んでしまったのが今般の指定規則の改定である。

　別視点で臨床実習を見てみると、60年間に至る養成教育カリキュラムにおける臨床実習時間

の大きな変化に気づく。養成教育開始当初の臨床実習は1,680時間にのぼり、これは当時の総時

間数の50.9% に相当している。現行では20% 弱であることを考えると、臨床教育軽視ともと揶

揄されかねない重み付けの変遷が窺える。また、このような臨床実習教育時間の減少は世界的に

見て稀有な存在であることを認識しておくべきである。

　適正化に向けて大きな転換期を迫られている理学療法士の臨床教育であるが、先ずは根拠のな

い経験則や強い思い込みからの脱却が必要であろう。そして患者や利用者の安全を保証すること

で国民に理解され、教育効果の高い臨床実習の体系を構築しすることが喫緊の課題であり、これ

を抜きにして卒前卒後のシームレスな臨床教育はあり得ない。

中川　法一
株式会社フルーション

臨床教育の変遷
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略　歴

1982年から理学療法士として奉職、公立病院、大学病院での臨床経験の後、臨床
教育の改革をキャリア目標に教育現場（専門学校、大学）へ、その後、株式会社フ
ルーション代表（2007年）、増原クリニック副院長（2008年）として、臨床現場に
復帰。

社会活動

一般社団法人日本リハビリテーション臨床教育研究会 会長

公益社団法人日本理学療法士協会 元理事

公益社団法人大阪府理学療法士会 元副会長

一般社団法人大阪府理学療法士会生涯学習センター 前理事長

一般社団法人吹田市理学療法士会 前会長

中
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シンポジウム2　［ 卒前・卒後教育の意義 ］

　理学療法士養成教育における臨床実習は、学生が専門的技能と臨床推論能力を習得する重要な

教育段階である。一方で、従来の臨床実習指導者講習会受講者からは “ 実習をどのように展開す

べきか分からない ” “ 学んだ内容を現場で活かしにくい ” という実践的知識の定着に関する課題

が指摘されている。このギャップを埋めるべく創設されたのが「認定臨床教育者制度」である。

　本制度は、臨床教育における専門的知識・指導技術の習得、教育システム構築、人材育成を担

う指導者の育成を目的とする。理学・作業・言語の各療法士が共通の教育理念のもとで臨床教育

の基礎を学ぶことにより、教育の質の均一化と全国的な水準化を図る点に特徴を有する。

　本制度に基づき開催される認定臨床教育者講習会は、Basic、Advance、Master の3段階で構

成されており、教育・学習理論や教育技法の理解から始まり、最終的には教育システム構築や指

導者育成能力の獲得を目指す。講習会は、（一社）日本リハビリテーション臨床教育研究会が監

修し、全国で講義・演習内容が標準化された統一カリキュラムを採用している。運営は各士会が

担い、現在、全国への普及を推進しているところである。

　大阪府では2023年度より全国に先行して本講習会を開始した。受講後アンケートの結果、「現

場での活用が期待できる」との声が多く、段階的な学びに対する高い満足度が確認された。こ

の実践を受け、2024年度・2025年度と大阪以外でも開催が始まり、今後はさらに増える見込み

である。

　認定臨床教育者制度は、臨床実習指導者講習会後のブラッシュアップシステムとして機能し、

卒前のみならず卒後教育における実践的指導能力の継続的な向上に寄与する。これは大会テーマ

「無限学続」に通じるものであり、リハビリテーション専門職の卒前・卒後教育の質的向上に大

きく貢献する意義を持つと考える。本シンポジウムでは、この制度の概要や講習会実践状況など

を紹介する。

辻岡　大輔
清恵会三宝病院 医療技術部 総合リハビリテーション 理学療法科

臨床実習指導者講習会後の 
ブラッシュアップ制度とその実践について
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学　歴

2003年3月		 大阪体育大学 体育学部 体育学科 卒業

2006年3月		 清恵会第二医療専門学院 卒業

職　歴

2006年4月		 社会医療法人清恵会 清恵会病院

2007年4月		 清恵会三宝病院

2017年4月		 清恵会第二医療専門学院 理学療法士科 専任教員

2025年4月～	� 清恵会三宝病院 医療技術部 総合リハビリテーション 理学療法科 
主任

資　格

臨床教育認定理学療法士

中学・高校教諭第一種免許状〔保健体育〕

社会活動

2011年	 （公社）大阪府理学療法士会 会誌編集部

2018年～	� （一社）大阪府理学療法士会生涯学習センター 
（現在、教育局局長 臨床実習教育部部長）

2019年～	 （一社）堺市理学療法士会 理事
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シンポジウム2　［ 卒前・卒後教育の意義 ］

　医療が高度化し、患者や家族の人権意識・価値観が多様化する現代において、病院や地域社

会で質の高い医療・福祉・教育支援を実施するためには、多職種間の緊密で円滑な連携が不可

欠である。現在のところ、養成機関の教育カリキュラムに多職種連携教育（Interprofessional 

Education：IPE）の導入を義務づける制度は存在しない。しかし、IPE の推進を目的とした学

会の設立や、大学カリキュラムへの IPE 導入は全国的に進展しており、その重要性は広く認識

されつつある。本学では2021年以来、薬科大学との共同による IPE を実施してきた。当初は4

回生を対象とした選抜制の少人数プログラムとして開始したが、2025年度入学者より、理学療

法・作業療法・看護・臨床検査・救急救命の医療系5領域（約350名）を対象とした必修科目と

して新カリキュラムを開始した。さらに対象学年を1回生にまで拡大し、前期・後期を通じて年

間を通した継続的な IPE 教育を実施することで、多職種連携の基盤となる諸要素を早期から育

成する教育体制を構築した。具体的には、学科間の人的交流の促進、各専門職種の役割や意義の

理解、領域固有の臨床視点や価値観の共有などである。新カリキュラムでは、入学後3年を経た

4回生時に、仮想症例を用いた多職種チーム医療（シミュレーション演習）の実践を計画してい

る。これは、専門職教育によって培われた各領域の専門性と、初年次から行ってきた IPE の学

習成果とを統合し、より高度な連携能力の育成を図るものである。両者の相乗効果により、実践

的な多職種協働能力の深化が期待されている。本シンポジウムでは、本学における IPE の特徴

と具体的な展開、これまでに得られた教育効果の検証、ならびに今後の課題と将来展望について

報告したい。

小田桐　匡
京都橘大学 健康科学部 理学療法学科

多職種連携教育の展開： 
京都橘大学での試み
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略　歴

1992年～2003年	 京都保健会 理学療法士

2004年～2006年	 畿央大学 健康科学部 理学療法学科 助手

2007年～2011年	 姫路獨協大学 医療保健学部 理学療法学科 助教

2011年			�   京都大学大学院 人間・環境学研究科 博士後期課程 
（共生人間学専攻 認知行動科学講座） 単位取得後退学

2017年～現在	 京都橘大学 健康科学部 理学療法学科 准教授

専門は認知行動科学、神経心理学
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シンポジウム2　［ 卒前・卒後教育の意義 ］

　日本の地域包括ケアシステムは、米国 ACO（Accountable Care Organization）の概念を参考

に導入されたが、医療・介護・行政・教育機関のデータ基盤や目標の統合が不十分で、理念が先

行し実装が進みにくい構造的課題が指摘されてきた。急性期から生活期まで一貫したアウトカム

評価が困難であり、地域で働く専門職の教育も個別最適にとどまるなど、縦割りの枠組みが依然

として強い。一方、ACO は臨床・教育・研究を統合し、地域全体でアウトカム責任を共有する

点に特徴があり、日本の地域包括ケアの実装に重要な示唆を与える。こうした背景のもと、理学

療法士が地域完結型リハを担うためには、大学・地域医療機関・自治体行政が連携し、臨床・教

育・研究を一体的に推進する基盤整備が不可欠である。神戸市立医療センター中央市民病院では、

急性期医療の専門性を基盤としつつ、大学・行政との連携により、データ駆動型の臨床教育やレ

ジデント制度を中心とした体系的な人材育成を進めてきた。特に CURE-KOBE に代表される地

域医療データ基盤の整備は、急性期から地域までのアウトカム把握を可能とし、教育・研究の質

向上と地域施策への還元を促す循環を形成している。さらに、レジデント制度に大学院教育を組

み合わせた高度専門職育成プログラムは、急性期での専門的技能習得に加え、研究デザイン・統

計・生命倫理を体系的に学ぶことで、臨床現場の課題を自ら抽出し解決できる理学療法士の育成

を可能にしている。新潟医療福祉大学大学院・順天堂大学大学院との連携では、2年間で600例

以上を経験し、ICU から在宅まで幅広い医療現場に応じた実践力を高めつつ、大学院の研究指

導と現場での学びを結びつける教育体制を整備している。これにより、急性期・回復期・地域リ

ハ・研究・教育など、多様なキャリア形成が可能となり、地域医療への貢献にもつながっている。

　今後、地域包括ケアにおけるリハビリテーションの役割は一層重要となる。医療 DX の進展

により、膨大な臨床データを活用した研究が求められ、病院・教育機関・行政が連携した「デー

タ駆動型の臨床教育体系」が不可欠である。卒前・卒後教育を連続的に捉え、地域単位で人材

を育てる仕組みを構築することが、超高齢社会における理学療法士の専門職としての価値を高め、

地域完結型リハの実現に寄与すると考える。

大学と地域医療機関の連携による人材育成戦略
―高度化する医療と地域完結型リハに応える 

育成・研究基盤の構築とキャリア形成―

岩田　健太郎
神戸市立医療センター中央市民病院 リハビリテーション技術部
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略　歴

神戸市立医療センター中央市民病院 リハビリテーション技術部 技師長代行。	
2001年金沢大学 卒業。2005年より中央市民病院に勤務。	  
急性期理学療法、心不全・集中治療領域を専門とし、医療 DX を活用したデータ
駆動型リハビリテーション、人材育成、地域包括ケアの推進に取り組む。	  
心臓リハビリテーション 上級指導士、集中治療理学療法士。日本理学療法管理学
会 理事。神戸大学大学院 博士課程 修了。	  
CURE-KOBE を基盤とした地域医療データ整備、レジデント制度と大学院教育を
組み合わせた高度専門職育成モデルの構築、大学・行政との協働による地域完結
型リハ体制の形成に尽力している。岩
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セレクション

S-1

【はじめに】 人工股関節全置換術後患者（THA）では、術後合併
症予防、歩行獲得などに早期離床・歩行開始の有効性が示され
ている。しかし、疼痛、運動・荷重への恐怖心などが原因で、
早期歩行開始が困難な症例を経験する。今回、疼痛と運動・荷
重への恐怖心により、早期歩行開始が困難であった THA 患者
に対して、大腿から骨盤にかけて弾性包帯を使用し、即時的に
荷重量と歩行距離増大がみられたため報告する。
【症例紹介】 40代後半の男性、体重54.7 ㎏、BMI 20.4 ㎏/m2。
診断名は左結核性股関節炎。既往歴はなし。現病歴は、数年前
より左股関節痛あり、手術3ヶ月前より疼痛が増悪、歩行困難
のため前院に入院、左結核性股関節炎と診断。前院入院後、松
葉杖で移動自立。しかし、疼痛が増悪し手術1ヶ月半前から荷
重困難、車椅子移動（完全免荷）を余儀なくされた。その後、
左 THA（Hardinge 法）目的に当院転院。
【経過】 術前評価：関節可動域は左股関節屈曲40°、伸展 -5°、
MMT は右下肢4、左股関節屈曲・伸展・外転1、左膝関節伸
展2、NRS は左股関節周囲に安静時7、他動運動時10、左下肢
荷重への恐怖心は10点法で10。術後2日目より理学療法開始。
経過とともに安静時痛は改善したが、左大腿骨前面・外側の荷
重時痛と恐怖心が強く、6日目に平行棒内歩行を実施するも、
荷重量は9 ㎏（体重比16.4%）。加えて、実際の荷重量と主観的
荷重量に5-10 ㎏の乖離がみられ、固有感覚障害が疑われた。
これらより、術後7-10日目に大腿骨頭と寛骨臼の適合性を高
めること、触圧覚刺激による固有感覚賦活を目的に、先行研究
に基づいて大腿から骨盤にかけて弾性包帯を使用し、弾性包帯
の強度は1横指が入る程度とした。弾性包帯なしと比較し、立
位時の左下肢への荷重量は6-16 ㎏増加、NRS は1-2減少、恐
怖心減少、平行棒内での連続歩行距離は20-30m 増加した。ま
た、左下肢荷重による疼痛および恐怖心の軽減を目的に、弾性
包帯を使用した状態での立位・歩行練習直後に、使用前との疼
痛、荷重量、歩行距離の変化を可視化し、下肢機能および動作
の改善について口頭で繰り返しフィードバックを行った。術後
10日目に杖歩行開始。術後12-16日目に杖歩行練習時に弾性
包帯を使用。使用なしと比較し10m 歩行は約2秒短縮、連続
歩行距離は20-30m 増加した。最終評価（術後17日目）：関節
可動域は左股関節屈曲100°、伸展0°、筋力は MMT で右下肢
5、左股関節屈曲・伸展・外転2、左膝関節伸展4、等尺性膝伸
展筋力は HHD で：28.6/6.4 ㎏f（右／左）、疼痛は安静時0、
歩行時2、荷重・運動恐怖心は0。病室内杖歩行自立、術後18
日目に回復期病棟へ転院。
【結論】 疼痛、固有感覚障害、荷重への恐怖心を有する急性期
THA 患者に対し、大腿骨盤への弾性包帯使用は、荷重量・歩
行距離の即時的改善に寄与し、歩行獲得に有用である可能性が
示唆された。
【倫理的配慮】 本人に本発表の主旨を口頭ならびに書面にて説
明し同意を得た。

結核性股関節炎による 
人工股関節全置換術後の一症例
―  弾性包帯による荷重量・歩行距離への
即時効果―

○赤岩　秀則1）、松矢　浩暉5）、松尾　和洋2）、大坪　拓郎2）、
柳瀬　友喜2）、菊池　真菜3）、森本　陽介4）

1）関西医科大学総合医療センター リハビリテーション科
2） 西記念ポートアイランドリハビリテーション病院  
リハビリテーション科

3）神戸市立西神戸医療センター リハビリテーション科
4）神戸学院大学 総合リハビリテーション学部
5）関西医科大学総合医療センター 整形外科

Key words：人工股関節全置換術、弾性包帯、歩行

S-2

【はじめに】 人工膝関節全置換術（total knee arthroplasty：
TKA）は、末期変形性膝関節症に有効な治療法である。運
動器疾患に対するリハビリテーションの標準算定期間である
術後5ヵ月時点では、歩行中の関節角度やモーメントが十分
に改善しない症例も多い。そのため、術後成績の良好な患者
の特徴を把握し、成績を向上させることが求められる。
　本研究では、術後5ヵ月時点の立脚期の膝関節角度を用い
て患者を分類し、身体機能と歩行の運動学・運動力学的パラ
メータの経時的変化を群間で比較した。
【方法】 片側 TKA を施行した15例（74.3±6.3歳）を対象と
し、術前、術後3、5ヵ月で評価を実施した。評価項目は、
①膝屈・伸角度、②膝伸展筋力、③Knee Injury and Os-
teoarthritis Outcome Score（以下、KOOS）、④三次元動作
解析と床反力計から得られた膝関節角度とモーメント（立脚
初期、中期、後期のピーク）、⑤歩行速度・歩幅・歩行率と
した。術後5ヵ月の立脚期の膝関節角度を用いて、階層的ク
ラスター分析を実施し、得られた2群の比較には対応のない
t 検定を用いた（有意水準は5%）。
【結果】 クラスター分析の結果、立脚初期に膝が伸びている
膝伸展群（n= 9）と膝が曲がっている膝屈曲群（n= 6）に分類
された。群間比較の結果、①術前の膝伸展角度は、膝伸展群
で有意に高値であった（p ＜ .05）。②術後3、5ヵ月の膝伸展
筋力は、いずれも膝伸展群で有意に高値であった（3ヵ月：p
＜ .05/5ヵ月：p ＜ .05）。③術前の KOOS「Pain」スコアは、
膝伸展群で有意に高値であった（p ＜ .05）。④術後5ヵ月に
おける歩行中の膝関節角度は、3つのピークすべて、膝伸展
群で有意に低値であった（第1ピーク：膝伸展群8.9±5.2°vs
膝 屈 曲 群24.1±5.1°、p ＜ .01/ 第2ピ ー ク：3.8±6.7°vs 
14.9±6.3°、p ＜ .01/ 第3ピーク：33.3±7.5°vs 43.9±8.6
°、p ＜ .05）。術後5ヵ月の膝関節伸展モーメントは、第1お
よび第3ピークにおいて膝伸展群で有意に低値であった（第1
ピーク：p ＜ .05/ 第3ピーク：p ＜ .05）。術前の膝関節伸展
モーメントは、第2および第3ピークで膝伸展群が有意に低
値であった（第2ピーク：p ＜ .05/ 第3ピーク：p ＜ .05）。
【結論】 膝屈曲群は術後5ヵ月時点でも膝伸展筋力の低下と
歩行中の過大な膝伸展モーメントが残存し、大腿四頭筋の易
疲労性やインプラント摩耗リスクが高まる可能性が示唆され
た。また、膝屈曲群は術前の疼痛が強く、膝伸展角度が不良、
歩行中の膝伸展モーメントが過大であった。以上の結果から、
術前の疼痛管理と膝伸展角度の改善は、術後成績の向上に重
要と考えた。
【倫理的配慮】 本研究は、発表者が所属する施設の倫理審査
委員会の承認を得て実施した。

人工膝関節全置換術後の 
歩行パターンによる分類と縦断的変化
―クラスター分析による検討―

○黒田　龍之介1）、松井　知之1）2）、東　善一1）、宮﨑　哲哉1）2）、
菊地　雄大1）、森原　徹1）2）

1）丸太町リハビリテーションクリニック リハビリテーション部
2）洛和会京都スポーツ医科学研究所 

Key words：人工膝関節全置換術、歩行分析、クラスター分析
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セレクション

S-3

【はじめに】 歩行支援ロボット Welwalk（以下、WW）は、
早期の歩行自立に加え、関節角度の即時的改善にも寄与する
とされている（Fujii R et al. 2022）。脳卒中片麻痺者に対す
る WW の多くの報告は中等度以上の重症例が中心であり、
軽度例に関する報告は少ない。今回は、歩行は監視で可能だ
が、下肢可動範囲に制限を有する軽度右片麻痺者に対して
WW を用いた歩行練習を実施し、歩行パターンと主観的変
化を含めた経過を報告する。
【症例紹介】 対象は、左内包後脚の脳梗塞により右片麻痺を
呈した60代男性。Fugl-Meyer Assessment（下肢）25/34
点、Berg Balance Scale 34/56点、歩行 FIM は5点であっ
た。歩行では、立脚初期～中期に膝折れがあり、遊脚終期の
下肢振出し角度が小さいことで、安定した踵接地が困難で
あった。OpenPose 解析では、立脚期の最大膝伸展角度 -16°、
股関節伸展角度12°であった。また、遊脚期における
Leading Limb Angle（以下、LLA）は25°であった。そこで、
倒立振り子モデルの再構築を目指して膝伸展アシストを、安
定した踵接地の促通を目的に振出アシストを併用し、2週間
の歩行練習を実施した。
【経過】 初回は1.5 ㎞/h で開始し、膝伸展アシスト10、振出
アシスト6で設定。4日目には速度を1.9 ㎞/h へ増加し、膝
関節屈曲は軽減し股関節伸展も増加を認め、膝伸展アシスト
も10→7に調整可能となった。一方、振出アシストに対し
ては「足を持っていかれそう」との訴えがあり、アシスト
を6→1に段階的に落とし、前後割合を標準から後ろへ変更。
加えて、遊脚期における膝関節伸展完了までの時間が遅いの
ではと予想し、屈伸時間を0.84秒→0.74秒に短縮した。こ
れにより、遊脚期の振出し幅が増加し踵接地も認めるように
なってきた。また、「歩き方を思い出してきた」との自覚的
変化も得られた。12日後、立脚期の膝伸展角度は -5°、股
関節伸展角度19°、遊脚期の股関節屈曲角度33°、LLA は
30°に改善した。
【結論】 監視レベルで歩行できる軽度運動麻痺を有する脳卒
中者に対して、立脚期の膝関節伸展不足に関しては膝伸展ア
シスト量を大きく設定することが有効であったと考える。一
方で、遊脚期の振出し幅に関しては、WW のアシストを本
人が意図する位置とタイミングとなるよう調整し反復するこ
とで、「歩き方を思い出す」といったロボット特有の経験を
提供し、歩行のスムーズさの獲得に貢献すると考える。本結
果は、歩行の相別に WW のアシスト調整をする際に運動学
的変化を創出しながら、患者の意識経験を変えるための手が
かりを提供する。
【倫理的配慮】 本研究はヘルシンキ宣言に準拠し、対象者に
説明の上、書面にて同意を得た。

歩行支援ロボットWelwalkを用いた
軽度片麻痺者への介入効果
―  一症例の運動学的・主観的変化の 
検討―

○池田　和斗、乾　康浩、中松　武史、増田　隆一
奈良県総合リハビリテーションセンター リハビリテーション科

Key words：脳卒中片麻痺者、Welwalk、主観的変化

S-4

【はじめに】 心不全患者の高齢化に伴い治療抵抗性心不全患
者が増加しており、このような患者への理学療法介入の機会
も増加している。今回、原因不明の失神歴と肥大型心筋症の
既往を有し、急変リスクが高く循環動態が不安定な治療抵抗
性心不全患者に対し、心不全徴候を適切に評価し、前負荷の
低下予防および心収縮力の過度な上昇防止を徹底したことで、
心血管イベントなく自宅退院が可能となった症例を経験した
ため報告する。
【症例紹介】 原因不明の失神歴のある80歳代女性。入院前の
日常生活動作（以下、ADL）は屋内伝い歩きで、屋外は車椅
子を使用。排便は人工肛門管理、排尿はポータブルトイレを
利用していた。独居だが、毎日長男の訪問、訪問看護、ヘル
パーを利用していた。X 日、嘔気と食欲不振を主訴に救急
搬送され、入院時ヒト脳性ナトリウム利尿ペプチド前駆体 N
端フラグメントは2,259 pg/mL、心エコーで最大左室壁厚
20 ㎜、左室拡張障害を認めた。X+1日、心拍数190回／分
の心房細動が出現し、血行動態破綻によるショック状態と
なった。その後、肥大型心筋症の末期相当と判断されたが、
精査や侵襲的治療は本人の希望により行わず、薬物療法のみ
での対応となった。X+2日に洞調律復帰後、離床を開始した。
【経過】 X+2日より前負荷低下予防を目的に、ベッド上での
下肢運動後に離床を開始。運動強度は、β遮断薬服用を考慮
し簡易式で心拍数102回／分未満を目安とし、talk test およ
び Borg scale で評価した。座位時、収縮期駆出性雑音や過
剰心音はなく、脈圧比は36%、頸静脈怒張を認めたが肝頸
静脈逆流は陰性だった。末梢冷感と心房期外収縮の頻発を認
めたため、継続的モニタリング下で段階的に離床を実施。
X+4日、起立練習時に脈圧比27%、収縮期駆出性雑音を聴
取し、Borg scale にて15、talk test 陽性のため、負荷を起
立練習までとした。X+6日には起立時の収縮期駆出性雑音
は聴取されず、片手すり把持での歩行練習を開始。評価やモ
ニタリング下での歩行練習を継続して心血管イベントなく入
院前 ADL である屋内伝い歩きを獲得し、X+13日に自宅退
院となり、本人と家族の「家族みんなでご飯を食べる」と
いう希望を実現できた。
【結論】 心房期外収縮の増加は心房細動への移行リスクを高
めるとされる。特に肥大型心筋症患者では前負荷の低下や心
収縮力の過度な上昇が低灌流や不整脈を誘発し、原因不明の
失神は突然死リスク因子とされる。また肥大型心筋症患者で
は安静時に左室流出路狭窄がなくとも運動負荷で誘発され、
低灌流を招く可能性が報告されている。本症例は多くのリス
クを抱えていたが、心不全徴候を的確に評価し、突然死リス
ク回避のため運動強度や基準を独自に設定して段階的に進め
たことで、心血管イベントを予防し入院前 ADL を再獲得で
きたと考える。
【倫理的配慮】 本報告はヘルシンキ宣言に準拠し、患者本人
から書面での同意を得た。

肥大型心筋症合併心不全患者に対し、
リスク因子に着目することで 
自宅退院が可能であった一症例

○青木　渉真、西山　佑樹、笠松　竜太朗
宇治徳洲会病院 リハビリテーション科

Key words：肥大型心筋症、心不全、リスク管理
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セレクション

S-5

【はじめに】 訪問リハビリテーション（以下、訪問リハ）で
は、12ヶ月以上の長期利用者において日常生活動作能力や
生活空間、手段的日常生活動作などのアウトカム改善が頭打
ちとなり、適切な目標設定も困難となることが臨床現場で指
摘されている。先行研究では横断的な改善効果の報告もある
が、Shared Decision Making（以下、SDM）導入がもたら
す具体的な変化を各種アウトカム指標を通じて縦断的に検討
した報告はない。本研究は、SDM 導入による長期利用者へ
の多面的効果を縦断的に検討し、今後の臨床応用や研究に向
けた仮説生成のための予備的研究を目的とした。
【方法】 対象は、2025年1月時点で当院訪問リハを1年以上
継続利用している要介護高齢者4名を解析対象とした。介入
として、担当療法士変更時に SDM の9ステップを用い、利
用者及び家族と協働して目標と方針を再設定した。評価は
SDM 導入時（初期）および4カ月後（最終）に実施し、Life-
Space Assessment（以 下、LSA）や Frenchay Activities 
Index（以下、FAI）、行動変容ステージ（以下、TTM、5段
階順序尺度）、また、SDM の実施効果を把握する目的で、
得点が高いほど利用者が担当療法士の SDM を認識している
ことを表し、信頼性及び妥当性も有すると検証されている
Shared Decision Making for Rehabilitation（以 下、SDM-
Reha）を最終時点で評価した。統計解析として LSA と FAI
については対応のある t 検定を用い、TTM については変化
を記述的に示した。
【結果】 対象者は同意の得られた4名（要支援1名・要介護3
名）で、年齢は76.2±13.7歳、主病名の内訳は脳血管疾患3
名、神経変性疾患が1名であった。脱落した2名は入院及び
同意の撤回によるもであった。利用期間の中央値は22カ月

（IQR, 12-42）が解析対象となった。LSA の中央値は初期34
（IQR, 23.5-47）から最終60（IQR, 48-64）へと増加し、3例
で10点以上の増加を認めた（p=0.104）。FAI の中央値は初
期11.5（IQR, 7.5-16.2）から最終15.5（IQR, 12-19.75）へ増
加した（p=0.01）。TTM は初期無関心期及び関心期が各1名、
準備期2名から最終関心期1名、実行期3名へ進展した。
SDM-Reha（最終時）は中央値50.5/60（IQR, 47-53）であり、
全員が SDM を高く認識していた。
【結論】 本研究は対象者数が少なく、対象群を設けていない
という点において統計的有意差など制限はあるが、SDM 導
入により導入以前と比較し生活空間や手段的日常生活動作、
行動変容すべてに改善傾向を得たことは、長期訪問リハ利用
者に対する臨床的意義が大きいと考える。特に LSA で10点
以上の増加は臨床的に意義がある可能性を示す知見と考えら
れた。今後は対象者の拡大や対照群設定などによる効果検証
も含めて実施する必要がある。
【倫理的配慮】 本研究は、個人情報とプライバシー保護に十
分配慮し、研究の趣旨を説明した上で口頭および書面にて同
意を得た。

12カ月以上訪問リハビリテーション 
利用者における Shared Decision 
Making導入の多面的効果
―前向き観察研究―

○梅本　雄太1）、中谷　知生1）、蓮井　成仁1）、田口　潤智2）

1）宝塚リハビリテーション病院 療法部
2）宝塚リハビリテーション病院 診療部

Key words：Shared Decision Making、生活空間、	
訪問リハビリテーション
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大学院生対抗

G-1

【はじめに】 腰部脊柱管狭窄症（Lumbar Spinal Stenosis：
LSS）は、下肢痛やしびれ、間欠性跛行を主症状とする。特
にしびれは、術後患者のうち16% が遺残し、患者満足度に
影響する。先行研究では、LSS 術後のしびれ強度が入院日
数に関連することが報告されている一方、術後6か月時点の
6分間歩行距離との関連は否定されている。このように、し
びれと術前後の身体機能との関連を調査した研究は限られて
おり、周術期に焦点を当てた報告は確認されない。そこで本
研究では、LSS 患者の周術期におけるしびれの改善と身体
機能の改善との関連性を明らかにすることを目的とした。
【方法】 本研究は、後ろ向きコホート研究である。対象は
2024年6月24日から2025年4月24日の期間に LSS 患者101
名（年齢：68.7±10.2歳、性別：男性57名・女性44名）と
した。基本属性として、年齢、性別、Body Mass Index、
術式（除圧術または固定術）、手術椎間数、在院日数を調査
した。評価項目として、術前後の背部痛、下肢痛、脚のしび
れの Numerical Rating Scale（NRS）、膝・体幹伸展筋力、
片足立位時間、歩行速度、Timed up ＆ go test、6分間歩行
距離を測定した。先行研究では、しびれの臨床的意味のある
最小変化量が NRS4と報告されている。術前後のしびれの
改善量に基づき、改善群（変化量≧4）、非改善群（変化量＜
4）の2群に分類した。各評価項目の正規性を Shapiro-Wilk
検定で確認後、基本属性の群間比較は、連続変数は対応のな
い t 検定を用い、名義・間隔尺度はχ2検定を用いた。さらに、
各評価項目の術前後の改善度を比較するため、術前評価値を
共変量、術前後の変化量を目的変数とした共分散分析を実施
した。統計学的解析には SPSS Statistics Version28.0（IBM
社製）を用い、有意水準は5% とした。
【結果】 基本属性に関して、両群間に有意差は認められな
かった。術前後の変化量の比較では、改善群は非改善群と比
べて体幹伸展筋力および6分間歩行距離の改善度が有意に高
値を示した（p ＜0.01, p=0.01）。
【考察】 LSS 患者では、術後のしびれ改善が体幹伸展伸展筋
力および歩行持久性（6分間歩行距離）の改善に関連する可
能性が示された。この結果から、周術期においてしびれに着
目した介入が身体機能の改善を促進する可能性が考えられる。
現在、術後に残存するしびれに対する電気治療の有効性を検
証中であり、その結果の一部を本演題発表で紹介する予定で
ある。
【倫理的配慮、説明と同意】 本研究は、ヘルシンキ宣言に
従って行われ、当院倫理委員会の承認（承認番号：洛学 - 倫
-01-000445号）を受けて実施した。また、本研究は観察研
究であることから、研究の趣旨・目的・個人情報の取扱いに
関する情報をホームページ上に公開し、対象者が自由に参加
を辞退できるオプトアウト方式を用いた。

腰部脊柱管狭窄症術後患者のしびれは
身体機能の改善と関連するか
―周術期における検討―

○廣津　昂1）2）、安彦　鉄平3）、古川　和哉1）、辰田　明紀1）

1）洛和会丸太町病院 リハビリテーション部
2）京都橘大学 健康科学研究科
3）京都橘大学 健康科学部

Key words：腰部脊柱管狭窄症、しびれ、身体機能

G-2

【はじめに】 競泳競技には腰部障害が多く、競泳選手の腰痛
は筋・筋膜性、関節由来、椎間板性など多岐にわたる原因が
考えられる。競泳選手の腰部障害に関するスコーピングレ
ビューでは、調査が限定的で発症メカニズムに関して明確な
結論は得られてないが、蹴伸び姿勢時の腰椎前弯角度、飛び
込み選手では肩回旋幅の可動性低下が腰痛と関連すると報告
されている。加えて、我々は男性競泳選手を対象とした横断
調査で、蹴伸び姿勢時の腰椎前弯角度・肩回旋幅も含め検証
し、踵殿間距離（HBD）が腰痛選手で有意に大きいことを明
らかにした。本研究では、縦断的な調査を行うことで、これ
らの知見をより発展させ、競泳選手の新規腰痛発生に関連す
る要素を明らかにすることである。
【方法】 対象は調査時点で腰痛のない大学生競泳選手56名
（男性45名、女性11名）とした。その後1年間の新規腰痛発
生の有無で LBP 群・N 群に分類した。測定項目は下肢伸展
挙上（SLR）、HBD、肩回旋幅、蹴伸び姿勢時の腰椎前弯角
度とした。SLR・HBD は利き足側を対象とした。肩回旋幅
は両手で棒を把持し肘伸展位で頭上から後方へ旋回させた両
手の最短距離で計測した。腰椎前弯角度は①第12胸椎 - 第
1腰椎間、②第4-5腰椎間にスマートフォンを当て水平線と
なす角度を算出し、①と②の和で算出した。2群の男女比を
確認するために Fisher の正確確立検定を実施した。全測定
項目について正規性・等分散を確認の上で対応のない t 検定
を行った。有意水準は5% 未満とした。また全測定項目の
95% 信頼区間（95%CI）ならびに効果量 Cohen’s d（d）を算
出した。その後有意差を認めた項目を説明変数、腰痛の有無
を目的変数としたロジスティック回帰分析を事後検定として
行った。
【結果】 LBP 群14名（男性11名、女性3名）、N 群42名（男
性34名、女性8名）であった。統計処理の結果、両群の男女
比に差はなかった（p=1.00）。HBDはLBP群14.8 ㎝（95%CI：
11.0-18.6）、N 群9.2 ㎝（95%CI：7.1-11.3）となり LBP 群
で有意に高かった（p ＜0.01、d=0.84）。その他の測定項目
では有意差はなかった。事後検定の結果、HBD のオッズ比
は1.13（95%CI：1.02-1.25）であった（p=0.02）。
【結論】 新たに腰痛が発生した競泳選手では、腰痛発生前か
ら HBD が高値となっていることが示唆された。HBD は大
腿直筋の柔軟性と関連し、高値になると骨盤前傾から過剰な
腰椎前弯を招く可能性がある。実際に先行研究では腰痛競泳
選手では泳動作時の腰椎前弯角度が大きいとされる。以上か
ら腰痛予防のため、HBD の管理が重要と考えられる。
【倫理的配慮】 調査前に書面と口頭で説明を行い、同意書に
署名後に測定した。所属機関倫理委員会の承認を得て実施し
た（承認番号 HCCR-002）。

腰痛競泳選手は腰痛発生前の 
踵殿間距離が大きい： 
1年間の後ろ向き縦断調査

○高山　弘幹1）2）、高根　良輔3）、宮脇　孝治1）、中村　雅俊4）

1）阪奈中央リハビリテーション専門学校 理学療法学科
2）放送大学大学院 文化科学研究科
3）日本赤十字社和歌山医療センター リハビリテーション科
4）西九州大学 リハビリテーション学部

Key words：競泳、腰痛、縦断調査、踵殿間距離
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G-3

【はじめに】 精神科領域の理学療法において運動機能の維
持・向上は重要な目標の一つである。入院期間の長期化によ
り身体活動量の低下が相まって、身体機能低下を加速させる。
この身体活動量や身体機能の低下は精神症状の変動性にも影
響を及ぼす。精神症状の悪化は理学療法の結果に悪影響とな
る可能性があるが、その阻害要因として精神症状の持続性に
着目した研究は多くない。本研究の目的は、精神科療養病棟
の長期入院患者において、興奮・攻撃とうつの症状の日数と
Functional Independence Measure（FIM）の運動項目との
関連を明らかにすることである。
【方法】 本研究は単施設の後ろ向き研究である。2023年1月1
日～2025年3月31日の観察期間において精神科療養病棟に
6ヶ月以上入院し、理学療法を受けていた患者を対象とした。
カルテ記録から観察開始時点および終了時点の FIM 得点、
興奮・攻撃症状とうつ症状の月平均日数、年齢、総入院期間、
薬剤種類総数を抽出した。観察終了時点の FIM 運動項目を
従属変数とした線形回帰モデルの重回帰分析を実施し、精神
症状の予測変数（うつ症状平均日数および興奮・攻撃症状平
均日数）、観察開始時点の機能状態（FIM 認知項目）、年齢、
総入院期間、薬剤種類数を調整変数として強制投入した。
【結果】 対象者は50名であった。平均年齢は77.1歳（標準偏
差±9.2歳）、男女比は19：31であり、総入院期間1218.5日

（±1379.8日）であった。終了時点の FIM 運動項目得点を
目 的 変 数 と し た モ デ ル（調 整 済 み R= 0.415, F（6, 43）
= 6.793, p ＜0.001）において、興奮日数が有意な負の関連
を示し（B= -6.56, 95%CI： -12.3～ -0.794, p= 0.027）、開
始 時 FIM 認 知 項 目 得 点 が 有 意 な 正 の 関 連 を 示 し た

（B= 1.905, 95%CI：0.980, ～2.829, p ＜0.001）。月平均う
つ症状日数は統計学的には有意ではなかったものの、負の関
連の傾向を示した（B =-0.296 95%CI： -0.629, ～0.036, 
p= 0.079）。
【結論】 精神科療養病棟の長期入院患者において、月平均興
奮日数の多さは終了時 FIM 運動項目の低さと独立して関連
することが示された。また、開始時の FIM 認知項目は、
FIM 運動項目の予後との関連が示唆された。精神症状の持
続性と種類を考慮し、FIM の運動と認知の両項目に着目し
た精神科の理学療法戦略が重要と考えられる。本結果は、興
奮・攻撃症状への適切な理学療法介入が運動機能の予後を改
善させる可能性を示唆しており、今後は前向き研究による検
証が望まれる。
【倫理的配慮】 本研究は研究実施施設の倫理審査委員会によ
る承認（承認番号：20250302）のもと、ヘルシンキ宣言を遵
守して、オプトアウトを行った。

精神科療養病棟患者における 
興奮・攻撃症状とうつ症状の日数が
FIM運動項目に与える影響

○梯　智貴1）2）3）、園田　悠馬3）4）

1）南淡路病院 リハビリテーション科
2）平成医療福祉グループ総合研究所
3）神戸大学大学院 保健学研究科 リハビリテーション科学領域
4）神戸大学 ウェルビーイング先端研究センター
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G-4

【はじめに】 肺がん患者における術後呼吸器合併症（PPCs）の
発症は、入院期間や生命予後に大きく影響する。特に COPD
の合併は PPCs 発症の強力な危険因子である。COPD は気腫
性病変と末梢気道病変に分類され、近年、胸部 CT 画像による
肺気腫定量指標（LAA%）や気道壁定量指標（WA%）が構造的
評価として注目されている。これまで肺がん患者における
LAA% は、PPCs の危険因子であると報告されてきたが、
WA% と PPCs との関連性は明らかでない。本研究の目的は、
COPD 合併肺がん患者における WA% と PPCs との関連性に
ついて LAA% を含めて検討することである。
【方法】 後方視的観察研究として、2017年1月～2024年8月ま
でに肺葉切除術を実施した COPD 合併肺がん患者115例を対象
とした。PPCs は術後7日以内の Clavien-Dindo 分類 Grade Ⅱ
以上の肺炎・無気肺と定義し、PPCs 群と non-PPCs 群に分類
した。WA% の測定は、術前1か月以内の胸部 CT 画像を用い、
SYNAPSE VINCENT（FUJIFILM）を使用して、右上葉 B1気
管支の横断面における壁面積および内腔面積を自動抽出し、
WA%（壁面積 /（壁面積 + 内腔面積）×100）を算出した。統計
解析は、WA% と PPCs との関連性を多重ロジスティック回帰分
析にて検討し、傾向スコア解析を用いて交絡因子の影響を調整
した。また、WA% による PPCs の予測能について ROC 曲線を
用いて検討した。
【結果】 PPCs 群 は37例（年 齢：73.9±7.2歳、 男 性：27例、
BMI：23.6±4.4、%VC：92.4±13.7、術後予測（PPO）-%FEV1：
55.7±14.3%、開胸：19例、出血量：226.7±225.4 ㎖、LAA%：
14.5±12.1%、WA%：45.8±7.5%）、non-PPCs 群 は78例（年
齢：72.0±6.4歳、男性：72例、BMI：22.9±3.0、%VC：102.2
±15.2、PPO-%FEV1：60.9±12.8%、開 胸：19例、出 血 量：
95.4±115.1 ㎖、LAA%：19.7±10.6%、WA%：35.3±5.6）で
あった。なお、WA% と腫瘍部位による有意差は認められなかっ
た。PPCs の有無を従属変数とし、年齢、性別、BMI、術式、出
血量、%VC、PPO-%FEV1、LAA%、WA% で調整した多重ロ
ジスティック回帰分析の結果、WA%（OR：1.58、95%CI：1.32-
2.06、p ＜0.01）は PPCs の独立した危険因子であった。一方
LAA% は有意な関連を認めなかった。さらに傾向スコア（上記因
子に加え、喫煙指数、CCI、術前 Alb）による調整後においても
WA% は有意な関連を示した（OR：1.33、95%CI：1.19-1.54、p
＜0.01）。また、WA% による PPCs の ROC 曲線下面積は0.87、
感度96%、特異度76%、cut off 値41% であった。
【結論】 COPD 合併肺がん患者における術前 WA% は、PPCs 発
症の独立した危険因子であり、リスク層別化に有用な指標である
可能性が示唆された。さらに COPD 合併肺がん患者では、肺気
腫の程度よりも気道狭窄の程度が PPCs の予測に有用であり、術
前呼吸理学療法や介入対象の選定における一助となると考える。
【倫理的配慮】 本研究は当院倫理審査委員会の承認（承認番号：
R06-115）を得て実施した。オプトアウト方式により研究内容
を説明し、参加を希望しない場合は申し出るよう周知した。

COPD合併肺がん患者における術前
胸部CT画像による気道壁定量指標と
術後呼吸器合併症との関連

○野口　雅矢1）2）、東本　有司3）、武本　智樹4）、白石　匡1）、
水澤　裕貴1）、神吉　健吾1）、松沢　良太2）、玉木　彰2）、 
松本　久子5）、津谷　康大4）
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G-5

【はじめに】 Preserved Ratio Impaired Spirometry（PRISm）
は 一 秒 率（FEV1.0%）が70% 以 上 か つ 対 標 準 一 秒 量

（%FEV1.0）が80% 未満の状態であり、将来的な慢性閉塞性肺
疾患への進行や全死因死亡率の増加との関連が報告されている。
FEV1.0% は1秒量（FEV1.0）を努力性肺活量（FVC）で割っ
て算出されるが、%FEV1.0は年齢や身長などの予測値に対す
る比率である。そのため FEV1.0% が正常でも体格に対して
FVC が低い（%FVC が低い）場合、PRISm に該当しやすくな
る。したがって %FVC と PRISm の関連は強い。これまで
%FVC は身体能力やフレイルとの関連が報告されているが、
PRISm 該当者の %FVC で検討した研究は見当たらない。よっ
て本研究の目的は、PRISm 該当者の %FVC の程度によって身
体能力の差やフレイルとの関連があるか検討することとした。
【方法】 研究参加者は、体力測定会に参加した地域在住高齢者
のうち、スパイロメトリーの測定結果で PRISm に該当した者
とした。測定項目は、呼吸機能検査として FEV1.0、%FEV1.0、
FVC、%FVC、FEV1.0% を実施した。身体能力評価は握力、
30秒椅子立ち上がりテスト、大腿四頭筋筋力、片脚立位時間、
Timed Up and Go test、歩行速度を測定した。呼吸困難感は
Modified Medical Research Council Dyspnea Scale（mMRC）
により評価し、フレイルは基本チェックリストの結果から
satake らの基準を参考に8点以上をフレイル、4-7点をプレフ
レイル、3点未満をロバストに分類した。%FVC に基づいて研
究参加者を四分位で4群に分類し、各測定項目について群間比
較を行った。正規性と等分散性を確認のうえ、条件が満たされ
た場合は一元配置分散分析（ANOVA）、満たさない場合は
Kruskal-Wallis 検定を用いた。また、フレイルの有無（プレフ
レイルを除く）を従属変数とし、年齢や性別、%FVC、mMRC、
握力、大腿四頭筋筋力を説明変数として、ロジステック回帰分
析で関連要因を検討した。いずれも有意水準は5% とした。
【結果】 PRISm 該当者は79名（平均75.3歳±5.7）であった。
Quartile（Q）1で は %FVC ≦63（19名）、Q2は64＜ %FVC
≦73（20名）、Q3は74＜ %FVC ≦77（19名）、Q4は %FVC
≧78（21名）に分類された。各群の比較の結果、身体能力の項
目や関連指標に差は認められなかった。またロジステック回帰
分析の結果、年齢（OR=0.84, 95%CI：0.72-0.99, p=0.033）と
mMRC（OR=4.74, 95%CI：1.61-13.98, p=0.005）は有意な関
連を示した。
【結論】 本研究の結果、PRISm 該当者において %FVC の程度に
よる身体能力や関連指標に差は認められず、フレイルと %FVC
との関連も認められなかった。PRISm は将来的なリスクが報告
されているが、現段階ではこれらの差や関連を認めないと考えら
れる。そのため、今後は縦断的な検討が必要と考えられた。
【倫理的配慮】 参加者には研究の趣旨と内容を説明し、同意を
得た。なお、本研究は筆者が所属する大学院の研究倫理委員会
に承認を受け実施した（承認番号2022-59）。

PRISm該当者における 
%FVC四分位による身体能力の 
比較とフレイルとの関連
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O-01

【はじめに】 オーバーヘッドスポーツにおいて、反復する投
球や打撃動作などは肩関節へ過剰なストレスを与え、関節包
弛緩、関節唇損傷を引き起こす。これらは上腕骨頭が関節窩
の正しい位置から逸脱する微細な不安定性を誘発し、肩関節
痛の主因となる。この不安定性の制御には、上腕骨頭を前下
方から支え、関節の求心位を保持する肩甲下筋の機能が重要
である。しかし、一般的な肩甲下筋トレーニングでは、目的
とする筋の選択的な収縮が難しく、三角筋や僧帽筋などの過
活動（代償動作）を招きやすい。本研究では、代償動作を抑
制する新肢位と従来法において、肩周囲筋の活動量がどう変
化するかを筋電図学的に比較検討した。
【方法】 対象は健常男性8名（平均年齢27.3±3.0歳）とした。
筋活動の測定には表面筋電図測定装置（Noraxon 社製）を用
い、測定対象筋は三角筋前部、大胸筋（上部・中部・下部）、
僧帽筋上部、広背筋とした。各筋の最大随意等尺性収縮

（MVC）を測定し、基準値とした。測定課題は、座位での肩
関節下垂位（下垂位）、座位での肩関節90°外転位（90°外転
位）、および側臥位での肩関節90°外転・on elbow 肢位

（CKC 肢位）の3条件における、肩関節の等尺性内旋運動と
した。各条件下で内旋運動の5秒間保持を3回実施し、負荷
は30 ㎝の赤色セラバンドを50 ㎝まで伸張することで約
40%MVC に設定した。得られた筋電図信号は各筋の MVC
で正規化し、%MVC を算出して解析に用いた。統計解析で
は、Shapiro-Wilk 検定で正規性を確認後、反復測定分散分
析または Friedman 検定、さらに多重比較検定を行った。
なお、有意水準は5% 未満とした。
【結果】 CKC 肢位は90°外転位と比較し、三角筋前部（p ＜
0.01）、僧帽筋上部（p ＜0.05）の筋活動が有意に低値を示し
た。CKC 肢位は下垂位と比較しても、大胸筋全線維（上部・
中部・下部）の筋活動が有意に低値を示した（p ＜0.05）。な
お、広背筋の筋活動には、3条件間で有意な差は認めなかった。
【結論】 本研究で考案した CKC 肢位は、従来の90°外転位
での運動と比較して、三角筋前部や僧帽筋上部といった代償
筋の活動を有意に抑制した。この要因として、CKC 肢位に
よる関節窩への軸方向圧縮が上腕骨頭の安定性を高め、前方
への剪断力を減少させたこと、さらに先行研究で報告されて
いる体幹からの支持を介した肩甲骨の安定化が寄与したと推
察される。代償筋活動の抑制という観点において、CKC 肢
位は肩甲下筋の機能不全に対する有効なトレーニング選択肢
となり得ることが示唆された。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき、被験者に対して、
本研究内容に関する説明を十分に行い、同意を得た。当法人
の倫理審査委員会の承認を受け実施した（管理番号：洛学 -
倫 -01-000099号）。

肩関節周囲筋の代償を抑制する 
肩甲下筋トレーニング方法の検討
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O-02

【はじめに】 人工骨頭置換術（BHA）の術後回復には栄養管
理が重要である。入院患者全体を対象とした報告では推定必
要エネルギー量（TEE）の80% を下回る摂取の継続が、筋力
低下や在院日数延長を招くことが示されている。また、歩行
機能も在院日数を左右する因子であり、歩行器等の補助具使
用下でも早期に自立歩行を獲得した BHA 患者は、非自立患
者より在院日数が短いと報告されている。以上より、必要エ
ネルギー量不足の継続は、在院日数に関連する因子である歩
行器自立の遅延を招くことが予測される。しかし、BHA 術
後のエネルギー摂取率と歩行器自立までの日数との関連を検
討した研究は乏しい。そこで本研究では、BHA 術後患者を
対象に、エネルギー摂取率と歩行器自立までの日数との関連
を検討した。
【方法】 対象は BHA 術後で、歩行器自立に至った79例（女
性41例、平均75.2±8.9歳）とした。エネルギー摂取率は、
術後3-14日目の平均エネルギー摂取量を TEE で除して算
出し、欧州臨床栄養代謝学会（ESPEN）に準じて、80% 未
満群（低摂取群）、80-100% 群（中摂取群）、100% 以上群

（高摂取群）の3群に分類した。統計解析は Kruskal-Wallis
検定により、入退院時の握力差、CRP 鎮静化（2.0 ㎎/dL）ま
での日数、歩行器自立までの日数を3群間で比較した。さら
に、歩行器自立までの日数を目的変数とし、年齢、性別、入
退院時の握力差、CRP 鎮静化までの日数、エネルギー摂取
率を説明変数とした重回帰分析を実施した。
【結果】 術後3-14日目の平均エネルギー摂取率は90.8±
21.1% で、内訳は低摂取群22例、中摂取群26例、高摂取群
31例であった。3群間における入退院時の握力差は、低摂取
群で有意に低下を認めた（低摂取群：-1.2 ㎏、中摂取群：0 ㎏、
高摂取群：1.8 ㎏、Bonferroni：p ＜0.05）。また、歩行器自
立までの日数も低摂取群で有意に遅延を示した（低摂取群：
31日、中摂取群：13日、高摂取群：14日、p ＜0.001）。さら
に、CRP 正常化までの日数は有意差を認めたが中央値は同程
度であった（低摂取群：14日、中摂取群：13日、高摂取群：
14日、p=0.02）。重回帰分析の結果、年齢（β=0.54, 95%CI：
0.22～0.86）、エネルギー摂取率（β=-0.23, 95%CI： -0.40
～ -0.07）、CRP（β=0.56, 95%CI：0.22～0.90）が、歩行器
自立日数に独立して関連していた（各 p ＜0.01）。
【結論】 BHA 術後患者において、低摂取群は他群に比べ入
院時より握力が低下し、歩行器自立までの日数が約2.5倍延
長した。重回帰分析ではエネルギー摂取率、CRP 鎮静化ま
での日数、年齢が歩行器自立の遅延に対する独立因子として
抽出され、炎症が持続する高齢患者に栄養不足が加わること
で歩行器自立が遅延する可能性が示唆された。術後早期から
TEE80% 以上を確保することは、筋力維持と歩行自立促進
に有効と考えられる。なお、本研究は疼痛の影響を考慮でき
なかった点が限界である。
【倫理的配慮】 本研究はヘルシンキ宣言に基づき、倫理委員
会の承認（承認番号：2025003）を得て行った。

BHA術後患者における 
エネルギー摂取率と 
歩行器自立日数との関連

○谷山　博宣、岡村　潤、南　竜馬
独立行政法人 明石市立市民病院 医療技術部

Key words：エネルギー摂取量、歩行器自立、人工骨頭置換術
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【はじめに】 本邦において在院日数の短縮が推進されており、
人工関節手術後患者においても早期退院が求められている。
在宅復帰の前提となる歩行能力の改善は、重要な臨床的課題
である。その予後予測因子として術前の身体機能が注目され
る一方、術後介入が可能な可変因子、とりわけ急性期疼痛の
把握は重要である。
　しかし、術後1週の急性期の疼痛強度が、術前の身体機能
を考慮した上で、術後歩行能力に与える影響を検証した報告
は少ない。本研究の目的は、術後急性期疼痛を介入可能な予
後予測因子と捉え、人工膝関節全置換術（TKA）術後早期の
歩行能力との関連を明らかにすることである。
【方法】 2020年1月から2024年12月末までに当院で TKA
を施行された連続症例である210症例とした。除外基準は、
両側同時手術、術前歩行困難、データ欠損のある症例とした。
調査項目は年齢、性別、BMI、術前の術側等尺性膝伸展筋力

（Nm/㎏）、Timed Up and Go test（TUG）、術前および術
後1週の歩行時 Visual Analog Scale（VAS）としてカルテよ
り後方視的に調査した。なお、術後歩行能力は術後2週時点
の TUG により評価した。術後歩行能力に関与する要因を検
討するために、従属変数を術後2週の TUG、独立変数を年齢、
性別、BMI、術前膝伸展筋力、術前 TUG、術前および術後
1週の歩行時 VAS とした重回帰分析を用いて検討した。
【結果】 解析対象は158名（女性113名［71.5%］、年齢74.3
歳±8.4、BMI26.3 ㎏/m2±3.5）となった。侵入法は全例
Medial Parapatellar Approach であった。術前後の変化で
は、歩行時 VAS は術前（46.3 ㎜±24.9）に比較して術後1
週（32.9 ㎜±24.0）で有意に減少した（p ＜0.001）。TUG は
術前（11.3秒±3.9）に比較して術後2週（12.9秒±3.9）で有
意に遅延した（p ＜0.001）。重回帰分析による多変量モデル
において、術後1週の歩行時 VAS は術後 TUG に有意に関
連していた（標準化β=0.162, p=0.032）。
【結論】 本研究の結果、術前の歩行能力および疼痛を含む基
本情報を考慮しても、術後1週時点の歩行時の疼痛強度が高
いほど術後早期の歩行能力の改善が遷延していた。術後の疼
痛は理学療法による可変因子であることから、術後早期の歩
行能力改善に向けて、術後急性期の疼痛管理が重要であるこ
とが示唆された。
【倫理的配慮】 本研究は、ヘルシンキ宣言に従って計画し、
所属組織の研究倫理審査委員会の承認（承認番号2025-5）を
得て行った。また、オプトアウトを利用し研究参加を拒否す
る機会を保障した。

TKA術後早期の歩行能力に関連する
因子の検討
―急性期疼痛に着目して―

○三好　祐之1）、清水　和也1）、村川　佳太1）、青木　利彦1）、
高森　宣行1）、平岡　真1）、津田　晃佑2）、川上　秀夫1）2）

1）一般財団法人 住友病院 リハビリテーション科
2）一般財団法人 住友病院 整形外科

Key words：TKA、術後疼痛、歩行能力
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【はじめに】 腱板断裂は肩関節機能障害の主な原因の一つで
あり、その治療には腱板機能の再建とともに、術後の筋力改
善が重要な課題となる。中でも Debeyre-Patte 変法は、広
範囲腱板断裂や筋脂肪変性が高度な症例に対して選択される
術式であり、棘上筋・棘下筋を肩甲骨から広範囲に剥離する
ため、術後の筋力低下を生じる可能性が懸念される。
　さらに近年、当院においても手術適応となる高齢の腱板断
裂患者が増加傾向にあり、加齢に伴う筋萎縮や回復力の低下
が術後成績に与える影響の検討が求められている。
　そこで本研究は、Debeyre-Patte 変法施行例において肩
関節周囲筋力および JOA スコアの術前後の比較と、年齢と
筋力改善の関係について明らかにすることを目的とした。
【方法】 本研究は、Debeyre-Patte 変法による肩関節手術を
受け、2019年11月から2024年6月までに術後1年追跡可能
であった48例48肩（男性25例、女性23例）を対象とした。
平均年齢は67.8±8.9歳（範囲：48～82歳）、65歳以上27例、
65歳未満21例であった。
　筋力は、肩関節1st・2nd ポジションにおける内旋・外旋、
外転、肘屈曲をハンドヘルドダイナモメーターで計測し、術
前後で比較した。臨床機能評価として JOA スコアを用いた。
　統計学的検定には術前後比較に Wilcoxon 符号付順位検定
を、年齢群間比較に MannWhitney U 検定を、年齢と変化
量との関連性の検討に Spearman の順位相関係数を用い、
有意水準は5% とした。
【結果】 術前後比較では外旋（1st・2nd）、内旋（2nd）、外転、
肘屈曲筋力及び JOA スコアに有意な差が認められた（P ＜
0.05）。内旋（1st）は有意傾向を示した。
　65歳以上群と未満群の筋力変化量に統計学的有意差は認
められなかった（P ＞0.05）。
　年齢と各筋力項目および JOA スコアの変化量との相関解
析では、いずれの項目においても統計的に有意な相関は認め
られなかった（r=-0.215～0.179, P ＞0.05）。
【結論】 Debeyre-Patte 変法による腱板修復術は、術後1年
で肩関節周囲筋力および JOA スコアに有意な改善をもたら
す手術法であることが明らかになった。年齢と筋力の変化量
に関連性はなく、高齢者でも若年者と同等の筋力改善が期待
できる可能性が示唆された。
　これらは、高齢患者に対しても積極的かつ個別化された術
後リハビリテーションを実施する重要性を示している。特に
高齢者の筋力改善を目指すためのプログラムや長期的なフォ
ローアップの必要性が示され、リハビリテーションの効果的
介入が術後成績向上に寄与すると考えられる。
　今後は症例数の増加と長期追跡により、リハビリテーショ
ン内容や患者背景など他因子が回復に及ぼす影響を検討して
いく。
【倫理的配慮】 本研究は、ヘルシンキ宣言に基づき、対象者
の人権およびプライバシーに十分配慮して実施した。

鏡視下腱板修復術における 
Debeyre-Patte変法施行例の 
肩関節筋力および JOAスコアの 
術前後比較と年齢との関係

○細見　一樹1）、三谷　誠2）、藤林　功3）、竹本　朋代1）

1）姫路聖マリア病院 リハビリテーション技術科
2）姫路聖マリア病院 整形外科、スポーツ整形外科
3）姫路聖マリア病院 整形外科、リハビリテーション科

Key words：腱板断裂、Debeyre-patte 変法、肩関節筋力、JOAスコア、
高齢者の術後改善
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【はじめに】 医療者の卒前教育において、人工股関節全置換
術（Total Hip Arthroplasty：THA）の合併症として脱臼に
関する知識の習得は必須である。近年、THA において、患
者教育を行っても脱臼率は下がらず、動作制限によって患者
の満足度が低下すると諸家が報告している。当院では2023
年2月に患者用パンフレットを改訂し、THA 術後の動作制
限を廃止した。これに先立ち、その根拠について医療者へ講
義を行い、さらに講義を繰り返し視聴できるようにした。本
研究の目的は、THA 術後の動作制限を廃止するための卒後
教育の効果を明らかにすることである。
【方法】 対象は THA を受けた患者に関与した看護師（N）、
理学療法士、作業療法士（RH）とした。動作制限を廃止する
前の2021年9月（Ⅰ期；N55名、RH31名）、廃止した後の
2023年10月（Ⅱ期；N55名、RH27名）、および2025年3月

（Ⅲ期；N50名、RH23名）に連結可能匿名化を施したアン
ケート調査を行った。対象に THA 後の合併症を3つ列記さ
せ、それぞれに対する不安感と対策にかかる労力について
Visual Analog Scale（VAS）で回答させた。全ての期に回答
した対象を抽出し、脱臼に対する不安感と労力について、全
体、職種別で時系列での比較を行った。合併症に脱臼をあげ
なかった対象は欠損値とした。統計は t-test、ANOVA、
paired t-test を用いた。有意水準は5% とした。
【結果】 全体から37名（N23名、RH14名）を抽出した。全
体における不安感と労力の VAS は、Ⅰ期ではそれぞれ53.6
±22.2、56.2±19.7、 Ⅱ 期 で は46.1±22.2、43.8±24.7、
Ⅲ期では30.1±14.6、31.6±19.2であった。不安感に関し
てはⅠ期とⅡ期は差がなく、Ⅰ期からⅢ期、Ⅱ期からⅢ期は
有意に低下した。労力に関してはⅠ期からⅡ期、ⅠからⅢ期、
Ⅱ期からⅢ期の比較で有意に低下した。
　N において、不安感と労力の VAS は、Ⅰ期ではそれぞれ
58.3±23.3、57.5±20.5、 Ⅱ 期 で は48.1±23.3、46.1±
26.4、Ⅲ期では30.0±15.0、31.8±19.3であった。N の不
安感はⅠ期とⅡ期では差がなく、Ⅰ期よりもⅢ期、Ⅱ期より
もⅢ期でともに有意に減少し、労力はⅠ期からⅡ期およびⅠ
期からⅢ期でそれぞれ有意に減少し、Ⅱ期とⅢ期では差がな
かった。
　RH においては、Ⅰ期では不安感、労力はそれぞれ45.8±
18.8、53.9±18.1、Ⅱ期では42.5±19.8、39.8±20.9、Ⅲ
期では30.3±13.9、31.2±19.1であった。R の不安感と労
力は同様の傾向でⅠ期とⅡ期、Ⅱ期とⅢ期では差がなく、Ⅰ
期よりもⅢ期で有意に減少した。
　動作制限を廃止し連続209例の初回 THA の脱臼率は0%
であった。
【結論】 動作制限を廃止することで医療者の不安感や労力は
即時的に軽減すると予想していた。しかしながら、労力は即
時的に軽減したが、不安感の軽減には時間を要した。卒前教
育から変更のある内容の卒後教育であったことが要因と考え
た。不安感を軽減させるためには、教育を行った後、実務を
経験する必要があった。
【倫理的配慮】 本研究は研究実施施設の倫理委員会で承認さ
れている。

人工股関節全置換術後の 
動作制限廃止に関する卒後教育の効果

○佐藤　文寛、大場　寿恵、疋田　亜由美、栗林　正明
京都第一赤十字病院 リハビリテーション科
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【はじめに】 今回、ボルダリング競技中に着地動作にて左膝
蓋骨下極骨折、膝蓋腱断裂を受傷した症例を担当した。競技
復帰には高さ約3m からの着地動作が必要である。しかし一
部競技復帰後、低所からの着地動作時で膝蓋骨下極に疼痛を
認めていた。そのため、競技復帰に向け着地動作中の股・
膝・足関節角度に着目し介入した結果、疼痛及び動作の改善
を認めたため考察を加え報告する。
【症例紹介】 40歳代男性。ボルダリング中壁に設置された持
ち手が外れ、約2.0～2.5m の高さより膝関節過伸展位での
片脚着地となり疼痛が出現。当院を受診し左膝蓋骨下極骨折、
膝蓋腱断裂と診断され、靭帯形成術・骨接合術を施行した。
【経過】 術後7か月で一部競技復帰を果たすも、競技実施後
の疼痛は軽度残存。そのため術後8か月を初期、術後9か月
を最終評価とし、外来にて週1回介入した。初期評価では、
カナダ作業遂行測定（以下、COPM、遂行度・満足度）は、
2.0～2.5m の高さから着地がしたい（1・1）を聴取。関節可
動域測定（以下、ROM、単位 °、右／左）は膝関節屈曲
160/157、Heel Bottom Distance（以下、HBD、右／左）は
0 ㎝/2.5 ㎝、大腿直筋に過緊張を認めた。日本語版 the 
Victorian Institute of Sports Assessment for Patellar 
tendinopathy（以下、VISA-P-J）は80点、徒手筋力計によ
る下肢筋力測定（単位 N/㎏、右／左）では、膝関節伸展
5.19/5.35（健患比103.2%）、膝関節屈曲5.19/4.67（健患比
90.0%）。競技の着地動作を想定し、30 ㎝台からの後方片脚
着地動作を画像処理解析ソフト Image J にて解析を行い、
股関節屈曲、膝関節屈曲、足関節背屈角度を測定（単位°、
右／左）。股関節屈曲111.3/98.4、膝関節屈曲85.5/75.2、
足関節背屈31.6/28.5で、膝蓋骨下極に Numerical Rating 
Scale（以下、NRS）2の疼痛を認めた。動作時のハムストリ
ングス（以下、Ham）出力不足が股関節屈曲を阻害。後方重
心となることで大腿四頭筋（以下、Quad）に過剰収縮が生じ、
膝蓋骨下極の疼痛を惹起したと推察。治療では過緊張筋のコ
ンディショニング、Ham の筋出力向上練習、股関節屈曲を
誘導した中でのスクワット動作練習を行い、Quad・Ham の
協調性改善を図った。最終評価にて COPM は（5・5）、
ROM は膝関節屈曲160/160。大腿直筋の過緊張は改善し、
HBD は0 ㎝/0 ㎝。VISA-P-J は84点、下肢筋力測定では膝
関節伸展7.90/7.67（健患比96.4%）、膝関節屈曲4.70/4.81

（健患比102.6%）。後方着地動作は股関節屈曲121.9/123.6、
膝関節屈曲89.4/83.9、足関節背屈33.7/25.6となり、疼痛
は NRS0～1へ軽減した。
【結論】 Ham の筋出力向上により着地動作時の股・膝関節
屈曲角度が向上し、Quad の過緊張が改善した。その結果動
作時の Ham・Quad の協調性が改善し、動作戦略の改善・
疼痛軽減に繋がった。動作を詳細に解析し不足する機能に対
し介入できたことが、本症例の希望する競技復帰の一助に
なったと考える。
【倫理的配慮】 本報告はヘルシンキ宣言に基づき対象者に説
明し、書面にて同意を得た。

膝蓋骨下極骨折・膝蓋腱断裂に対し、
人工靭帯を用いて 
靭帯形成術を行った症例
～障害予防に着目して～

○杉原　真未、横山　零音、高橋　郁美、東山　学史、 
是澤　克彦、森下　健、花崎　太一
株式会社互恵会 大阪回生病院 リハビリテーションセンター
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【目的】 骨付き膝蓋腱を用いた前十字靭帯再建術（BTB-
ACLR）では、膝前方部痛（AKP）が課題となっているが、
その原因組織は特定されていない。本研究の目的は、BTB-
ACLR 後の AKP と超音波画像（US）上の膝蓋腱炎所見の関
連性を検討することである。
【方法】 BTB-ACLR 後2カ月以降に膝蓋腱炎 US 所見（腱内
低エコー + 健側比50% 以上の腱前後径増加）を認めた患者
を対象とした。膝蓋腱炎 US 所見が認められた時期 A にお
いて、膝関節屈曲90°、60°での Leg extension 運動（LE）
時の AKP を Numerical rating scale（NRS）で評価した。
その後、LE 時 AKP が NRS 1以下となった時期 B において
US の再評価を実施した。時期 A における膝関節屈曲角度ご
との LE 時 AKP および時期 A と時期 B の膝蓋腱の腱厚

（㎜）・輝度（グレースケール、ImageJ）を比較した（有意水
準5%）。
【結果】 3名の患者（年齢：33.3±13.1歳、男性3名、BMI：
23.7±3.6）において、術後129.6±45.3日（時期 A）に膝蓋腱
の内側部に膝蓋腱炎 US 所見が認められた。時期 A における
LE 時 AKP の中央値（四分位範囲）は、膝関節屈曲90°：3.0

（3.0-6.0）、屈曲60°：0.0（0.0-1.0）であり、膝関節屈曲角度
の減少によって AKP は有意に軽減した（P=0.050）。膝蓋腱
内側部に認められた LE 時 AKP は、術後141.3±41.5日（時
期 B）において全例 NRS 1以下となった。膝蓋腱内側部と外
側部の腱厚の中央値（四分位範囲）は、それぞれ時期 A：5.6

（4.0-6.6）㎜・時期 B：3.0（2.4-3.4）㎜、時期 A：4.2（2.6-
5.7）・時期 B：4.1（2.7-5.9）であり、膝蓋腱内側部の腱厚は
時期 A から時期 B で有意に減少した（P=0.050）が、外側部
は時期間で有意差を認めなかった（P=0.500）。また、膝蓋腱
内側部と外側部の輝度の中央値（四分位範囲）は、それぞれ時
期 A：54.9（53.4-63.6）・時期 B：91.9（72.0-103.4）、時期
A：85.8（79.6-86.7）・時期 B：83.1（81.7-90.6）であり、内
側部の輝度は時期Aから時期Bで有意に増加した（P=0.050）
が、外側部は時期間で有意差を認めなかった（P=0.500）。
【考察】 膝蓋腱炎 US 所見を伴う AKP は、膝蓋腱内側部で
認められ、膝関節屈曲角度の減少によって軽減し、これらは
膝蓋腱炎の特徴と一致する所見と考えられた。さらに、
AKP 改善に伴い同部位の膝蓋腱炎 US 所見も消失したこと
から、AKP と膝蓋腱炎 US 所見の関連性が示唆された。
【結論】 BTB-ACLR 後における膝蓋腱内側部の AKP と膝
蓋腱炎 US 所見の関連性が示唆された。
【倫理的配慮】 本研究は、倫理審査委員会の承認を得て行っ
た（承認番号：22548）。

骨付き膝蓋腱を用いた 
前十字靭帯再建術後における 
膝前方部痛と超音波画像上の 
膝蓋腱炎所見の関係

○山田　大智1）、高木　啓至1）、多田　周平1）、橋田　剛一1）、
佐藤　世羅2）、大堀　智毅2）、辻井　聡3）、中田　研4）

1）大阪大学医学部附属病院 リハビリテーション部
2）大阪大学大学院 医学系研究科 器官制御外科学（整形外科）
3） 大阪大学大学院 医学系研究科 運動器スポーツバイオメカニクス学 
共同研究講座

4）大阪大学大学院 医学系研究科 健康スポーツ科学講座 スポーツ医学

Key words：前十字靭帯再建術、骨付き膝蓋腱、膝前方部痛
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【はじめに】 高齢大腿切断者の義足歩行獲得率は0～25% と
低く、非切断側の変形性関節症や人工関節はさらなる制約と
なる。股・膝人工関節を有する高齢大腿切断者に対し、長期
にわたる歩行能力維持を目指し回復期へ良好な機能を引き継
ぐことを目的に、急性期から断端管理と荷重学習を系統立て
て実施した経過を報告する。
【症例紹介】 70代後半男性。公営住宅3階に独居し、ADL
自立。散歩が趣味で、毎日1時間程度の屋外歩行が日課で
あった。右人工股関節全置換術、両側人工膝関節置換術施行。
長年の大量飲酒習慣があり、アルコール性肝障害や腎障害、
貧血を指摘。
　食思不振、全身倦怠感が数日続き発熱。その後左足関節の
痛みが加わり体動困難となり、救急搬送された。足関節は化
膿性滑液包炎と診断された。抗菌薬加療したが足部感染は増
悪し、左大腿切断術に至った。術後翌日から、リハビリテー
ション介入開始。
【経過】 術直後より soft dressing、関節可動域練習、筋力ト
レーニング、重心移動練習、非切断側下肢での歩行練習を中
心に実施した。術後2週目に術創部は抜糸され、その後断端
の経過良好であった。
　術後1ヶ月目の関節可動域は、患側股関節屈曲110°、伸
展10°、外転30°、内転15°。MMT は義足なしで切断側股
関節伸展4、外転4、義足ありで伸展3、外転2。非切断側片
脚立位保持時間が28秒であった。
　術後41日目から仮義足装着下での練習を開始した。義足
装着直後から両脚立位保持は上肢支持なしで可。義足歩行は
固定膝にて平行棒両手または片手把持で可能であった。歩容
は義足踵接地時に体幹軽度前傾し、義足立脚終期時の股関節
伸展困難、歩幅は非切断側が狭小し揃え型であった。方向転
換や起立、着座は非切断側下肢での支持が中心であった。断
端末への荷重経験のためにステップ練習と左右足踏み練習を
行った。
　術後2ヶ月目に練習用義足完成。矢状面上の歩容に大きな
変化は認めなかったが、方向転換は上肢支持下でステップを
踏みながら可能となった。また、義足と非切断側下肢の位置
を揃えて起立着座が可能となった。
　術後72日目に回復期病院へ転院となった。
【結論】 日本における全原因ベースでの義足歩行開始までの
期間は平均3.7ヶ月とされている。今回は術後約1ヶ月で義
足歩行練習を導入可能であった。義足処方適応患者に対し、
義足装着前から非切断下肢支持能力と体幹制御を獲得させた
ことで円滑な練習用義足への移行となったと考える。
　加えて、術後早期から義足歩行の長期的予後を見据え、断
端管理と荷重学習、非切断側・体幹の予備力強化を系統的に
進めることで、関節置換歴を有する高齢大腿切断患者でも約
2ヶ月で安全に義足歩行を導入し、平行棒内歩行自立レベル
で回復期へ引き継ぐことができた。
【倫理的配慮】 発表にあたり、患者の個人情報とプライバ
シーの保護に配慮し、家族から書面にて同意を得た。

下肢関節置換歴を有する 
高齢大腿切断者の急性期での 
理学療法介入

○中馬　嵯知、石原　みさ子、川端　貢平
宇治徳洲会病院 リハビリテーション科

Key words：大腿切断、高齢者、義足歩行、急性期リハビリテーション
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【はじめに】 人工膝関節全置換術（TKA）後疼痛は、QOL 低
下に影響しており、術後疼痛の原因の一つとして、破局的思
考が挙げられる。破局的思考とは、最悪の事態を想定し続け
る思考のことであり、疼痛を慢性化する原因のひとつと言わ
れている。破局的思考に対しては認知行動療法（CBT）や痛
みの患者教育（PNE）が有効といわれている。今回、TKA
術前より破局的思考に陥っている症例に対して術前から患者
教育を徹底することで破局的思考が早期に改善し、QOL 向
上に繋がったため、報告する。
【症例紹介】 73歳女性。仕事は退職済み。術前 ADL は屋内
外独歩で自立。手術より X-8年に左膝関節半月板の手術を
施行されて以降、荷重時に急激な疼痛が出現することが多く
なり、不安により ADL、QOL ともに大幅に低下し、当院
整形外科を受診。3回の術前外来理学療法を経て X 年 Y 月
Z 日に TKA 施行。Z+1日より術後理学療法開始し、Z+35
日に自宅退院、Z+44日より週1回の外来理学療法を開始。
【経過】 術前より外来理学療法を開始し、術前日に入院、術後
翌日から Z+35日まで入院理学療法、その後は再度外来理学
療法を実施。なお、概ねの理学療法プログラムは当院プロト
コルに沿った。特異点としては術前より疼痛に対する考え方
や疼痛のメカニズムについて説明し、疼痛認知に対する患者
教育を行い、術後翌日や退院後の外来リハビリまで継続した。
　術前より術側膝関節 ROM-T、破局的思考スケール

（PCS）、日本版変形性膝関節症患者機能評価尺度（JKOM）、
日本語版マギル疼痛質問票（SF-MPQ-2）、BBS を術前、術
後1日目と評価し、その後は10週目まで隔週で評価した。
ROM-T（屈曲／伸展；°）は術前で140/-5であり、術後3週
間で140/0を獲得した。PCS は術前より反芻において12点
とカットオフ値を超えており、4週目でカットオフ値を下
回った。JKOM は、術前は中等度であり、術翌日から3週
目までは重度であるも、4週目からは軽度となった。SF-
MPQ-2は、術前は5が4項目においてみられ、術後3週目
までは6～10までの数字がみられたが、術後4週目以降はす
べて3以下となった。BBS は術前で49点、術後1週目で40
点、2週目で49点、3週目で満点となった。
　症例は術後4週で自宅退院し、7週目より外出機会が増加、
15週目には新幹線を利用した遠方への旅行、術後1年で海外
旅行を計画しており、QOL 向上に対する意欲が向上している。
【結論】 疼痛の破局的思考は術後 QOL に影響するといわれ
ている。本症例は術前より破局的思考がみられており、術前
からの患者指導が術後早期の PCS 改善、QOL 向上に影響し
たと考えられた。また、膝関節機能や動作能力のみではなく、
疼痛の捉え方が術後 QOL に影響することが示唆された。
　今回は一症例での検討であり、一概に患者教育のみが上記
の結果を招いたとは言い切れない。今後は症例数を増やし、
比較検討していきたい。
【倫理的配慮】 本報告はヘルシンキ宣言に基づいて説明し、
同意を得た。

人工膝関節全置換術術前からの 
患者教育が破局的思考を早期に改善し、
QOLの向上に繋がった一症例

○清水　駿伍、小森　帆高、中川　智明
医療法人社団恵心会 京都武田病院 医療技術部  
総合リハビリテーション科

Key words：TKA、患者教育、破局的思考、QOL
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【はじめに】 肥満は、変形性関節症の増悪に明確に関連し、
唯一修正可能なリスク因子とされている。また、高度肥満症
患者においては、人工関節置換術後6か月時点での身体機能
の著しい低下が報告されている。今回、人工股関節全置換術

（THA）および単顆型人工膝関節置換術（UKA）を同時に施
行された高度肥満患者に対し、体重減少および運動機能の改
善を目的としたリハビリテーション栄養（リハ栄養）介入を
行い、自宅退院に至った症例を報告する。
【症例紹介】 本症例は60歳代女性である。X-5年に右変形性
股関節症、左変形性膝関節症と診断され、歩行時痛の増悪に
伴い、X 日に右 THA および左 UKA の同時手術を施工され
た。術後 X+7日に当院回復期病棟へ転院となった。術前の
日常生活活動はすべて自立し、移動も屋内外独歩自立であっ
た。入院時の体重は74.4 ㎏、BMI は34.4 ㎏/m であり、高
度肥満と診断された。初期評価（X+8日）では、等尺性膝関
節伸展筋力（R/L, ㎏f/㎏）は0.26/0.15、6分間歩行距離は歩
行器使用で183m であった。主訴は「より長く歩けるように
なること」と「体重を減らすこと」であった。
【経過】 本症例は、人工関節術後の高度肥満患者であり、体
重減少と運動機能改善に向けては、リハ栄養ケアプロセスを
用いた包括的な介入が必要と考えた。まず、医師および管理
栄養士と連携し、体重減少に向けた食事プランを策定した。
具体的には、蛋白質摂取量を50.0g/ 日以上に確保しつつ、1
日あたりのエネルギー蓄積量を450kcal 減とする内容であっ
た。理学療法では、運動前後に Borg スケールを用いて、適
宜運動負荷量の調整を行った。また、リハ栄養介入に対する
疲労の出現を把握することを目的に、Fatigue Assessment 
Scale（FAS）を用いて、日常生活における慢性疲労の評価を
1週間ごとに実施した。加えてセルフエクササイズを提示し、
運動記録表を用いて運動習慣の定着を促した。
　最終評価（X+25日）では、体重は68.6 ㎏（-5.8 ㎏）、BMI
は31.8 ㎏/m となり、体重減少を認めた。等尺性膝伸展筋力

（R/L, ㎏f/㎏）は0.33/0.29、6分間歩行距離は263m に改善
した。
　退院時、症例より自宅でのセルフエクササイズの継続を希
望され、運動プログラムを記載した書面を作成し提供した。
さらに、退院後も食事に十分に配慮した生活の継続も希望さ
れ、管理栄養士による食事指導を依頼した。
　退院後（X+30日）に電話調査では、症例より提示された
セルフエクササイズを毎日実施していること、また家族と協
力して食事管理も継続していることが報告された。
【結論】 人工関節術後の高度肥満患者への包括的なリハ栄養
介入は、体重減少および運動機能の改善に効果的である可能
性が示唆された。また、入院中から運動習慣形成および栄養
に対する意識を高めることは、退院後の予後不良の予防にも
寄与する可能性が考えられる。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき、発表の趣旨を説明
し、本人より書面にて同意を得た。

高度肥満を伴う変形性関節症術後患者
への体重減少に向けた 
リハビリテーション栄養介入実践

○辻岡　勇真、藤原　慎二、井戸田　弦、吉田　啓志
千里中央病院 リハビリテーション科

Key words：高度肥満、変形性関節症、リハビリテーション栄養
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【はじめに】 超高齢社会に伴い、心不全患者は増加傾向にあ
る。多疾患併存を有した高齢心不全患者も多く、入院加療中
も身体機能や日常生活動作能力（以下、ADL）が十分回復せ
ず、再入院するケースが散見される。再入院予防対策の一つ
として外来心臓リハビリテーション（以下、外来心リハ）が
提唱されており、高いエビデンスレベルを有する。しかし外
来心リハの有無が再入院後の ADL にどのように影響を及ぼ
すのか検証した例は少ない。今回、初発心不全入退院後、外
来での心リハの継続の有無が、心不全再入院後の ADL に及
ぼす影響について比較検討した。
【方法】 2020年3月から2025年3月の間、当院に初発心不全
で入退院した後、心不全で再入院した37名（男性18名、女
性19名、平均年齢83.1±8.9）を対象とし、自宅生活中に外
来での心リハ実施群16名と非実施群21名で比較した。初発
心不全退院時に歩行困難者、Functional Independence 
Measure（以下、FIM）運動項目が60点以下の者は除外とし
た。検証項目は FIM 運動項目の変化率（初回退院時と2回
目退院時、2回目入退院時、初回退院時と2回目入院時）、
再入院までの日数、再入院時の在院日数、再入院回数、2回
目退院時の NT-ProBNP、左室駆出率とした。各項目の正
規性の有無によって対応のない t 検定及び Mann-Whitney 
U 検定を用いて群間比較し、優位水準は5% とした。
【結果】 再入院までの日数に有意差はなく（p=0.32）、1年以
内の再入院率も外来での心リハ実施群31%、非実施群33%
であった。初回退院時と2回目退院時の FIM 運動項目の変
化率については外来心リハ実施群（p=0.01）で有意な差を認
めた。また、2回目退院時の NT-ProBNP（p=0.04）におい
ても有意な差を認めた。2回目入退院時（p=0.11）、初回退
院時と2回目入院時の FIM 運動項目の変化率（p=0.33）につ
いては有意な差は認められなかった。その他再入院回数

（p=0.92）、左室駆出率（p=0.66）に関しても有意な差は得ら
れなかった。
【結論】 再入院時の ADL の低下は全症例で確認されたが、
外来での心リハ実施群では再入院退院時に入院前の ADL 再
獲得・機能回復に繋がると示唆された。今回対象とした患者
の年齢や再入院時期を考慮すると、外来心リハへの参加その
ものが ADL の維持、身体機能の向上に寄与することが大き
いのではないかと考えられる。維持期心リハは生涯を通じて
行われるべきものとされており、今後も継続したリハビリ
テーションを提供していく必要がある。
【倫理的配慮】 本報告はヘルシンキ宣言に基づき、個人情報
保護に十分な説明を行い、書面で同意を得た。

維持期心臓リハビリテーション継続が
再入院後の ADLに及ぼす影響について

○前川　健太、島崎　さおり
社会医療法人 ONE FLAG 牧病院 診療支援部 リハビリテーション科
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【はじめに】 加齢による心機能の低下は拡張能の低下から始
まるとされている。適度な運動は心機能に好影響をきたすが、
拡張能への影響は十分な検証がなされていない。今回は体操
を実践した際の心拡張性指標への影響を見た。
【方法】 今回用いた体操は、オリジナルで、1）全身のスト
レッチ約5分、2）座位および立位でのレジスタンス運動約3
分 +3分30秒、3）立位でのステップを中心とした有酸素運
動　約3分30秒、4）運動強度3Mets ～5もしくは6Mets の
足踏み運動約4分の計20分間の体操を懐メロ音楽に合わせ
て行うものである。対象者は地域在住中高齢者36名（69±9
歳、男性10名）。頸動脈エコーで心拡張性指標 W2を測定後、
20分間の体操を実施して安全性を確認した。対象者は自宅
で3か月間1日1回以上、週5回体操を実施して再来校し再
測定が行われた。心拡張性指標 W2とは、P は血圧、U は血
流速度として、WI =（dP/dt）（dU/dt）で算出される心拡張
初期のピーク値である。心拡張性が良いと速やかに心内圧は
下がる事を反映する。心臓カテーテルで計測するτと強い相
関がある。W2指標をウィルコクソンの順位和検定で体操前
後で比較し、W2変化の要因を目的変数を W2変化、説明変
数を心収縮性指標、血管弾性指標（β）、最大血管直径、最
小血管直径、血管直径変化率、収縮期血圧（sysP）、拡張期
血圧（diaP）、脈圧（PP）、最大血流速度（maxU）、心拍数

（HR）、1回拍出量の変化として重回帰分析を行った。
【結果】 W2は2,144±1,067 ㎜Hg・m/s3から1,872±963 ㎜
Hg・m/s3と有意に低下した（p ＜0.05）。重回帰分析結果は
決 定 係 数 が r2=0.7、 重 相 関 係 数 r=0.84、p ＜0.001で、
W2=0.28β+0.93PP+0.41maxU+0.85HR 170となった。β
は13.5から10.7（p= 0.01）、PP 53.7 ㎜Hg から50.2 ㎜Hg（p
＜0.05）、maxU は0.54m/s 0.53m/s、HR は67bpm か ら
66bpm、sysP は132±16mHg か ら130±16  ㎜Hg、diaP
は78±10から79±10 ㎜Hg であった。
【考察】 心拡張性指標が低下したのは、拡張性が悪くなって
いるのではなく、重回帰分析から想定されるように、血管弾
性が向上したことで、ウィンドケッセル機能が向上し、血流
は緩徐となり、心負荷が下がったこと等から拡張性に必要な
エネルギーが減少したのは1要因と考えられた。
【結論】 20分間の体操を週5回、3か月間実施することで心
拡張性指標は低下した。
【倫理的配慮】 姫路獨協大学生命倫理委員会の承認を受けて
いる。

20分間の体操による 
心拡張性指標の変化

○田中　みどり1）、菅原　基晃1）2）、清水　隆明3）、 
森脇　裕美子4）、関原　啓介5）、石井　海斗5）、 
星子　大城6）、仁木　清美7）

1）姫路獨協大学 医療保健学部
2）東京女子医科大学 医学部
3）姫路獨協大学 人間社会学部
4）姫路獨協大学 看護学部
5）広畑センチュリー病院 リハビリテーション科
6）石川病院 リハビリテーション科
7）ニキ・ハートクリニック 内科・循環器内科
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【はじめに】 本症例は右足趾壊疽を伴う重度糖尿病足病変を
呈している状態で左大腿骨頸部骨折を受傷。下腿切断の対象
であったが、切断に対する抵抗感が強く保存的治療を選択し
た。そのため、糖尿病足病変のリスク管理を考慮した上で左
大腿骨頸部骨折に対する理学療法を実施。その結果、自宅退
院に必要な階段昇降自立を獲得した症例を報告する。
【症例紹介】 60代男性。風呂場で足を滑らせ転倒し左大腿骨
頸部骨折（Hardinge approach：BHA）受傷。併存疾患に糖
尿 病（HbA1c6.4、 右 第4足 趾 壊 疽、 左 第4足 趾 潰 瘍）。
Fontaine 分類Ⅳ度。自宅は4階建ての2階で階段昇降が必須
であった。初期評価（R/L）は、関節可動域（ROM）足関節
背屈10°/15°、筋力は徒手筋力検査（MMT）大殿筋4/3・中
殿筋3/2、疼痛は左股関節術創部 NRS2・右足趾潰瘍部分
NRS6、移動は車いす全介助、歩行は歩行器で約20m 可能
であった。
【経過】 入院当初より右足趾壊疽部分への荷重軽減を考慮し
た運動療法を行った。しかし、右足趾壊疽部分の疼痛増大と
壊疽部分の進行により急性期病院へ転院。前院では切断リス
クが高いと説明されたが保存治療を望まれ、当院入院中は保
存的治療となった。右足趾壊疽部分の疼痛についての要因は
壊疽部分への荷重に加え、左大腿骨頚部骨折による左股関節
周囲筋の筋力低下が影響し右下肢過荷重が疼痛増悪をもたら
していると考えた。右壊疽部分の免荷目的としたインソール
や靴は拒否されたこともあり、左股関節周囲筋の筋力増強運
動を実施した。また、右足趾壊疽部分に関しては右足関節背
屈可動域制限により圧がかかりやすい状態であった。背屈制
限の要因としては、背屈運動初期から足部外転・回内運動が
伴っていたため、長母指屈筋腱、長指屈筋腱の短縮が原因と
考えられた。そのため、同筋に対する伸張運動を実施した。
動作練習では壊疽部分負担軽減目的に松葉杖を提案したが、
階段昇降時に困難さありロフストランド杖で実施した。最終
評価は、ROM は足関節背屈5°/10°、MMT は中殿筋5/3、
右足趾壊疽部分の疼痛は NRS4まで軽減した。歩行はロフ
ストランド杖で約200m 可能となり、階段昇降自立となった。
【結論】 本症例は、自宅退院において階段昇降が必要不可欠
であった。階段昇降が困難の要因としては、左大腿骨頸部骨
折の影響による左下肢支持性低下、右足趾壊疽部分の疼痛と
考えた。これらに対し、左股関節周囲筋、長母指屈筋腱、長
指屈筋腱を主に伸張運動と左股関節周囲筋への筋力増強運動
を実施。切断への受け入れ不良や本氏の希望に寄り添い、左
下肢支持性向上と右足趾壊疽部分の疼痛軽減に注力し工夫し
た。その結果、階段昇降自立し自宅退院が可能となった。

「歩行して自宅に戻りたい」という希望を尊重した包括的ア
プローチが有効であったと考える。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき症例報告の目的と内
容を説明し、文書にて同意を得た。

左大腿骨頸部骨折を呈した重度糖尿病
足病変患者に対する理学療法の実践
―階段昇降自立を目指して―

○礒田　恵里花
社会医療法人愛仁会 尼崎だいもつ病院 リハ技術部 理学療法科

Key words：糖尿病足病変、大腿骨頸部骨折、リスク管理
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【はじめに】 2型糖尿病は、発症・進展機序により、インス
リン抵抗性主体のもの、インスリン分泌不全主体のもの、両
者が混在するものと3種類に分類される。薬物療法の選択が
病態に応じて異なるように、運動療法も病態特性を踏まえた
介入が必要と考える。しかし、2型糖尿病患者における身体
機能を含む運動関連の特性を病態別に検討した報告は少ない。
本研究の目的は、2型糖尿病患者を病態分類に基づいて3群
に分け、基本属性、体格・体組成、疾患関連指標、活動習慣、
身体機能の違いを明らかにし、運動療法の個別化に向けた基
礎的知見を得ることである。
【方法】 対象は2023年12月～2025年6月に当院へ糖尿病治
療目的で入院した2型糖尿病患者67名（67.4±12.5歳）とし
た。病態分類は、空腹時血中 C ペプチド≧2.5ng/mL また
は尿中 C ペプチド≧100 ㎍/day を満たすものをインスリン
抵抗性群、C ペプチドインデックス≦0.8、空腹時血中 C ペ
プチド＜0.6ng/mL、または尿中 C ペプチド≦20 ㎍/day の
いずれかに該当するものをインスリン分泌不全群、それ以外
を混合群とした。インスリン分泌能検査時の空腹時血糖値
140 ㎎/dL 以上の例、腎不全例、細菌尿により評価困難な例、
データ欠損例は除外した。性別、年齢、BMI、体脂肪率、
四肢骨格筋量指数（SMI）、推定罹病期間、運動習慣の有無、
身体活動量、HbA1c、空腹時血糖値、細小血管障害（神経
障害、網膜症、腎症）の有無、握力、膝伸展筋力、SPPB、
片脚立位時間、6分間歩行距離を診療録より後方視的に収集
した。各項目について分散分析と多重比較法を用いて3群間
を比較し、有意水準は5% とした。
【結果】 対象者67名のうち、インスリン抵抗性群19名、イ
ンスリン分泌不全群26名、混合群22名であった。インスリ
ン抵抗性群は、他の2群と比べ、BMI、体脂肪率、SMI が
有意に高値を示した（p ＜0.05）。インスリン分泌不全群で
は、推定罹病期間と HbA1c がインスリン抵抗性群より有意
に高く、膝伸展筋力が有意に低値を示した（p ＜0.05）。そ
の他の項目は3群間で有意差がなかった。
【結論】 インスリン抵抗性群は、高インスリン血症により脂
肪やタンパク質合成が促進され、脂肪量と筋肉量の増加を認
めた可能性がある。筋肉量は混合群より多いが、身体機能に
有意差はなく、筋の脂肪浸潤やミトコンドリア機能不全によ
る筋の質低下が示唆された。よって、脂肪燃焼および筋の質
改善を目的とした介入が望まれる。一方、インスリン分泌不
全群は、罹病期間の長さや HbA1c の高値から、膵β細胞の
疲弊による分泌機能の低下が示唆され、筋萎縮の傾向も認め
られた。したがって、筋機能の維持・改善が重要と考える。
混合群では両病態の中間的な特性を示し、進行とともに分泌
能が低下すると推察され、脂肪減少と筋機能維持の両面に配
慮した運動が求められる。
【倫理的配慮】 本研究はヘルシンキ宣言に則り、明和病院倫
理委員会の承認（承認番号：2025-14）を得て実施した。

2型糖尿病患者における病態別特性と
運動療法への応用

○田中　宏弥1）、森田　裕介1）、津川　真美子2）

1）医療法人信和会 明和病院 リハビリテーション部
2）医療法人信和会 明和病院 糖尿病・内分泌内科
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【はじめに】 若年性脳卒中患者は重度の障害が残ることがあ
るが、長期的なリハビリテーション治療に関する報告は少な
い。脳卒中後の無気力などの心理・精神的問題はリハビリ
テーション治療の進行と回復過程の阻害因子となる。今回、
無気力などの高次脳機能障害と重度の片麻痺が残存した若年
性脳出血患者に対し、長期のリハビリテーション治療により
自宅退院を果たし、退院後もリハビリテーション治療を継続
したことで ADL と高次脳機能障害が改善した症例を経験し
たため報告する。
【症例紹介】 36歳男性。左視床出血を発症して、意識障害、
右片麻痺、除脳硬直を認めた。回復期リハビリテーション病
棟の入院中は無気力のためリハビリテーション治療への協力
が得られないまま、発症約7か月後に当院へ転院した。転院
時、意識は清明であったが、無気力で自発性が乏しく、発症
前の記憶を思い出せず、注意障害と記憶障害があった。
HDS-R は12点、その他の神経心理学的検査は無気力のため
実施できなかった。右足関節背屈可動域が -15°で内反尖足
拘縮を認め、右足クローヌス陽性、右上下肢に重度片麻痺と
感覚障害があった。基本動作や食事以外の ADL に介助を要
し Barthel Index（BI）が45点、Functional Independence 
Measure（FIM）が63点であった。
【経過】 装具を用いた歩行などの運動療法や ADL 練習を1
日3時間以上実施した。装具療法では、内反尖足拘縮に対し
て、踵補高付きの金属支柱付き長下肢装具を使用した。また、
ADL の動作手順が視覚的に分かるようにイラスト化した資
料を作成し、ADL 練習および病棟で動作を促した。記憶障
害は残存したが、短下肢装具での杖歩行、排泄、更衣が獲得
でき、BI が75点、FIM が86点に改善し、発症約12か月後
に自宅へ退院した。退院後も外来でフォローアップし、短期
間の入院でのリハビリテーション治療を繰り返したことで、
約2年後には自発性、注意、記憶が改善し、リマインダー機
能を活用して、スケジュール管理や日常生活などの自己管理
能力が向上した。基本動作はすべて自立、右短下肢装具のみ
で歩行可能となり、ADL は入浴以外が自立し、BI が85点、
FIM が115点となった。さらに、家族で旅行に行けるよう
になった。
【結論】 発症から半年以上が経過しても高強度のリハビリ
テーション治療を実施したことで、動作能力が向上した。
ADL 練習を継続し、病棟とも連携したことで ADL がさら
に向上し、自宅に退院することができた。住み慣れた環境で
の生活と社会参加が増えたことで、主体的行動を引き出し、
ADL と高次脳機能障害を改善できたと考える。
【倫理的配慮、説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、個人
のプライバシーの保護に配慮した。本発表に際して十分に説
明し同意を得た。

長期のリハビリテーション治療により
ADLと主体性が改善した 
若年性脳出血の一症例

○荒木　昇平1）2）、長谷　若奈1）、山﨑　大幹1）、坂野　元彦1）2）、
幸田　剣2）3）

1）那智勝浦町立温泉病院 リハビリテーションセンター
2）那智勝浦町立温泉病院 スポーツ・温泉医学研究所
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【はじめに】 近年では、多疾患を併存し重複した能力低下を
呈する患者数が増加している。理学療法分野においても疾患
別、病期別のモデルから全身、全体像を把握するモデルの構
築が求められている。本症例では整形外科術後および脳卒中
急性期を併せた理学療法を経験した。人工骨頭置換術後は早
期より荷重位での運動療法が可能であり、脳卒中においては
早期離床および歩行練習の有効性が示されている。しかし、
上下肢骨折術直後および脳卒中急性期の重複症例における報
告は散見されていないため一経験を報告する。
【症例紹介】 80歳代女性。自宅内の段差で転倒し、右大腿骨
頸部骨折および右橈骨遠位端骨折を受傷。第3病日に手術

（人工骨頭置換術、Plate 固定）を施行され、第5病日に右ア
テローム血栓性脳梗塞を発症し、同日に血栓回収術を施行。
後療法は痛みに応じて運動可、脳梗塞は第7病日以降で離床
可であった。第16病日に回復期病院へ転院となった。
【経過】 脳梗塞発症後の第6病日は GCS4-4-6であったが、
注意障害と左半側空間無視を疑う所見を認めた。運動面は
FMA 上肢4点、下肢13点と左上肢優位に重度運動麻痺を認
めた。骨折側は股関節外転時の収縮時痛を認めており、
MMT 股関節外転2、伸展2、ROM 股関節伸展 -5°であった。
炎症所見の増強等なく、第8病日より離床開始。第11病日
で歩行練習を開始した。転院前日の第15病日では意識状態
は大きく変化を認めなかった。高次脳機能評価では線分抹消
試験で左列見落としがあり、注意障害、左半側空間無視を認
めた。FMA 上肢9点、下肢25点と左上肢優位に運動麻痺は
残存しているが下肢の運動麻痺は大きく改善を認めた。骨折
側も MMT 股関節外転4、伸展3に改善し、ROM 股関節外
転20°、伸展5°に改善した。ADL は BI 0点であったが、20
点となり短下肢装具を用い介助歩行可能となった。
【結論】 本症例は右上下肢骨折と右脳梗塞による左右の心身
機能低下と高次脳機能障害により、骨折側下肢および麻痺側
下肢への荷重コントロールが困難であった。骨折術後や運動
麻痺発症後早期の過負荷は筋スパズムの助長や異常筋緊張出
現などの二次的な機能低下を引き起こす可能性が高いと考え
た。準備段階として歩行開始の阻害因子である機能低下に対
して、床上にて個々へアプローチを実施し、代償反応や逃避
反応が見られない範囲で筋活動を促した。二次的な機能低下
の出現がないことを確認し、段階的に理学療法プログラムを
計画、実施した。各機能低下の改善、動作介助量の軽減を認
めたため、麻痺側下肢筋収縮賦活目的に歩行練習を実施した。
　運動負荷量を考慮し、段階的に動作練習を進めた結果、両
下肢筋発揮向上を認め介助量の軽減に繋がったと考える。
【倫理的配慮】 本症例報告において、ヘルシンキ宣言に基づ
き、対象者に対し十分な説明を行い、口頭にて自由意思によ
る同意を得た。

右上下肢骨折術直後に右脳梗塞を 
発症した、重複疾患に対する 
急性期理学療法の一経験

○藤田　優哉、吉田　龍洋、吉岡　直人、植村　紀之
岸和田徳洲会病院 リハビリテーション科

Key words：重複疾患、急性期理学療法、歩行練習
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【はじめに】 回復期リハビリテーション病院では、FIM の早
期向上が求められ、歩行自立の早期獲得が重要である。歩行
自立の可否は、理学療法士が歩行中のわずかな動揺や安定性
の変化をもとに判断するが、客観的な評価基準が乏しく、判
断の遅れや経験の浅い理学療法士にとっての困難さにつなが
る場合がある。そこで本研究では、2名の脳卒中者に対し、
1週間ごとにウェアラブルセンサーを用いて歩行中のステッ
プ指標および安定性指標を評価し、熟練した理学療法士が歩
行自立と判断した前後の変化を検証することで、客観的な歩
行自立判断指標の可能性を探索した。
【症例紹介】 第5腰椎と右足首にウェアラブルセンサーを装
着し、快適速度で10m 歩行を2回実施した。体幹加速度か
ら歩行速度や非対称性を含む8つのステップ指標を算出し、
さらに線形および非線形の安定性指標19項目を抽出した。
症例①（70代男性）は、視床出血後に右片麻痺を呈し、歩行
自立1週間前の時点で、Fugl-Meyer Assessment（FMA）
下肢は28点、Short Form Berg Balance Scale（SFBBS）は
24点であった。10m 歩行速度は、0.58m/s で、下肢装具な
しで四点杖を用いた病棟歩行自立を目指していた。症例②

（60代男性）は、中大脳動脈脳梗塞後に右片麻痺を呈し、歩
行自立1週間前では、FMA 下肢は31点、SFBBS26点で
あった。10m 歩行速度は、0.78m/s で、症例①と同様に下
肢装具なしで四点杖を用いた病棟歩行自立を目指していた。
【結果】 症例①では、歩行自立判断の1週間前と比較し、歩
行自立判断時には FMA や SFBBS、歩行速度に変化はな
かったが、ステップ指標では麻痺側ステップ長比が増加

（6.4% →46.0%）、Root Mean Square が前後方向で0.46→ 
0.37、垂直方向で0.53→0.40に低下し、動揺量の減少がみ
られた。さらに、左右軸の short-term Lyapunov exponent

（sLE）が0.19→0.07へと低下し、局所安定性の向上が示唆
された。症例②では、同様に FMA や SFBBS、歩行速度に
変化はなかったが、ステップ長の非対称性（9.8% → -2.3%）
とステップ時間の非対称性（34.5% →18.7%）が改善し、左
右軸の sLE は0.31→0.17と低下した。
【結論】 両症例において、歩行自立の判断時に運動麻痺や歩
行速度に明確な変化は見られなかったが、ステップの対称性
や局所安定性といった動作の質に関わる変化が伴っていた。
症例①は麻痺側ステップ長の増大による代償戦略で動揺の
抑制を図った可能性がある。一方で、症例②は動揺量が小
さい状態から、ステップ非対称性の改善によって効率的な歩
行に移行したと考えられる。両者ともに左右軸 sLE の低下
がみられたことから、左右の局所安定性の向上が、理学療法
士の「安定した」とする判断と関連している可能性がある。
sLE の経時的変化の評価は、歩行自立判断を客観的に支援
する指標として有用であると考えられる。
【倫理的配慮】 本研究はヘルシンキ宣言に従い、対象者に対
し研究の説明を行い紙面にて同意を得た。

歩行自立判断の背景にあるもの： 
ウェアラブルセンサーを用いた 
脳卒中症例2名からの洞察

○乾　康浩、篠宮　健、三上　亮
独立行政法人奈良県立病院機構  
奈良県総合リハビリテーションセンター リハビリテーション科

Key words：脳卒中、歩行自立、ウェアラブルセンサー
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【はじめに】 脳卒中発症早期の長下肢装具（以下、KAFO）を
使用した介入は、歩行能力再獲得にあたり臨床的に効果があ
ると報告されている。その中でも使用する装具は、備品装具
ではなく、オーダーメイド KAFO（以下、OM-KAFO）が望
ましいとされている。しかし KAFO の効果を検討した報告
でも、OM-KAFO を用いたものは少ない。OM-KAFO は、
装具安定性の向上、代償運動抑制や荷重感覚入力の最適化が
可能である。また、体幹機能が低下した状態では、Pusher
現象や代償動作を誘発する恐れがあり、KAFO の介入で十分
な効果を得ることができない可能性がある。そのため本症例
は体幹機能へのアプローチと OM-KAFO トレーニングを並
行して行い、歩行自立に至った症例を経験したため報告する。
【症例紹介】 対象は、右運動野に脳内血腫を認め、左片麻痺
を呈した70歳代男性。
　発症翌日から当院集中治療室にて理学療法介入を開始。
　初期評価（発症7日以内で評価）で SIAS 麻痺側下肢運動
機能項目（以下、SIAS-m 下肢）0-0-0点、触覚1点、位置
覚0点、体幹機能垂直性0点、腹筋 MMT0点、TCT12点、
FACT0点、BBS0点、SCP3点、FIM 移 動1点 と、 運 動、
感覚、体幹機能低下を呈していた。また起居、座位、立位で
は Pushing による体幹の患側傾斜を認めており、起居動作、
座位保持、立位保持困難となっていた。
【経過】 発症翌日より、臥位で上部 - 下部体幹の連結運動の
促通、座位でのフィードバックを併用した、荷重促通、体幹
伸展筋促通を実施。このトレーニングにより、健側上下肢で
の Pushing や脊柱後弯の代償運動を避け、徐々に体幹筋の
抗重力活動を促通した。
　発症9日目に医師からの安静度が歩行まで許可され、
KAFO を用いた立位での患側荷重促通、ステップ練習、介
助歩行練習へ段階的に移行した。
　発症30日で OM-KAFO を作成したことで患側への荷重
促通、代償運動抑制可能が容易となった。
　これらのトレーニングにより、座位、立位、歩行での姿勢
制御が可能となり、発症から60日時点で SIAS-m 下肢
3-3-2点、触覚2点、位置覚2点、体幹機能垂直性3点、腹
筋 MMT3点、TCT87点、FACT13点、BBS20点、SCP0
点、FIM 移動6点（杖と短下肢装具を使用）と向上を認めた。
【結論】 本症例は、脳卒中発症早期からの体幹機能へのアプ
ローチと KAFO トレーニングを並行して行うことで動作時
の姿勢制御能力向上を認め、歩行自立に至った。OM-
KAFO は皮質脊髄路を賦活させ運動麻痺の改善を助けたと
言える。また、体幹機能が不十分であれば、代償動作を誘発
する可能性がある。そのため、体幹機能へのアプローチを併
用することにより、KAFO トレーニングは相互に作用し、
安定した歩行能力獲得が可能になると考える。
【倫理的配慮】 本報告はヘルシンキ宣言の倫理的原則に則り、
患者および家族に対し十分な説明を行い、書面による同意を
得た。報告にあたってはプライバシーに十分配慮し、個人が
特定されないよう匿名化を行った。

右運動野に脳内血腫を認め、 
早期から体幹機能トレーニング、 
長下肢装具療法を行い 
歩行自立に至った症例

○稲田　拓朗
蘇生会総合病院 リハビリテーション科

Key words：体幹機能、長下肢装具、姿勢制御
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【はじめに】 脳卒中後の感覚機能低下において受動的感覚ト
レーニングの効果が示されている一方、能動的感覚トレーニ
ングの報告は限定的である。また麻痺側下肢の感覚機能低下
に対する急性期～亜急性期の実践的な理学療法の報告は少な
い。今回感覚機能低下と軽度運動麻痺により歩行困難であっ
た視床出血患者に対し能動的探索課題と後方ステップを併用
した介入の結果、歩行機能の改善を認めたため報告する。
【症例紹介】 59歳男性、独居で仕事は溶接業をしており発症
前の ADL は自立していた。左視床脳出血を発症し、脳画像
で脳室穿破を認め、来院時には運動性失語、上下肢重度感覚
鈍麻・軽度運動麻痺を認めた。発症3日目より理学療法が開
始された。
【経過】 発症5日目、感覚機能（表在・深部）：上下肢中等度
鈍麻、Fugl-Meyer Assessment の下肢項目（以下、FMA）：
22/34点（減点：協調性 / スピード）、Trunk Control Test

（以 下、TCT）：48/100点。 発 症6日 目、Functional Am-
bulation Categories（以下、FAC）：1点であった。平行棒
内歩行は軽介助レベルであり視覚代償を用いた歩容を呈して
おり立脚中期～後期に頭頚部屈曲・股関節屈曲が著明であっ
た。 発 症9日 目 の 評 価 で は Berg Balance Scale（以 下、
BBS）28/56点（減点：閉眼立位・動的バランス）、ロンベル
グ徴候陽性、Timed Up ＆ Go Test（以下、TUG）は困難で
あった。以上から動作の問題点は、麻痺側下肢の感覚機能低
下による①立脚中期～後期での足部からの運動連鎖の破綻、
②立脚後期での足関節底屈から背屈への切り返しが困難と
考えた。目標を監視下での独歩獲得とし、麻痺側立脚中期～
後期に着目して介入した。方法は立位で体幹伸展を保持し、
麻痺側下肢の後方ステップ時に異なる材質・形状の物品の探
索課題及び足関節の底屈・背屈運動を併用した。発症13日
目、感覚機能（表在・深部）：上下肢軽度鈍麻、FMA：28点、
TCT：100点、FAC：3点、歩行は立脚期で体幹伸展、股関
節伸展位で足底支持が可能になり視覚代償は軽減した。
BBS：40点であった。ロンベルグ徴候は陽性であったが明
らかな動揺は軽減していた。また TUG は、麻痺側回り / 非
麻痺側回り：19.1/18.9s と差がなく遂行可能になり発症14
日目に回復期リハビリテーション病院に転院した。
【結論】 急性期視床出血患者に対し能動的探索課題と後方ス
テップを併用した介入により、感覚機能、バランス機能の改
善に寄与した可能性が示唆され、監視下歩行が可能になった。
また足部からの感覚情報に基づいた麻痺側下肢での支持が可
能となり、過度な視覚代償の抑制の一助になったと考える。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき、発表の趣旨を十分
に説明し同意を得た。

視床出血による感覚機能低下に対する
能動的探索課題と後方ステップを用い
て歩行機能改善を目指した一例

○日原　唯斗、梶本　泰志、木下　佳子、松本　恵理子、 
内田　直祐、橋爪　稚乃
JCHO大阪病院 リハビリテーション室

Key words：視床出血、感覚機能低下、能動的探索課題
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【はじめに】 当院は義肢装具士、装具担当の理学療法士と主
担当の理学療法士（医師含めたチーム）にて、機能予後や社
会的背景を考慮した多面的視点から装具検討会を実施してい
る。装具選定は、患者の歩行再建や ADL 向上、退院支援に
おいて重要な要素であり、そのタイミングと質はリハビリ
テーション医療のアウトカムに直結する可能性がある。本研
究では、脳血管疾患患者に対し装具検討会を入院早期に実施
することで、在院日数や更生用装具作成時期、歩行自立獲得
日数、自宅退院率、実績指数などに与える影響を明らかにす
ることを目的とした。
【方法】 対象は装具検討会の開催を入院から1週間以内と定
めた2024年4月～2025年3月までの期間において、当院回
復期リハビリテーション病棟に入院した脳血管疾患患者のう
ち、入院時に装具検討会を行った患者とした。比較対象は装
具検討会の開催基準を定めていない2022年4月～2023年3
月の同病棟に入院した同条件の脳血管疾患患者とした。
2024年度の患者を A 群、2022年度の患者を B 群として装具
検討会までの日数、FIM 利得、入院期間、実績指数、歩行
自立までの日数、更生用装具作成時期、自宅退院率、
Brunnstrom recovery stage などを診療録より後ろ向きに
収集・分析し、統計学的に比較した。A 群と B 群を比較す
るために、Mann-Whitney U 検定、Kolmogorov-Smirnov
検定を行った。統計解析には EZR を使用し、有意水準は
5% 未満とした。
【結果】 対象は75例（A 群44例：B 群31例）で、装具検討
会実施までの日数は A 群7.5日、B 群23日で有意差あり（P
＜0.05）。入院日数は A 群114日、B 群141日で有意に短縮
した（P ＜0.05）。FIM 利得（30.5 vs 30.5）歩行自立獲得日
数（58日 vs 68日）、自宅退院率（56% vs 58%）、装具作成
時期（78日 vs 94日）、実績指数（47 vs 40）については有意
差を認めなかった。
【結論】 入院早期に装具検討会を実施することで、治療方針
の早期共有と多職種連携が促進され、在院日数短縮に寄与し、
効率的な支援体制の構築に有用であると考える。また早期に
患者本人用の装具を作成する事で、より効果的な理学療法の
提供に寄与し早期退院の一助となったことが示唆される。装
具検討会の早期実施は、医療の質と効率を高め、患者の回復
支援において重要な役割を果たすといえる。今後は継続的な
評価と標準的な運用の継続が求められる。
【倫理的配慮】 本研究は「ヘルシンキ宣言」に沿って実施さ
れ、研究実施施設の倫理委員会（承認番号157）の承認を得
て実施した。データ収集、公表では個人情報が特定出来ない
ように匿名化を行った。

装具検討会の実施時期が 
在院日数・装具作成時に与える影響

○国分寺　莉央、畑　凜太郎
社会医療法人愛仁会 尼崎だいもつ病院 リハ技術部 理学療法科
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【はじめに】 当院では、新型コロナウイルス感染症の流行を
きっかけに、多職種が対面で行っていたカンファレンスを、
院内ネットワークを通じて表計算ソフトを活用した情報共有
体制へと変更した。このシステムでは、患者の心身機能や
ADL、治療目標、今後の治療方針等をテンプレート（以下、
情報共有用紙）に入力し、情報を共有している。
　今回、その中で特に療法士と看護師が共通して評価する5
つの ADL 動作に注目し、評価が不一致の場合に視覚的注意
を喚起する条件付き書式を設定した。導入前後で両職種間の
評価の乖離が縮小したかを検証し、その有用性を管理的な視
点から報告する。
【方法】 対象は院内ネットワークを通じて情報共有を行って
いる入院患者、導入前305±38名、導入後257±8名とした。
比較期間は導入前が2024年1月から7月、導入後が情報共
有用紙更新後の2025年2月から4月までとした。
　評価した項目は起居動作、移乗、歩行、トイレ、食事の5
項目である。各動作の介助量は自立 =1、一部介助 =2、全
介助 =3などと数値化した。療法士と看護師の評価が不一致
の場合はセルが黄色に表示され、さらに導入前の評価乖離の
平均値から標準偏差の2倍（95% 信頼区間）を超えた場合に
はセルを赤色表示とする視覚的注意喚起機能を設定した。
　評価の一致率は導入前後で比較し、各項目の一致・不一致
について2×2のクロス集計表を作成し、カイ二乗検定によ
り統計的分析を実施した。なお、有意水準は P ＜0.05とした。
【結果】 評価一致率は導入前が起居動作72%、移乗63%、歩
行71%、トイレ73%、食事86% であったが、導入後は起居
動作78%、移乗76%、歩行77%、トイレ78%、食事90% と
全項目で改善がみられた。カイ二乗検定では、起居動作、移
乗、歩行の3項目で導入前後の評価一致率に有意な向上を認
めたが、トイレ、食事については有意差がなかった。95%
信頼区間を超えた患者は5名（2%）であった。
【考察】 今回導入した視覚的注意喚起は、評価の不一致を明
確に示すことで、療法士と看護師が互いの評価に関心を持ち、
自身の評価根拠を見直す動機づけになったと考えられる。こ
うした取り組みを継続することで、評価結果への意識が高ま
り、一致率の向上につながったと推察される。
【結論】 表計算ソフトの基本機能を活用した取り組みは、低
コストかつ効率的に導入可能であり、工夫をすることで多職
種間での ADL 乖離縮小を実現する有用なツールとなり得る
と考える。
【倫理的配慮】 本研究はヘルシンキ宣言に基づき、個人情報
を特定されないよう配慮した上でデータを使用した。

視覚的注意喚起を活用した多職種間の
ADL評価一致率向上への取り組み

○中川　竜徳、内田　佑樹、手島　健一、柴田　健治
大津赤十字病院 リハビリテーション科

Key words：ADL、乖離縮小、情報共有
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【はじめに】 当病棟では、入院患者の評価情報を集約したデー
タベースを構築している。本研究の目的は、大腿骨近位部骨折
患者の入院時の機能評価が退院時の Functional Independence 
Measure（以下、FIM）の移動項目へ与える影響を明らかにす
る事である。
【方法】 データベースに登録した大腿骨近位部骨折患者を対象
とし、入院時に10m 歩行の評価が困難な患者、入院時に退院時
の移動目標が車椅子の患者は除外した。評価として、入院時は、
10m 歩行の快適速度と最速速度、Timed up ＆ Go test（以下、
TUG）の健側・患側周り、Berg Balance Scale（以下、BBS）、
健側・患側の最大荷重率、Mini-Mental State Examination（以
下、MMSE）、退院時は FIM の移動項目の点数を採用した。
FIM の移動項目より6～7点を自立群、1～5点を介助群として、
入院時のデータで2群間の比較を行った。統計解析では、2群間
の比較には対応のない t 検定及びマンホイットニー検定を用い
た。また、従属変数を FIM の移動項目、独立変数を10m 歩行
の最速速度、TUG の患側周り時間、BBS、MMSE として重回
帰分析を行った。有意水準は p ＜0.05とした。
【結果】 除外対象を除く83名が集積された。平均年齢は84.6±
7.7歳で、大腿骨頸部骨折は38名、大腿骨転子部骨折は41名、
大腿骨頚基部骨折は3名、大腿骨転子間骨折は1名であった。
退院時の FIM 移動項目では、自立群は55名、介助群は30名で、
退院時の移動 FIM は、自立群6（6-7）、介助群1.5（1-5）、p
＜0.01であった。2群間の比較において10m 歩行の快適速度
では自立群は0.57±0.22m/ 秒、介助群は0.38±0.15m/ 秒、
最速速度では自立群は0.57（0.09-0.75）m/ 秒、介助群は0.43

（0.37-0.63）m/ 秒、TUG の健側周りでは自立群は23.7（17.8-
35.0）秒、介助群は38.8（31.1-52.3）秒、患側周りでは自立群
は23.7（16.6-36.9）秒、介助群は39.0（31.6-57.8）秒であった。
BBS では自立群は35.2±12.1点、介助群は19.1±9.4点、健
側荷重率では自立群は90.2（55.5-96.1）%、介助群は78.5

（37.3-85.1）%、患側荷重率では自立群は71.1（23.9-85.4）%、
介助群は48.4（31.9-66.4）%、MMSE では自立群27（22-29）
点、介助群16（12-19）点となった。2群間の比較において、全
項目で p ＜0.01であった。重回帰分析では独立変数における
多重共線性の問題はなく、修正 R=0.49、p ＜0.01であった。
従属変数に影響する因子として入院時 BBS（標準回帰係数
=0.41、p ＜0.01）、入院時 MMSE（標準回帰係数 =0.48、p ＜
0.01）が抽出された。
【結論】 本研究では、大腿骨近位部骨折患者において入院時の
BBS および MMSE が、退院時の FIM 移動項目に影響を及ぼ
す事が示唆された。この事から早期からバランス機能や認知機
能を高める練習を行う事で、退院時の歩行の自立度向上に繋が
る可能性を有していると考察する。
【倫理的配慮】 本研究は、匿名化された診療情報を用いた後ろ
向き研究である。対象者には入院時に診療情報を研究目的で使
用する旨の文書同意を取得し、ヘルシンキ宣言に従って実施した。

大腿骨近位部骨折患者の 
入院時バランス・認知機能が 
退院時移動自立度に及ぼす影響： 
単施設データベース解析

○一柳　怜1）、山本　沙織1）、田口　潤智2）、山田　直人1）、 
安田　弘希1）、齋木　良佑1）

1）医療法人尚和会 宝塚リハビリテーション病院 療法部
2）医療法人尚和会 宝塚リハビリテーション病院 診療部

Key words：大腿骨近位部骨折、入院時バランス、入院時認知機能、
データベース
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【はじめに】 当院は、回復期リハビリテーション病棟入院料1
を算定しており、令和6年度診療報酬改定では、入院料1を算
定する条件として実績指数40以上としている。当該病棟では、
実績指数60を目標としていた。本研究では、運動器疾患患者
の実績指数の分布と、高値（≧60）および低値（≦40）に関連
する要因を明らかにする事を目的とした。
【方法】 対象は令和5年7月～令和7年2月に入院した実績指数
対象者に該当する運動器疾患患者とし、実績指数が60以上を
①群、40～59を②群、40未満を③群の3群に分けた。評価項
目は入院時・退院時の運動 Functional Independence Measure

（以下、FIM）、認知 FIM、在院日数、運動利得、実績指数と
した。統計解析は群間解析ではシャピロウィルク検定にて正規
性の有無の確認し、正規性を認めるものは1元配置分散分析、
正規性を認めないものは Kruskal-wallis 検定を用いた。群間
解析に有意差を認めた項目は Tukey 検定および Steel-Dwass
検定で多重比較を行った。有意水準は p ＜0.05とした。
【結果】 運動器疾患患者202名の内、実績除外基準に該当する
43名を除く159名を対象とした。各群の人数内訳では①群は
63名、②群は74名、③群は22名、実績指数では①群は74.4

（66.6-99.2）、② 群 は48.9（45.6-54.4）、③ 群 は33.4（27.8-
33.4）であった。年齢では①群は80.8±7.4歳、②群は83.3±
8.4歳、③群は81.8±6.4歳で、有意差はなかった（p=0.16）。
入院時運動 FIM では①群は46.4±12.9、②群は44.0±13.6、
③群は44.9±16.4で、有意差はなかった（p=0.58）。退院時運
動 FIM では①群は85.0（79.5-88.0）、②群は81.0（73.2-86.0）、
③群は74.5（61.0-86.0）で、有意差を認めた（p ＜0.01）。多重
比較では①-②群間（p ＜0.01）、①-③群間（p ＜0.01）で有
意差を認めた。入院時認知 FIM では①群は24.3±7.0、②群
は21.8±6.5、③ 群 は23.5±8.5で、 有 意 差 は な か っ た

（p=0.10）。退院時運動 FIM では①群は34.0（29.5-35.0）、②
群は29.5（24.0-34.0）、③群は29.0（21.7-34.0）で、有意差を
認めた（p ＜0.01）。多重比較では①-②群間（p ＜0.01）、①-
③群間（p ＜0.05）で有意差を認めた。在院日数では①群は
39.7±18.4、②群は63.2±15.7、③群は69.7±12.3で、有意
差を認めた（p ＜0.01）。多重比較では①-②群間（p ＜0.01）、
①-③群間（p ＜0.01）で有意差を認めた。運動利得では①群
は36.6±11.5、②群は34.6±8.2、③群は26.0±6.0で、有意
差を認めた（p ＜0.01）。多重比較では①-③群間（p ＜0.01）、
②-③群間（p ＜0.01）で有意差を認めた。
【結論】 入院時運動 FIM は群間に有意差を認めず、3群間の
ベースラインは同様であった。群は在院日数が他群より短く、
③群は運動利得が他群より低かった。いずれも統計学的に有意
差があった。この事から実績指数を40未満から40以上へ上げ
るには運動利得の向上が必要であり、60以上となるには在院
日数の短縮が必要である可能性が示唆された。
【倫理的配慮】 対象者には入院時に診療情報を研究目的で利用
する旨の文書同意を取得し、ヘルシンキ宣言に従って実施した。

当該回復期病棟の運動器疾患患者に 
おける実績指数60以上、40未満と 
運動利得・在院日数との関連性

○齋木　良佑1）、山本　沙織1）、田口　潤智2）、山田　直人1）、
安田　弘希1）、一柳　怜1）

1）医療法人尚和会 宝塚リハビリテーション病院 療法部
2）医療法人尚和会 宝塚リハビリテーション病院 診療部

Key words：運動器疾患、実績指数、運動利得、在院日数



― 84 ―

口述5　［ 理学療法管理 ］

O-25

【はじめに】 通所介護において高齢者の自立支援を推進する
には、身体機能だけでなく、主観的健康感や生活意欲といっ
た心理的・行動的側面を含めた多面的な評価が求められる。
近年では、高齢者自身が生活習慣や心身の状態を簡便に振り
返ることができる「イレブンチェック」が全国の自治体で
広く活用されている。このツールは気づきを重視し、行動変
容を促す仕組みとなっている。そこで本研究では、通所介護
利用者の体力測定データを用いて、イレブンチェックと身体
機能評価との関連性を検討した。
【方法】 対象は、大阪市内にある通所介護事業所の利用者98
名（平均年齢82.2±7.5歳、平均介護度1.2±1.0）とし、身
長、体重、緩歩と速歩における5m 歩行時間、両側の握力、
片脚立位時間、TUG の計測、主観的健康感の確認、指輪っ
かテスト、イレブンチェックを実施した。また、BMI も算
出した。イレブンチェックは、食、口腔、運動、社会性・こ
ころの状況に関する質問項目を自己にて判定させた。イレブ
ンチェックの採点方法は点数が高いほどフレイル兆候が少な
い評価法（フレイルトレーナー養成テキスト準拠）を用いた。
得られた結果をもとに、SPSS software version 31.0を用い、
正規性の確認の後、各測定項目の関連性についてスピアマン
の順位相関係数を用いて検討した（有意水準5%）。
【結果】 イレブンチェックは、緩歩における5m 歩行時間
（r=-0.39）、速歩における5m 歩行時間（r=-0.41）、TUG
（r=-0.38）との間に有意な負の相関を認めた（p ＜0.05）。ま
た、片脚立位時間（r=0.20）、主観的健康感（r=0.26）との間
に有意な正の相関を認めた（p ＜0.05）。しかし、身長、体重、
BMI、両側の握力、指輪っかテストとの間に、有意な相関
関係は認められなかった。
【結論】 イレブンチェックは、フレイルに関連する異変を自
覚的に気づくためのものであり、その継続した使用は、自己
の身体状況への気づきの機会提供につながる。今回、イレブ
ンチェックは歩行速度や TUG、片脚立位時間、主観的健康
感といった心身機能と相関関係を認めたが、全身の筋力を反
映する指標とされている握力とは相関関係を認めなかった。
このことから、イレブンチェックと握力をモニタリングして
いくことで、簡便に健康の維持を把握していくことができる
可能性があると考えられた。
【倫理的配慮】 対象者に実施内容の趣旨を口頭で説明し、同
意を得た。

自らの「気づき」は心身機能と 
つながるか？イレブンチェックと 
心身機能の相関分析

○田中　直樹1）、大工谷　新一2）、岡山　裕美2）

1）株式会社リハライズ 訪問看護ステーションリハライズ
2）北陸大学 医療保健学部 理学療法学科

Key words：イレブンチェック、身体機能評価、多面的評価、気付き、
通所介護
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【はじめに】 ミラーセラピーは脳卒中後の運動麻痺などの治
療として臨床応用されているが、標準的な方法は確立されて
おらず、物体操作課題、特に手掌上でのボール回転課題につ
いては矛盾した結果が報告されている。先行研究では、この
矛盾は課題難易度の相違では説明できず、鏡による回転方向
の反転が招く混乱や、手指巧緻性が影響している可能性が考
えられた。本研究の目的は、ボール回転課題を用いたミラー
セラピーについて、①鏡による回転方向反転、及び②手指
巧緻性の個人差がミラーセラピーに与える影響を明らかにす
ることとした。
【方法】 対象は右利きの若年健常成人56名とした。手指巧緻
性はパデューペグボードのスコアで評価した。実験は2つの
被験者間要因（方向、視覚）からなる2×2の要因計画とし
た。方向要因として矢状面方向（S）と水平面方向（H）、視
覚要因として鏡に映った像（M）と鏡を用いずに見る像

（nM）の2水準ずつを設定し、被験者は S-M 群、S-nM 群、
H-M 群、H-nM 群の4つの実験群にランダムに割り付けた。
実験姿勢は端座位とし、前腕を机上に置かせた。運動課題で
はゴルフボール1つを使用し、矢状面では前方に転がる方向
に回転させ、水平面では左手は時計回り、右手は反時計回り
にできる限り素早く回転させた。運動介入として右手で30
秒間の運動課題を10セット行わせ、その前後で左手による
回転数を動画上で測定した。統計学的解析では、運動介入前
の左手のボール回転数に関する群間差を Friedman 検定で
検討し、各群の介入前後のボール回転数は Wilcoxon の符号
順位検定で比較し、P 値は Holm の方法で補正した。回転数
変化に影響する要因は二元配置分散分析で検討した。さらに、
手指巧緻性のスコアとボール回転数変化の関係について
Spearman の順位相関係数で検討した。有意水準は p ＜0.05
とした。
【結果】 S-M 群を除く3つの群で有意に回転数が増大した。
運動介入前の左手でのボール回転数を比較した結果、群間差
は有意でなかった（χ2=3.91、p=0.27）。左手の運動介入前
後のボール回転数変化に関する分散分析の結果、方向要因・
視覚要因の主効果（F ＞0.17、p ＞0.51）、並びに両要因の
交互作用は有意でなかった（F=2.88、p=0.096）。手指巧緻
性のスコアとボール回転数の変化について相関は有意でな
かった（ρ =0.074、p=0.59）。
【結論】 S-M 群を除く3つの群で練習効果が認められたが、
ボール回転課題を用いたミラーセラピーについて回転方向要
因と視覚要因を検討した結果、有意な影響は認められなかっ
た。また、手指巧緻性とボール回転数の変化にも有意な関係
性は認められなかった。
【倫理的配慮】 本研究はヘルシンキ宣言に基づいて計画し、
研究実施施設の倫理審査委員会の承認を得て実施した。全て
の対象者には研究の目的・方法などについて書面および口頭
で十分に説明し、自由意思による文書同意を得た。

物体操作を伴うミラーセラピーに 
おける運動方向および 
手指巧緻性の影響

○横森　瑞希1）、山下　達也2）、田中　紫恩3）、木内　隆裕4）
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【はじめに】 超高齢社会の進行に伴い併存疾患を有する高齢
者は増加の一途をたどっており、脳卒中者も例外ではない。
本邦の回復期脳卒中者において併存疾患の有無と機能予後と
の関連が示唆されているが、併存疾患の重症度別で差がある
か明らかでない。本研究の目的は併存疾患の重症度別比較の
結果から回復期脳卒中者の機能予後について考察することで
ある。
【方法】 対象は2018年12月～2025年1月までに当院回復期
病棟へ入棟した脳卒中者のうち、入院中に脳卒中の再発や他
疾患による治療を要した者を除いた424名（男性224名）と
した。調査項目は基本情報として年齢、性別、入院日数、転
帰先（自宅、その他）、入院時 Geriatric Nutritional Risk 
Index（以下、GNRI）、機能予後として退院時 Functional 
Independence Measure（以下、FIM）、FIM 効率、上下肢
Brunnstrom Recovery Stage（以 下、BRS）、modified 
Ranking Scale（以 下、mRS）、Functional Ambulation 
Category（以下、FAC）を後方視的に調査した。併存疾患の
有無はチャールソン併存疾患指数（Charlson Comorbidity 
Index：以下、CCI）を用いて脳卒中発症前の慢性疾患19項
目を評価し、スコアを算出した。統計解析は CCI で算出し
たスコアをもとに「0：併存疾患なし群」、「1～2：中等度
群」「3以上：重度群」の3群に分類し、各調査項目につい
て一元配置分散分析及び多重比較検定を実施し3群間の有意
差を検討した。有意水準は5% とした。
【結果】 424名中、併存疾患なし群が159名、中等度群が199
名、重度群が66名であった。統計解析の結果は、GNRI、
FIM、mRS、FAC において3群間で有意差を認めた。また、
年齢は併存疾患なし群と中等度群、重度群において有意差を
認め、併存疾患を有するものは高齢であった。入院日数、転
帰先、FIM 効率、BRS においては有意差を認めなかった。
【結論】 本研究対象者の半数以上が併存疾患を有しており、
併存疾患の重症度が高いほど低栄養かつ機能的自立度や歩行
自立度が低値であり先行研究を支持するものであった。しか
し一方で、併存疾患の重症度が高くても ADL や運動麻痺の
改善を見込めることが示唆された。このことから併存疾患が
重度で介入に配慮を必要とする場合であっても ADL や運動
麻痺を改善するために、回復期において脳卒中者の理学療法
を進めることは意義深いものであると考える。
【倫理的配慮】 本研究は当院臨床研究審査委員会の承認を得
て実施した（承認番号：2025GS-007）。また、研究の同意取
得は自施設ホームページにてオプトアウトを実施し、対象者
がデータ提供を拒否できる機会を提供した。

併存疾患の重症度別でみた 
回復期脳卒中者における 
機能予後の比較

○上村　亮介、松本　浩希、亀甲　健太朗、北田　凱土、 
都留　貴志
地方独立行政法人 市立吹田市民病院 リハビリテーション科
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【はじめに】 回復期リハビリテーション病棟（回リハ病棟）
は、日常生活活動（ADL）の向上を目的に集中的なリハビリ
テーションを行い、自立度を変化させていく。生活再建を目
指して対象者の活動を促す際には、活動量が増えるほど転倒
リスクも高まりやすく、安全との両立が常に課題となる。な
かでも、脳卒中患者は、運動麻痺による機能低下、認知・注
意障害を有することから転倒リスクはより高いとされる。そ
こで本研究では、回リハ病棟における脳卒中患者を対象に、
転倒の発生状況を明らかにすることを目的とした。
【方法】 本研究は、2019年12月～2025年6月に回リハ病棟に
入棟した脳卒中患者の診療録とインシデントレポートから後
方視的に調査した。調査項目は、性別、年齢、診断名、障害
半球、入棟・退棟時の Functional Independence Measure

（FIM）、転倒件数、インシデントレベル、転倒発生時の入
院週数、場所、時間帯、動作、認知機能（MMSE）と FIM
移乗・歩行とした。
【結果】 対象は、53名の脳出血患者（男性28名、年齢65.6±
14.0歳、右半球／左半球／両側：20/29/4）と90名の脳梗塞
患者（男性45名、年齢78.8±9.5歳、右半球／左半球／両
側：41/41/8）と11名のくも膜下出血患者（男性7名、年齢
58.4±12.2歳、右半球／左半球／両側6/3/2）であった。
154名の入棟時／退棟時の FIM 運動項目35.0±17.2点
/57.6±23.7点、認知項目19.6±8.3点 /23.8±8.4であった。
転倒件数は239件で、1回転倒108件、複数転倒は46件（延
べ131回）であった。インシデントレベルは、レベル1：113
件、レベル2：108件、レベル3a：15件、レベル3b：2件、
レベル4：1件であった。転倒発生は、入院後2週目（28件）
が最も多く、場所は、病室が174件（72.8%）と最多であった。
時間帯は、15時で最も多く、次いで18時、7時と続いた。
動作は移乗、歩行が多くを占めた。転倒時の MMSE は15.6
±9.5点、FIM 移乗は5点、次いで4点、歩行は1点、次い
で5点で多かった。
【結論】 回復期リハ病棟における脳卒中患者の転倒は、病室、
日中、移乗・歩行時に多く発生することが明らかになった。
活動性の高い日中に、中等度の認知機能低下している患者で、
転倒リスクが高くなることが考えられた。また、転倒時の移
乗と歩行の FIM の結果から、不安定さを残したまま活動範
囲が広がる時期にリスクが高まる可能性が考えられた。回リ
ハ病棟における転倒は、入院直後に多く、時間帯は日中、場
所は病室で、動作は移乗が多いと報告されており、本研究は
ほぼ同様の結果であった。今後は、発生時間や発生場所と
FIM との関係の分析を進め、活動拡大と転倒予防の戦略を
検討していきたい。
【倫理的配慮】 本研究は、当院研究倫理委員会の承認の上、
実施した。また、本研究の情報を公開し、対象に研究への参
加の拒否する機会を保障した。

回復期リハビリテーション病棟に 
おける脳卒中患者の転倒発生状況の 
分析
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【はじめに】 脳卒中患者の歩行能力を予測することは、治療
計画の立案や退院支援を行う上で重要である。Functional 
Independence Measure（FIM）は施設環境や支援状況の影
響を受けやすい特性がある。一方で Functional Ambulation 
Category（FAC）は歩行能力に焦点を当てた評価であり、実
際の ADL 状況に左右されにくい。そこで本研究では、退院
時の FAC を用いた歩行自立の判定と、その予測因子の抽出
を目的とした。
【方法】 当院回復期リハビリテーション病棟で実施した後ろ
向き観察研究である。対象は初発脳卒中患者180名（整形外
科疾患や神経疾患の既往、両側損傷例、急性増悪での中断症
例は除外）とした。FAC3は監視を要するが4は監視不要で
あるため、FAC4以上を歩行自立、3以下を非自立と定義し
2群に分類した。説明変数は年齢、性別、病型、損傷側、発
症からの経過日数、入棟時 Berg Balance Scale（BBS）、
Fugl-Meyer Assessment 下肢運動項目（FMA-LE）、FAC、
BBS お よ び FMA-LE の1ヵ 月 後 の 変 化 量（ΔBBS、Δ
FMA）を用いた。単変量解析の結果と臨床的意義を考慮し、
年齢、発症からの経過日数、入棟時 BBS、FMA、FAC、
ΔBBS、ΔFMA の7つを選択し、これらの変数を投入する
強制投入法にてロジスティック回帰分析を行い、Variance 
Inflation Factor（VIF）で多重共線性を確認した。ROC 解析
でカットオフ値も算出した。
【結果】 歩行自立群111例、非自立群69例に分類された。歩
行自立群では平均年齢が若く、発症からの日数が短く、左損
傷例が多かった（いずれも p ＜0.05）。性別及び病型に有意
差はなかった。BBS 及び FMA-LE スコアは歩行自立群に
おいて有意に高く、ΔBBS 及びΔFMA も有意に大きかった。
ロジスティック回帰分析では、年齢（OR：0.91, 95%CI：
0.850.97）、入棟時 BBS（OR：1.25, 95%CI：1.131.38）、Δ
BBS（OR：1.29, 95%CI：1.161.43）、ΔFMA（OR：1.23, 
95%CI：1.041.46）が FAC4以上を予測する独立因子として
抽出された（すべて p ＜0.05）。VIF はいずれも5未満で多
重共線性は認められなかった。初回 BBS の ROC 解析では
AUC 0.854、カットオフ値12、感度0.783、特異度0.784で
あった。ΔBBS の AUC は0.721であり単独での臨床応用は
限定的と判断した。
【結論】 年齢、入棟時 BBS、ΔBBS、ΔFMA は FAC に基
づく歩行自立の予測に有効であり、とくに BBS の早期改善
は予後予測において重要な情報となり得ることが示唆された。
【倫理的配慮】 本研究は当院倫理審査委員会の承認を得て実
施した。評価信頼性の確保を目的として、評価方法に関する
定期的な院内研修を実施した。

回復期リハビリテーション病棟に 
おける脳卒中患者の歩行自立に関する
予後予測因子の検討
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【はじめに】 脳卒中後の運動機能や日常生活動作（ADL）の回
復には、発症から1か月程度までに顕著な改善を示すとされて
おり、この時期に長下肢装具（KAFO：Knee-Ankle-Foot 
Orthosis）を作製・使用することが、機能回復に影響を与える
可能性がある。今岡らは、早期の装具作製が機能回復に有効で
ある可能性を示しているが、適切な作製時期に関する指標は明
確でない。
　本研究の目的は、発症から30日以内に KAFO を作製し使用
することの効果を明らかにすることであり、KAFO の作製時
期と月毎の Functional Independence Measure（FIM）の関連
性を検討した。
【方法】 2011年～2025年に装具を作製した脳卒中片麻痺患者
129例（男性59名、女性70名）を対象とした。主な疾患は脳出
血・脳梗塞で、一部はくも膜下出血であった。
　装具作製時期により①群（発症から30日以内に KAFO を作
製・使用した群）、②群（発症から31日以上経過してから
KAFO を作製・使用した群）の2群に分類し、FIM 移乗・移
動および Stroke Impairment Assessment Set（SIAS）下肢項
目の経時的変化と FIM 6・7点到達率を比較した。統計解析に
は t 検定およびカイ二乗検定を用いた。
【結果】 ①群（n=71）と②群（n=58）に分けて解析を行った。平
均年齢は①群67.28±12.2歳、②群65.41±15.1歳で、有意差
はなかった（p=0.39）。装具作製時期は①群15.9±7.40日、②
群60.1±23.0日であり、有意差が認められた（p ＜0.01）。
　SIAS 下肢項目は発症3か月で股関節屈曲・膝関節伸展に有
意な改善がみられた（p=0.031）。FIM 移乗は発症1～4か月間
で 有 意 差 を 認 め（1か 月 p=0.009、2か 月 p=0.015、3か 月
p=0.001、4か月 p=0.022）、FIM 移動は4～5か月で有意差が
あった（4か月 p=0.013、5か月 p=0.011）。また、①群は1か
月 の FIM 移 乗（p=0.022）お よ び3か 月 の FIM 変 化 量

（p=0.035）と有意な関連を示した。
　FIM 6・7点到達率は、移乗で2か月後①群26.8%、②群
12.1%（p=0.039）、3か月後①群36.6%、②群17.2%（p=0.015）、
6か月後①群64.8%、②群44.8%（p=0.023）と有意差を示した。
移動においても6か月後①群56.3%、②群34.5%（p=0.013）で
有意差を認めた。
【結論】 本研究では、長下肢装具を発症1か月以内に作製した
群では、FIM 移乗・移動および下肢機能の改善が早期に進み、
6か月後の自立到達率も高かった。これらの結果から、長下肢
装具を1か月以内に作製することが、脳卒中患者の ADL 回復
に寄与する可能性を示唆する。また、①群の平均作製時期が約
2週間であったことから、発症後2週間以内の下肢機能評価が
装具作製の判断において有用である可能性が示唆される。
　一方で、評価項目や指標が限られていた点は本研究の限界で
あり、今後は多角的な評価と前向き研究による検証が必要である。
【倫理的配慮、説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言の倫理原
則に則り実施された横断研究であり、個人情報の保護に十分配
慮した。対象者の特定が不可能な形でデータを匿名化し、解析
を行った。

脳卒中患者における 
長下肢装具作製時期と 
FIM移乗・移動の回復経過との関連
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【はじめに】 高齢者の要介護状態の進行や死亡に至るリスク
要因として、年齢や身体機能に加え、日常的な運動習慣やそ
の動機づけが注目されている。特に、「運動を好む傾向（運
動志向性）」は、単なる運動実施の有無よりも深層的な健康
行動の指標として重要である可能性がある。本研究の目的は、
運動志向性を伴う運動習慣が、新規の要介護認定、死亡に至
るリスクとどのように関連するかを明らかにすることである。
【方法】 2017年時点で介護認定に該当しない65歳以上の地
域在住高齢者のうち、有効データを有する686名を対象とし
た。イベント発生を、要介護3以上の新規認定（要介護認定）
または病気・老衰以外による死亡（死亡）と定義し、2023年
までのイベント発生に対する運動志向性の影響を検討した。
週3回以上の運動実施を「運動習慣あり」、運動することで
気分がリフレッシュし、ストレスがなくなると回答したもの
を「運動志向性あり」と定義した。
　説明変数として以下の3群を用いたロジスティック回帰分
析を実施した（有意水準 p ＜ .05）。モデル1：運動習慣群（運
動習慣あり）、モデル2：運動志向群（運動志向性あり）、モ
デル3：積極的運動群（運動習慣・運動志向性の双方あり）。
いずれも共変量は2017年時点の年齢、性別、自立歩行の可
否とした。
【結果】 6年間のイベント発生は要介護認定38件、死亡119
件（うち17件は重複）であった。3モデルとも、年齢、男性
であることは有意なリスク上昇因子であり、歩行自立度は有
意な関連を示さなかった。モデル別の結果は、運動習慣群：
OR=0.67（95%CI：0.421.06, p=.089）、運動志向群：OR= 
0.54（95%CI：0.340.84, p=.007）、積極的運動群：OR=0.60

（95%CI：0.360.97, p=.038）であった。すなわち、運動の実
施のみならず、運動を好む傾向そのものがリスク低減と有意
に関連していた。
【結論】 運動志向性を有することは、要介護認定および死亡
に対して、運動習慣そのものよりも強い保護的効果を示した。
内在的な動機づけをともなう運動行動が将来的な介護リスク
や死亡リスクの抑制に寄与する可能性が示唆された。本結果
は、単なる運動行動の促進を超え、行動の背景にある意識や
価値観への働きかけの重要性を示すものである。今後は、運
動への志向性を高める健康教育や地域活動の方策について検
討する必要がある
【倫理的配慮】 本研究はヘルシンキ宣言に則り、事前に所属
機関の倫理審査委員会の承認（承認番号：2018-054）を得た
うえで、個人情報の匿名化と自治体の承認のもとに実施した。

運動志向性を伴う運動習慣と 
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【はじめに】 地域理学療法におけるフレイル予防の実践には、
対象者の社会経済的背景の理解が不可欠である。特に、制度
的支援を受けていない低所得高齢者に対する支援のあり方は、
現場および制度設計の両面から再検討が求められる。近年、
低所得や社会的孤立がフレイルと関連し、公的支援制度がそ
のリスク軽減に寄与する可能性が示されている（Shinkai, 
2016）。一方で、制度を「利用していない」高齢者、とくに
制度利用要件を満たしながらも支援につながっていない層の
実態は明らかでない。制度的背景を見落とすことで、支援す
べき対象を取りこぼす可能性があり、理学療法士は機能評価
のみならず、社会的・経済的状況を含めた視点を持つ必要が
ある。本研究は、地域在住の外来高齢者における制度利用状
況と身体的フレイルの関連を明らかにし、理学療法士による
制度的視点を含んだ支援の必要性を検討するものである。
【方法】 2023年4月～2024年3月に当診療所を受診した65
歳以上の外来患者238名に対し、郵送による任意参加の調査
を実施した。対象を生活保護群、無料低額診療（無低診）群、
制度非利用群に分類し、簡易フレイルチェック（5点満点）

（Chen, 2020）により身体的フレイルを評価した。このチェッ
クは体重減少、歩行速度、握力、疲労感、身体活動の5項目
で構成される。制度と性別の交互作用を含むロジスティック
回帰分析を行い（有意水準5%）、さらに制度非利用群のうち
年収200万円未満の者（無低診の所得基準相当）を抽出して
記述統計を実施した。
【結果】 有効回答は167名（無低診群64名、生活保護群43名、
制度非利用群60名、有効回収率43.8%）。フレイル割合は制
度非利用群で最も高く（28.3%）、生活保護群（20.9%）、無
低診群（14.1%）と比較して高かった。交互作用を含むモデ
ルでは、制度非利用の男性におけるフレイルリスクの上昇傾
向（OR=2.13）がみられたが、有意ではなかった。制度非利
用かつ年収200万円未満の者22名におけるフレイル割合は
22.7% で、性別別では男性22.2%、女性15.4% と、男性で
やや高い傾向がみられた。
【結論】 制度非利用の高齢者にフレイルが多く見られた結果
から、理学療法士は身体機能だけでなく制度的・社会的要因
を含めた包括的評価を行う必要があることが示唆された。支
援の届かない層への介入には、地域包括ケアの一員としての
アウトリーチ的役割を担う視点が今後の理学療法実践に求め
られる。
【倫理的配慮】 本研究はヘルシンキ宣言および「人を対象と
する生命科学・医学系研究に関する倫理指針」に基づき実
施し、京都民医連中央病院倫理審査委員会の承認を得た（承
認番号：124）。

公的医療支援制度の利用状況と 
身体的フレイルの関連： 
単一施設横断調査

○若田　哲史、原　奈央
上京診療所 リハビリテーション課

Key words：身体的フレイル、社会的要因、地域リハビリテーション
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【はじめに】 高齢者の体力低下は、生活機能の制限や要介護
リスクの増大と深く関係する。近年、身体的要因に加え、社
会とのかかわりが健康や活動性に及ぼす影響が注目されてい
るが、体力の長期的変化との関連については十分に検討され
ていない。本研究では、地域在住高齢者を対象に6年間の追
跡調査を行い、体力の変化と社会とのかかわりとの関連性を
検討した。
【方法】 本研究は、大都市近郊自治体の全住民調査（人口約
4,500人）を用いた縦断研究である。2017年に60歳以上の地
域住民を対象にベースライン調査を実施し、握力、片足立ち、
Timed Up and Go（TUG）、通常歩行、最速歩行を測定した。
社会とのかかわりは、社会関連性指標（Index of Social 
Interaction：ISI）を用いて評価した。ISI は、「生活の主体
性」「社会への関心」「他者とのかかわり」「身近な社会参加」

「生活の安心感」の下位尺度から構成され、合計18点満点で
得点化された。2023年に同一対象者への再測定を実施し、
Wilcoxon の符号付き順位検定により体力変化を検討した。
重回帰分析は、①ベースラインの体力、年齢、性別、社会と
のかかわりを説明変数とするモデル、②年齢、性別、社会と
のかかわりのみのモデルの2通りで実施した。有効回答は168
名（男性63名、女性105名、平均年齢73.5±5.8歳）であった。
【結果】 Wilcoxon 検定の結果、すべての体力指標において
2023年は2017年と比較して有意な低下が認められた（p
＜ .001）。握力は26.7 ㎏から24.9 ㎏、片足立ちは12.2秒か
ら9.9秒に低下し、TUG は6.9秒から7.8秒に延長した。通
常歩行および最速歩行の速度も有意に低下していた。モデル
①では、各体力指標に対してベースラインの体力、年齢、
性別が有意な予測因子であり、社会とのかかわりの影響は限
定的であった（調整済み R：握力0.81、片足立ち0.59、TUG 
0.69、通常歩行0.67、最速歩行0.61）。ただし、通常歩行に
おいては「生活の主体性」が有意な正の影響を示した（β
=0.115、p=.012）。一方、モデル②では、TUG、通常歩行、
最速歩行の3指標において「社会への関心」が有意な負の
影響因子として抽出された（TUG：β=-0.151、p=.032/ 通
常歩行：β=-0.175、p=.018/ 最速歩行：β=-0.157、p=.035）。
調整済み R は、TUG 0.27、通常歩行0.19、最速歩行0.18で
あり、社会とのかかわりが一定の説明力を持つことが示唆さ
れた。
【結論】 高齢者の体力低下には、加齢や性別に加え、過去の
体力水準が大きく影響していた。一方、ベースラインの体力
を除いたモデルでは、「社会への関心」や「生活の主体性」
といった社会とのかかわりが移動機能と関連していた。高齢
者の体力維持には、身体的支援に加えて、社会参加や関心を
高める支援の重要性が示唆された。
【倫理的配慮】 本研究はヘルシンキ宣言に則り、所属機関の
倫理審査委員会の承認（承認番号：2018-054）を得て、個人
情報の匿名化と自治体の承認のもとに実施した。

高齢者の体力に及ぼす社会との 
かかわりの影響： 
6年間の追跡研究

○澤田　優子1）2）、角田　晃啓1）2）、奥村　理加3）、 
川崎　百合子3）、木下　弘3）、安梅　勅江4）

1）森ノ宮医療大学 総合リハビリテーション学部 理学療法学科
2）森ノ宮医療大学大学院 医療科学専攻
3）飛島村 すこやかセンター
4）筑波大学大学院 人間総合科学研究科
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【はじめに】 サルコペニアは、加齢に伴い骨格筋量・筋力・
身体機能が低下する状態であり、転倒や死亡率の上昇と関連
する。その評価指標として骨格筋量指数（skeletal muscle 
mass index：SMI）が広く用いられているが、高齢者におい
ては体液バランスの影響を受けやすく、SMI と筋力や運動
機能との相関が乏しい場合が存在する。一方で、母指内転筋
厚（adductor pollicis muscle thickness：APMT）は、皮下
脂肪の少ない部位で容易に測定可能であり、筋肉量や除脂肪
体重、SMI と関連することが報告されている。しかしながら、
APMT と SMI のいずれが身体機能とより強く関連するかを
調査した報告は存在しない。したがって本研究の目的は、通
所リハビリテーションを利用する地域在住高齢者における
APMT および SMI と握力・歩行速度の関連性を調査するこ
とである。
【方法】 本研究は横断的研究であり、通所リハビリテーショ
ンを利用している65歳以上の高齢者93名を対象とした。主
要な評価項目は握力、歩行速度、SMI、APMT である。握
力および歩行速度を従属変数とし、APMT、SMI、BMI、
Food Intake Level Scale、年齢、性別、チャールソン併存
疾患指数、服薬数を独立変数として、強制投入法による重回
帰分析を実施した。APMT および SMI は別々の回帰モデル
に投入した。多重共線性の確認には分散膨張因子（variance 
inflation factor：VIF）を用い、VIF が10以上の場合に共線
性ありと判断した。統計解析には EZR を使用し、有意水準
は P ＜0.05とした。
【結果】 対象者93名中、女性は74名（79.6%）であった。
APMT を投入モデルでは、APMT（β= 0.261, P= 0.01）お
よび性別（β=-0.450, P ＜0.001）が握力と有意に関連して
いた（決定係数 R= 0.376、効果量 f= 0.603、統計的検出力
= 1.000）。一方、SMI モデルでは、性別（β=-0.534, P ＜
0.001）のみが握力と有意に関連し、SMI 自体は握力と有意
な関連を示さなかった（β= 0.051, P= 0.59）。なお、APMT
および SMI はいずれも歩行速度とは有意な関連を示さな
かった。すべての解析において、多重共線性は確認されな
かった。
【結論】 本研究により、APMT は SMI よりも握力と強く関
連しており、通所リハビリテーションを利用する地域在住高
齢者において、筋力を反映する有用な指標であることが示唆
された。APMT は簡便かつコスト効率の良い方法であるた
め、今後、臨床現場での有効な評価手段としての活用が期待
される。
【倫理的配慮】 本研究はヘルシンキ宣言に基づき実施された
ものであり、研究の目的を口頭および書面にて十分に説明し、
文書による同意を得た対象者のみを研究対象とした。また、
本研究は所属施設の倫理委員会の承認を得て実施した。

通所リハビリテーション利用者に 
おける母指内転筋厚は骨格筋量指数 
よりも握力及び歩行速度と 
強く関連するか

○寺尾　魁将1）、芝氏　太作1）、石本　泰星2）

1）こかわリハビリクリニック リハビリテーション部
2）赤ひげクリニック リハビリテーション部

Key words：通所リハビリテーション、母指内転筋厚、地域在住高齢者
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【はじめに】 通所リハビリテーション（以下、通所リハ）の
平均利用期間は49.6ヶ月と報告されており、漫然と長期間
利用が継続されてしまうことが問題視されているが、通所リ
ハの利用修了に向けたアプローチに関する報告は少ない。そ
こで、本研究の目的は通所リハ利用者の修了に向けたアプ
ローチを考える一助として、短時間通所リハ利用開始時の身
体機能や生活機能、およびそれらの1年後の変化量から利用
開始より2年未満での修了者と2年以上継続者を比較し、通
所リハの利用修了に関連する要因を明らかにすることとした。
【方法】 対象は2020年6月から2021年12月の間に京都きづ
川病院通所リハビリセンターの利用を開始した107名のうち、
利用開始2年以内に長期入院や他の介護保険下のサービスへ
移行し、目標達成せず通所リハの利用を中止した54名を除
く53名とし、そのうち利用開始2年未満で目標達成により
通所リハの利用を修了した21名を修了群、2年以上通所リハ
の利用を継続している32名を継続群とした。分析に用いる
変 数 は Barthel Index, Frenchay Activities Index（以 下、
FAI）、Life Space Assessment（以下、LSA）、改訂長谷川
式簡易知能評価スケール、Functional Reach、Timed Up 
and Go test、握力、膝伸展筋力体重比の8変数とした。解
析方法は、通所リハ利用開始時に得られた評価（以下、初期
評価）の比較において正規性に応じて2標本 t 検定およびマ
ン・ホイットニー検定を用いて有意差の有無を調べた。さら
に、初期評価と1年後の評価との差（以下、変化量）を算出し、
同様に有意差の有無を調べた。なお、利用開始より1年以内
に目標達成により通所リハの利用を修了した者は修了時の評
価を用いて変化量を算出した。統計学的有意水準は5% とし、
解析ソフトは Windows 版の R4.0.2（CRAN freeware）、R
コマンダー2.7.0を使用した。
【結果】 初期評価の比較において膝伸展筋力体重比と FAI
で修了群が継続群に比べ有意に高い結果（p ＜0.05）となっ
た。また、変化量の比較では LSA において修了群が継続群
に比べ有意に高い結果（p ＜0.01）となった。
【結論】 通所リハの利用修了に関して、利用開始時より下肢
筋力や IADL が高い者は比較的早期に目標達成による利用
修了に繋げやすいと考えられる。しかしながら、変化量の比
較の結果をみると通所リハを利用するなかで下肢筋力や
IADL の強化・改善を図るアプローチよりも活動範囲の拡大
に焦点を当てたアプローチを行う方が身体や生活の改善実感
を得て、利用修了に繋がりやすい可能性が示唆された。
【倫理的配慮】 本研究は後方視的調査であり、基本情報や分
析に用いた変数は診療録にある既存情報から個人を特定でき
る情報を削除して用いたため対象者に不利益は生じないと考
える。本研究はヘルシンキ宣言に沿った研究であり、所属機
関の倫理審査委員会の承認を得て実施した（承認番号倫
2023-3）。

通所リハビリテーション利用修了の 
要因について
―  2年未満での修了者と 

2年以上継続者の違い―
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【はじめに】 大腿義足の作製は複雑な過程を踏み非切断肢の
支持性が求められることから、患者の認知機能や非切断肢下
肢機能は十分に備わっている必要がある。今回、くも膜下出
血による高次脳機能障害の既往と非切断肢の支持性が低下し
た症例に対して、大腿義足作製のために理学療法の工夫を
行ったため報告する。
【症例紹介】 60代男性で、蜂窩織炎により左大腿切断となっ
た。既往歴として2度のくも膜下出血による高次機能障害を
有し、脊柱管狭窄症による非切断肢の高度弛緩性麻痺を呈し、
切断前は非切断肢にプラスチック型の短下肢装具を着用して
鶏歩で杖歩行自立していた。非切断肢の筋力は MMT3以下、
足背屈0であり、片脚立位は不可であった。断端末には異所
性骨化があり、義足ソケットは全面接触を回避する必要が
あった。認知機能は HDS-R22/30点、FAB　12/18点であ
り自身の身体に注意を向けて制御することは困難であった。
義足作製希望にて32病日に当センター転院となった。
【経過】 高次脳機能障害により、口頭指示での細かな言語指
導による姿勢修正は困難であり、環境設定が必須であった。
第1段階として、異所性骨化を伴う切断肢に対しスタンプ
シュリンカーで断端成熟を図ったが、症例自身での管理が困
難であったため病棟 Ns と情報共有しながら対応した。また、
義足ソケット採型前の立位評価は、切断肢は股関節屈曲位で
セザムに坐骨支持、非切断肢は備品の長下肢装具を装着した。
第2段階として、断端周径変動が落ち着き、義足ソケット採
型後、非切断肢の長下肢装具を作製し、立位・ステップ練習
を開始した。非切断肢の下肢筋力で重心を前方に押し出すこ
とができずに、切断肢への十分な荷重が行えなかったため、
非切断肢の背屈方向のロッドをバネに変更して対応した。第
3段階として、歩行練習の際には歩行器を活用したが、非切
断四肢への負担や股関節伸展位を促す目的で吊り下げ式ト
レッドミルでの歩行練習も追加した。191病日後には、非切
断肢の下肢筋力は MMT4へ向上し膝折れが軽減したため短
下肢装具へと変更して、100m の歩行が可能となった。残存
した課題として、非切断肢の筋力低下により立ち上がり動作
は依然として介助が必要であった。そのため、車いすから立
ち上がりやすいように床から55 ㎝となるよう車いす座クッ
ションを評価し作製した。210病日後には、立ち上がりから
歩行練習までを一貫して実施することが可能となった。
【結論】 症例は、非切断肢の下肢機能を加味した環境設定に
よって義足での歩行練習が可能となった。重複障害を有する
場合の義足作製においては、義足の形状や設定のみならず、
歩行支援機器、車いす設定といった総合的な評価とアプロー
チが必要と考える。
【倫理的配慮】 本症例はヘルシンキ宣言に基づいて実施し、
対象者に十分趣旨を説明し書面で同意を得た。

右下肢高度弛緩性麻痺・高次脳機能障
害・左大腿切断の重複障害を有した 
60代男性の左大腿義足作製の取り組み
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【はじめに】 脊髄腫瘍術後における小児の理学療法経過につ
いて、特に術後早期から歩行能力を獲得した症例の報告は少
ない。本症例は、胸髄レベルの神経腸管嚢胞と診断された小
児患者に対し、術後14日間の理学療法を通じて短距離の独
歩が可能となるまで回復した。疾患の希少性に加え、短期間
での機能改善および痙性抑制を意識した理学療法戦略が奏功
したと考えられたため報告する。
【症例紹介】 10代男児。MRI にて T1/2レベルの硬膜内髄外
腫瘍を疑われ、手術目的で入院した。入院時より理学療法を
開始。術前評価では、下肢筋力（ASIA motor score）は両側
とも6点、感覚／痛覚は重度 低下。筋緊張は modified 
Ashworth scale（以下、mAs）で膝関節屈筋群1+、足関節底
屈筋群2。わずかな刺激で体幹／両下肢伸筋群の痙性亢進を
認めた。ADL は Functional Independence Measure（以下、
FIM）98点（運 動 項 目63点）、Spinal Cord Independence 
Measure Ⅲ（以下、SCIM）68点、Bedside Mobility Scale（以
下、BMS）28点、Walking index for spinal cord injury（以
下、WISCI-Ⅱ）は0で歩行不可能。入院後、麻痺の進行を認
めたため、予定を早めて手術が施行された。
【経過】 手術翌日より理学療法を再開。両下肢に mAs1+ ～
2程度の筋緊張亢進、屈曲・伸展パターンの混在、足クロー
ヌスを認めた。術後3日目にドレーン抜去、安静度制限解除
後、離床開始。体幹トレーニング、基本動作練習、立位、歩
行練習を実施。痙性抑制目的で Power PlateⓇ（周波数30Hz, 
3分間）を併用し、足関節を背屈位に保ちつつ NuStepⓇで反
復運動を行なった。最終評価は、下肢筋力（Rt./Lt.）24/18点、
表在感覚は軽度低下。mAs は足関節底屈筋群1+、両側足ク
ローヌスが残存。FIM117点（運動項目82点）、SCIM82点、
BMS39点、WISCI-Ⅱ20点と改善し、短距離での独歩が可
能となり、術後14日目に回復期病院へ転院となった。
【結論】 本症例は、稀な神経腸管嚢胞による不全麻痺に対し、
術後早期からの積極的な理学療法介入と痙性抑制への対応に
より短期間で歩行機能を回復し得た一例である。補助的介入
として Power PlateⓇや NuStepⓇの活用も効果的であった。
過去に、他の腫瘍による脊髄不全麻痺術後の検討において、
術前に感覚が残存している対麻痺（例えば触覚や痛覚が残っ
ている AIS B レベル）の症例では、麻痺回復の見込みが高
いとの報告もある。術前に感覚が残存していたことも、良好
な回復を後押ししたと考えられる。一方で、クローヌスや痙
性の残存があり、今後の成長過程での変化を見据えた長期的
な経過観察が必要である。
【倫理的配慮】 本発表にあたり、本人および保護者に対し十
分な説明を行い、書面および口頭にて発表の同意を得た。

胸髄硬膜内髄外腫瘍術後早期に 
歩行能力が向上した小児症例の 
理学療法経過報告

○東　勇希1）、宮崎　紗也佳1）、藤村　茂和1）4）、田中　秀和1）、
北村　哲郎2）5）、石田　由佳子3）、重松　英樹4）、城戸　顕3）5）

1） 奈良県立医科大学附属病院 医療技術センター  
リハビリテーション技師部門

2）奈良県立医科大学附属病院 医療技術センター
3）奈良県立医科大学 在宅リハビリテーション医療システム学講座
4）奈良県立医科大学 整形外科教室
5）奈良県立医科大学 リハビリテーション医学講座

Key words：脊髄腫瘍、小児、痙性



― 92 ―

口述8　［ 神経3 ］

O-38

【はじめに】 重症筋無力症（以下、MG）とは、神経筋接合部
において受容体が自己抗体によって破壊される自己免疫疾患
である。標準治療は免疫療法で、治療効果判定には、QMG
スコア、筋力評価、6分間歩行試験（以下、6MWT）を用い
ることが多い。6MWT は運動耐容能の評価として用いられ
るが、本人の体調や気分など主観的要素により結果が左右さ
れることが多く、再現性に乏しい傾向がある。今回、易疲労
性を主訴とする MG 症例に対して免疫グロブリン静注療法

（以下、IVIg）を行い、その前後で理学療法を実施する機会
を得た。より客観的な運動耐容能の評価法として主治医と協
議し、心肺運動負荷試験（以下、CPX）を追加した。その結
果、運動耐容能拡大が明確になり、その機序についても詳細
な所見が得られたため報告する。
【症例紹介】 42歳女性、10年前に全身型 MG を発症し、3年
前から低容量ステロイドに移行されている。ADL は屋外独
歩で自立しているが、筋力低下・易疲労性から、連続歩行距
離が次第に短縮し活動範囲の狭小化を認めていた。易疲労性
の増悪をきたして、治療目的で当院に入院、IVIg 連続5日
間投与を施行された。
【経過】 IVIg 初回投与日を X 日とし、X-1日に入院、X+7日
に自宅退院した。理学療法評価は、握力、hand held dyna-
mometer（ミュータス F-1；アニマ社製）を用いた膝関節伸展
筋力、6MWT、CPX を、X-1日と X+6日に実施した。易疲
労性の日内変動による影響を除外するため、評価時間は同一と
した。結果は X-1日→ X+6日の順で、QMG スコアは11点→ 
9点、筋力（右／左）は握力：28.5/27.1 ㎏→30.1/29.0 ㎏、膝
関節伸展筋力：26.1/24.5 ㎏f →32.9/28.9 ㎏f、6MWT は総
歩行距離：550m →580m、修正 BorgScale（呼吸苦／下肢
疲労）：3/4→3/4、CPX は、ATVO2：10.6 ㎖/min./㎏→ 
10.2 ㎖/min./㎏、peakVO2：12.7 ㎖/min./㎏→15.3 ㎖/min./
㎏、peakWR：58watt →68watt、ΔVO2/ΔWR：10.9→ 
11.8であった。
【結論】 本症例では、IVIg 前後の QMG スコア、6MWT と
もに臨床的に意義のある最小変化量を満たさなかった。しか
し、CPX では ATVO2に変化はないものの、peakVO2、
peakWR、ΔVO2/ΔWR において改善を示し、運動耐容能
の拡大を認めた。本症例における運動耐容能の拡大は、AT
値に変化を認めなかったことから有酸素性エネルギー代謝の
変化ではなく、peakVO2、peakWR の改善、筋出力の拡大
を認めたことから、速筋繊維における無酸素性エネルギー代
謝の運動効率の改善に起拠するものと疑われ、IVIg 投与によ
り神経筋接合部の機能が改善した結果と推察された。加えて、
CPX では運動負荷量を機械的にペーシングできるため、結果
に再現性が得られることから、MG 症例における継続的な治
療効果判定に有用ではないかと示唆された。ただし、CPX の
実施が症状増悪の誘因となる懸念を考慮する必要があり、今
後は CPX の安全性や有意性の検証を行っていきたい。
【倫理的配慮】 本症例はヘルシンキ宣言に基づき、本人に説
明し同意を得た。

重症筋無力症に対する免疫グロブリン
静注療法即時効果の判定に 
心肺運動負荷試験を用いた1例

○土肥　あかね1）、河井　颯斗1）、村田　拓巳1）、和田　一孝2）、
宮﨑　博子1）

1）京都桂病院 リハビリテーション科
2）高の原中央病院 脳神経内科

Key words：重症筋無力症、運動耐容能、心肺運動負荷試験
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【はじめに】 80歳以上の起立性低血圧（OH）等の自律神経障
害を伴うギラン・バレー症候群（GBS）患者の実践的な理学
療法の報告は少ない。今回、OH を伴った高齢の GBS 患者
に対して、積極的な離床と高負荷長時間の運動療法や装具療
法を行った結果、ADL が改善したため報告する。
【症例紹介】 81歳男性。発症前 ADL は自立していた。X 年
Y 月下旬に上気道症状が出現後、体動困難となり A 病院に
入院した。四肢体幹の筋力低下を認め、神経伝導検査より脱
髄所見、髄液検査より蛋白細胞解離を認めたため、GBS と
診断された。免疫グロブリン療法およびステロイドパルス療
法を実施され、Y+1か月にリハビリテーション治療目的に
当院へ転院した。
　転院時、前医から続く OH により離床時血圧50/31 ㎜Hg
でめまい、吐き気を訴え、座位耐久性が低かった。認知機能
は MMSE で18点。ROM は両膝関節に -10°の伸展制限を
認めた。MMT は両上肢2～4レベル、体幹1レベル、両下
肢1～2レベル。感覚は両手関節以遠、両足関節以遠に冷覚
で軽度鈍麻を認めた。深部腱反射は両下肢で消失していた。
Hughes の 機 能 尺 度 grade4で 食 事 以 外 に 介 助 を 要 し、
Barthel Index（BI）10 点、Functional Independence 
Measure（FIM）55点であった。
【経過】 OH に対して、腹帯および両下肢に弾性包帯を着用
し、tilt table での立位練習と両側金属支柱付き長下肢装具

（KAFO）での歩行練習を積極的に実施した。治療開始1週
間後には離床時血圧95/57 ㎜Hg でめまい、吐き気の訴えが
消失し、OH が改善した。OH の改善に伴い離床時間が大幅
に延長でき、1日3-4時間の運動療法を実施した。両側
KAFO で後方介助、歩行器やロフストランド杖での歩行練
習を段階的に進めた。治療開始1か月後には両下肢の MMT
が2～3レベルに改善したため、短下肢装具へカットダウン
し、ピックアップ歩行器を使用した歩行練習に移行した。筋
力の回復に合わせて徒手抵抗に加え、起立、床上動作、階段
昇降などの自重での筋力増強運動を実施した。治療開始3か
月後に起居、起立、移乗が自立、装具なしでピックアップ歩
行器の歩行が院内自立、T 字杖の歩行が近位監視で可能と
なった。治療開始4か月後、MMT は両上肢3～5レベル、
両下肢2～5レベルに改善した。ADL は入浴以外可能とな
り、BI が85点、FIM が99点に改善した。
【結論】 本症例は OH を伴った高齢の GBS 患者で認知機能
が低下していたため、動作習得と ADL の改善に遅延が予想
されたが、積極的な離床で早急に OH が改善し、高負荷長
時間の運動療法と装具を用いて歩行練習を実践することで、
段階的な機能回復と ADL の改善が得られた。
【倫理的配慮、説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、個人
のプライバシーの保護に配慮した。本発表に際して十分に説
明し同意を得た。

高齢のギラン・バレー症候群に対し、
高負荷長時間の運動療法と装具療法が
奏功した一症例

○山﨑　大幹1）、長谷　若奈1）、荒木　昇平1）2）、坂野　元彦1）2）、
幸田　剣2）3）

1）那智勝浦町立温泉病院 リハビリテーションセンター
2）那智勝浦町立温泉病院 スポーツ・温泉医学研究所
3）和歌山県立医科大学 リハビリテーション講座
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【はじめに】 通所リハビリテーション（以下、デイケア）は、
心身機能の維持・向上、日常生活の自立支援、在宅生活の継
続を目的とした介護保険サービスである。その利用過程のな
かで、通所サービスの利用を終了し、地域で自立した生活を
継続する状態に至る利用者も存在する。本研究では便宜的に
これを「卒業」と呼ぶ。介護保険制度においても「自立支
援・重度化防止」が明示されており、卒業の促進は、限ら
れた資源の有効活用の観点からも意義ある取り組みとされて
いる。しかし卒業に至る利用者はごく一部であり、厚生労働
省の報告でもその割合は年間数 % にとどまる。卒業に関連
する因子として身体機能の改善が必要とされているが、関
心・意欲や目標内容との関係は十分に明らかにされていない。
そこで本研究では、当施設において卒業に至った要支援高齢
者2名の経過を分析し、卒業に関連する要因を探索的に検討
することを目的とした。
【方法】 対象は、2024年度に当施設デイケアを卒業した要支
援高齢者2名（女性、要支援1および2）である。なお、本研
究では卒業に至った者を「卒業群」、継続利用中または利用
を中止した者を「非卒業群」と定義した。後方視的に記録
をもとに、利用開始時および卒業時の BI、TUG、HDS-R、
IADL に加え、生活目標や卒業理由を整理した。また、厚生
労働省の興味・関心チェックシートに基づき、「してみたい」

「興味がある」と回答した項目数を活動スコアとして算出し、
田中らの基準（7項目以上 = 活動的）により分類した。さら
に、非卒業群5名（要支援1・2）と比較した。
【結果】 卒業群における活動スコアは10項目および16項目
であり、いずれも「活動的」に該当した。共通する関心項
目は「買い物」「散歩」などが挙げられた。生活目標は「買
い物に行く」「公共交通機関を利用して友人に会いに行く」
など、関心項目と一致した具体的な活動レベルの目標であり、
実際に達成されていた。一方、非卒業群は活動スコアが3～
6項目が中心で、目標は「転倒予防」「現状能力の維持」な
どで、予防的かつ抽象的な内容であった。身体機能は、卒業
群・非卒業群ともに BI は85～100点、TUG は9～12秒と
良好で、大きな差は認められなかった。
【結論】 卒業群の共通点として、①活動スコアの高さ、②関
心項目と目標の一致、③具体的な活動レベルでの目標設定
が挙げられた。身体機能の向上は卒業の基盤でありつつ、関
心項目と活動レベルでの目標の一致が卒業に至る重要な要因
と考えられた。興味・関心チェックシートは、意欲や目標を
可視化し、支援計画に活用しうる有効な手段である可能性が
示唆された。
【倫理的配慮】 本研究は、発表者が所属する施設の研究倫理
委員会の承認を得て実施した。また、ヘルシンキ宣言に則り、
対象者には書面および口頭で説明を行い、文書による同意を
取得した。

要支援高齢者の “卒業 ”を実現する 
条件とは
―2事例に基づく探索的検討―

○宇賀　涼哉1）、井尻　朋人2）、鈴木　俊明3）

1）介護老人保健施設ヴァンベール リハビリテーション部
2）医療法人寿山会 喜馬病院 リハビリテーションセンター
3）関西医療大学 

Key words：要支援者、卒業支援、目標設定、	
興味・関心チェックシート
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【はじめに】 社会的フレイルは、高齢者の身体的・精神的機
能の低下に加え、社会的つながりの喪失や孤立によって健康
が悪化する状態であり、要介護化や QOL 低下と関連する。
本症例は「家族と旅行に行きたい」と希望を持ちながらも、
体力測定では低下を示し、意欲の低さや閉じこもり傾向がみ
られていた。通所リハにおいて家族を巻き込み、セルフモニ
タリングを通じた介入の結果、社会的フレイルの改善を認め
た症例を報告する。
【症例紹介】 90歳代女性で4年前の腰痛増悪をきっかけに受
診し、外来リハを経て通所リハへ移行された。初回評価時、
要 介 護2・MMSE20点 で 週3回 利 用 さ れ、 主 に 右 膝 痛

（NRS10）を訴え、「面倒くさくて動けと言われてもやる気
が起きない」と意欲低下も認めた。利用時は景色を眺め他
者と話すことが少なく、自宅では寝て過ごされ、家族と外出
しても歩行距離は短かった。
　E-SAS の各結果は LSA 55点、FES 22点、LSNS-6 10点、
入浴動作6点、TUG 17.7秒、連続歩行距離10m 未満であっ
た。また、Apathy Scale 16点、GDS15 3点であった。社会
的フレイル状態に加えて、痛みにより能動的な活動が困難と
なっていることが予想された。
【経過】 以前から利用していた買い物先までの片道が約1,000
歩であったため、2,000歩／日を目標に設定し、記録ノートに
よるセルフモニタリングと運動療法・集団体操を実施した。1
か月目は意欲の波があり、2か月目よりノートに PT がコメン
トを加え、本人だけでなく家族にも情報が届くようにした。
　結果（1か月→2か月）、平均歩数1,400→2,092歩、LSA 
51→59.5点、FES 22→24点、LSNS-6 16→18点、連続歩
行距離100m 未満→1 ㎞未満、Apathy Scale 8→0点に改善
し、社会的フレイルはプレフレイル相当へと改善した。また、
NRS 9→10、TUG 14.6→25.0秒と悪化し、入浴動作は
10→10点と変化を認めなかった。
　自宅では衣類や食器の片付け、植木の手入れを行い、日常
生活の活動性向上がみられ、通所リハでは他者との会話が増
加した。近隣住民との散歩や友人宅訪問も行うようになり、

「娘に言われる前にやっている」「他にも色々やってみたい」
と前向きな発言が聞かれた。
【結論】 社会的フレイルの改善には、身体機能や意欲の向上
に加えて、家族を含めた社会的関わりの再構築が重要である。
本症例では、通所リハにおいて歩数目標の設定とセルフモニ
タリングに加え、家族へのフィードバックを活用することで、
能動的な行動や交流が促され、社会的フレイルの改善がみら
れた。多職種・家族を巻き込んだリハビリテーション実践が、
地域高齢者の自立支援に有効と考えられる。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき、発表の趣旨を紙面
と口頭で十分に説明し、同意を得た。

家族と共有したセルフモニタリングが
社会的フレイル改善につながった通所
リハでの一例

○澤田　隆良、山本　将揮
高遼会病院 リハビリテーション科

Key words：社会的フレイル、通所リハビリテーション、家族
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O-43

【はじめに】 今回、在宅支援における摂食・嚥下機能の評価
に、ワイヤレス超音波画像診断装置（以下、ポータブルエ
コー）を導入し、誤嚥予防につなげた一事例を報告する。
【症例紹介】 10代女性。身体障害者手帳一種一級、療育手帳
A を所持。二分脊椎症、開放性脊髄髄膜瘤を伴う水頭症、
神経因性膀胱があり、膀胱皮膚瘻造設、シャント術、後頭骨
C3後方固定術の既往を有する。
　乳児期より母親から虐待を受け、障害児施設に措置入所し
ていたため、家族関係は希薄で、生育歴や医学的情報は乏し
い。高校卒業後、地域移行しグループホームで生活をしてい
る。訪問看護を週2回、訪問リハビリテーションを週1回利
用している。
【経過】 訪問開始から2週後、本人から「咽ずに食事をとる
方法を教えてほしい」との申し出があった。食事場面の観
察では、車椅子姿勢の不良に伴う嚥下関連筋群の機能不全と、
後頭骨 C3後方固定術後の咽頭腔の狭小化が課題と推察した。
ポータブルエコーで嚥下運動を観察したところ、左右の梨状
窩および喉頭蓋谷にわずかな残留を認め、誤嚥リスク因子と
して本人・支援者と共有した。
　対応策として、①口腔期は頸部を右回旋し左奥歯での咀
嚼、②一口量の調整、③交互嚥下を意識するよう指導した。
車椅子姿勢に対しては、右上肢の重みを除き、体幹を右回旋
する非対称姿勢をとることで、体幹の伸展活動が容易になる
よう設定した。
　結果、本人・支援者ともに食事形態や食事姿勢の重要性と
対応策を理解・納得され、いずれも主体的に取り組むことが
できた。取り組み開始から半年後には、毎日訴えられていた
食事中の咽は、月に1～2回程度にまで減少した。
　嚥下障害の多くは身体内部に問題があるため、視認できず
評価が困難である。また、通常は医療機関での専門検査が必
要で、時間や労力を要する。ポータブルエコーは、在宅でも
非侵襲的かつリアルタイムに可視化でき、本人や支援者の理
解を助けるうえで極めて有効な手段であった。一方、操作や
画像読影には経験が必要で、生活環境により検査が困難な場
合もあるため、今後の活用に向けた研修や事例の蓄積が課題
である。
【結論】 地域移行した障害者一事例に対して、ポータブルエ
コーを用いた嚥下機能評価を行った。嚥下運動の可視化によ
り、正確な評価と対応策の立案とともに、本人と支援者の主
体的な誤嚥予防が実現できた。ポータブルエコーは、在宅支
援における嚥下機能の評価ツールとして有効であった。
【倫理的配慮】 本報告はヘルシンキ宣言に則り、対象者に十
分な説明を行い、同意を得ている。

ワイヤレス超音波画像診断装置を 
用いた在宅嚥下機能評価
―誤嚥予防につなげた一事例―

○芝池　美乃里
（医）ハートフリーやすらぎ 訪問看護ステーションハートフリー 
やすらぎ

Key words：ワイヤレス超音波画像診断装置、嚥下機能評価、在宅支援
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【はじめに】 通所リハビリテーション（以下、通所リハ）は
心身機能の維持・回復を図り、日常生活の自立を目指すサー
ビスであり、生活行為向上マネジメント加算（以下、生活行
為）は6か月以内で機能改善と通所リハの修了を目指す加算
である。本報告では通所リハ開始より3か月後に生活行為を
実施し、利用開始から6か月で通所リハを修了、趣味活動を
再開した事例を紹介する。
【事例紹介】 80代女性。X 年 Y 月に左放線冠梗塞を発症。急
性期・回復期病院でのリハを経て、Y+3か月に自宅退院、同
月に通所リハを開始。要介護3。病前は ADL 自立で、複数の
サークルや史跡巡りに積極的に参加していた。身体機能評価
として著明な関節可動域制限はなく、筋力は GMT で右上下
肢3～4、左上下肢5、右 Brunnstrom StageⅤ-Ⅴ-Ⅵ。感覚
障害はなし。基本動作は全て自立。Functional Independence 
Measure（FIM）は104点（運 動69点）、Life Space Assess-
ment（LSA）は17点、Frenchay Activities Index（FAI）5点
であった。IADL（特に外出や買い物）は支援を要していたも
のの、趣味活動再開を強く希望し生活行為を算定することと
なった。
【経過】 通所リハは週4回で PT を中心に OT、ST が介入し、
筋力増強運動や歩行練習、階段昇降練習を中心に行い、
IADL 能力の向上を図った。生活行為は Y+6か月より1回2
時間程度、計5回の外出練習を3か月間実施。屋外歩行を中
心に行い、電車・バスの利用や様々な歩行ルートを設定し、
歩行距離の延長を目指した。外出練習開始当初は車や自転車
などへの注意の転換が難しく、歩行中に携帯が鳴ると周囲の
安全を確認せずに立ち止まるなど危険な場面を多数認めた。
外出練習終了毎に本人と話し合い、フィードバックを行った。
結果、Y+9か月で筋力は GMT で左上下肢4レベルへと改善、
屋外歩行も休憩しながら4㎞をキャリーカートを使用し自立
となった。FIM は125点（運動90点）、LSA78.5点、FAI32
点と改善を認め、公民館への外出やサークル活動に加えハイ
キングの再開など、発症前とほぼ同様の生活様式となり通所
リハ修了となった。
【結論】 全国的に通所リハの利用者は、6～12か月以内で修
了し他サービスへ移行しているケースは少ないと報告されて
いる。通所リハ開始時より6か月後の目標に趣味活動の再開
を見据え、個別の運動療法や生活行為を実施した。外出練習
では本人の趣味等を想定し、電車・バスの利用や様々な歩行
ルートの設定等を行うことで、徐々に病前の生活に近づける
ことができた。また、外出練習毎にフィードバックすること
で本人の気づき・自信につながり、IADL に対する行動変容
が見られた。生活行為を実施することは ADL だけでなく、
IADL に対して効果的であり、本事例においても生活行為の
実施が趣味活動の再開に繋がったと考える。
【倫理的配慮】 本報告はヘルシンキ宣言の倫理原則に基づき、
本人および家族より口頭・書面にて同意を得た。

通所リハにおける 
生活行為向上マネジメント加算の 
実施が趣味再開に繋がった事例

○片岡　将貴1）、牟田　博行1）、吉川　創2）

1） 社会医療法人若弘会 介護老人保健施設竜間之郷  
リハビリテーション課

2） 社会医療法人若弘会 わかくさ竜間リハビリテーション病院  
リハビリテーション部

Key words：通所リハビリテーション、生活行為向上マネジメント、
趣味活動
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【はじめに】 患者と医療者が共に意思決定に参加する過程
（Shared Decision Making：SDM）が、患者の感情、認知、
行動的側面に影響を与える可能性が報告されている。今回
サービス利用に拒否的であったフレイル患者に対して、入院
中に SDM を活用した理学療法介入によってサービスの受け
入れに繋がったため報告する。
【症例紹介】 症例は80歳代の男性である。娘が自宅を訪問し
た際に両足に潰瘍があったため当院を受診し、脱水の診断で
X 日に入院、X+3日に理学療法開始（1日40～60分、週5
回）となった。入院前は独居で外出機会はなく、飲酒が多く、
2ヶ月間入浴せずに生活していた。要介護認定を受けていた
が、ケアマネージャーや家族からサービスの利用を勧められ
ても拒否していた。初回評価時、基本動作は修正自立で
15m の T 字杖歩行で全身疲労感があり、SPPB は4点で身
体機能の低下が見られた。身体的、社会的フレイルの基準を
満たしており、社会的な関わりの中で継続的な身体活動が必
要であると考えた。患者はサービスに関する質問を避ける傾
向があり、サービス利用なしで自宅退院を希望されていた。
両者の目標の認識に差があったため SDM の活用が重要と考
え、介入初期は患者の希望を尊重した身体機能中心の介入と、
フレイルに関する患者教育を同時に行った。SDM は Elwyn
の提唱する3step（Team talk：目標を設定し選択肢がある
と伝え、意思決定に向けて協働関係を築く、Option talk：
選択肢を比較し患者が理解しやすい形で情報を提供する、
Decision talk：患者の価値観や希望に基づき最終的な意思決
定を支援する）を参考に実施し、評価は SURE test（4点以
下で意思決定に葛藤あり）を用いて Decision talk の後に患
者が評価した。
【経過】 X+16日から PT 介入以外の時間に病棟内歩行など
の活動が見られるようになり、「以前デイサービスを利用し
ていたが説明が不十分で続かなかった」と利用を辞めた理
由を話すようになった。その後「1人で居ることが好きだが
誰かと一緒でないとまた動かなくなりそう」といった表出
があった。X+30日には患者本人から通所や訪問サービスに
ついて質問が出たため、X+37日に各サービスの特徴や利点、
欠点についてまとめた表を用いて情報提供を行った。その翌
日から、介入時に理解度の確認と必要に応じて知識の提供を
行った。X+38日に「デイケアなら利用してみたい」と発言
があった。X+79日に潰瘍の治療が継続できる老人保健施設
に入所することになり、退所後にデイケアを開始する運びと
なった。最終評価は屋内独歩可能、T 字杖で6分間歩行
199m、SPPB は8点であった。SURE test は対応に満足し
ていると表出あったが、選択にまだ自信が持てないため3点
であった。
【結論】 SDM の活用によって患者の意向に沿った情報提供、
および意思決定の支援ができたことで、サービスの受け入れ
に繋がったと考えられた。
【倫理的配慮】 本報告にあたって、患者の個人情報とプライバ
シーの保護に留意し、本人に口頭と紙面で説明し同意を得た。

SDMを活用した介入により 
拒否していたサービスの受け入れに 
繋がった事例

○久保　俊汰、浅野　大喜
日本バプテスト病院 リハビリテーション室

Key words：共有意思決定、フレイル、サービス利用
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【はじめに】 今回、神経鞘腫摘出術後に胸髄不全損傷を呈し
た症例を担当した。本症例は復職とスポーツ復帰を望むもの
の、歩行は非対称性が強く跛行を呈していた。3ヶ月間の外
来理学療法を実施し、復職とスポーツ復帰に至ったので報告
する。
【症例紹介】 55歳男性。診断名：神経鞘腫（Th2/3レベル）。
職業：会社員。現病歴：X 年8月、胸骨部痛と右下肢のしび
れ出現。12月に他院にて腫瘍摘出術施行。術後、左下肢と
体幹の運動麻痺と感覚障害が出現。X+1年1月27日自宅退
院（屋内独歩～伝い歩き、屋外杖歩行）。X+1年2月1日当
院にて外来理学療法開始。外来開始時、［ASIA］ AIS：D、
下肢運動スコア：右25/25　左16/25、感覚スコア：（触覚）
右45/56　左49/56（痛覚）右45/56　左47/56。［TIS］ 静
的：6/7、動的：10/10、体幹の協調性：3/6。［MAS］ 1+

（大腿四頭筋・下腿三頭筋）。［筋緊張］ 低緊張：左腹斜筋・
腹横筋、高緊張：左腰背筋群・大腿四頭筋・下腿三頭筋。

［FIM］ 124/126点（減点：歩行・階段）。［TUG］ TUG：
11.7秒（独歩）、10m 歩行：9.2秒（17歩・独歩）。左 MSt ～
TSt で左骨盤後退と左骨盤下制、左膝過伸展、体幹の左側方
への動揺が生じ、左遊脚期では左骨盤が下制し、膝リリース
が乏しいまま棒状に遊脚。一方、右 IC ～ MSt は右下肢に
よる床面の引き寄せと伸び上がりが出現。体幹は常に右側屈
位、左肩甲帯は挙上位だった。
【経過】 左立脚期の左骨盤後退・左下制により前方への重心
移動が制限される一方、右下肢の床面の引き寄せと伸び上が
りで左下肢の推進力を代償していると推察。この代償が左下
肢伸筋群の高緊張をより高めて左膝リリースの低下を招き、
加えて左骨盤下制もリリース低下の要因と考えた。治療は、
左腹部の筋緊張を高めて体幹の抗重力活動を促すとともに、
左殿筋群の収縮を促して左立脚の安定性向上を図った。さら
に、右立脚の右下肢のパターンを改善し、左骨盤を空間に保
持して左膝リリースを誘導した。自主練習では四つ這い移動
や自転車エルゴ駆動等を指導。歩容改善と同時期に、ジャン
プや小走り等の練習を実施した。外来終了時、［ASIA］ 
AIS：D、下肢運動スコア：右25/25　左23/25、感覚スコ
ア：著変なし。［TIS］ 静的：7/7、動的：10/10、体幹の協
調性：6/6。［MAS］ 著変なし。［筋緊張］ 左腹斜筋・腹横
筋の低緊張改善、左腰背筋群・大腿四頭筋・下腿三頭筋の高
緊 張 軽 減。［FIM］ 126/126点。［TUG］ TUG：5.9秒（独
歩）、10m 歩行：5.5秒（12歩・独歩）。復職し、ランニング
やサイクリング、ゴルフ、テニス等が可能となった。
【結論】 胸髄不全損傷により生じた身体の非対称性の改善が、
本症例の歩行の安定性・効率性の向上につながったと考える。
スポーツ等のより高い活動レベルを獲得するためには、まず
は身体の非対称性の改善と効率性の向上を図り、そのうえで
より高度な身体活動を促す必要があると考える。
【倫理的配慮】 本発表は、書面を用いて本人に説明を実施し
同意を得た。

復職とスポーツ活動への 
復帰を目指した神経鞘腫摘出術後の 
胸髄不全損傷症例

○松村　彩子、岡嵜　淳一
JCHO 大阪みなと中央病院 リハビリテーション室

Key words：胸髄不全損傷、神経鞘腫、スポーツ復帰
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【はじめに】 首下がり症候群は、頚椎から胸椎にかけて過度
な後弯を呈し、chin-on-chest deformity を示す症候群であ
る。頚部伸展筋力の著明な低下により中間位保持が困難とな
る一方、他動的な頚部伸展可動域は保たれることが多い。理
学療法や頸椎カラーによる保存療法が無効な場合も少なくな
く、治療は難渋する。近年、全身の姿勢改善を包括的に行う
短期集中型治療法が報告されているが、不良姿勢の要因は十
分に解明されていない。
　われわれは、首下がり症候群を呈する症例に対し、体幹お
よび股関節周囲筋に対する5項目から構成される全身即時調
整法（Immediate Body Conditioning：以下、IBC）を用いた。
IBC は筋緊張を調整し、姿勢変化を通じて問題点を抽出す
る評価・介入手法である。本症例において IBC を適用した
結果、座位保持における頚部前方偏位の改善を認めたため、
その経過を報告する。
【症例紹介】 症例は70歳代女性。3年前より頚部痛と前方偏
位を自覚し、1年前に頚椎症性脊髄症と診断され、片開き式
頚椎椎弓形成術を施行された。術後、頚部痛は消失したが前
方偏位は改善せず、リハビリテーション目的に当院を受診した。
　評価では、頚部屈曲55°、伸展50°の可動域を認めた。徒
手筋力検査（右／左）は頚部伸展2、股関節屈曲3/3で、腹
横筋には収縮不全を認めた。座位姿勢では頚部前方偏位、胸
椎過後弯、骨盤後傾がみられた。
　IBC を用いて姿勢と筋緊張を評価した結果、腹横筋と腸
腰筋の機能低下が主要な問題点として抽出された。これに基
づき、これらの筋力強化と、骨盤・胸腰椎・頚椎を対象とし
た分節的姿勢制御練習を組み合わせて介入を行った。
【経過】 介入3か月後、頚部伸展筋力は2から向上したが、3
には達しなかった。股関節屈曲筋力は4/4へ向上し、腹横筋
の収縮も可能となった。座位姿勢では骨盤中間位保持が可能
となり、頚部前方偏位も改善した。
【結論】 IBC により、腹横筋および腸腰筋の機能低下が頚部
前方偏位の一因として抽出された。頚部中間位保持には頚部
筋群の機能だけでなく、骨盤および腰椎の適切なアライメン
トを含む全身の姿勢制御が重要である。骨盤の前後傾は腰椎
前弯に影響し、胸椎や頚椎の矢状面配列にも連鎖的な影響を
及ぼすことが報告されている。今回、IBC の評価結果を基
に腹横筋と腸腰筋の筋力強化および分節的姿勢制御練習を
行ったことで、骨盤中間位保持が可能となり、胸椎過後弯お
よび頚部前方偏位が改善した。これにより頚部伸展筋力も向
上したと考えられる。以上より、IBC による問題点抽出と
それに基づく分節的姿勢制御練習は、首下がり症候群におけ
る不良姿勢改善の有効なアプローチであると示唆された。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき、症例には本発表の
趣旨と内容について説明し同意を得た。なお、本研究は当法
人の倫理審査委員会の承認を受け実施した（管理番号：洛学
- 倫 -01-000099号）。

首下がり症候群に対し 
全身即時調整法を用いたことで 
頚部前方偏位が改善した一症例

○木村　翔斗、松井　知之、宮﨑　哲哉、東　善一、山﨑　勢那、
黒田　龍之介、菊地　雄大、森原　徹
丸太町リハビリテーションクリニック リハビリテーション部

Key words：首下がり症候群、全身即時調整法、運動連鎖
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【はじめに】 骨粗鬆症性圧迫骨折（vertebral compression 
fracture：VCF）は、高齢者に頻発する骨折であり、疼痛や
運動制限によって Activities of Daily Living や Quality of 
Life を低下させる。VCF 患者の在院日数（Length of Stay：
LOS）は30～68日と報告されている（高橋2021, 竹下2022）。
VCF に伴い、疼痛、バランス障害などが生じることが知ら
れている（Arima2017, Gonzalez2023）。これらの因子が
LOS に関連すると考えられるが、それぞれの因子が独立し
て LOS に関連しているかは明らかでない。そこで本研究で
は、VCF で入院した高齢患者を対象に、LOS に関連する因
子を多変量解析により明らかにすることを目的とした。
【方法】 本研究は後方視的観察研究であり、2023年6月から
2025年5月の間に VCF により当院に入院した患者を対象とし、
中枢神経疾患の既往がある者は除外した。対象変数は、電子
カルテから抽出した患者属性「年齢、性別、同居状況、骨折
部位、骨折数、転倒歴、介護度、腰椎骨密度、認知機能、元
の生活の活動範囲、栄養状態（MNA-SF；Mini Nutritional 
Assessment Short-Form）、Body Mass Index（BMI）、 上
腕周径」と、入院後1週間以内の理学療法開始時に実施した
各種機能評価「Numerical Rating Scale（NRS）・Pain Cata-
strophizing Scale（PCS）・Short Physical Performance 
Battery（SPPB）・Timed Up ＆ Go Test（TUG：所要時間）・
Motor-Functional Independence Measure（M-FIM）・
Oswestry Disability Index（ODI）・筋力体重比・歩行、立
ち上がり、TUG 実施の可否」の計23変数である。統計解析
では R（Ver4.3.3）を使用し、欠損は Little の検定により完全
無作為ではないと判断し、多重代入法で補完した。目的変数
は LOS とし、説明変数は全指標を対象とし、Incidence Rate 
Ratio（IRR）を算出する負の二項回帰モデルで分析した。外れ
値は Cook’s Distance にて評価したが著しい影響はなく、全
観測値を含めて解析を実施した。有意水準は p ＜0.05とした。
【結果】 平均年齢84.2±8.7歳、平均 LOS は20.1±16.7日
（中央値15日、範囲3-156日）であった。112名のデータに
対し欠損補完後、負の二項回帰を実施した。筋力／体重比

（p ＜0.01, IRR=0.26）、歩行の可否（p=0.01, IRR=0.66）が
在院日数に有意な関連を示した。
【結論】 本研究により、筋力／体重比と歩行可否が在院日数
と有意に関連することが示された。いずれも IRR が1未満
であり、理学療法開始時に筋力や移動能力が高いほど早期の
退院が可能となることを示している。VCF に伴う機能低下
が LOS に影響を与えるという仮説を支持する結果であり、
初期評価で得られるこれらの指標は、LOS 予測や支援対象
の選定に活用できる可能性がある。
【倫理的配慮】 本研究はヘルシンキ宣言に則り、実施施設の
倫理委員会の承認（承認番号：R07-001）を受けた上で実施
した。

骨粗鬆症性椎体骨折患者の在院日数に
関連する因子の検討

○中西　康二1）、植田　耕造2）、菅沼　淳一3）、森本　忠信4）

1）京丹後市立弥栄病院 リハビリテーション科
2）JCHO大和郡山病院 リハビリテーション科
3）中部学院大学 看護リハビリテーション学部
4）京丹後市立弥栄病院 整形外科

Key words：骨粗鬆症性圧迫骨折、在院日数、多変量解析
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【はじめに】 近年超高齢化に伴い介護が必要な高齢者の増加
が問題視されており、実際、要介護・要支援となった原因の
第4位が「骨折・転倒」であり、特に女性では第2位となる
事から転倒や骨粗鬆症性骨折の予防は非常に重要と考えられ
ている。二次骨折予防に関しては、包括的な支援として骨粗
鬆症リエゾンサービス活動があり、当院でも取り組みをはじ
めている。本研究では、回復期病棟に入院中の骨折患者の
FIM（運動項目）、入院時の骨折リスク評価、退院時のフレ
イル評価を行い、退院前に栄養指導、運動指導を行ったので
ここに報告する。
【方法】 2023年12月～2025年6月に当院回復期病棟に入院
された骨折患者の中から HDS-R20点以上の103名を対象と
した。対象は女性89名、男性14名、平均年齢は82.4±7.2
歳であった。FIM は入院時と退院時に評価し、フレイル評
価は退院直前に J-CHS 基準で評価し、5項目中3項目以上
の該当をフレイル、1～2項目の該当をプレフレイルとし、
フレイル群、プレフレイル群に分類した。また、項目ごとの
該当率も調査した。骨折リスク評価には FRAX（WHO が開
発したプログラムで向こう10年のうちに骨折が発生する確
率を計算するもの）を用いた。統計分析は t 検定を使用し、
有意水準はともに5% 未満とした。
【結果】 対象者の内訳は、大腿骨骨折は58例、椎体骨折29例、
骨盤骨折7例、その他9例であった。FIM 運動項目は入院時
48.7点から退院時80.5点に有意に改善した。特に移動項目は
1.7点が6.2点と大幅に改善した。退院時のフレイル評価に関
しては、フレイル29例、プレフレイル70例とどちらかに
96% が該当する結果となった。項目ごとでは体重減少16.5%、
易疲労感18.4%、運動習慣14.5%、握力低下82.5%、歩行速
度低下67.9% と握力・歩行速度低下に多く該当する結果で
あった。FRAX は平均28.8%、フレイル群30.2%、プレフレ
イル群28.4% であり、フレイル群に高い傾向があった。
【結論】 FIM は退院時には大きく改善していたが、退院時の
フレイル評価においては96% がフレイル・プレフレイルに
該当した。これは日常生活に問題が無いレベルまで ADL が
改善したとしても、フレイルを改善するまでは至らず骨折リ
スクが高い状態が継続している可能性が示唆される。そして
特に握力や歩行速度の項目に該当することが多かったことか
ら身体機能がまだ十分に改善していないことが考えられる。
骨折リスク評価の FRAX では15% 以上が骨粗鬆症治療基準
となり、今回の結果から退院時でも骨折リスクが高いことが
示唆された。そのため、当院では退院時に転倒予防のための
運動指導や骨粗鬆症に対する栄養指導を行い、退院後も転倒
や二次性骨折のリスクを下げるように努めている。
【倫理的配慮】 本報告に際して、プライバシーへの配慮と個
人情報の保護に留意し、事例本人に口頭と書面による説明を
行ったうえで同意を得た。

回復期病棟退院時における骨折患者の
フレイル有症率報告

○今村　真1）、桑野　正樹1）、辻　翔太郎2）

1）辻外科リハビリテーション病院 リハビリテーション部
2）辻外科リハビリテーション病院 整形外科

Key words：フレイル、骨折、転倒予防
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【はじめに】 首下がり症候群（Dropped Head Syndrome：
DHS）は、頸部伸展筋群の著明な筋力低下により頭部下垂を
呈し、視野制限、疼痛、ADL・QOL 低下を招く。保存療法
による介入報告はあるが、術後早期に出現した神経学的合併
症に着目した理学療法の有効性に関する報告は少ない。今回、
頚椎すべり症による DHS に対し後方固定術を施行後、C5
麻痺を呈した症例に対し姿勢アライメントに着目した理学療
法介入を行い、前方注視保持・疼痛改善に寄与した一例を報
告する。
【症例紹介】 70歳代女性。1年前に転倒し C4頚椎すべり症
と診断。保存療法中に頸部前方下垂・肩後面疼痛（NRS 
9/10、僧帽筋上部）が増悪し DHS と診断。術前所見：
C-SVA 47 ㎜、T1スロープ15度、SVA 66 ㎜。頭頚部伸展
ROM：自動 -35°/ 他動 -10°。MMT：頭部伸展2、体幹伸
展3。前方注視時間23秒。NDI（Neck disability index：仕
事、運転項目は除外）：17/40。ADL は概ね自立も、IADL
に一部制限（料理、家事）を認めた
【経過】 C3-6後方固定術施行。術翌日よりフィラデルフィ
アカラー装着し介入開始したが、術後2日目に右 C5麻痺

（MMT：肩屈曲・外転2）を認めた。本症例は術前から頭部
挙上時に胸椎後弯と骨盤前傾を伴う代償動作パターンにより
疼痛を生じていた。理学療法では、脊柱や骨盤アライメント
の修正や肩甲帯機能改善を目的に段階的な頸部及び体幹伸展
運動、座位での胸椎伸展・肩甲帯後退運動、骨盤後傾を促す
ブリッジ運動などを実施。頭部挙上時の代償運動パターン抑
制と頸部の負荷軽減を図った。また C5麻痺については右上
肢で道具や食材を固定させる動作方法や椅子を用いて頸部屈
曲角度減少を図った環境設定、コンディショニング方法を伝
達。介入は40分×2set/ 日を実施。術後7日目には疼痛が
NRS 1/10へ軽減、前方注視時間は85秒に延長。術後12日
目に自宅退院。この時点での頭頚部伸展 ROM は自動25°/
他動35°、NDI 3/40に改善が見られた。
【結論】 DHS は脊柱全体及び骨盤帯とのバランスがとれた
姿勢介入が有効と報告がある。本症例は C5麻痺の影響もあ
り頸部への負担増大が予測され、術後早期から頸部と脊柱全
体の姿勢アライメン修正による代償運動パターンの改善と、
IADL 場面での環境設定を含めた代償動作に着目した包括的
な理学療法介入が、前方注視時間及び疼痛の短期的な改善に
大きく寄与したと思われる。C5麻痺という神経学的影響が
加わった本症例においては、引き続き症状と機能の継続的な
経過観察と、それに合わせた段階的な理学療法介入が必要で
ある。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき、研究目的と個人情
報の取り扱いについて十分な説明を行い、書面による同意を
得た。

C5麻痺を合併した首下がり症候群の
術後の症例に対し姿勢アライメントに
着目した一症例

○出口　淳一1）、尾崎　泰1）、服部　暁穂1）、芦田　暁穂1）、 
佐藤　雅俊2）、星野　雅俊2）

1）大阪府済生会中津病院 リハビリテーション技術部
2）大阪府済生会中津病院 整形外科

Key words：首下がり症候群、C5麻痺、姿勢アライメント
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【はじめに】 化学療法誘発性末梢神経障害（以下、CIPN）は、
疾患や使用薬剤の種類・投与量によって発症率は異なるが、が
ん患者の19～85% に発症するとされており（Seretny ら、
2014）、持続的なしびれや感覚障害などは日常生活動作や生活
の質の低下を招いている。また、CIPN に対する標準治療は確
立されておらず、従来の経皮的電気刺激療法（以下、TENS）
の多くは、高周波・低強度の一般的な設定が中心であり、現時
点でのエビデンスは乏しいとされる（Miroslawa ら、2022）。
一方で、しびれ感と電気刺激が打ち消し合うように同調させた
TENS（以下、しびれ同調 TENS）が、中枢神経障害に伴うし
びれに対し有効との報告があり（Nishi ら、2022）、今後、
CIPN に対する応用が期待されている。今回、同種造血幹細胞
移植を施行した急性骨髄性白血病患者において、足底を中心と
したしびれに対し、しびれ同調 TENS を運動療法に併用した
ことで、しびれの改善が得られた症例を報告する。
【症例紹介】 対象は当院で急性骨髄性白血病と診断され、X 日
に血縁同種造血幹細胞移植を受けた50歳代男性である。既往
に脂質異常症と高尿酸血症を有する。移植後、ヘルペス脳炎の
影響と考えられる心肺停止をきたし集中治療室で管理された。
全身状態の改善後に一般病棟へ転棟したが、NRS 6～8の両下
肢痛を訴え、カルシニューリン阻害薬誘発性疼痛症候群と診断
された。免疫抑制剤の減量により NRS は2～3へ軽減し、
X+70日より離床が可能となった。X+77日には足底のしびれ
を訴え、CIPN と診断され、TENS 併用による運動療法を開始
した。
【経過】 X+77日から、A 期（運動療法のみ）と B 期（運動療法
+TENS）を交互に実施する A-B-A’-B’ デザイン（それぞれ7日
～9日）で介入を行った。TENS は低周波機（伊藤超短波株式
会社製、ESPURGE）を用い、しびれが電気刺激によって打ち
消されるように設定を調整し、周波数100Hz、パルス幅50 µs、
バーストモード、強度は55～65mA、1日1時間、後脛骨神経
上に電極を貼付した。しびれ以外の感覚障害や運動麻痺は認め
なかった。A 期では歩行器を用いた歩行練習、自転車エルゴ
メーターを実施し、A’ 期からは独歩練習、階段昇降、自主ト
レーニングを導入した。理学療法評価（A 期→ B 期→ A’ 期
→ B’ 期）として、6分間歩行は150m →305m →410m →455m、
10m 歩行は13.0秒→11.8秒→9.1秒→7.9秒と改善した。しび
れ感（NRS）は右／左で5/5→3/4→3/4→2/3へと軽減し、B
期と B’ 期において症状の改善が認められた。いずれも TENS
施行3日目以降からしびれ軽快の訴えがあり、その効果は持続
した。ADL の向上に伴い、X+102日に自宅退院となった。
【結論】 本症例では運動療法と TENS を併用した期間中にしび
れ症状の軽減が認められた。今後、しびれ同調 TENS が CIPN
に対する非薬物的治療手段として有用である可能性が考えられ、
さらなる検討が期待される。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき、本人および家族に口
頭で説明し、同意を得た。

化学療法誘発性末梢神経障害に対する
しびれ同調 TENSの治療効果
～同種造血幹細胞移植後の一症例～

○栗山　泰典1）、田中　涼1）、上條　公守2）、釜江　剛2）、 
小野　秀文3）

1）りんくう総合医療センター リハビリテーションセンター
2）りんくう総合医療センター 血液内科
3）りんくう総合医療センター リハビリテーション科

Key words：同種造血幹細胞移植、化学療法誘発性末梢神経障害、
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【はじめに】 CT 画像を用いて定量化された全骨格筋断面積が、
食道癌患者の術後呼吸器合併症（PPCs）や術後予後と関連する。
しかし、既に提唱されている欧米の cut off 値は、アジア圏に
おける食道癌患者の多くで cut off 値を下回る。他方で、大腰
筋断面積指標（Psoas Muscle Mass Index：PMI）では、本邦
における生体間移植の健常ドナーによるカットオフ値が報告さ
れている。本研究の目的は、食道切除再建術を行った胸部食道
癌患者において、既報の cut off 値を用いた術前 PMI 指標と
PPCs 及び術後5年生存率との関連性について後方視的に調査
することである。
【方法】 対象は、2016年1月～2024年3月の間に食道切除再建
術を受けた胸部食道癌患者342例であった。PMI 測定は
SYNAPSE VINCENT（Fuji Film）を用いて、全身 CT 画像に
おける -29HU ～150HU を骨格筋領域として、第3腰椎下端
レベルの両側大腰筋断面積を自動計測、さらに体表面積（m2）
で補正した PMI が自動測定された。PMI cut off 値：男性
6.36 ㎝2/m2、女性：3.92 ㎝2/m2、cut off 値未満を Low PMI
とした。PPCs の定義は、術後14日以内の肺炎、無気肺・喀痰
排出障害、気胸、呼吸不全、各々 Clavien-dindo 分類 gradeⅡ
以上とした。統計解析は、PPCs の発症有無に対する単変量と
多変量ロジスティック回帰分析を行った。術後5年生存率の解
析は、Kaplan-Meier 法とログランク検定を用いた。
【結果】 除外例を考慮し解析対象は334例、年齢：68.6±8.1歳、
男 性：262例（78.4%）、 術 前 stageⅠ/Ⅱ/Ⅲ/ Ⅳ；71例 /70例
/150例 /43例、術前補助療法：248例（74.3%）、胸部開胸術：
222例（66.5%）であった。PPCs 発症例は110例（32.9%）で、
うち肺炎：72例（21.6%）、無気肺・喀痰排出障害：19例（5.7%）、
気胸：12例（3.6%）、呼吸不全：7例（2.1%）であった。Low 
PMI 例は、PPCs 発症例110例中80例（72.7%）、PPCs 非発症
例224例中132例（58.9%）であり、PPCs 群で Low PMI の割
合が高かった（p=0.02）。さらに、PPCs 有無に対する単変量ロ
ジスティック回帰分析にて有意な関連を示した年齢70歳、性別

（男性）、Brinkman 指数800、胸部術式（開胸術）、手術時間
median, Low PMI を多変量ロジスティック回帰分析に投入し
た。その結果、年齢70歳（OR：2.82, 95%CI：1.70-4.70, p ＜
0.01）、男性（OR：2.90, 95%CI：1.40-6.02, p ＜0.01）、開胸
術（OR：2.66, 95%CI：1.45-4.88, p ＜0.01）、Low PMI（OR：
1.71, 95%CI：1.01-2.92, p ＜0.05）が PPCs の有無と有意な関
連を示した。術後5年生存率の比較の結果、Low PMI 患者群
の術後5年生存率：67.0% は、Low PMI に該当しない患者群
の術後5年生存率：76.3% よりも有意に低かった（p=0.036）。
【結論】 胸部食道癌患者の CT 画像を用いて算出した術前 PMI
が、cut off 値未満の場合は PPCs 有無と術後5年生存率に関連
していることが示唆された。
【倫理的配慮】 本研究は、当院倫理委員会の承認（No.06-015）
を得て実施した。オプトアウトにより対象者に対し十分な説明
を行い、研究参加拒否の場合は申し出るよう提示した。

胸部食道癌患者のCT画像を用いた 
術前大腰筋断面積指標と術後呼吸器合
併症及び術後生存率との関連について

○水澤　裕貴1）、東本　有司2）、白石　治3）、白石　匡1）、 
野口　雅矢1）、神吉　健吾1）、夏目　帆花1）、田村　友美1）、
木村　保1）、安田　卓司3）

1）近畿大学病院 リハビリテーション部
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【はじめに】 近年、手術までの待機期間に行うプレハビリテー
ション（プレハビ）が、術後呼吸器合併症の予防や呼吸機能の
向上に有効であると報告されているが、介入期間や方法によっ
て効果は異なると考えられる。
　今回、慢性閉塞性肺疾患（COPD）が併存疾患の人工膝関節
全置換術（TKA）の症例で10日間の入院プレハビを経験した
ので、経過から有効性を検討する。
【症例紹介】 80歳男性（身長167 ㎝、体重81 ㎏、BMI 29.1）が
両側末期変形性膝関節症にて整形外科で保存加療されており、
X 日に右 TKA を予定されていた。
　併存疾患に COPD があり長時間作用型吸入薬の治療中で、
術前の呼吸機能検査では %VC75.5%、1秒率は39.6%、GOLD
Ⅲ期と呼吸機能低下を認めており、麻酔方法は脊髄くも膜下麻
酔が予定されていた。
【経過】 術前の麻酔科診察にて全身麻酔へ移行した場合に呼吸
器合併症のリスクが高いとの見解があり、術後呼吸器合併症の
予防を目的に術前からのリハビリテーションの提案があった。
整形外科主治医から患者へ説明が行われ、手術から約2週間前
に入院しプレハビを開始した。
　プレハビは、右 TKA の術前練習として、膝関節可動域練習、
大腿四頭筋筋力練習、自主練習指導などを実施し、呼吸練習と
しては、吸気筋トレーニング（IMT）、口すぼめ呼吸などを行い、
有酸素運動は連続歩行や自転車エルゴメーターなどを実施した。
　IMT は最大吸気筋力（MIP）の約40～50% 程度の負荷で1
日2回各30回の呼吸サイクルで実施した。
　プレハビ開始の MIP は58 ㎝H2O で6分間歩行試験（6MWT）
は280 m であった。10日間で MIP は62 ㎝H2O、6MWT は
330 m と吸気筋力維持と運動耐容能の向上を認めた。
　再入院後の X 日に右 TKA を施行され、X+1日目から術後
リハビリテーションを開始した。手術は全身麻酔が回避され、
術後の呼吸器合併症を生じることなく経過した。
　術後リハビリテーションは TKA クリニカルパスに準じた練
習を実施し、プレハビにより術後の自主練習も習得しており意
欲的に練習に取り組みめた。右膝関節可動域は0～130°、歩行
は独歩、ノルディックポール歩行自立と順調に経過した。
　また、プレハビで実施していた呼吸練習も継続し、退院前

（X+23日）の MIP は65 ㎝H2O で6MWT は290 m であった。
術後合併症もなく呼吸練習を継続したことも奏功して MIP の
維持を認め、6MWT もプレハビ開始程度の値であり運動耐容
能も維持できた。
【結論】 手術は全身麻酔が回避され術後呼吸器合併症も無く経
過した。呼吸機能が低下した症例に対する10日間の入院プレ
ハビは、呼吸機能や運動耐容能の維持、術後リハビリテーショ
ンの理解や練習意欲の向上などに有効であることが示唆された。
　また、術前から膝関節に対する練習に取り組めたことで、
TKA 後の機能回復にも寄与したと考えられる。
【倫理的配慮】 発表にあたりヘルシンキ宣言を遵守したうえで、
個人情報の保護についても本人に十分な説明をし口頭・書面で
の同意を得た。

入院プレハビリテーションの有効性
―  慢性閉塞性肺疾患が併存疾患の 
人工膝関節全置換術の一例―
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【はじめに】 肺癌は増加傾向で、日本人の癌死の第1位である。
根治治療が望める肺癌外科手術は、胸腔鏡下手術（Video-
Assisted Thoracoscopic Surgery：VATS）が多く行なわれて
きた。しかし、2018年にロボット支援下手術（Robot-Assisted 
Thoracoscopic Surgery：RATS）が保険適用となり、近年
RATS も多く行われている。先行研究において、RATS は手
術時間や術後合併症等で VATS と比較し同等もしくは良好と
されている。しかし、手術様式の違いによる術後の体組成や身
体機能、生活の質（Quality of Life：QOL）の差を明らかにし
た報告は少ない。本研究の目的は、手術様式の違いが肺癌周術
期患者の体組成、身体機能および QOL に差異を生じさせるか
を検証することである。
【方法】 研究デザインは後方視的縦断研究とした。対象は2024
年8月から2025年5月に当院呼吸器外科で非小細胞肺癌に対し
肺切除術を施行された46名とした。手術様式によって VATS
群（28例）、RATS 群（18例）に群分けを行った。患者背景は、
年齢や身長、術前呼吸機能、手術情報等を収集した。測定項目
は、術前後に体組成評価として、体重、Body Mass Index

（BMI）、骨格筋指数（Skeletal Muscle mass Index：SMI）、
身体機能評価として、握力、6分間歩行距離（6MWD）、QOL
評価として、EORTC-QLQ-C30のサマリースコア（QOL サ
マリースコア）を測定した。統計解析方法は患者背景を対応の
ない t 検定、Mann-Whitney の U 検定、χ検定を用いて比較
した。術前後の体組成、身体機能および QOL の群間の比較は
分割プロットデザインによる分散分析を用い、Bonferroni 検
定で事後検定を行った。有意水準は5% とした。
【結果】 患者背景、手術情報に有意差は認めなかった。SMI で
有意な交互作用を認め、効果量判定において RATS 群で術前か
ら術後の低下幅が大きかった。その他の項目では有意な交互作
用および群間の主効果は認められなかった。ただし、時期の主
効果は各項目で有意であり、体重、BMI、6MWD、QOL サマ
リースコアは両群で術後に有意な低下を認め、握力は RATS 群
で術後に有意に低下を認めた。なお、6MWD、QOL サマリー
スコアは臨床的に意味のある最小変化量（Minimal Clinically 
Important Difference：MCID）に相当する変化量を認めたが、
握力では認められなかった。
【結論】 術後の SMI および握力は VATS と比較し RATS で低
下する可能性が示唆された。しかし、握力は MCID 以下であり、
臨床的意義は乏しい可能性が考えられる。また、両群で体重、
BMI、6MWD、QOL サマリースコアが術後に有意に低下した
ことから、手術様式に関わらず術後の体組成、身体機能および
QOL は低下することが示唆された。
【倫理的配慮】 本研究は著者所属施設の倫理・臨床研究審査委
員会の承認を得て実施した（承認番号：2025-36）。また、書面
を用いて診療上データにおける研究利用の可能性を説明し同意
を得た。

肺癌周術期患者における手術様式の 
違いは術後の体組成・身体機能・ 
QOLに差異を生じさせるか
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【はじめに】 運動誘発性酸素飽和度低下および6分間歩行距
離（6MD）は、間質性肺炎（IP）における有意な予後予測因
子である。Distance-saturation product（DSP）は両因子を
包括的に評価できるが、IP 患者を対象とした報告は少ない。
今回、IP 患者の DSP を算出し、急性増悪入院への影響と予
測精度を検証した。
【方法】 対象は2018年1月 -2024年12月の期間内に、歩行
機能評価の処方があった IP 外来患者とした。DSP は6MD
と最低酸素飽和度の積から算出した。診療録からは、基本情
報として年齢、性別、身長／体重、IP 診断日、過去1年内
での急性増悪入院回数、6MD 測定後1年内での急性増悪入
院の有無、Charlson Comorbidity Index を収集した。医学
的情報は、IP の病型（特発性・その他）、治療内容（抗線維
化薬・抗炎症薬）、6MD 測定前後2週間内の生化学検査

（ALB・CRP・WBC・KL-6）・呼吸機能検査（% 肺活量・1
秒率）とした。解析方法は6MD 測定後1年間での急性増悪
入院の有無にて、“ 増悪群 ” と “ 対象群 ” に分類し、各変数
につき群間比較を行った。有意差のあった項目についてロジ
スティック回帰分析および ROC 曲線を行い、曲線下面積

（AUC）を算出した。解析には R2.8.1（CRAN）を使用し、
有意水準は5% とした。
【結果】 対象患者は計101名、うち16名が増悪群であった。
対象群との群間比較の結果、増悪群は KL-6（p ＜0.01）が高
値であり、6MD（p=0.02）、DSP（p ＜0.01）が有意に低値で
あった。ロジスティック回帰分析の結果、KL-6（OR：1.001, 
95%CI：1.000-1.002, p ＜0.01）、DSP（OR：0.99, 95%CI：
0.987-0.999, p=0.03）が有意な変数として抽出された。さらに
ROC 曲線による分析の結果、AUC は KL-6 0.74（p ＜0.01, 
95%CI：0.58-0.90）、6MD 0.67（p=0.02, 95%CI：0.54-0.80）、
DSP 0.71（p ＜0.01, 95%CI：0.58-0.84）であった。
【結論】 本研究の結果、6MD 測定後1年内での急性増悪入
院には KL-6,6MD, DSP の値が影響する事が示唆された。
また、急性増悪入院を予測する運動耐容能の指標としては、
6MD よりも DSP が有用であることも示唆された。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき調査を実施し、デー
タの処理にあたっては個人名が特定できないよう配慮した。

間質性肺炎患者の 
急性増悪入院に対する 
Distance-saturation productの影響
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【はじめに】 免荷を要する下肢骨折では、術後の骨癒合促進
のための免荷中に廃用性筋萎縮をきたしやすい。特に大腿四
頭筋の萎縮は歩行能力回復に大きく影響する因子である。近
年、超音波検査装置（以下、エコー）による筋厚評価は非侵
襲的に筋の状態を把握できる手段として注目されており、あ
わせて神経筋電気刺激療法（Neuromuscular Electrical 
Stimulation；以下、NMES）は廃用性筋萎縮の予防や改善に
有用とされている。しかし、免荷中に定期的なエコーでの筋
厚評価と NMES を併用し、その効果を定量的に示した報告
は少ない。今回、免荷を要する下肢骨折症例に対し、エコー
による筋厚評価と NMES を併用し、荷重開始後比較的早期
に独歩獲得に至った経過を報告する。
【症例紹介】 症例は80歳代女性。右脛骨高原骨折を受傷後、
観血的整復固定術を施行し、第12病日に当院回復期病棟に
入院した。入院時 Functional Ambulation Category（以下、
FAC） は0、Functional Independence Measure（以 下、
FIM）は運動項目54点であった。術後6週間は完全免荷とし、
その後1週ごとに1/3、1/2、2/3荷重へ段階的に移行予定
であった。目標は当院入院中に独歩での歩行獲得であり、免
荷期間中の筋力維持・向上が課題であった。
【経過】 第21病日より、廃用性筋萎縮予防の評価目的で2週
間ごとにエコーで大腿直筋筋厚測定と等尺性膝関節伸展筋力
を評価した。エコー測定肢位は背臥位で股関節中間位・膝関
節伸展位とし、測定部位は上前腸骨棘から膝蓋骨上縁遠位
1/3で大腿直筋を測定した。介入方法は NMES を実施し、
伊藤超短波製 ESPURGE を用い、大腿四頭筋に週3～4回、
20分間施行。周波数100Hz、パルス幅250 µsec、通電／休
止：5/10秒、強度は耐え得る最大に設定した。
　第21病日の大腿直筋筋厚は右5.2 ㎜・左7.0 ㎜、等尺性膝
関節伸展筋力は右0.26 ㎏f/㎏・左0.43 ㎏f/㎏であった。全
荷重時（第63病日）には大腿直筋筋厚は右6.6 ㎜・左9.0 ㎜、
等尺性膝関節伸展筋力は右0.42 ㎏f/㎏・左0.50 ㎏f/㎏に向
上した。その後第75病日には自室内独歩が自立となった。
退院時（第91病日）には大腿直筋筋厚は右8.0 ㎜・左9.4 ㎜、
等尺性膝関節伸展筋力は右0.45 ㎏f/㎏・左0.53 ㎏f/㎏となっ
た。FAC は5、FIM 運動項目は89点に改善し、目標であっ
た独歩で退院可能となった。
【結論】 脛骨高原骨折術後の免荷中からエコーを用いて客観
的に筋厚を評価しながら NMES を実施することで、筋厚お
よび筋力の向上を図ることができ、独歩獲得に繋がった可能
性が示唆された。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき本報告の趣旨を十分
に説明し同意を得た。

術後免荷を要する脛骨高原骨折症例に
対するエコーによる筋厚評価と 
神経筋電気刺激療法の併用効果

○茂木　こすも、近藤　駿、井戸田　弦、田中　虹帆
千里中央病院 リハビリテーション科

Key words：免荷、エコー、神経筋電気刺激療法
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【はじめに】 拡散型圧力波（Radial Pressure Wave：以下、
RPW）は近年整形外科分野において広く用いられ、臨床報
告が蓄積されつつある。今回肩関節周囲炎を呈し、結滞動作
の治療に難渋した症例を経験。理学療法と併せて RPW を使
用することで可動域の改善、疼痛の軽減が診られ結帯動作を
獲得し ADL や QOL の改善を認めた症例を経験したので報
告する。
【症例紹介】 症例は70歳台女性。職業はスーパーのレジ打ち。
仕事中に重い買い物かごを持ち痛みが出現。最初は治るであ
ろうと3ヵ月程度放置していたが、夜間痛が出現し痛みも増
強、結滞動作や関節可動域制限を生じたため当院を受診。左
肩関節周囲炎と診断され理学療法を開始した。初診時はステ
ロイド注射を実施し、以後ヒアルロン酸注射を週1回5本実
施。併せて週1回リハビリを実施した。3ヵ月理学療法を
行ったが大きな変化を認めず結帯動作や疼痛の改善が診られ
なかったため RPW を開始した。主訴は「服の着脱に痛みが
出て一番困る」。Need は肩関節可動域向上、結滞動作の獲
得とした。
【経過】 関節可動域改善、疼痛軽減を目的に RPW 治療器（酒
井医療株式会社：PHYSIO SHOCKMASTER SHM-S2）を
使用。RPW 治療前の評価では左肩関節 ROM 屈曲120°伸展
45°外転110°外旋30°内旋30°。安静時痛はないが夜間時痛
はあり。結帯動作は困難で S1レベル、指椎間距離は50 ㎝、
肩関節後方に痛みが出現。結髪動作は可能。Horizontal 
Flexion Test（以下、HFT）は陽性。肩峰 - 床面距離は4横
指。圧痛は棘下筋横走線維、小円筋に認めた。理学療法は
RPW を2.5～3.0bar、10～11Hz 圧痛の強い棘下筋に2,000
発、小円筋に2,000発実施。併せて肩関節 mobilization や肩
甲帯のストレッチを実施した。最終評価では左肩関節 ROM
屈曲150°伸展45°外転150°外旋30°内旋60°。夜間時痛は
消失。結滞動作は Th10レベル、指椎間距離は30 ㎝。肩峰 -
床面距離は2横指。HFT は陰性となり、圧痛は消失し。衣
服の着脱も痛みなく実施可能に。
【結論】 本症例は結帯動作に一番困っており、理学療法を
行っていたが改善が診られず難渋していた。結帯動作の制限
因子にもなり、今回圧痛が認められた棘下筋や小円筋をター
ゲットに RPW を実施。RPW の治療効果として、振動刺激
により筋間の癒着剥離や筋緊張の緩和が挙げられる。また、
自由神経終末の破壊や脊髄後根神経節での疼痛伝達物質の伝
導抑制から除痛効果が報告されている。本症例も制限因子と
なる棘下筋、小円筋に対して RPW を照射したことで同様の
効果が得られたと推測。そのため結帯動作時の可動域、疼痛
の改善を認め衣服の着脱も痛みなく可能となったと考える。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に沿って症例本人に対し書面
にて同意を得た。

結滞動作に難渋した症例に対し 
拡散型圧力波で動作改善した一症例

○尾花　隆太郎
医療法人社団一水会 安富診療所 リハビリテーション部

Key words：肩関節周囲炎、拡散型圧力波、結帯動作
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【はじめに】 ドゥケルバン腱鞘炎は主に母指の慢性的な過使
用により、短母指伸筋腱と長母指外転筋腱の腱鞘に炎症が生
じる疾患であり、日常生活に支障をきたすことが多い。また、
保存療法では長期化し改善が乏しいことが報告されている。
拡散型圧力波（Radial Pressure Wave：RPW）は、除痛や
組織修復効果があり、様々な筋腱付着部症に有効性が示され
ているが、ドゥケルバン腱鞘炎に対して RPW の有効性を示
した報告は少ない。今回、ドゥケルバン腱鞘炎の2症例に対
する RPW の即時効果および短期成績を検討した。
【症例紹介】 症例1は70代女性。3ヵ月前より右手関節母指側
部痛にて当院を受診し、ドゥケルバン腱鞘炎と診断された。
短母指伸筋腱と長母指外転筋腱に収縮時痛、伸張時痛が NRS

（Numerical Rating Scale）で8、Finkelstein テストが陽性で
あり、機能評価として DASH スコアは10点であった。保存
療法での改善が乏しいため、RPW（EMS 社製）を短母指伸筋
腱と長母指外転筋腱に、週1回の頻度で3週間照射した。
　症例2は70代男性。2年前より両側手関節母指側部痛にて
当院を受診し、両側ドゥケルバン腱鞘炎と診断された。短母
指伸筋腱と長母指外転筋腱に収縮時痛、伸張時痛が右 NRS 
3、 左 NRS 8で あ り、 両 側 Finkelstein テ ス ト は 陽 性、
DASH スコアは9点であった。症例1と同様に保存療法での
改善が乏しいため、RPW を短母指伸筋腱と長母指外転筋腱
に1回照射した。症例2は本人都合により RPW の継続的な
照射はできなかった。
　2症例ともに RPW の強度は1.5～3.0bar（疼痛閾値限界程
度）、周波数12Hz、回数2000shot で実施した。評価は2症
例ともに介入前後、介入3週後に NRS、DASH スコアを測
定した。
【経過】 症例1は即時効果として短母指伸筋腱と長母指外転
筋腱の収縮時痛、伸張時痛が NRS 8から4へと軽減した。
介入3週間後には NRS は1へ軽減し、DASH スコアは10点
から2.5点へと改善した。また、Finkelstein テストは陰性
化した。
　症例2は即時効果として短母指伸筋と長母指外転筋の収縮
時痛、伸張時痛が NRS 3から0へ、左母指側の NRS は8か
ら6に軽度軽減した。介入3週間後には、右短母指伸筋腱と
長母指外転筋腱は NRS 1に改善し、Finkelstein テストは陰
性化した。左母指側は NRS 6と軽度軽減したが、DASH ス
コアの改善は乏しかった。
【結論】 RPW はドゥケルバン腱鞘炎の即時的、短期的な疼
痛改善効果がある可能性が示唆された。しかし、機能改善に
は至らない症例も認めたことから、今後は症例数を増やし、
検討していく必要があると考える。
【倫理的配慮】 症例報告を行うにあたり対象症例にはヘルシ
ンキ宣言に基づき、口頭及び書面にて十分に説明し、同意を
得ている。

ドゥケルバン腱鞘炎に対する 
拡散型体外衝撃波治療の即時効果と 
短期成績：2症例の報告

○田中　翔斗1）、小坂　健二1）、池田　奈々子1）、小林　佑介2）、
金子　紳一郎3）、古手川　輝騎4）

1）塚本スイミー整形外科内科クリニック リハビリテーション科
2）早稲田大学大学院 スポーツ科学研究科
3）塚本スイミー整形外科内科クリニック 整形外科
4）堺スイミー総合クリニック 整形外科

Key words：ドゥケルバン腱鞘炎、拡散型圧力波、疼痛
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【はじめに】 整形外科領域での体外衝撃波は集束型衝撃波
（Focused Shock Wave： 以 下、FSW）と 拡 散 型 圧 力 波
（Radial Pressure Wave：以下、RPW）があり、RPW はコ
メディカルも使用できるツールである。今回、石灰沈着性腱
板炎により強い疼痛と関節可動域制限を有し、日常生活動作
に支障をきたした症例に対して RPW を使用した結果、石灰
が消失し除痛と関節可動域改善を認めた症例を経験したので
考察を含め報告する。
【症例紹介】 40歳代女性。転倒により左肩関節痛が出現。X
線画像では明らかな骨傷なし。直径22.13 ㎜×9.49 ㎜の石
灰あり。エコー検査で石灰周囲炎あり。転倒により炎症が惹
起され疼痛と可動域制限が出現。転倒後10日目より理学療
法開始となった。
【経過】 理学療法開始時、NRS：安静時2（上腕前面）、圧痛5
（肩峰下部）。ROM-T：屈曲145°P、外転120°P、2nd 内旋
5°P、2nd 外旋20°P。各方向最終域で強い痛みあり。RPW
治療器（酒井医療株式会社：PHYSIO SHOCKMASTER 
SHM-S2）を使用し、週1回肩峰下部に照射（7、1.6bar、
2,000発）。照射部位は医師が超音波エコーにてマーキングし
て前方より実施。4週後疼痛軽減し、NRS：安静時1（上腕前
面）、圧痛5（肩峰下部）。RPW は8、2.3bar、2,000発で継続。
24週後、NRS：安静時0、圧痛1、日常生活で困るほどの痛
みなく、2nd 内旋最終域で痛み出現ある程度。X 線画像では
18.92 ㎜×6.90 ㎜に石灰が縮小。RPW は8、2.3bar、2,000
発で継続。48週後、NRS：安静時0、圧痛1、ROM-T：屈
曲180°、外転160、2nd 内旋45°P、2nd 外旋50°。X 線画像
では石灰消失。RPW 照射回数は合計56回であった。
【結論】 FSW を用いた治療は医師のみが使用可能であり、
保険診療適応の疾患も難治性足底筋膜炎のみである。対して
RPW はコメディカルでも容易に使用可能であり、運動器リ
ハビリテーションと併用できる物理療法の位置づけにある。
石灰沈着性腱板炎に対する FSW を用いた報告は散見される
が、RPW 使用の報告は極めて少ない。今回、石灰沈着性腱
板炎症例に対し RPW を使用したことで関節可動域改善と除
痛に加え、石灰沈着の消失を経験した。除痛に関しては末梢
での自由神経終末の破壊や脊髄後根神経節での神経伝達物質
の抑制が関係しており、RPW 照射直後から効果が現れるこ
とが多いとの報告がある。よって本症例においても早期から
除痛効果が現れ、それに伴い関節可動域の改善も図られたと
考える。また石灰沈着の消失においては体外衝撃波発生装置
の特徴である二次的破壊作用（cavitation 効果）が奏功した
と考えられ、これは FSW と RPW ともに画像上の改善を認
めるとの既報と合致する。石灰沈着性腱板炎に対する RPW
使用は機能的変化のみならず構造的改善も得られ根本的原因
にアプローチできる可能性が示唆される。
【倫理的配慮】 本症例はヘルシンキ宣言に基づき事例に対し
発表の意義・内容を書面・口頭で説明し同意を得た。

石灰沈着性腱板炎に対する 
拡散型圧力波（RPW）が著効であった
一症例

○高尾　恵子
医療法人社団一水会 安富診療所 リハビリテーション部
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【はじめに】 肘関節外傷後の異所性骨化は臨床現場でしばし
ば遭遇し、関節可動域制限を引き起こすことがある。渉猟し
うる限り、治療は骨化除去術と観血的関節授動術（以下、授
動術）により可動域は改善するが、伸展制限が残存している
報告が多い。今回、外傷後に肘関節尺側側副靭帯（Ulnar 
Collateral Ligament、以下、UCL）の異所性骨化によって
伸展制限を呈した症例に対し、骨化除去及び授動術を施行後、
徒手療法に拡散型圧力波（Radial Presure Wave、以下、
RPW）を併用したことで、伸展制限の改善を認めたため、
治療経過と病態について考察を加えて報告する。
【症例紹介】 30歳代女性。椅子の上に立って高所作業中に転
落、右肘痛が出現。他院で右肘関節脱臼の診断のもと整復を
受け当クリニックへ紹介初診。受傷後3週の単純 X 線で肘
内側に石灰化像を認めた。可動域制限に対して理学療法を実
施したが受傷後9ヶ月時点で伸展制限が残存したため、UCL
の異所性骨化の診断のもと、受傷後10ヶ月で骨化除去及び
授動術を施行した。
【経過】 術前 ROM は屈曲120°、伸展 -55°であった。術中
は屈曲140°、伸展 -10°まで改善したが、術後初回リハビリ
では屈曲120°、伸展 -45°と制限を認めた。術後2ヶ月経過
時点で屈曲135°まで改善したが、伸展 -5°で、上腕骨滑車
遠位に伸張感が残存。同部位で上腕筋に圧痛を認めた。上腕
筋の筋緊張緩和と滑走性向上を目的に、徒手療法に加え、
RPW を導入。照射部位は圧痛と伸張感の得られた部位で、
設定2, 0bar/2,000shots/15Hz とした。1ヶ月後伸展0°まで
改善した。
【結論】 本症例は、UCL の骨化により骨性の伸展制限が出
現した。骨化除去後は、前腕や手関節の制限はなく術創部に
おいて皮膚や尺側手根屈筋との滑走性も良好であったが、軟
部組織性の制限は残存していた。肘関節伸展に伴い、上腕筋
遠位部は尺側へ移動するが本症例ではそれが触知出来なかっ
た。原因として、手術で関節包の前内側部を剥離しているこ
とから、関節包の表層に位置する上腕筋の柔軟性低下が伸展
制限に関与していると考えられた。RPW による筋、筋膜組
織に対する効果として筋の滑走性向上や筋緊張緩和といった
報告が散見されている。本症例では上腕筋が有効的に刺激さ
れるよう筋、筋膜組織に適応がある D-actor を使用し、照
射頻度を15Hz とすることで深達度を抑えることができた。
結果として、上腕筋遠位部の滑走性が向上し、尺側への移動
が確認できるようになった。それに伴い伸展制限の改善が得
られたと考える。今回、術後2ヶ月で残存した伸展制限に対
し RPW を実施し、良好な成績が得られた症例を経験した。
今後は術後早期からの導入も含め、介入時期について検討し
ていく。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づいて症例には本発表の
趣旨と内容について説明し同意を得た。

観血的授動術後に残存した 
肘伸展制限に対して徒手療法と 
拡散型圧力波の併用が有効だった症例

○岩本　洋平1）、檀　雅人1）、四方田　光弘2）

1）医療法人よもだ整形外科クリニック リハビリテーション部
2）医療法人よもだ整形外科クリニック 整形外科

Key words：肘伸展制限、上腕筋、拡散型圧力波
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【はじめに】 延髄圧迫症候群（Medullary Compression Syn-
drome：MCS）は延髄が物理的に圧迫される事で生じる神経
学的症状の総称であり、その原因として脳血管や骨構造の異
常、腫瘍、浮腫等が挙げられる。椎骨動脈蛇行（Vertebral 
Artery Tortuosity：VAT）は MCS の一因であり、微小血
管減圧術（Microvascular Decompression：MVD）が有効と
されているが、VAT に対する MVD 後の理学療法の効果を
具体的に検証した報告は少ない。今回、VAT による MCS
の再発・再手術という複雑な経過を辿った症例に対し、
MVD 後に理学療法を実施した結果、運動麻痺や深部腱反射
亢進、筋緊張異常等の神経学的所見にほとんど変化がみられ
なかったが、歩行能力の改善が得られたため報告する。
【症例紹介】 30代男性。X-2年に左上肢筋力低下を自覚し、
X-1年に当院で MVD を施行された。X 年 Y-2月より左下肢
の脱力と歩行時の躓き、嚥下障害が出現し、MCS の再発と
して当院で MVD を再施行した。術前の左下肢 Brunnstrom 
recovery stage（Brs）は V、両下肢深部腱反射亢進、左足関
節底屈筋の筋緊張は modified Ashworth Scale（mAS）2、感
覚障害なし、左下肢 MMT は股関節屈曲4、膝関節伸展4、
足関節背屈4であった。Functional Ambulation Category

（FAC）5、10m 歩行は15.21秒 /21歩であった。ADL は自
立していたが、歩行速度の低下が主訴であった。
【経過】 初回再手術（X 年 Y 月 Z 日）の術中所見で、椎骨動
脈の強い癒着により減圧が不十分と判断され、Z+17日に再
度 MVD が施行された。理学療法は Z+3日より再開し、創
部痛の軽快後、歩行機能改善を目的とした課題指向型練習や
トレッドミルでの歩行練習などを実施した。Z+45日の最終
評価において、左下肢 Brs V、深部腱反射亢進、左足関節
底屈筋 mAS2であり、術前と同様であった。しかし、10m
歩行は術前の15.21秒 /21歩から Z+14日には12.51秒 /20
歩、Z+45日には9.78秒 /17歩へと短縮した。6分間歩行距
離は Z+14日の240m から Z+45日には315m へと延長し、
Berg Balance Scale は46点から49点へ改善した。FAC は
術後一時的に3へ低下したが、最終的に5へ回復した。
【結論】 本症例は、再発・再々手術という難治性の経過を
辿った MCS 症例であった。MVD 後の理学療法介入により、
運動麻痺や深部腱反射亢進、筋緊張異常等の神経学的所見に
変化がなくとも、歩行速度・持久性・バランスなどの客観的
指標の改善が得られた。これは、MVD による除圧が神経機
能回復の基盤となり、その上で実施した理学療法が、残存機
能を活用する効率的な運動学習を促した結果と推察される。
また、脳卒中ガイドラインで推奨される亜急性期以降の介入
が、MVD 後の本症例においても有効であった可能性が示唆
された。MCS の術後介入においては再発する可能性も考え
られるため、慎重な経過観察とリハビリテーションの継続が
必要と考えられる。
【倫理的配慮】 発表にあたり、患者の個人情報とプライバ
シーの保護に配慮し、本人から書面にて同意を得た。

微小血管減圧術後の理学療法が 
奏効し歩行能力改善を認めた 
椎骨動脈蛇行による延髄圧迫症候群の
再発例

○辻本　実奈美、浦　慎太朗、本田　憲胤
公益財団法人田附興風会 医学研究所北野病院 リハビリテーション科

Key words：延髄圧迫症候群、椎骨動脈蛇行、微小血管減圧術
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【はじめに】 lateropulsion を呈する延髄外側症候群では、特
に下前庭神経核が関与するとされている。前庭機能における
外側前庭脊髄路は、主に同側の抗重力筋の活動を促進し、姿
勢制御やバランス維持に寄与するという特徴がある。先行研
究では lateropulsion に対する介入として視覚や体性感覚へ
のアプローチは報告されているが、前庭機能へのアプローチ
に関する報告は少ない。今回、延髄外側症候群の患者に対し
前庭機能に着目し介入したため報告する。
【症例紹介】 本症例は延髄右外側梗塞で入院された80歳代の
男性である。画像所見より、延髄右外側と右小脳に急性期梗
塞、右後頭葉と右小脳に陳旧性梗塞を疑う所見を認めた。入
院前は ADL、IADL ともに自立。移動は屋内外独歩自立、
自動車の運転も可能であった。HOPE は「入院前のように
歩けるようになりたい、車を運転したい」であった。理学
療法初期評価（第5病日）より、右上肢運動失調、表在・深
部感覚軽度鈍麻、Trunk Control Test（以下、TCT）：74点、
Functional Assessment for Control of Trunk（以 下、
FACT）：16点、Burke Lateropulsion Scale（以下、BLS）：
11点、Subjective Visual Vertical（以下、SVV）：座位で10
°右側偏位を呈していた。基本動作時には左上下肢での押し
返しが出現していた。特に起立から立位にかけては軽度から
中等度介助で、歩行は困難な状態であった。
【経過】 本症例は、感覚機能低下、体幹機能低下、前庭機能
低下に伴う垂直定位が困難であることが動作の阻害因子と
なっていた。感覚機能低下や体幹機能低下は軽度であり、座
位による右への傾倒はあるが口頭指示にて自身による修正が
可能な点から、座位保持、立位保持への直接的な影響は少な
いと考えた。そのため前庭機能に着目し、直線加速度を使用
した座位、立位での左右への重心移動練習や、回転加速度を
使用した動作練習を行った。最終評価（第22病日）では、
TCT：87点、FACT：19点、BLS：6点となり、体幹機能
向上および lateropulsion の改善を認めた。それに伴い、基
本動作の介助量は見守り、前腕支持型歩行器を使用して歩行
可能となり、第22病日に回復期病棟へ転棟となった。
【結論】 lateropulsion を呈する本症例に対して、前庭機能に
着目し加速度を用いたアプローチを行った。外側前庭脊髄路
は、同側の抗重力筋に強い興奮作用を及ぼし、体平衡の維持
に重要な役割を果たすとされている。前庭器官によって頭部
の動きや傾きを検知し、前庭脊髄反射を通じて四肢・体幹の
伸筋に伝え、同側の筋緊張を高めることで姿勢制御機能を賦
活することができたと考察した。このことから、前庭機能へ
のアプローチは、前庭機能低下に伴う lateropulsion 改善の
ための一手段として有用であることが示唆された。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき説明を行い、書面に
て同意を得た。

lateropulsionを呈した 
延髄外側症候群に対し、 
前庭機能に着目して介入した一症例

○中嶋　彩乃、安丸　知花、松田　侑也、眞渕　敏
社会医療法人祐生会 みどりヶ丘病院 リハビリテーション部
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【はじめに】 延髄外側症候群を呈した症例に対し、通常リハ
ビリテーションと Virtual Reality（VR）技術を応用したリ
ハビリテーション治療（mediVR 社製、Kagura）を併用し介
入した。その結果、立位バランスが向上し、歩行獲得に繋
がったため報告する。
【症例紹介】 本症例は60代男性で、病前 ADL は自立してい
た。X-18日にアテローム血栓性脳梗塞（右延髄外側）と診断
され、X 日にリハビリテーション目的で当院に入院した。
著明な運動麻痺、眩暈、眼振および筋力低下は無く、右上下
肢に軽度失調を認めた。感覚機能は、左上下肢および体幹の
温痛覚脱失と右上下肢に痺れを認め、深部感覚は正常であっ
た。また、認知機能低下は無かった。座位は自立も右側への
偏位を認め、立位および歩行時も右側へ偏位し、自身では実
施困難であった。初期評価は、BBS 33/56点、SARA 11点
であった。10m 歩行は歩行器を使用して測定時間が19.2秒
で歩数は20歩、TUG は測定時間が21.2秒でどちらも右側
への重心偏位を認めていた。ADL は、FIM 運動項目56/91
点で車椅子にて病棟生活をされていた。
【経過】 X 日より理学療法開始。介入開始時は、立位バラン
スおよび歩行練習を実施した。その後、X+6日より VR 機
器を使用したリハビリテーションを開始した。実施時間は1
回20分を週3回で、介入期間は10週間実施した。ヘッドマ
ウントディスプレイを装着し、左側への重心移動と立ち直り
の獲得を目的に、仮想空間内にてリーチング動作を実施した。
課題の難易度調整は、リーチング距離や目標点の大きさを調
節した。X+20日で歩行器歩行自立、X+34日で T-cane 歩
行自立、X+55日には独歩自立となった。最終評価では、
BBS52/56点、SARA4点と失調・バランス能力の改善を認
めた。10m 歩行は独歩にて測定時間が8.4秒で歩数は15歩、
TUG は測定時間が7.6秒となった。ADL は FIM 運動項目
89/91点に向上し、独歩での生活が可能となった。
【結論】 歩行困難な延髄外側症候群の症例に対し、通常リハ
ビリテーションに加えて VR 技術を応用したリハビリテー
ション治療を併用して介入した。その結果、立位バランス能
力が向上し、屋内外での歩行獲得に繋がった。
【倫理的配慮】 症例報告を行うにあたり、患者様に対してヘ
ルシンキ宣言に従って報告することを説明し、同意を得た。

延髄外側症候群を呈した症例に 
Virtual Reality技術を応用した 
リハビリテーション治療にて 
歩行を獲得した一例

○帖地　雄亮、久江　朔也、加島　茜、森本　美紗紀、 
土田　直樹
尼崎中央リハビリテーション病院 リハビリテーション部門
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【目的】 胸部ステントグラフト内挿術（以下、TEVAR）後の脊
髄障害の発生頻度は2.5～8% で、急性対麻痺が様々な対策に
より減少しているのに対して、遅発性対麻痺は増加傾向にあ
ると報告されており、臨床的予後を含め不明な点が多い。今回、
TEVAR 後に遅発性不全対麻痺を呈した患者に対して、術後
早期から理学療法を行い ADL 改善が得られたので報告する。
【症例紹介】 年齢：70代。性別：男性。身長：165 ㎝。体重：
56 ㎏。診断名：胸部大動脈瘤。現病歴：健康診断で胸部 Xp
にて異常陰影を認め前医紹介。造影 CT で遠位部に横径
66 ㎜ 大の嚢状瘤を認め、手術目的に当院紹介。手術：
TEVAR。併存疾患：高血圧症。生活歴：妻と2人暮らし、
ADL 全自立。
【経過】 術後抜管して集中治療室に入室。術後1日目、朝より
不全対麻痺あり、緊急 MRI 検査では明らかな脊髄梗塞の所
見は認めなかった。主科の治療として脳脊髄液ドレナージ挿
入等、リハビリテーション科に依頼があり理学療法開始。初
回評価について、MMT：股屈曲4/2　膝伸展4/2　足背屈
4/2　足底屈4/2。触覚・痛覚：右 TH9-L1の感覚鈍麻あり。
改 良 Frankel 分 類：C1。ASIA 分 類：C。Barthel Index：
30点。理学療法介入に加え、自主トレーニングとしてベッド
上ボールエクササイズを励行。術後4日目に脳脊髄液ドレナー
ジ抜去、MMT：股関節屈曲5/3　膝伸展5/3　足背屈5/2　
足底屈5/2と改善を認めた。術後7日目に集中治療室から退
室。問題点として左下肢筋力低下は残存しており、歩容は左
足部クリアランス不良で歩行補助具が必要な状況であった。
理学療法では独歩を目標に下肢筋力の向上を図るプログラム
を中心に行った。自主トレーニングについて、パンフレット
を使用して運動内容や回数を確認しながら継続的な関わりを
行った。運動負荷量を徐々に増やすことで左下肢筋力は向上
していき、術後14日目に独歩開始した。その後、自宅退院に
向けたプログラムへとすすめ、術後25日目に自宅退院となっ
た。最終評価について、MMT：股屈曲5/5　膝伸展5/5　
足背屈5/5　足底屈5/4。触覚・痛覚：異常所見なし。改良
Frankel 分類：E。ASIA 分類：E。10m 歩行：独歩にて　
快適速度8.73s。Barthel Index：100点。
【考察】 TEVAR 後、脊髄障害の発症から脳脊髄液ドレナー
ジ試行開始の時間が短いほど神経学的予後の改善が高い傾向
にある。また、脊髄障害の発症直後から不全損傷の徴候があ
り、運動機能が保たれていると予後は良く歩行可能になるこ
とが少なくないと報告されている。本症例の場合、主科の治
療方針を考慮しながら術後早期から病態に合わせた理学療法
が必要であった。脳脊髄液ドレナージ後より脊髄障害の症状
は改善傾向となり漸増的な運動療法によって下肢筋力が向上
したこと、自主トレーニングの意欲が高く自主的な活動機会
を増やすことができたことで ADL 改善に寄与したと考える。
【倫理的配慮】 本発表はヘルシンキ宣言に基づき、本人に説
明を行い書面にて同意を得た。

胸部ステントグラフト内挿術後、 
脊髄障害による対麻痺を呈した 
患者に対する理学療法経験

○南　頼康
地域医療機能推進機構大阪病院 リハビリテーション室
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【はじめに】 転倒恐怖感は立位の姿勢制御に必要な体性感覚へ
の注意に影響を与え、姿勢不安定性を呈するケースは少なく
ない。本発表では、体性感覚障害と異常感覚により姿勢不安
定性を呈した症例の転倒恐怖感に着目し、転倒恐怖感を考慮
した環境設定により姿勢不安定性が軽減した経過を報告する。
【症例紹介】 症例は腰部脊柱管狭窄症術後（L3-5）の70歳代
女性である。認知機能に問題はなく、指示理解能力は良好で
あった。術後15病日、右足部の表在感覚は軽度鈍麻、深部
感覚は重度鈍麻であった。右下腿の異常感覚は、安静時
NRS は8、荷重時 NRS は10で右前足部に集中していた。踵
膝試験は陽性、Berg Balance Scale（BBS）は22点で、運動
失調と姿勢不安定性を認めた。立位姿勢計測は30秒間の静
止立位で行い、課題中の足圧中心（CoP）および身体質量中
心（CoM）を床反力計（テック技販社製）、深度カメラ

（Microsoft 社製）によって計測した。加えて、筋電計（Plux
社製）を用いてヒラメ筋（Sol）、前脛骨筋（TA）を計測した。
CoP の動揺面積は3.4 m2、平均0.73 ㎝左偏移し、立位姿勢
は骨盤右回旋・右股関節外転外旋位と右前足部への荷重回避
姿勢を呈していたが自覚はなかった。下腿筋活動と CoM の
関係について相互相関解析したところ、両側の Sol の相関係
数は0.2と低値で筋活動の協調性低下と遅延を認め、両 TA
の筋活動は Sol よりも大きかった。転倒歴が複数回あり、
Fall Efficacy Scale International（FES-I）は56点と転倒恐
怖感が強く、「右足に乗ると倒れそう」と訴えた。体性感覚
障害と異常感覚に加え、転倒恐怖感により体性感覚への注意
が妨げられ、姿勢異常の自覚が困難となり、下腿筋の過剰活
動と姿勢不安定性の悪循環に陥っていたと考えた。
【経過】 介入は、恐怖感を軽減するため、座面を高くした端
坐位で実施した。課題は、床に大きなマス目の五目板を設置
し、足部の位置による足底圧の変化の識別を求めた。また、
立位では股関節の内転角度による立位姿勢の安定性の違いを
自覚させる課題を行った（15分／日、4日間）。35病日、踵
膝試験と異常感覚に変化はなかったが、BBS は34点、
FES- Ⅰは45点へ改善を認めた。また、立位計測では、動
揺面積9.6 m2、平均2.26 ㎝左に偏移を示したが、ヒラメ筋
の相関係数は左0.47、右0.34に改善し、筋活動の協調性と
遅延の改善を認めた。
【結論】 本症例の経過から、感覚障害による姿勢不安定性に
伴い転倒恐怖感がある場合、転倒への恐怖感が軽減するよう
な環境設定の上で体性感覚への注意を適切に促すことが、姿
勢異常の自覚と適切な姿勢制御の再獲得に重要であることが
示唆された。転倒恐怖感は、反復練習によって回復するとみ
なされがちであるが、速やかに改善へと導くためには、適切
な環境設定による難易度設定は極めて重要だと考えられる。
【倫理的配慮】 本報告において、対象者に対して十分な説明
を行い、書面または口頭にて同意を得た。

体性感覚障害と転倒恐怖感により 
姿勢不安定性を呈した症例に対する 
介入経験

○岩﨑　心、和田　俊文、磯江　健太、池田　勇太、赤口　諒
摂南総合病院 リハビリテーション科
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【はじめに】 虚弱高齢者に対する従来の転倒予防法は、運動
負荷量や訓練難易度の調整に難渋する。両足底部への電気刺
激は、動的立位姿勢制御に影響を与える可能性が示唆される
が、これらの検証は不十分である。本研究は、健常成人を対
象とし、両足底部への電気刺激が直後の動的立位能力および
下肢筋活動に及ぼす影響を明らかにすることを目的とした。
【方法】 本研究は、電気刺激無 + 動的立位課題条件（A 条件）、
電気刺激有 + 動的立位課題条件（A+E 条件）、計2条件を無
作為に全対象者へ実施した。被験肢における前脛骨筋および
腓腹筋内側頭の皮膚前処理後、表面筋電図（TS-MYO、ト
ランクソリューション株式会社製）を貼付した。20分程度の
安静坐位保持後、「動的立位課題：重心動揺計上にて
Functional Reach Test（以下、FRT）」を実施し、FRT 距
離および Y 軸最大移動距離を記録した。その後、A 条件は
安静坐位姿勢、A+E 条件は安静坐位姿勢で両足底部に電気
刺激を12分間実施した（休息・準備を含み両条件共に15分
間坐位）。なお、電気刺激は、通販サイトで購入可能な製品

（周波数2Hz ～50Hz）を使用した。15分経過直後、「動的立
位課題」を実施した。足関節背屈および底屈最大随意収縮
時の筋活動電位を基準とし、動的立位課題中の筋活動電位

（平均振幅：%MVC）を記録した。各データの変化率を算出、
正規性を検証した後、条件間の差の検定を実施した。また、
2変量相関分析を用い、各条件における下肢筋活動と動的立
位パフォーマンスとの関係を評価した。
【結果】 対象は、健常成人9名（年齢20.4±0.7歳、身長
164.4±8.4 ㎝、体重58.7±13.5 ㎏、BMI21.5±3.0 ㎏/m2）
であった。A 条件 /A+E 条件の平均振幅変化率は、前脛骨
筋135.6±144.2%/-20.0±13.9%、腓腹筋内側頭1.1±9.0%/ 
40.0±46.9% であった。Y 軸最大移動距離変化率は、-10.0±
4.8%/3.7±5.6%、矩形面積変化率は、-9.1±19.1%/3.5±
9.2%、FRT 距離変化率は、0.5±2.2%/0.4±2.2% であった。
A+E 条件における腓腹筋内側頭平均振幅変化率と FRT 距
離変化率との間に相関関係を認めた（r=0.783、p=0.013）。
【結論】 両足底部への電気刺激は、直後の動的立位課題実施
中における腓腹筋筋活動を促進し、それに伴って FRT 距離の
変化と関連する可能性が示唆された。一方で、電気刺激は随
意的姿勢調整を伴わないため、姿勢制御への効果は限定的で
あり、虚弱高齢者への応用に向けて更なる検証が必要である。
【倫理的配慮】 本研究は、ヘルシンキ宣言に則り、藍野大学
教育研究推進委員会および研究倫理部会の承認（10R-
24002）を得た上で、対象者に十分な説明を行い、文書によ
る同意を取得した。

両足底部への電気刺激が直後の 
動的立位能力および 
下肢筋活動に及ぼす影響

○髙田　昌寛1）、川瀬　絢也2）、古用　菜々3）、松橋　晴人4）

1）学校法人藍野大学 医療保健学部 理学療法学科
2）国家公務員共済組合連合会 枚方公済病院 リハビリテーション科
3）医療法人医誠会 茨木医誠会病院 リハビリテーション科
4） 社会医療法人財団新和会 八千代病院  
総合リハビリテーションセンター
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【はじめに】 足関節底屈筋力は高齢者の動的バランスや歩行
速度と関連し、転倒予防の観点から重要な評価項目である。
ハンドヘルドダイナモメーター（以下、HHD）を用いた足関
節底屈筋力測定は研究用に開発された専用固定器具の使用に
て高い信頼性が得られている一方、医療・介護現場での活用
には、専用固定器具の不足や作成手間、測定姿勢の困難さな
ど、時間的・設備的制約がある。本研究の目的は、専用固定
器具を用いない姿勢保持が容易な座位での足関節底屈筋力測
定法を開発し、その信頼性を検証することである。
【方法】 リハビリ特化型デイサービス利用者の内、MMSE24
点以上を対象とした。測定部位の疾患や明らかな足関節底屈
可動域制限（30°未満）を有するものを除外した32名（男性10
名、女性22名、平均年齢81.1±6.4歳、身長156.1±7.9 ㎝）
である。測定肢位は背もたれ付椅子に浅く腰をかけた座位、
骨盤後傾位にて膝関節軽度屈曲位・足関節底屈20°、踵部を
地面に接地した姿勢で、HHD は第5中足骨頭直下に設置し
た。足関節底屈筋力の測定においては、踵部離地や膝関節運
動、足趾屈曲による代償が生じないように、下腿長軸に対し
て垂直方向に両上肢で押さえることで踵部を地面に固定し、
3秒間の最大等尺性底屈運動を指示した。検者は理学療法士
3名、介護士2名で事前に十分な練習を行った。各検者は無
作為に割り当てられた順序に従い、全被検者に対して2回の
測定を1分間隔で行った後、学習効果を考慮し7±5日に再
測定を行った。統計は、検者内信頼性・検者間信頼性の評価
には級内相関係数（ICC）を用い、あわせて最小可検変化量

（MDC）を算出した。
【結果】 検者5名の全被検者に対する測定値の平均は14.3 ㎏f
（範 囲：1.2-27.7 ㎏f）、 検 者 間 信 頼 性 は ICC（2,2）=0.83
（95%CI：0.74-0.90）と良好な値を示した。検者内信頼性は、
単一測定で ICC（1,1）=0.86-0.89、2回の測定平均で ICC

（1,2）=0.92-0.94と非常に高い値を示した。MDC は単一測
定で平均5.5 ㎏f、2回の測定平均で3.9 ㎏f であった。
【結論】 本研究で開発した足関節底屈筋力測定法は、専用固
定具を使用せずとも良好な検者内・検者間信頼性を示した。
特に2回の測定平均値を用いることで、信頼性は「非常に高
い」レベルに達し、MDC も3.9 ㎏f まで低下した。本測定
法は高齢者施設などリハビリテーション専門職が少ない介護
現場でも実施可能であり、簡便性と再現性を兼ね備えた実用
的な評価法である。今後は多施設での検証や、バランス・歩
行機能との関連性、転倒予測への有用性について検討が必要
である。
【倫理的配慮】 対象者には研究の目的、方法、リスク、利益、
参加の任意性について十分に説明し、書面にて同意を得た。
個人情報は匿名化し、主研究者のみで管理した。

医療・介護施設で活用できる 
簡便な足関節底屈筋力測定方法の検討

○清水　輝太1）、堀口　怜志1）、井尻　朋人2）、鈴木　俊明3）

1）株式会社三輪 リハビリ特化型デイサービス リファイン
2）医療法人寿山会 喜馬病院 リハビリテーションセンター
3）関西医療大学

Key words：足関節底屈筋力、測定信頼性、最小検出変化量（MDC）
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【はじめに】 Gait Disorientation Test（GDT）は、前庭機能
障害の検出に有用とされる簡便な歩行評価である。10m の
直線路のうち、約6m の直線路を開眼・閉眼で歩行させ、そ
の所要時間の差を測定し、4.5秒以上の差があれば陽性と判
断される（Grove, 2021）。地域在住の要介護高齢者は、身体
機能の低下が多面的に生じるため、GDT で評価される前庭
関連機能と他の身体的機能指標との関連を明らかにすること
は、包括的な機能評価や転倒予防の観点から重要であると考
える。本研究では、地域在住の要介護高齢者を対象に、
GDT と身体的機能評価の関連を予備的に検討することを目
的とした。
【方法】 対象は H 病院の訪問リハビリテーションおよびデイ
ケアを利用している者のうち歩行が自立しており、GDT の
測定が可能な34名とした。除外基準は重度認知症、神経学
的疾患を有する者と設定した。調査項目は年齢、性別、
Body Mass Index、GDT、Short Physical Performance 
Battery（SPPB）、modified Clinical Test of Sensory Inter-
action in Balance（mCTSIB）とした。SPPB はバランス、
4m 歩行速度、5回立ち座りテストからなる総合評価である。
mCTSIB は開眼および閉眼立位、フォーム上開眼および閉
眼立位での立位保持時間を計測する評価である。フォーム閉
眼立位にて著しい不安定性を認めた場合、前庭機能低下に由
来するバランス不良と解釈される（Shumway-Cook, 1986）。
統計解析は R コマンダーを使用し、GDT の差と各項目の関
係について Spearman の順位相関係数を算出した。
【結果】 GDT の差と各変数の相関係数は SPPB［-0.41］、
SPPB（歩行スコア）［-0.39］、SPPB（5回立ち座りスコア）

［-0.50］、mCTSIB［-0.32］、mCTSIB 条件③（開眼フォー
ム）［-0.28］、mCTSIB 条件④（閉眼フォーム）［-0.34］
であった。
【結論】 本研究では、GDT の差と SPPB の5回立ち座りス
コアにおいて中等度の相関関係が認められた。立ち上がり動
作では、下肢筋力に加え、頭部の垂直方向への加速度が生じ
ることから、前庭機能の関与が考えられる。特に球形嚢は垂
直加速度の知覚に関与しており（Layman, 2015）、この動作
に置いて影響を受けた可能性がある。また、mCTSIB の条
件④との相関もみられ、GDT が視覚遮断下におけるバラン
ス保持能力、すなわち前庭依存度の高い状況を反映している
ことが示唆された。これらの結果から、GDT は単なる歩行
検査にとどまらず、前庭系の影響を含む身体機能の一側面を
捉える指標として、転倒リスク評価や介入計画において有用
性があると考えられる。
【倫理的配慮】 本研究の意義について口頭にて説明を行い、
同意を得た。

地域在住要介護高齢者における 
Gait Disorientation Testと 
身体機能評価との関連：予備的研究

○桑田　一記1）、中口　拓真1）、石本　泰星2）、北原　佑磨1）、
柳川　楓香1）、星野　好則1）
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【はじめに】 日本は2014年に障害者権利条約（CRPD）を批
准したものの、国内の政策や実践はいまだ課題がある。本研
究は、日本における障害者リハビリテーションの現状を批判
的に検証し、欧州連合（EU）の人権に基づくアプローチと比
較することで、国際的な障害者権利基準に沿った社会変革の
一助とすることを目的とした。
【方法】 日本と EU における障害者リハビリテーションに関
する政策、実践、および概念的枠組みの比較分析を行った。
日本は、障害の医学モデルおよび歴史的な「保護」モデル
の影響、関連法案の実践的限界、職業リハビリテーション、
就労、自立生活における課題、そして社会的・文化的誤解を
詳細に検討した。一方、EU では、欧州障害者戦略2021-
2030、国際生活機能分類（ICF）を活用した統合型コミュニ
ティベースリハビリテーション（CBR）モデル、市民社会組
織（CSO）と障害者団体（DPO）の積極的な役割、および人
権と UNCRPD へのコミットメントに焦点を当てた。比較を
通じて政策哲学、法的枠組み、および社会における障害の捉
え方の根本的な違いを明らかにした。
【結果】 日本の制度は、障害を個人の機能障害として捉え
「修復」を目指す医学モデルと、政府がサービスを提供する
「保護」モデルが支配的であった。法律は存在するが、具体
的な施行メカニズムの欠如、合理的配慮の共通定義の不在、
制約が大きい雇用政策の定義などはその実効性を阻害してい
る。さらに「保護主義的」支援が雇用の質を低下させ、施
設収容への依存やインクルーシブでない教育システムが社会
的分断を助長している。また社会的・文化的誤解も要因と
なっている。
　対照的に、EU は人権モデルと社会モデルにコミットし、
UNCRPD を中核に据えた欧州障害者戦略2021-2030を実施
している。いくつかのイニシアチブは、アクセシビリティと
国境を越えた移動を促進している。ICF の活用や CBR の推
進は、機能だけでなく生活機能や参加に焦点を当てている。
CSO や DPO が政策立案に関与する、フィードバックルー
プが形成されている。
　これらから、日本は父権主義的な「保護」モデルで、障
害を経済貢献の観点から捉えがちなのに対し、EU は差別撤
廃と完全参加を基本原則とする人権に基づく社会モデルを採
用しているという根本的な哲学の違いが明らかになった。
【結論】 「保護」モデルからの脱却と人権に基づくアプロー
チへの移行には抜本的なパラダイムシフトが不可欠である。
①政策・立法改革、②リハビリテーション・雇用制度改革、
③社会・文化の変化は、日本が CRPD に基づく義務を真に
果たし、真にインクルーシブな社会を築くために不可欠と言
える。
【倫理的配慮】 本研究は、公開文献に基づいた比較研究であ
り、ヘルシンキ宣言の原則に抵触しない。また個人を特定で
きる情報もないため、プライバシーや尊厳に関わる問題も発
生しない。

日本と EUの 
障害者リハビリテーションに関する 
国際比較

○伊藤　智典、角　優美、永田　健太郎
公益社団法人日本理学療法士協会 事務局 事業部 国際事業課
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アドボカシー
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【はじめに】 転倒・転落事故は医療現場で頻発し、その予防
は重要課題である。事故要因は、患者能力による内的要因と、
環境・対応に起因する外的要因に分類されるが、両者に解離
がある事例をテキストマイニングによって解析し、スタッフ
教育の改善案を提示することを本研究の目的とした。
【方法】 医療機能評価機構の2024年報告データより「転倒」
「転落」事例を抽出し、これを転倒転落事例と定義した。患
者能力に対して環境整備とスタッフの対応が解離していた事
例を対応不備群、スタッフの能力や突発的要因が原因である
事例を対照群とした。4群の構成比を維持した上で100件を
ランダム抽出し、事故状況と改善策に関する記述について頻
出語、共起ネットワーク、対応分析を行った。有意水準は
5%、統計処理は R（ver4.2.0）および KH Coder（ver.3.02）
を用いて実施した。
【結果】 医療事故情報は4,405件中、転倒転落事例は859件
（19.5%）を占めた。対応不備群は679件（79.0%）で、［トイ
レ］ の語が有意に多く、共起ネットワークおよび対応分析で
は［患者］ がハブ語・中心語であり、トイレに関連する転
倒状況が語群として抽出された。対照群では［家族］ の語
が有意に多く、家族と過ごしている最中における転倒状況が
語群となった。
【結論】 転倒転落事例の大部分は患者の能力を過大評価し対
応不足となっていることが原因であり、特にトイレで発生し
ていた。また、家族と過ごしている際の転倒事例も目立った。
転倒転落アセスメントシートは特にトイレ動作について感度
を高く設定すること、家族への情報共有と指導も不可欠であ
り、院内教育で強調すべき内容であると考えられる。
【倫理的配慮】 本研究はヘルシンキ宣言に基づき、一般公開
された匿名データを対象としたため、倫理委員会の審査は不
要と判断した。

転倒転落事例のリスク評価不備に 
着目したテキスト分析と 
アセスメントシート改善の提言
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【はじめに】 拡散型圧力波（radial pressure wave 以下：
RPW）治療は近年様々な整形外科疾患への介入の有効性が
示されている。腱板断裂術後や慢性拘縮肩においては、二次
的に起こる関節可動域制限が課題となる。本報告では、腱板
損傷術後および慢性拘縮肩を呈した症例に対し、RPW 治療
器（株式会社酒井医療：ショックマスター）や超音波療法と
徒手療法を併用することで関節可動域改善に至った複数症例
の経過を報告する。
【症例紹介】 症例1は50代男性。右肩腱板損傷（棘上筋、肩
甲下筋）疑いに対し鏡視下腱板修復術を施行した。術後、右
肩関節屈曲40°、外転45°の可動域制限、夜間痛、CRPS の
症状を呈した。症例2は40代男性。左肩腱板断裂に対し鏡
視下腱板修復術を施行。術後慢性拘縮肩を呈し、左肩が上が
りにくいことを主訴とし、初期評価で左肩関節屈曲105°、
外転90°の制限と代償動作がみられた。
【経過】 症例1では疼痛コントロール後、入院42日目（術後
78日）より RPW を広背筋、大円筋、小円筋、大胸筋付着部、
後方関節包に照射した。1回の照射で肩関節外転が110°か
ら140°へ改善。最終評価では、肩関節屈曲160°、外転180°
まで改善した。症例2では、後方関節包と小円筋にショック
マスター、腱板疎部や前方関節包に超音波療法を施行し、関
節可動域練習、自動～自動介助運動、自主運動も併用した。
約1ヶ月後には左肩関節屈曲145°、外転150°まで改善。最
終評価では、左肩関節屈曲165°、外転180°に達し、趣味の
ボルダリングも再開可能となった。
【結論】 RPW の照射は、筋の滑走性向上や筋膜の粘度減少
に関与し、静的ストレッチと体外衝撃波の併用は関節包の線
維化の緩和に有効である。これらの物理療法を徒手療法と併
用することで、腱板損傷術後および慢性拘縮肩による関節可
動域制限に対し、効率的かつ短期間で大幅な改善が図れた。
RPW は徒手療法と併用することで関節可動域改善に有効で
ある。また、2症例は病期も違い、制限組織の違いにより1
回照射での効果の差があったと考える。
【倫理的配慮】 本発表に際し、所属施設の倫理委員会承認を
得て、ヘルシンキ宣言に基づき実施した。また、対象者には
発表に関して説明を行い、書面にて同意を得ている。

腱板損傷術後・慢性拘縮肩に対する 
拡散型圧力波と徒手療法の有効性
～制限組織の違いに着目して～

○木村　健斗、栗栖　琢斗、松浦　陵平
医療法人幸生会 琵琶湖中央リハビリテーション病院 リハビリ療法部

Key words：体外衝撃波、拡散型圧力波、関節可動域制限、腱板損傷
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【はじめに】 日常生活の転倒リスク軽減には方向転換動作の
獲得が必要であり、サイドステップ方向転換動作は支持側股
関節の伸展・外転機能が重要と報告されている。しかし股関
節外旋筋群と下腿筋群の必要性は報告されていない。今回、
左人工骨頭置換術患者の股・足関節機能に着目することで改
善に至った為報告する。
【症例紹介】 80歳代男性。X 年 Y 月 Z 日に転倒。第3病日
に左大腿骨頸部骨折の診断あり人工骨頭置換術を施行。第
23病日に当院入院。Hope は「商店街のカラオケに行きた
い」である。商店街の人混みを避ける事がある為、方向転
換動作の獲得が必要であった。
【経過】 第24病日から39病日は、術創部の柔軟性向上、左
股関節伸展・内旋可動域拡大、左大殿筋・中殿筋の筋賦活を
図った。関節可動域検査（以下、ROM）は左股関節伸展が
-25°から -5°、内旋 -20°から -10°、徒手筋力検査（以下、
MMT）は左股関節伸展・外転・外旋が2から3となった。
Timed Up and Go Test（以下、TUG-t）は、右周り26.11
秒から14.55秒となった。右サイドステップ方向転換動作は
TUG-t の独歩で観察し、左股関節内転角は動作解析ソフト
Kinovea（Kinovea 社製）で評価した。左立脚初期の左股関
節内転に伴う骨盤左挙上は改善したが、左立脚中期から後期
の左股関節伸展不足と内転・外旋に伴う骨盤の左挙上・側方
動揺、左小趾側荷重は残存し母趾の蹴り出しは認められな
かった。第39病日に左股関節外旋筋群の遠心性収縮を左股
関節屈曲45°と20°で比較したところ20°以降で出力が低下
した。ROM は左足関節背屈0°・足部外返し0°、左足部
MMT は外返し2・底屈2であった。訓練は前もたれ立位で
骨盤後傾位を保持し、左股関節伸展・外転・内外旋、足部外
返しを誘導して踵への荷重と母趾への荷重を行う中で、左梨
状筋の遠心性収縮と左下腿三頭筋内側頭の収縮を促した。第
63病日に ROM は左股関節伸展5°、内旋5°、左足関節背屈
5°、足部外返し10°、MMT は左足部外返し・底屈3となっ
た。左股関節外旋筋群の遠心性収縮は、左股関節屈曲20°以
降で出力向上した。TUG-t は12.72秒となった。右サイド
ステップ方向転換動作の左立脚中期から後期で左股関節内転
角は7.3°から3.3°となり、母趾での蹴り出しが出現し右サ
イドステップ方向転換動作の実用性は向上した。
【考察】 伊藤らは「サイドステップ方向転換動作では母趾球
と母趾の趾腹で踏み切る際に下腿側方の筋群と股関節の内外
旋・屈曲伸展の制動が必要」と述べている。
　サイドステップ方向転換動作は、梨状筋の遠心性収縮と、
長腓骨筋・下腿三頭筋内側頭が同時に活動することで、安定
した母趾の蹴り出しに繋がる事が示唆された。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に沿って、発表の趣旨と目的
を説明し書面にて家族に同意を得た。

サイドステップ方向転換動作の改善に
対し、股関節・足関節間の機能に着目
した左大腿骨頸部骨折患者の一症例

○梶　功平1）、矢澤　大輔2）、丸尾　瑞3）、水谷　綾花4）、 
朝山　尚子5）、山根　甲斐6）、井口　友理香7）

荻原記念病院 リハビリテーション部

Key words：サイドステップ方向転換動作、梨状筋の遠心性収縮、	
母趾の蹴り出し
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【はじめに】 人工膝関節全置換術（以下、TKA）に伴う重大
な合併症の1つとして、術後脆弱性骨折が挙げられる。
TKA 後の脆弱性骨折は、踵骨骨折の報告は少なく、初回
TKA 後に脆弱性踵骨骨折を併発したのは0.3% であった。
また、踵骨嘴状骨折は踵骨裂離骨折の中でも頻度が低く、全
踵骨骨折の0.4% と報告されている。今回、TKA 後に脆弱
性踵骨嘴状骨折を併発した1例を経験した。以下に臨床的特
徴と骨折発生機序について考察を行ったので報告する。
【症例紹介】 70歳代、女性、BMI23.4。既往歴は骨粗鬆症
（YAM65%）。入院前 ADL は杖歩行自立。現病歴は手術の約
11年前より右膝痛を認め、右変形性膝関節症と診断、2024年
12月に TKA 施行。術前評価では、右膝関節屈曲100度、伸
展 -20度、FTA194度、JOAscore 右60点、扁平足であった。
【経過】 術後9日目で右膝関節屈曲125度、伸展 -5度、
FTA175度、杖歩行を開始。術後14日目に杖歩行で蹴り出
しを意識した際に踵部に疼痛を認めた。X 線を撮影した結果、
踵骨嘴状骨折であった為、緊急手術となった。術後は2週間
の完全免荷指示、アキレス腱装具を作製した。術後1週目に
偶発的に装具なしで全荷重で踏み込んでしまい創部離開を認
めた。創部に陰圧閉鎖療法を実施、荷重許可までは TKA に
対する運動療法を展開、病棟内移動は車椅子駆動で対応した。
術後6週目に創部治癒、装具を使用して全荷重、足部自動運
動許可、術後8週目で転院となった。術後12週目に装具除
去で全荷重、他動運動の方針であった。
【結論】 当症例は TKA プロトコル通り順調な経過であったが、
術後14日目に脆弱性踵骨嘴状骨折を発症した。踵骨嘴状骨折
は踵部後方の軟部組織が菲薄であり、アキレス腱に牽引され
上方に転移した骨片により皮膚が緊張するため皮膚の循環障
害を生じ皮膚壊死をきたしやすい。そのため、緊急にかつ軟
部組織に対し愛護的に手術を行うことが必要である。本症例
では緊急手術を行なった後、陰圧閉鎖療法を行うことで皮膚
壊死を回避できた。また、踵骨嘴状骨折は糖尿病や慢性腎不
全がある症例で発生することが多いとされ、創治癒不全や深
部感染を起こす可能性が高いが。本症例では既往歴の該当が
なかったことも術後の皮膚障害がなく経過した一因と考えた。
　骨折発生機序として、TKA 施行により膝関節伸展制限が
-20度から -5度、FTA が194度から175度へと荷重線が矯正
されることで下腿三頭筋による踵骨への牽引力が増強された
と考えた。また、術前より高度内反膝を代償する為、足部が
回内位になることで内側縦アーチは潰れ、偏平足となったこ
とも要因の一つと考えた。さらに、当症例は YAM 値が65%
と重症骨粗鬆症であったが未治療であった。これらより、術
後日数が経過するに従い、歩容改善、歩行距離延長により踵
骨に負担量が増加し、脆弱性踵骨嘴状骨折を併発したと考えた。
【倫理的配慮】 個人情報とプライバシーの保護に十分な配慮
を行い、本人から書面にて同意を得た。また、同意しないこ
とにより不利益を受けないこと、同意撤回の自由についても
説明した。

人工膝関節術後に 
脆弱性踵骨嘴状骨折を呈した1例

○松山　卓也、吉田　美由紀
大阪府済生会千里病院 リハビリテーション部

Key words：人工膝関節術後、合併症、脆弱性踵骨嘴状骨折
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【はじめに】 立位で両側殿部及び下肢症状を認めた症例を経験
し、理学療法を実施した結果、症状が改善したため報告する。
【症例紹介】 60代女性、誘因なく両側殿部及び下肢症状を認
めたため当院を受診し、腰椎椎間板ヘルニア（LDH）と診断
され、理学療法開始した。
【経過】 初期評価時は、両側下殿部、下腿後面外側、下腿前
面外側に NRS8/10、大腿後面に NRS5/10の疼痛を訴えてい
た。立位姿勢は下位腰椎前弯、骨盤前傾、股関節屈曲位を呈
していた。対側股関節を最大屈曲し骨盤後傾位での股関節伸
展 ROM は右 -15°左 -20°であり、この時上記部位に放散痛
を認めた。また大腰筋、梨状筋に圧痛を認め、Thomas test
は両側共に陽性であったが、SLR test、Bragard test、Pace 
test、Friberg test は 陰 性 で あ り、LDH や Deep gluteal 
syndrome に由来する症状は否定的であると考えた。さらに
MRI 所見より L5馬尾神経由来の腰部脊柱管狭窄症（LCS）も
疑われたが、間欠性跛行や陰部症状を認めなかったことから
LCS は主症状ではないと考えた。上記評価から L5神経根よ
り遠位、梨状筋より近位に原因があると判断し、理学療法と
して大腰筋の柔軟性改善を目的に実施した。結果、両側下殿
部、下腿後面外側、下腿前面外側、大腿後面の疼痛は
NRS1/10に軽減した。股関節伸展 ROM も右 -5°左 -5°と改
善し、Thomas test は陽性であったが初期評価時と比べると
大腿部の浮き上がりは減少し、大腰筋の圧痛も軽減した。
【結論】 本症例は L5脊髄神経前枝が大腰筋の内側後方で圧
迫されたことによる末梢神経症状が主であると考えた。岡本
は大腰筋の深層の L5に注目すると、肋骨突起の下方には
L5神経根が存在すると述べている。また、前枝は神経根か
ら分岐後腹側へ向かうため大腰筋からの圧迫は受けやすいと
推察される。逆に後枝は神経根から分岐後背側に向かい背筋
群を支配しているため、腰部痛を認めない本症例の症状とは
不適合であった。加えて、S1脊髄神経前枝は L5脊髄神経前
枝との支配領域もほぼ一致し、本症例の疼痛部位と同じ下殿
部、下腿後面外側、下腿前面外側、大腿後面を支配している
が、解剖学上、大腰筋は骨盤腔の前方を通過するのに対し、
S1脊髄神経前枝は骨盤腔内の後方を通過するため、大腰筋
からの圧迫は受けにくいと推察される。このことから本症例
は大腰筋の柔軟性低下を呈していたため、大腰筋による前方
からの L5脊髄神経前枝への圧迫が生じたと考える。これに
対して大腰筋の柔軟性改善による L5脊髄神経前枝への圧迫
の軽減を目指した結果、疼痛が軽減したと考えた。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき、症例に発表内容、
個人情報保護内容、同意と撤回について十分に説明し、書面
にて同意を得た。

L5脊髄神経前枝領域に疼痛を呈した 
一症例
―  大腰筋の解剖学的構造と 
股関節伸展制限に着目して―

○田路　桜弥1）、今川　魁人1）、松本　優吾1）、徐　尚起1）、 
柴原　基2）

1）しばはら整形外科スポーツ関節クリニック リハビリテーション科
2）しばはら整形外科スポーツ関節クリニック 整形外科

Key words：脊髄神経前枝、大腰筋、股関節伸展制限
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【はじめに】 今回、左橈骨遠位端骨折術後の症例を担当し、
関節可動域（ROM）の改善に難渋したため報告する。
【症例紹介】 本症例は、50歳代女性、左手にリュックをかけ
た状態で自転車を押していた際、リュックの一部が前輪に巻
き込まれ左手関節を捻るように転倒し、救急搬送された。
【経過】 受傷日に他院にて単純 X 線を撮影し、左橈骨遠位端
骨折、AO 分類2R3C2.1と診断された。同日透視下整復を
施行されたが整復位保持困難であったため、受傷7日後に観
血的骨接合術が施行された。術後、疼痛と ROM 制限を認め
たため、術後2週で当院を紹介され理学療法開始となった。
　術後2週の初期評価時の疼痛部位は左手関節遠位橈側、手
根部に認め、安静時痛、夜間時痛を認めた。前腕から手指に
かけて強く腫脹を認め、手根骨を触察することが困難であっ
た。ROM は左手関節掌屈が5°、背屈が0°、橈屈が5°、尺
屈が25°であり、前腕回内が80°、回外が0°であった。手指
は母指屈曲で制限を認めるも、2-5指は良好であった。仕事
は事務作業を中心に復帰していた。術後4週では腫脹は軽減
傾向にあり、日常生活もほぼ不自由なく可能となった。しか
しながら、術後6週においても、掌屈が20°、背屈が60°で
あり、特に掌屈動作において著明な可動域制限を認め、手関
節背側から月状骨の背側移動が認められず、ダーツスロー・
リバースダーツスロー動作の獲得も困難であった。これに対
して理学療法として、手関節掌屈時の月状骨の背側への移動
と、月状骨を遠位に引き出すことで背側橈骨手根靱帯の伸張
を徒手的に実施した。結果、術後12週では、掌屈が30°、
術後18週では、掌屈が40°まで向上し、術後20週では掌屈
が45°となった。
【結論】 AO 分類2R3C2.1では予後が不良であると報告され
ている。月状骨は手関節掌屈時、凸の法則に従い背側へ移動
するのに対し本症例は背側移動が認められなかった。これは
術後からの強い腫脹及び疼痛遷延のため ROM 制限を呈した
ことで、橈骨月状骨靱帯、舟状骨月状骨靱帯、背側橈骨手根
靱帯の拘縮が生じたと考えた。月状骨が背側に移動しないこ
とから月状骨に対する有頭骨の運動が制限、つまり手関節掌
屈の約60% の運動を有する手根中央関節の関節運動の制限、
また、月状骨が背側に移動しないことで橈骨に対する月状骨
の運動、舟状月状関節、月状三角関節の可動性も低下し、手
関節掌屈制限を生じたと考えた。
　よって、背側橈骨手根靱帯の伸張性が向上し、橈骨に対す
る月状骨の運動、舟状月状関節、月状三角関節の可動性が向
上したことにより、手根中央関節での運動が獲得され、掌屈
ROM が向上したと考える。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき、症例に発表内容、
個人情報保護対策、同意と撤回について説明し、文書にて同
意を得て、安全管理及び個人情報の保護に努めた。

橈骨遠位端骨折術後
―  月状骨が主として可動性が低下したと
され掌屈制限を呈した一症例―

○松本　優吾1）、柴原　基2）

1）しばはら整形外科スポーツ関節クリニック リハビリテーション科
2）しばはら整形外科スポーツ関節クリニック 整形外科

Key words：手根中央関節、橈骨、掌屈
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【はじめに】 感覚障害や異常感覚が生じた症例に対し、残存
した感覚機能を用いた識別練習の効果が報告されているが、
異常感覚に対する効果は明確ではない。今回、頚椎症性脊髄
症術後に痺れと前足部の異常感覚が増強した症例に対し、重
心位置の誤認に着目した介入を行い、異常感覚と歩行能力の
改善を認めたため報告する。
【症例紹介】 症例は頚椎症性脊髄症を呈し、C3～ C7間の椎
弓形成術を施行した70歳代男性である。術前の約2か月前
より歩行困難であり、自宅内移動は後方介助で、もたれるよ
うな歩行を呈していた。初期評価（第42病日）では、Berg 
Balance Scale（BBS）が39点、10m 歩行テストが12.3秒、
左右の足底の痺れは NRS8で術前よりも増強していた。足
底の表在感覚は回数法で評価し、前足部・踵がともに右が
3/5、左が2/5であった。床反力計（テック技販社製）を用い
た立位姿勢評価では、足圧中心（COP）は左後方へ偏移し、
動揺面積は15.4 ㎝、前脛骨筋の過剰収縮を認めた。独歩は
中等度介助で、両側踵打ち様歩行を呈し、左立脚中期は足趾
伸展を認め、立脚後期は前足部に異常感覚を訴えた。歩行時
の努力感の NRS は10であり、歩行中は下方を注視していた。
【経過】 症例は術前からの姿勢戦略が残存して後方重心の立
位であるが、自覚に乏しく、むしろ前方重心であると誤認し
ていた。この誤認により実際の重心位置と不一致が生じ、前
足部に荷重した際の異常感覚を誘発し、歩行を阻害している
と考えた。そこで、一定の残存を認めた足底の表在感覚に着
目し、足関節運動と足底圧の変化を関連づけた教示により、
重心位置の誤認が改善し、不一致が軽減すると考えた。介入
は、前後方向に傾く一軸不安定板と硬度の異なるクッション
を用いた。端座位で足底に不安定板を設置し、その下に設置
したクッションの硬度を底背屈運動によって識別する課題を
20分、5日間行った。最終評価（第56病日）では BBS が51
点、10m 歩行テストが9.8秒、表在感覚は右前足部5/5、右
踵部と左前足部、後足部が4/5となった。立位姿勢は前脛骨
筋の過剰収縮が改善され、COP は前方に偏移し、動揺面積
は8.8 ㎝に変化した。踵打ち様歩行や足趾伸展は消失し、左
右の立脚後期では前足部の異常感覚が軽減した。歩行時の努
力感の NRS は5となり、歩行中の下方注視も消失し。ADL
は歩行器歩行見守りから独歩自立となった。
【結論】 予測と実際の感覚情報の不一致により異常感覚が誘
発されることが報告されている。本症例は、体性感覚が残存
していたが、異常感覚によってマスクされており、後方重心
の自覚は得られず、姿勢が修正されないため、不一致が残存
して異常感覚を誘発する悪循環に陥っていたと考えた。頚椎
症性脊髄症により感覚障害や異常感覚が生じ、歩行能力が停
滞した症例に対し、残存した感覚機能に着目し、識別能力を
高める介入が有用である可能性が示唆された。
【倫理的配慮】 本報告関して書面にて説明を行い、同意を得た。

頚椎症性脊髄症術後に前足部の 
異常感覚により歩行の不安定性を 
生じた一症例

○坂下　潤治1）、伊藤　拓海2）、佐伯　摂理3）、赤口　諒4）

摂南総合病院 リハビリテーション科

Key words：頚椎症性脊髄症、異常感覚、感覚障害、歩行
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【はじめに】 高齢者における骨粗鬆症や認知機能の低下は転
倒・骨折のリスク因子とされており、特に繰り返し観血的治
療を受ける症例では、身体機能の低下や疼痛が顕著となりや
すい。本報告では、過去5年間に四肢骨折を9度受傷し、8
度の観血的治療を施行された症例に対し、疼痛と身体活動量
の向上に着目した介入を行い、受傷前 ADL への復帰を果た
した経過について報告する
【症例紹介】 80代女性。施設入所中に転倒し大腿骨骨折を受
傷した。保存的加療目的に前院に入院後、第43病日目に当
院へ転院となった。既往歴に70代後半から両上腕骨頚部骨
折、肋骨骨折、橈骨遠位端骨折、右膝蓋骨骨折、左右大腿骨
頚部骨折及び右大転子骨折を含む計8回の観血的治療を受け
ており、今回で9回目の骨折であった。合併症に双極性障害
を有し、疼痛への過敏性及び動作への恐怖心が強く、安静度
遵守や介入の進行に影響があった。転院時は、Numerical 
Rating Scale（以下、NRS）にて安静時8、動作時9と高値を
示し、夜間も疼痛による不眠傾向を呈していた。関節可動域
は右股関節伸展 -20°、外転0°、外旋 -5°、左膝伸展 -20°、
両上肢の挙上制限を認め、FIM は60点（運動40点、認知20
点）、起居・移乗動作は疼痛と不安により介助を要し、歩行
疼痛由来の逃避反応を呈していた。
【経過】 本症例は疼痛に対する過敏性、精神的要因による活
動量の減少と身体機能の低下が複合的に存在していると考え、
早期から疼痛管理と活動量の確保を両立させることを中心に
介入した。第44病日より、夜間安眠のためのポジショニン
グを行い覚醒回数が減少した。また、第46病日より免荷式
歩行器による歩行を開始し、疼痛の訴えなく500m 以上の連
続歩行が可能となった。第69病日には車椅子移動自立とな
り、第76病日には病棟内での歩行器歩行が自立した。疼痛
スコアは第56病日に NRS5、第60病日で3、第62病日には
0となった。第102病日に元の施設に退院となり、退院時の
FIM は94点（運動74点、認知20点）であった。
【結論】 本症例では、疼痛への過敏性と精神的不安が活動制
限を助長しており、ADL 獲得の阻害因子であった。この状
況は後藤らが報告したように、大腿骨近位部骨折症例におい
て、疼痛に対する破局的思考が身体活動量や運動耐容能の低
下に影響するという報告と合致する。そこで、ポジショニン
グによる睡眠の質の改善、ならびに免荷歩行器を用いた歩行
などの介入を組み合わせることで、身体活動量の増加、疼痛
の軽減と共に自発的な動作意欲が回復したと推測される。特
に動作中の成功体験の積み重ねが疼痛不安の緩和につながり、
安心感をもたらした点は重要であったと考える。また、本報
告では身体活動量の変化について定量的な評価が行えておら
ず、介入の効果を客観的に検証する上で限界があった点は今
後の課題である。
【倫理的配慮】 本発表に関して、対象者に対し内容や目的に
ついて十分に説明を行い、書面による同意を得た。

多発骨折症例に対する疼痛管理と 
身体活動量の向上に着目した介入経験

○杉本　善宏、奥埜　博之
奈良東病院 リハビリテーション科

Key words：多発骨折、疼痛管理、身体的活動量

P-08

【はじめに】 独歩可能な高齢関節リウマチ患者が両下肢を骨
折し、両下肢免荷と部分荷重期間を長期間強いられたが、天
井レール走行式免荷リフト（モリト - 社製 SS-450、以下免
荷リフト）と免荷量計（モリト - 社製 MHS-2600）の活用に
より、独歩再獲得に至った経験をしたため報告する。
【症例紹介】 X 年 Y 月 Z 日デイサービスの職員が自宅に迎
えに行った際に転倒しているところを発見し、当院の地域包
括医療病棟へ救急搬送となる。診断名は右大腿骨骨幹部骨折

（らせん骨折）であり、Z+2病日目に観血的整復固定術（以
下、ORIF）を施行された。しかし、Z+7病日目、左膝痛が
残存したため精査したところ、左脛骨高原骨折が判明し、
Z+23病日目に ORIF を施行された。免荷期間はそれぞれ手
術日より右下肢は術後完全免荷6週間、左下肢は術後完全免
荷8週間 +4日であった。
　患者属性について、年齢81歳、女性、体重35.1 ㎏、身長
150.0 ㎝、関節リウマチは steinblocker の stage 分類Ⅲであ
り、受傷前は要介護3でデイサービス等を利用し独居生活を
していた。
【経過】 当院入院当初の ADL は、両下肢免荷にて食事以外
は全介助（FIM 運動項目19点）であった。
　右下肢については手術日より完全免荷期間を経て、Z+45
病日目より1/3荷重、Z+60病日目より2/3荷重、Z+76病
日目より全荷重の荷重スケジュールであった。左下肢につい
ては手術日より完全免荷期間を経て、Z+83病日目より1/3
荷重、Z+100病日目より2/3荷重、回復期リハビリテーショ
ン病棟入棟時の Z+114病日目より全荷重を開始した。両下
肢とも完全免荷の期間においては、ベッド上で廃用予防のプ
ログラムを実施し、右下肢が部分荷重開始となってからは
ティルトテーブルを活用し右下肢荷重練習を開始した。そし
て右下肢が全荷重、左下肢が部分荷重開始になった段階から
免荷リフトを使用し、左下肢の荷重許可範囲内にて徐々に荷
重量を増加させ、立位・歩行練習を実施した。
　Z+122病日目より病棟にて歩行器歩行練習が開始され、
その翌週に病棟内での歩行器歩行が自立となった。並行して
独歩練習も実施し、居室内程度の近距離では独歩自立レベル
を獲得した。
　Z+188病日目の退院時には、病棟内での歩行はシルバー
カー歩行を使用し、自立レベルとなった。FIM 運動項目は
75点に改善した。
【結論】 両下肢の骨折例（両下肢完全免荷期間、段階的部分
荷重練習時期あり）かつ、関節リウマチに罹患されており、
その練習展開に工夫が必要であった。本症例は免荷リフトを
積極的に活用したことで、安全かつ効果的に荷重練習が実施
でき、独歩獲得に至ったものと考えられた。
【倫理的配慮】 本症例報告は、ヘルシンキ宣言に従い、口頭
にて説明の上、同意を得て行っている。

両下肢骨折により完全免荷となった 
高齢リウマチ患者に対する天井レール
走行式免荷リフトによる治療経験

○西出　早希、近藤　唯、近藤　由悠、木村　宏美、上原　貴廣、
中前　喬也
北大阪ほうせんか病院 リハビリテーション科

Key words：両下肢骨折、免荷、天井レール走行式免荷リフト
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【はじめに】 認知症を有する超高齢患者が、屋外で転倒し脛
骨高原骨折を受傷し、保存加療（完全免荷期間、部分荷重期
間あり）の方針となった。天井レール走行式免荷リフト（モ
リト - 社製 SS-450、以下免荷リフト）と免荷量計（モリト -
社製 MHS-2600）を活用し、歩行能力の改善並びに骨癒合の
促進に至った可能性が考えられたため、その治療経過を報告
する。
【症例紹介】 X 年 Y 月 Z 日、屋外にて自転車を押していて
ペダルが引っかかり転倒し、その後より左膝痛が出現した。
しばらく自宅で療養していたが、痛みが強く自宅生活が困難
となり、当院へ入院の運びとなった。診断名は、左脛骨高原
骨折（AO 分類41-B1）であった。手術加療も選択肢にあっ
たが、ご家族と相談の上、ギプス固定（膝関節固定）1ヶ月、
左下肢完全免荷にて保存加療の方針となった。車椅子移乗は、
一側下肢挙上板付車椅子へ患肢の介助者含め2名での介助に
て実施した。
　患者属性について、年齢90歳、男性、体重62.2 ㎏、身長
150.0 ㎝、受傷前はセルフケア自立しており、息子氏と二人
暮らしであった。入院時認知機能は、MMSE が21/30点、
HDS-R が23/30点であった。
【経過】 当院入院当初の ADL は、ギプス固定・左下肢完全
免荷にて食事・整容以外は全介助であった。理学療法開始当
初は、平行棒内にて健側下肢機能の維持や右下肢の可能な範
囲での機能維持中心の介入であった。一方で病棟生活では、
日中は廃用症候群を予防するため食事時は車椅子で食事を摂
取し、その後の整容も車椅子上で行う等、病棟スタッフとと
もに協働した。
　Z+30病日目にギプスカットが行われ、左膝関節の関節可
動域練習が開始となった。開始時膝屈曲は90度可能となり、
標準型車椅子に変更して離床を進めた。ただ、骨癒合が遷延
しており、左下肢完全免荷期間は延長となった。
　Z+72病日目より両側支柱付き膝装具を装着した上で、
1/4部分荷重許可のもと、まずはティルトテーブルを使用し
荷重練習を開始し、同荷重量では疼痛が出現しないことを確
認した。しかし、荷重制限に関するコンプライアンスが低下
しており、荷重量を自己管理することは難しかった。そこで
免荷リフトを活用し、積極的に立位歩行練習を行う方向へと
プログラムを変更した。
　Z+109病日目の画像所見では、遷延していた骨折部に仮
骨が形成され、入院 +130日より全荷重の方針となった。
【結論】 免荷や部分荷重に対するコンプライアンスが低下し
ていた超高齢患者に対し、その練習展開に工夫や安全管理が
必要であった。本症例は免荷リフトを積極的に活用したこと
で、安全かつ効果的に荷重練習が実施でき、歩行能力の改善
並びに骨癒合の促進に至った可能性が考えられた。
【倫理的配慮】 本症例報告は、ヘルシンキ宣言に従い、文書
にて本人およびご家族に説明の上、同意を得て行っている。

認知機能が低下している超高齢者に 
おける脛骨高原骨折後の天井レール 
走行式免荷リフトによる治療経験

○仲田　達哉、酒井　優樹、吉岡　麻衣、来海　健太、 
木村　宏美、上原　貴廣、中前　喬也
北大阪ほうせんか病院 リハビリテーション技術科

Key words：認知機能、脛骨高原骨折、天井レール走行式免荷リフト
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【はじめに】 小脳損傷による中枢性めまいでは、前庭神経核へ
の抑制線維の損傷により脱抑制が生じるとされている。これ
に対する介入として、頭部運動と同期して移動する目標物を
注視して前庭動眼反射（VOR）の抑制を図り、頭部運動の速度
で負荷が調整できる VOR cancellation training（VORCT）が
報告されている。本報告では、強いめまいと嘔気が生じた小
脳出血症例に対する VORCT の有用性を検討する。
【症例紹介】 症例は小脳出血と診断され開頭血腫除去術を施
行した70歳代男性である。第41病日の当院転院前より動作
時のめまいと嘔吐を繰り返し、前院では積極的な理学療法が
困難であった。第47～51病日の理学療法評価では、Scale 
for the Assessment and Rating of Ataxia（SARA）が11.5
点で左上下肢に失調症状を認め、Berg Balance Scale（BBS）
が37点であった。立位・歩行時や頭部運動を伴う動作でめま
いと嘔気を訴え、ADL はポータブルトイレ自立に留まった。
眼振評価では右向き水平の自発眼振を認め、めまいの主観的
評価である Dizziness Handicap Inventory は Emotional 項
目（DHI-E）が20点、Hospital Anxiety Depression Scale は
不安項目（HADS-A）が10点で、めまいと嘔気への強い不安
を認めた。また、床反力計（テック技販社製）と筋電計（Plux
社製）による静止立位評価では、下腿筋群や上肢帯の過緊張
といった代償的姿勢制御は認めなかった。
【経過】 症例は右小脳半球損傷により右前庭神経核の脱抑制
が生じたことで、右向きの自発眼振や動作時のめまいが発現
したと考えた。加えて、不安を伴う歩行・動作練習を積極的
に行うことは、姿勢制御において失調症状や不安に対する代
償的な過緊張を助長する恐れが示唆された。そこで、介入は
VORCT を20分／日、5日／週を3週間行った。方法は、1
分間を1セットとしてめまいが消失するまで休憩を挟み、目
標物の注視が可能な頸部回旋速度を設定し、負荷を調整した。
最終評価（第74～77病日）では、SARA は10点、BBS は
45点、DHI-E は10点、HADS-A は3点に改善し、ADL は
歩行器歩行自立となった。また、最大のめまいと嘔気に対す
る Visual Analogue Scale では、めまいは7.5から1.9、嘔気
は7.6から2.0に改善したが、右向きの自発眼振は残存した。
【結論】 自発眼振が残存したことから、適応の効果は部分的
であったと考えられる。一方、めまいを誘発する頸部回旋運
動を繰り返したことで慣れの効果が生じ、めまいや嘔気が軽
減した可能性がある。加えて、許容範囲内でめまいを再現・
消失させる暴露は不安軽減に有効と報告されている。このこ
とからも負荷を調整した VORCT によりめまいが軽減し、
不安の改善や ADL の向上に寄与したと考える。以上より、
強い嘔気や不安を伴う中枢性めまい症例に対し、適応や慣れ
の過程を考慮して VORCT の負荷を調整することが、めま
いや不安の改善に有用である可能性が示唆された。
【倫理的配慮】 本発表に関して書面にて説明を行い、同意を
得た。

めまいと嘔気を強く認めた 
小脳出血症例に対する VOR 
cancellation trainingの有用性の検討

○伊藤　拓海1）、藤田　大輝2）、荘加　克磨3）、福本　匠吾4）、
池田　勇太1）、赤口　諒1）

1）摂南総合病院 リハビリテーション科
2）西大和リハビリテーション病院 リハビリテーション部
3）中部国際医療センター リハビリテーション技術部
4）JCHO星ヶ丘医療センター リハビリテーション部

Key words：VOR cancellation training、中枢性めまい、小脳出血
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【はじめに】 近年、COVID-19に関連する横断性脊髄炎が報
告されており、経皮的電気刺激（TENS）や歩行補助ロボッ
トによる介入、バランストレーニングによる機能改善が報告
されているが症例数は少ない。今回、COVID-19後の横断
性脊髄炎に対して歩行機能向上を目標とした理学療法介入を
行った症例について報告する。
【症例紹介】 50代 男 性。 身 長：170 ㎝、 体 重：71.5 ㎏、
BMI：24.6 ㎏/m2。COVID-19罹患後に痺れ、膀胱直腸障
害が出現し前医でステロイドパルス療法を施行したが、症状
改善乏しく当院へ転院となった。転院後も同様の治療を実施
され自宅退院したが、その後も症状進行を認め、血漿交換療
法目的に再入院となった。初期評価（入院2日目）の足関節
ROM（膝屈曲・伸展位：R/L）：5°・15°/5°・20°。MMT

（R/L）：股関節屈曲：4-/4、伸展：2/2、外転：2/2、膝関
節伸展：4/5、足関節背屈：2/4。modified Ashworth scale

（mAS）：1。表在・深部感覚障害、痺れの髄節レベルは
C6-C8に 加 え Th4以 遠。Berg Balance Scale（BBS）：
43/56。10m 歩行：9.97秒 /15歩。Timed Up and go Test

（TUG）：（R/L）14.50秒 /14.91秒。2分間歩行：71m。移
動手段は伝い歩き、または両手杖であった。
【経過】 下肢の筋力・感覚機能の低下、痙性歩行を認めたた
め、下肢筋力強化に加えステップ練習や足部への感覚入力な
どを実施した。また、Hybrid Assistive Limb（HAL）を使
用したロボット支援下での歩行練習や自主トレーニングとし
て前脛骨筋に対する TENS も実施した。最終評価（入院28
日目）の足関節 ROM（膝屈曲・伸展位）：5°・15°/5°・20°。
MMT：股関節屈曲：4-/4、伸展：2/2、外転：2/2、膝関
節伸展：5/5、足関節背屈：2/4。痙性や感覚障害、痺れの
程度は変化なし。BBS：43/56。10m 歩行：18.00秒 /20歩。
2分間歩行：87m。TUG：17.40秒 /15.63秒。基本動作は著
変なし。4週間の理学療法介入を行った結果、運動耐容能に
僅かに改善を認めたが身体・歩行機能の改善には至らず、さ
らなる理学療法加療を目的に回復期病院へ転院された。
【結論】 COVID-19後の横断性脊髄炎に対して歩行機能向上
を目標に介入した。先行研究を基に有効とされる介入を実施
したが身体・歩行機能の改善には至らなかった。本症例は労
作後の痺れの訴えが強く、症状悪化を避けるために慎重に運
動負荷を設定する必要があった。また、HAL や TENS は神
経可塑性を促す上で重要と報告されているが、十分な効果を
認めなかった。歩行機能の改善が得られなかった原因として、
機能改善に必要な運動負荷量を確保できなかった事や、介入
期間や頻度の問題が考えられる。また、先行研究は症例数が
少ないことから、本症例は既知の治療介入に対する難治例で
あった可能性も考えられ、今後も COVID-19後の横断性脊
髄炎への介入方法検討が必要と考える。
【倫理的配慮】 本発表に際し症例の個人情報とプライバシー
の保護に配慮し、十分な説明を行なった後に口頭及び書面で
同意を得た。

包括的リハビリテーションが 
奏功しなかったCOVID-19関連横断性
脊髄炎の一症例

○森田　俊毅、浦　慎太朗、辻本　実奈美、本田　憲胤、 
大洞　佳代子
医学研究所北野病院 リハビリテーション科

Key words：COVID-19、脊髄炎、難治症例
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【はじめに】 ロボット支援歩行練習（robot assisted gait train-
ing：RAGT）は、「脳卒中治療ガイドライン2021」において、
推奨度 B とされている。今回、RAGT を行い、退院時に歩
行修正自立に至った重度片麻痺および重度失語症を呈した左
皮質下出血の一例を経験したので報告する。
【症例紹介】 症例は、50歳代男性、左皮質下出血を発症し、
血腫増大および midline shift により、開頭血腫除去術が施
行され、発症後21日目に当院回復期リハビリテーション病
棟へ転院した。
　入院時、身長169.0 ㎝、体重61.2 ㎏、Stroke Impairment 
Assessment Set（SIAS）の下肢運動機能0-0-0、感覚機能
1-1、体幹垂直性3、腹筋力3、言語機能1B であった。標準
失語症検査における聴理解は、単語6/10、短文3/10、口頭
命 令0/10で あ っ た。Functional Independence Measure

（FIM）の「理解」は2点、歩行は長下肢装具と4点杖を使
用して中等度介助であった。
【経過】 発症後22日目より、1日9単位、週7日体制で理学
療法（PT）、作業療法（OT）、言語療法（ST）を開始した。
27日目からは、PT の一環として RAGT を1日40分、週5
日で開始した。RAGT は、運動学習理論に基づいて開発さ
れ、多彩なフィードバック（Feed Back：FB）機能と精緻な
アシスト機能を有する Welwalk WW-2000（トヨタ自動車
株式会社製）を用いた。練習初期は、重度麻痺のため振り出
しが困難であった。前方モニターに足元を映し、足部接地位
置の視覚的目印を提示した。次に、麻痺側単脚支持期におけ
る体幹の前方崩れに対し、矢状面の鏡像を用いて体幹の垂直
保持を促した。さらに、麻痺側下肢の荷重不足に対して、モ
ニターに荷重量グラフを表示した。RAGT 中の歩行能力は、
発症後45日目に監視レベルに到達し、膝伸展および振り出
しアシストの量を段階的に減弱した。59日目には最小アシ
ストでの監視歩行が可能となり、60日目に RAGT を終了し
た。その後、93日目には短下肢装具と1本杖での平地歩行が
自立となった。
【結論】 本症例では、重度の運動麻痺に対して膝伸展や振り出
しを補助するアシストを行い、失語症に対しては視覚的フィー
ドバック（FB）を活用した RAGT を実施した。Canadian 
Stroke Best Practice Recommendations（2019）では、視覚
や聴覚によるフィードバックは歩行能力の改善に有効である
と示されている。Fitts が提唱する運動学習の認知段階にお
いて、課題を理解するためには言語理解が重要であるが、本
症例は重度失語症を呈していたことから、足部接地、単脚支
持期の体幹保持、麻痺側荷重不足といった課題に対し、段階
的かつ目的に応じた視覚的 FB を活用したことが歩行能力の
改善につながった可能性がある。
【倫理的配慮】 本研究は、当院研究倫理委員会の承認の上、
実施した。本症例の報告にあたり、患者本人（または代理人）
から文書による同意を得ている。

ロボット支援歩行練習を行った 
重度片麻痺と失語症を呈した 
歩行困難な左皮質下出血の一例

○河原　智、上野　芳也、佐藤　ちひろ、長坂　佳馬、 
大河内　亮、柳瀬　治彦、田井中　歩、飯田　雄貴、 
伊藤　慎英
社会福祉法人恩賜財団 済生会守山市民病院 リハビリテーション技術科

Key words：脳卒中、フィードバック、	
RAGT（robot assisted gait training）、失語症
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【はじめに】 脳卒中患者の骨格筋量は、筋力や歩行能力に関
連することが報告されている。その中で大腿四頭筋の筋厚が
歩行能力と関連することや、慢性脳卒中患者において筋肉内
脂肪が筋力と関係するなど、筋を量だけでなく質で評価する
必要性が高まっている。しかし、大腿四頭筋の筋厚や筋内脂
肪が歩行能力と関連することが示されてきたが、体幹筋群に
関する研究は少ない。本研究では、超音波診断装置を用いた
体幹筋群の筋厚・筋輝度の経時的変化と歩行補助具の使用有
無との関連を調査することを目的とした。
【方法】 対象は2024年6月～2025年2月に当院回復期リハビ
リテーション病棟へ入院し、独自で定めた包含基準を満たす
脳卒中患者14名とし、退院時病棟内歩行が独歩で自立して
いる独歩群、杖や押し車を使用し自立している補助具群に群
分けを行った。両群ともに入院時と退院時に、外腹斜筋（以
下、EO）、内腹斜筋（以下、IO）、腹横筋（以下、TrA）の筋
厚と筋輝度を超音波診断装置（SONON500 LⓇ（酒井医療社
製））で測定した。測定結果より、筋厚の変化量（退院時 - 入
院時）、筋輝度の変化量（退院時 - 入院時）を算出した。また
カルテより、基本情報、身体機能（Brunnstrom Recovery 
stage（以下、Brs）、Trunk Control Test、Berg Balance 
Scale（以下、BBS））や退院時の歩行能力（10m 歩行（以下、
10MT）、6分間歩行（以下、6MD）と関連を統計解析（対応
のない t 検定・相関分析）により検討した。
【結果】 対象者の群分けは、独歩群7名、補助具群7名であっ
た。基本情報において、両群間において有意な差を認めな
かった。身体機能面では入退院時 BBS、退院時の10MT、
6MD において独歩群が有意に高い結果（いずれも p ＜0.01）
となった。筋厚の変化量は、入院時の筋厚に両群間で差はな
く、補助具群において退院時に麻痺側 EO に有意な増加

（0.70（-1.3-1.85）、p ＜0.01）を認めた。筋輝度の変化量で
は独歩群の非麻痺側 IO は輝度の増加（4.07（-23.36-32.77）、
p ＜0.01）、補助具群の非麻痺側 TrA は輝度の低下（2.41

（-18.30-5.51）、p ＜0,01）を認め、麻痺側 IO の筋輝度は
Brs と中等度の負の相関（r=-0.55）を示した。
【結論】 麻痺側 EO の筋厚の変化量が増えた要因として、歩
行時の代償動作による体幹筋の過活動が影響している可能性
がある。輝度の変化は、脳卒中後に筋の弛緩・不動による影
響で麻痺側にて増加し、退院時の筋厚が微増もしくは減少し
ていることは、入院期間や、入院期間中の活動量低下などが
筋の変化に影響したと考えられる。今回の結果より、入院時
の評価のみでは退院時の歩行補助具の使用予測は困難だが、
筋厚・筋輝度の変化量を評価することで、歩行自立の可能性
を示す指標となり得ることが示唆された。
【倫理的配慮】 研究はヘルシンキ宣言に基づき対象者へ同意
を得て、当院倫理委員会の承認（承認番号：2025-15）のも
と行なった。

脳卒中片麻痺患者において独歩獲得に
必要な要因の検討
―  体幹の超音波画像診断による評価に 
着目して―

○丸石　善久1）、飯塚　崇仁2）

1）社会医療法人愛仁会 尼崎だいもつ病院 リハ技術部 理学療法科
2）社会医療法人愛仁会 尼崎だいもつ病院 リハ技術部 教育研修科

Key words：歩行、超音波診断装置、脳卒中
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【はじめに】 下垂足を呈する脳卒中患者に対し歩行機能を改
善させるために機能的電気刺激（以下、FES）を行うことは
妥当である。またゲートトレーナーは股関節運動を誘導する
ことにより歩行の効率性や対称性の改善を促す。左片麻痺に
より下垂足を呈した患者に対し、FES とゲートトレーナー
を使用し歩行が自立した症例を報告する。
【症例紹介】 40代男性、病前 ADL は自立しており、調理の
仕事をされていた。X 日に左上肢脱力と呂律困難があり前院
へ救急搬送、頭部 CT で右被殻出血を認め保存加療となり、
X+19日に当院へ転院となった。初期評価（X+19日）は ROM

（°）は足関節背屈（膝伸展位）20/10、（膝屈曲位）20/15、右
上下肢 MMT 5、Brunnstrom Stage（以下、BRS）（左）は
上肢Ⅱ、手指Ⅰ、下肢Ⅱ、Modified Ashworth Scale（以下、
MAS）ハムストリングス1+、下腿三頭筋2、感覚は左下肢の
表在・深部感覚ともに重度鈍麻、Fugl-Meyer Assessment
下 肢（以 下、FMA- 下 肢）8点、Mini-Balance Evaluation 
Systems Test（以 下、Mini-BESTest）1点、Functional 
Ambulation Category（以下、FAC）1、FIM68点。軽度の
注意機能障害を認めており、移乗見守り、車椅子移動に介助
を要した。X+19日から長下肢装具（以下、KAFO）を使用し
た後方介助歩行練習を実施していたが、下腿三頭筋の痙縮が
強く歩行効率の低下を認めたため、X+30日より前脛骨筋へ
の FES を導入し相反抑制作用による下腿三頭筋の痙縮を軽
減させることで歩行効率の改善を図った。
【経過】 X+58日から M-AFO での歩行練習を開始した。左
上下肢の痙縮軽減を目的に X+64日からバクロフェン内服を
開始した。Stiff knee gait を認めており、運動学習の促通の
ため X+72日からゲートトレーナーの使用を開始した。
X+75日に表面筋電図評価より、ジレット足継手付きプラス
チック短下肢装具（以下、ジレット AFO）での歩行が麻痺側
の下腿三頭筋の過剰な筋活動の抑制を認めたため、M-AFO
からジレット AFO に移行した。最終評価（X+104日）では
ROM（°）は足関節背屈（膝伸展位）20/10、（膝屈曲位）
20/20、BRS 下肢Ⅳ、MAS ハムストリングス1+、下腿三
頭筋1+、感覚は左下肢の表在・深部ともに軽度鈍麻、下肢
FMA14 点、Mini-BESTest17 点、FAC3、FIM117 点、
10MWT は0.80m/ 秒、3mTUG18.19秒であった。X+113
日にジレット AFO を作成し、屋内フリー歩行自立、屋外杖
歩行見守り、段差昇降見守りとなった。
【結論】 FES は痙縮、歩行速度を有意に改善する効果があり、
FES を使用することで歩行効率の向上を図り、運動量の確保
に繋がった。また、ゲートトレーナーを使用したことにより
遊脚振り子の形成が図れ、Stiff knee gait、足部クリアランス
の軽度改善を認め屋内歩行自立に繋がったが、屋外環境での
移動は転倒リスクが予測され、自立には至らず課題が残った。
【倫理的配慮】 本発表はヘルシンキ宣言に従い倫理と個人情報
に配慮し、口頭での説明を行い書面にて同意を得て実施した。

左片麻痺により下垂足を呈した患者に
機能的電気刺激とゲートトレーナーを
使用し歩行が自立した一症例

○中野　大斗、藤本　昂司、氏内　康友、池上　泰友
愛仁会リハビリテーション病院 リハ技術部

Key words：片麻痺、機能的電気刺激、歩行支援ロボット
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【はじめに】 脳卒中の歩行リハビリテーションの指標の一つ
に自己選択歩行速度があり、麻痺側下肢の推進力低下によっ
て悪影響を受ける。下肢推進力の指標には前方接地反力が存
在し、Trailing Limb Angle（TLA）、股関節伸展・膝関節
伸展・足関節底屈筋力と関連する。また、身体重心（COM）
を足圧中心より前方に推進することも下肢推進力の生成に寄
与する。しかし、下肢機能や COM を推進力に反映するため
の姿勢や下肢ポジショニングの最適化には課題が残る。本症
例は体幹が後方に偏位した歩容で下肢推進力を生成すること
が困難であり、下肢推進力と姿勢に着目しアプローチした経
過を報告する。
【症例紹介】 70代女性、突然の嘔吐と意識障害で搬送。左内
頸動脈後交通動脈分岐部動脈瘤の破裂によるくも膜下出血

（Fisher 分類 Group3、Hunt and Kosnik 分類 Grade Ⅴ）と
診断、緊急コイル塞栓術と脳室ドレナージ術を施行。第2病
日にスパイナルドレナージ、スパズム管理を開始。第21病
日に歩行練習を試みたが、後方重心で両股・膝関節が屈曲し
歩行困難。
【経過】 介助下で独歩練習を継続したが、体幹は足部より後
方で踵離地は生じず、立脚終期、前遊脚期は消失。第30病
日、筋力は Medical Research Council（MRC）SUM score 
24/27（R/L）、ハンドヘルドダイナモメーター（HHD）で股
関節伸展25.4N/35.3N（R/L）、膝関節伸展68.6N/106.8N、
足関節底屈128.4N/132.3N。Fugl Meyer Assessment（FMA）
下肢運動34点・感覚9点、Postural Assessment Scale for 
Stroke（PASS）19点、Trunk Control Test（TCT）87点。
体幹伸展位で独歩可能となったが、立脚側股関節の伸展と
COM の前方移動は不足。COM の前方移動を徒手的に誘導
して歩行練習し、介助なしで10m 独歩可能となり、第34病
日に動作解析を実施。踵離地は遅延、立脚終期は消失し、前
遊脚期に矢状面上で体幹と足部は概ね同位置であり TLA は
殆ど消失。体幹を前傾させるなど COM を前方に推進するよ
うに歩行練習や段差昇降練習を継続し、立脚終期が出現。第
42病日には、MRC SUM score29/29、HHD で股関節伸展
50.9N/50.9N、膝関節伸展168.8N/135.3N、足関節底屈
197.1N/211.8N、FMA 下肢運動34点・感覚12点、PASS 
32点、TCT100点と改善。見守りで連続300m 独歩可能で
あり10m 歩行テストは快適速度12.71秒 /22歩、最大速度
9.68秒 /19歩、Timed Up ＆ Go Test（R/L） は14.91秒
/12.93秒。立脚後期に体幹を立脚側足部よりも前方に移動
できており TLA は拡大。
【結論】 本症例は後方重心であり下肢推進力の生成が困難で
あった。COM を足部よりも前方に推進させるように誘導し
歩行能力が改善した。その結果、下肢推進力の指標である
TLA や筋力の改善に寄与した可能性がある。本報告の限界
として、評価が可能となった段階で記録しており自然経過の
影響を十分に考慮できていない可能性がある。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき本報告の内容と目的
を説明し口頭と書面で同意を得た。

後方重心で歩行困難であった 
くも膜下出血の一症例身体重心と 
下肢推進力に着目して

○若泉　裕真、山﨑　志信、古原　将馬、佐藤　公彦、菅　俊光
関西医科大学総合医療センター リハビリテーション科

Key words：脳卒中、歩行、身体重心
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【はじめに】 脳梗塞後に生じる同名半盲は、両眼の同側視野
が喪失する視覚障がいであり、日常生活活動の自立や自宅退
院の妨げとなることが知られている。同名半盲に対しては、
視覚探索練習が有効とされ、日常生活活動の自立度向上に寄
与する可能性が報告されているが、認知機能が低下した患者
に対する介入効果については十分に検証されていない。今回、
認知症を合併した脳梗塞後の同名半盲患者に対し、環境設定
や課題の難易度調整を行った視覚探索練習を実施した結果、
歩行能力に改善を認め自宅退院に至ったため報告する。
【症例紹介】 本症例は80歳代男性である。左後頭葉内側およ
び側頭葉内側に脳塞栓症を発症し、第13病日に当院回復期病
棟に転院となった。入院時評価では、下肢 Fugl-Meyer As-
sessment（FMA）27点、Functional Ambulation Categories

（FAC）1、Functional Independence Measure（FIM）運動
項目34点であった。認知機能は Mini-Mental State Exam-
ination（MMSE）18点であった。視野検査（対座法）は、正
中線を基準に左側約80度、右側約45度の視野範囲であり右
同名半盲を認めた。第25病日より歩行器を用いた歩行練習
が可能となり、歩行練習と併用して右同名半盲に対し眼球運
動による視野の補正を促したが、右側の障がい物に接触する
場面を認めた。
【経過】 そこで第43病日より歩行中の視覚探索練習を実施し
た。環境設定として、人通りの少ない場所で右側に目標物を
配置した。さらに、認知症を考慮し注意喚起の声掛けおよび
障がい物接触後のフィードバックを頻回に行った。課題の難
易度調整は、目標物の大きさを徐々に小さくする工夫を行っ
た。介入頻度は1日あたり4～5回とし、介入期間は退院時
まで継続して実施した。介入開始時は、30m の歩行路にお
いて障がい物への接触を約3回認めたが、練習の進行に伴い
接触は消失した。そこで、病棟など日常生活に近い環境下で
視覚探索練習を継続し、第69病日に病棟内移動が歩行器歩
行見守りとなり、第127病日に歩行器歩行自立となった。最
終評価では、下肢 FMA32点、FAC4、FIM 運動項目77点
に改善し、第152病日に自宅退院となった。
【結論】 認知症を合併した脳梗塞後の同名半盲患者に対して、
環境設定や課題の難易度を調整した視覚探索練習を実施した
結果、歩行能力の改善が認められ、自宅退院に至った。これ
より、適切な難易度調整や環境設定を行うことで、認知症を
有する同名半盲患者においても視覚探索練習は有効であると
考えられた。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき、本人および家族に
対し口頭で発表の内容を説明し同意を得た。

認知症を合併した脳梗塞後の 
同名半盲患者に対する視覚探索練習の
有効性について

○山田　凌平、井戸田　弦、吉田　啓志、近藤　駿
千里中央病院 リハビリテーション科

Key words：同名半盲、視覚探索練習、認知症
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【はじめに】 脳卒中後の歩行障害では、遊脚期のトゥクリア
ランス低下がつまずきや転倒のリスクを高め、日常生活の自
立度にも大きく影響する。特に重度の失語症を伴う症例では、
言語的理解や指示への反応が乏しく、主観的な観察や言語的
フィードバックに基づく評価・介入が困難となる。そのため、
効果的な介入方針の判断が難しいという課題がある。本症例
においても同様に指示理解得られず、適切な評価・介入の実
践に苦慮した。そこで、ウェアラブルセンサーを用いて関節
角度を客観的に分析し、トゥクリアランス低下の要因を明確
化した上で、立脚期への介入によって改善を得た経験を報告
する。
【症例紹介】 80代男性。X 年 Y 月 Z 日に旅行先で心筋梗塞を
発症し入院。入院7日目に左中大脳動脈領域の脳梗塞を合併
し、右片麻痺を呈した。Functional Independence Measure
では「理解」「表出」ともに1点で重度の失語症が確認され
た。Z 日 +30日に当院に転院しリハビリテーション開始。
介入当初は状態不安定で離床が進まず、また指示理解が得ら
れにくい状態であった。下肢筋力や感覚障害の程度は正しい
測定が困難で介入も難渋した。
【経過】 入院時、杖使用して軽介助下での歩行は可能であっ
たが、前遊脚期で麻痺側下肢つまずきが毎回確認された。電
気刺激療法や装具療法も効果乏しく、言語指示による気づき
の促しも容易ではなく学習に結びつかなかった。Z 日 +55
日に再評価を実施。Fugl-Meyer　Assessment の下肢スコ
ア（以下、FMA-LE）は18/34点、10m 歩行速度は19.0秒、
30m 歩行中に38回のつまずきが確認された。IoT 身体機能
計測サービス（以下、モフ測）を使用した歩行分析では、遊
脚期の大腿屈曲最大15°・伸展14°、膝屈曲最大43°と膝屈
曲不足が顕著であり、立脚終期の蹴り出し不十分による推進
力低下が要因と考えられた。そこで立脚期の支持性向上を目
的に、1日60分以上の免荷式歩行練習、前足部支持を意識し
た段差昇降、ペダル運動を4週間実施。その結果、FMA-
LE は22/34点へ向上、10m 歩行速度は17.5秒、つまずきは
9回に減少。遊脚期の大腿屈曲角度26°、膝屈曲角度55°へ
改善し、トゥクリアランスと歩行安定性が向上した。
【結論】 重度失語症により言語的な理解・指示への反応が得
られない中でも、モフ測による関節角度の客観的評価を通じ
て課題を明確化し、具体的な介入戦略の立案が可能となった。
特に膝屈曲不足の要因を麻痺側立脚期に求め、その支持性向
上によって蹴り出しを改善する視点が、つまずきの減少と歩
行安定に寄与したと考える。今後、失語症のように評価や指
導が難しく、リハビリテーションが難渋する症例において、
ウェアラブルセンサーは有効なツールとなり得る。
【倫理的配慮】 本報告は本人および家族に対して口頭・書面
で説明し、同意を得た。

失語症患者に対する 
ウェアラブルセンサーを活用した 
歩行分析と介入の経験

○佐野　勇人、穴井　龍一、桑原　裕也
大阪たつみリハビリテーション病院 リハビリテーション部

Key words：ウェアラブルセンサー、失語症、歩行分析
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【はじめに】 視神経脊髄炎（NMO）は視神経炎と脊髄炎を中
核とする再発率の高い稀な自己免疫疾患である。脊髄炎では
運動麻痺や感覚障害、膀胱直腸障害を呈し、重症度は再発の
たびに増悪するが、初発でも車椅子生活となる。一方、脊髄
損傷者の歩行リハでは、十分な運動量と正しい反復動作によ
る感覚入力が重要である。特に、歩行の荷重や股関節伸展の
感覚入力による CPG の賦活は、筋活動を誘発することから
歩行機能の改善に必要である。これらの感覚入力を可能とす
る手段として長下肢装具（KAFO）が挙げられる。今回、重
度対麻痺を呈した NMO 患者に両側 KAFO を用いた積極的
な歩行練習を実施した結果、良好な成績を得たためその経過
を報告する。
【症例紹介】 60歳代、女性、診断名は NMO（抗 AQP4抗体
陽性；初発から6年）。下半身麻痺と排尿障害が出現し、胸
椎 MRI 画像（T2強調画像）で Th2～6に高信号域を認め
NMO の再発と診断された。ステロイドパルス療法および血
漿交換療法を実施した後、副腎皮質ステロイド薬と免疫抑制
剤の内服および生物学的製剤が開始された。第2病日より急
性期リハを開始し、初回評価は総合障害度評価尺度（EDSS）：
9.0（寝たきり）、ASIA（R/L）：運動；下肢0/0、感覚；触
覚20/20、痛覚20/20、神経学的損傷レベル；Th3、FIM：
運動項目／認知項目；13点 /35点であった。関節可動域練
習や上肢筋力増強運動、基本動作練習を中心に実施し、第
36病日より下肢の自動運動が出現したため平行棒内で両側
KAFO を用いた起立歩行練習を開始した。その後、第55病
日に回復期リハ病棟へ転科となった。
【経過】 入棟時評価（発症2ヶ月）は、EDSS：8.5（ベッド生
活）、ASIA（R/L）：運動；下肢10/10、感覚；触覚38/38、
痛覚38/38、FBS：4点、FIM：運動項目；42点、歩行：平
行棒と両側 KAFO で最大介助。歩行練習は30分／日を目安
に両側 KAFO を用いた後方介助で二動作前型歩行を実施し、
膝継手のリングロックを段階的に解除しながら第99病日に
両側短下肢装具（AFO）での歩行も追加した。中間評価（発
症4ヶ月）は、EDSS：6.5（補助具歩行）、ASIA（R/L）：運
動；下肢13/12、感覚；触覚38/38、痛覚38/38、FBS：13
点、FIM：運動項目；78点、歩行：歩行器と両側 AFO で
自立。歩行練習は杖と両側オルトップ AFO へ移行し、歩行
量は膝折れまたは Borg 13を目安に合計1 ㎞/ 日以上実施し
た。退院時評価（発症6ヶ月）は、EDSS：4.0（補助具なし歩
行）、ASIA（R/L）：運動；下肢17/15、感覚；触覚56/56、
痛覚56/56、FBS：49点、FIM：運動項目；88点、歩行：
屋内が独歩自立、屋外がバギーと右オルトップ AFO で監視、
第184病日に自宅退院となった。
【結論】 重度対麻痺を呈した NMO 患者に対する両側 KAFO
を用いた積極的な歩行練習は歩行再建に寄与する。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき、患者本人に口頭に
て説明し同意を得た。当院倫理審査委員会の承認を得て実施
した（承認番号：第25-066号）。

回復期リハ病棟での両側長下肢装具を
用いた歩行練習が最重症視神経脊髄炎
患者の歩行機能に及ぼす効果

○成原　徹1）、山本　洋司1）2）

1）関西電力病院 リハビリテーション部
2）関西電力医学研究所 リハビリテーション医学研究部

Key words：NMO、総合障害度評価尺度、EDSS、両側KAFO
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【はじめに】 慢性閉塞性肺疾患（COPD）患者は、労作時呼吸
困難を呈し、運動耐容能の低下をきたす疾患である。これま
で、呼吸リハビリテーションでは運動耐容能の改善効果が示
されているが、低頻度呼吸リハビリテーションにおいては、
十分な改善を得られない症例も経験する。運動耐容能の改善
が得られなかった者の特性を明らかにすることは、より効果
的な介入を提供できると考える。そこで、本研究の目的は、
低頻度呼吸リハビリテーション後に漸増シャトルウォーキン
グテスト（ISWT）が改善あるいは維持・減少した者の生活
背景や身体機能との関連を検討することとした。
【方法】 対象は、安定期外来 COPD 患者46例（男性41例／
女性5例、平均年齢75.9±7.0歳）とした。GOLD 重症度分
類 は、groupA が15例、groupB が14例、groupE が17例
であった。主要測定指標は、生活背景として、配偶者の有無、
仕事の有無、車運転の有無、在宅酸素療法（HOT）の有無、
自宅周辺環境が平坦または坂道とした。副次測定指標は、三
軸加速度計で計測した身体活動量の歩数、週間エクササイズ
量、日間 Ex 量、3メッツ未満／以上の活動時間、握力、膝
伸展筋力、体組成、日常生活活動、息切れ、呼吸機能とした。
2群の群分けは、6か月間の低頻度外来呼吸リハビリテーショ
ン前後に実施した ISWT の変化量に基づき、改善が40m 未
満であった者を維持減少群、40m 以上の改善があった者を
改善群とした。呼吸リハビリテーションは、40分、1～2回
／月で、筋力トレーニング、有酸素トレーニングとこれらの
運動指導を中心におこなった。統計学的分析方法は、2群間
の比較に対応のない t 検定、名義尺度はカイ二乗検定を用い
て解析した。統計学的有意水準は、5% とした。
【結果】 2群の群分けは、維持減少群が29例、改善群が17例
であった。主要測定指標において、配偶者の有無（p=0.52）、
仕事の有無（p=0.08）、車運転の有無（p=0.54）、HOT の有
無（p=0.06）、自宅周辺環境（p=0.76）で有意な関連は認め
られなかった。また、すべての副次測定指標においても、有
意な差は認められなかった。
【結論】 低頻度呼吸リハビリテーション後に ISWT が維持減
少した者と生活背景、身体機能には関連がないことが明らか
となった。よって、運動耐容能を改善させるには、呼吸リハ
ビリテーションの頻度を考慮することや、その他の因子につ
いても検討していく必要があると考える。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に従い、対象患者には、書面
および口頭で説明を行い、自筆署名により同意を得た。

低頻度呼吸リハビリテーション実施後
の運動耐容能の増減は、生活背景と 
関連するか？

○大庭　潤平1）2）、小谷　将太3）、久保　智史1）、堀江　淳2）

1）大阪複十字病院 リハビリテーション科
2）京都橘大学大学院 健康科学研究科
3）神戸国際大学 リハビリテーション学部

Key words：慢性閉塞性肺疾患、運動耐容能、生活背景
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【はじめに】 近年、集中治療室（以下、ICU）を中心に ICU-
acquired weakness の予防といった目的のため神経筋電気
刺激（以下、NMES）が用いられる。NMES は電気刺激に
よって骨格筋の筋収縮を誘発し、骨格筋量の減少や筋力低下
を予防する効果がある。一方、重症患者などの全身性炎症反
応が顕著な病態では、安静時および運動時のエネルギー消費
量が健常人と比較し増加することが知られている。また、高
度な炎症反応による異化亢進期に行われるレジスタンスト
レーニングは筋蛋白質のさらなる分解を促進することが知ら
れており、重症患者に行われるトレーニングの運動負荷量の
調整は重要とされている。Clement らは重症患者に対する
NMES や床上エルゴメーター運動中の心拍出量への変動を
計測し、NMES 単独では筋局所の代謝活性の増加がみられ
たが、心肺応答を伴うような酸素消費量の増加は認められず、
低強度な介入であることを報告している。しかし、先述の報
告では NMES の実施時間が9分間と短く、実臨床では20～
60分で実施した報告が散見されているため、日常診療とは
乖離がある。加えて、実際の使用時間に即して運動負荷量を
検討した報告は少ない。そこで、急性心筋梗塞（以下、
AMI）にて高度救命救急センターに入室され、スワンガンツ
カテーテル（以下、SGC）が挿入された重症患者に対して40
分間の NMES を施行し、SGC とベッドサイドモニターの各
指標の経過から運動負荷量について検討する機会を得たため
報告する。
【症例紹介】 70歳後半男性、身長163 ㎝、体重69.3 ㎏。X 日、
胸痛にて救急搬送され、AMIと診断。X+1日、冠動脈造影検
査、経皮的冠動脈インターベンション（以下、PCI）を施行。
PCI 施行時に頻回嘔吐を認め、それに伴い SpO2が低下し、非
侵襲的陽圧換気療法が開始された。その後も呼吸状態不安定
のため、気管挿管を行い、筋弛緩薬投与下にて腹臥位療法が
開始となった。peakCPK：8124U/L、EF：37%、CRP：7.17 ㎎
/dL、Cre：1.20 ㎎/㎗、Lac：19 ㎎/dL、PO2：77.4 ㎜Hg。
【経過】 X+3日目に持続的な血圧低値を認め SGC を挿入。
X+4日目に人工呼吸器を抜管し、NMES が開始となった。
電子カルテで記録された10分毎の心拍出量、一回拍出量、
心拍数を用いて、各指標における循環応答の変動をもとに運
動負荷量を検討した。結果、各指標で著明な上昇はみられず、
NMES の運動負荷では筋局所の代謝活性の増加に留まり、
運動負荷量は低強度なものであると考察された。
【結論】 本症例では、40分間の NMES による運動負荷に対
して、心肺系の反応は限局的であり、嫌気性代謝閾値を超え
るような過度な運動負荷には至っていなかった可能性が示さ
れた。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき本報告の趣旨を十分
に説明し同意を得た。

急性心筋梗塞患者に対し40分間の 
神経筋電気刺激療法を行い循環応答の
経過から運動負荷量を検討した一症例

○笠松　竜太朗、青木　渉真、福田　崇人、山内　綸、 
宮崎　達也、大河内　陸玖、上ノ井　茉奈、井川　貞之
宇治徳洲会病院 リハビリテーション科
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循環応答、スワンガンツカテーテル
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【はじめに】 心不全入院中に脳梗塞を発症した症例を担当し
た。入院時より食事摂取困難、それに加え脳梗塞発症後、循
環動態不安定・低アルブミン血症となり、離床・運動負荷量
の調整に難渋した。全身状態・栄養状態に合わせ負荷量を調
整した結果、自宅退院に繋がったためここに報告する。
【症例紹介】 90歳代女性、身長144 ㎝、体重60 ㎏、BMI 
28 ㎏/m2。診断名：うっ血性心不全急性増悪。冠危険因子：
高血圧症、脂質異常症、糖尿病。現病：食欲不振、体重増加
し当院受診。体動時の倦怠感や動悸を認め入院。処方薬：サ
クビトリルバルサルタン、メキシレチン塩酸塩カプセル、ペ
マフィブラート。心臓エコー：LVEF：60%。心電図：正常
範囲内。主訴：食欲不振、倦怠感。Hope：自宅復帰。
Need：運動耐容能の向上。
【経過】 
〈心不全入院期：X+5日～〉 NYHA分類：Ⅲ。Nohria-
Stevenson 分類：dry ＆ cold。X-P：胸水貯留。血液検査：
NT-proBNP934pg/mL、Alb 1.1g/dL、CRP0.5 ㎎/㎗。体
重：62 ㎏。上下肢浮腫有り。食事：絶食対応。GNRI：79.94。
バイタル：安静時 HR70台、BP110/60 ㎜Hg、SpO2：98%。
労作時 HR90台、BP120/70 ㎜Hg、SpO2：98%。息切れ有
り。握力（㎏）：Rt11.6/ Lt13.3。膝伸展筋力（㎏f）：Rt13.7/
Lt15.2 Barthel Index（以下、BI）：65点。運動処方：体重
増加傾向のため服薬調整中。心不全症状もあり運動強度はカ
ルボーネン法係数0.2より開始、2～3METs にて実施。
〈脳梗塞発症期：X+15日～〉 X+15日右前頭葉脳梗塞発症。
X-P：両側胸水増加。血液検査：NT-proBNP979 pg/mL、
Alb1.1 g/dL、CRP2.6 ㎎/㎗。体重：62.3 ㎏。上下肢浮腫有
り。食事：絶食対応。GNRI：72。バイタル：安静時 HR90
台、BP 80～90/50 ㎜Hg、SpO2：98%（O2：2L）。労作時
HR100～110台、BP60～70/40 ㎜Hg、SpO2：98%、息切
れ有り、BRS-t：左上下肢手指 V。運動処方：離床時に血
圧・意識レベルの低下を認めたため、まずは座位時間を確保
し、運動負荷は栄養状態に配慮し低強度とした。
〈退院調整期・最終評価X+42～50日〉 X-P：両側胸水残存。
血液検査：NT-proBNP568 pg/mL、Alb1.5 g/dL、CRP 
1.0 ㎎/㎗。体重：53.9 ㎏。浮腫無し。食事：X+ ～20日よ
り開始。GNRI：71。バイタル：安静時 HR70台、BP90/ 
60 ㎜Hg、SpO2：98%。 労 作 時 HR90～100台、BP100/ 
80 ㎜Hg、SpO2：98%、息切れ有り。BI：50点。運動処方：
心不全症状、バイタルの改善に伴い、カルボーネン法係数
0.2、1.5METs から再開。
【結論】 本症例は心不全入院中に脳梗塞を発症し、脳血流量
の自動調節機能破綻により離床に難渋した。加えて低栄養に
伴う低アルブミン血症、肺鬱血による胸水貯留により運動負
荷量の調整に難渋した。心不全症状、栄養状態、神経学的変
化をモニタリングしながら、循環動態に配慮しカルボーネン
法に基づき運動処方を行った。結果、身体機能を維持したこ
とで本人の希望である自宅復帰へ繋がったと考える。
【倫理的配慮】 本報告はヘルシンキ宣言に基づき実施し、個
人情報の保護に十分な説明を行い、書面で同意を得た。

心不全入院中、脳梗塞発症により 
身体機能の維持に難渋した一症例

○矢吹　蓮、山下　有希
社会医療法人ONE FLAG牧病院 診療支援部リハビリテーション科
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【はじめに】 今回慢性心不全・冠危険因子が併存疾患にあり肺
炎を発症した患者を担当した。経過中、心不全増悪により体重
増加、血圧上昇、酸素化不良を認めたため運動負荷量を再考し
た結果、身体機能維持・向上に繋がったため、考察を踏まえこ
こに報告する。
【症例紹介】 90歳代前半。男性。身長168 ㎝、体重63.3 ㎏、BMI 
22.9 ㎏/m2。診断名：肺炎。現病歴：X 日咽頭痛・湿性咳嗽・
食欲不振あり、6日後当院受診し入院となる。既往歴：徐脈性心
房細動ぺースメーカー植込術（設定 VVI、HR60bpm）閉塞性動
脈硬化症、高血圧、糖尿病、慢性腎不全、高尿酸血症、慢性心
不全。入院前 ADL：独歩自立。心臓エコー：LVEF：62.9%、
Tr1/4（PPG41.0 ㎜Hg）。血液検査：NT-proBNP 7,150pg/㎖、
CRP0.2 ㎎/㎗。X-P：両側下葉を中心に肺炎像あり、胸水少量。
処方薬：サクビトリルバルサルタン、スピノラクトン、アゾセミ
ド、トルバプタン、エドキサバントシル酸塩水和物。
〈入院初期〉 NYHA 分類：Ⅱ。バイタルサイン：BP143/68 ㎜Hg 
HR60bpm SpO2：94%。SPPB：9点、握力：（Rt/Lt）22.4 ㎏
/25.4 ㎏、膝関節伸展筋力：（Rt/Lt）19.2 ㎏f/24.0 ㎏f。Barthel 
Index（以下、BI）50点。プログラム：ウォーミングアップ・
クールダウン（5分）レジスタンストレーニング（中強度）自転車
エルゴメーター20watt ×6分（2.6METs）。歩行：50 m ×2-3
回。運動後：BP122/76 ㎜Hg、HR63bpm、SpO2：97%　Borg 
scale13/13。
〈心不全増悪期〉 X+11日心不全・肺炎増悪。NYHA 分類：Ⅱ
～Ⅲ　体重66.9 ㎏。血液検査：NT-proBNP11,300 pg/mL。
CRP5.1 ㎎/dL。X-P： 胸 水 増 加。 バ イ タ ル サ イ ン：BP 
122/73 ㎜Hg HR60bpm SpO2：94%（O2：1L）　上下肢浮腫
出現。プログラム：ウォーミングアップ・クールダウン（10
分）レジスタンストレーニング（低強度）有酸素運動：電動サイ
クルマシン21回転／分×10分　歩行：25m ×4回。運動後：
BP150/69 ㎜Hg HR60bpm SPO2：96%（O2：1L） Borg scale：
12/12歩行後息切れあり。
〈回復期〉 NYHA 分類：Ⅱ。体重58.9 ㎏。血液データ：NT-
proBNP1250pg/mL　CRP0.2 ㎎/dL。X-P 所見：胸水減量、
肺炎像軽快。バイタルサイン：BP126/84 ㎜Hg　HR60bpm 
SpO2：98%。プログラム：ウォーミングアップ・クールダウ
ン（5分）レジスタンストレーニング（中強度）自転車エルゴ
メーター20watt 15分（2.6METs）　歩行：50m。運動後：
BP112/64 ㎜Hg　HR66bpm　SpO2：98%（room air）。Borg 
scale：11/11。SPPB：9点。握力：（Rt/Lt）27.4 ㎏/26.9 ㎏。
膝関節伸展筋力：（Rt/Lt）21.5 ㎏f/19.0 ㎏f。BI 85点6分間歩
行200 m。
【結論】 胸水増加し酸素化不良、上下肢浮腫出現、体重増加よ
りうっ血性の心不全増悪と考えた。また安静時より収縮期血圧
が高値であったため、交感神経活性抑制・血管拡張能改善を目
的にウォーミングアップ、クールダウン時間の延長、低強度の
運動を実施した。その結果心不全増悪期にも身体機能の低下を
予防し、維持・向上に繋がったと考える。
【倫理的配慮】 本報告はヘルシンキ宣言に基づき、個人情報保
護に十分な説明を行い、書面で同意を得た。

心不全増悪後、運動負荷量を再考した
ことで身体機能維持・向上に繋がった
一症例
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【はじめに】 超高齢社会に伴い、高齢者の退院支援は重要な
課題である。特に、独居高齢者の自宅復帰は、身体・認知機
能に加え、退院後の生活環境や社会的支援が影響する。本研
究では、回復期リハビリテーション病棟に入院した独居高齢
者を対象に、機能的自立度評価法（FIM）スコアを中心に、
元の住居へ退院できた予測因子を後方視的に検討した。
【方法】 2024年4月1日から2025年3月31日までに退院し
た入院前独居高齢者68名（自宅退院群46名、施設退院群22
名）を対象、収集項目は、入退院時の FIM（運動、認知、合
計）スコア、FIM 利得（退院時 FIM スコア - 入院時 FIM ス
コア）、年齢、性別、入院期間、疾患分類（運動器疾患、脳
血管疾患、廃用症候群）である。これらのデータに基づき、
自宅退院群と施設退院群の群間比較を行った。統計解析には
t 検定、U 検定、カイ二乗検定を用い、自宅退院の予測因子
としての FIM スコアの有用性を評価するため、受信者操作
特性（ROC）曲線解析を実施し、カットオフ値、感度、特異
度、曲線下面積（AUC）を算出した。
【結果】 自宅退院群と施設退院群の比較では、年齢および性
別に有意差は認められなかった。しかし、入院期間は自宅退
院群が有意に短かった（自宅群平均49.7日 vs 施設群平均66.3
日、p=0.005）。FIM スコアでは、入院時 FIM（運動・認知・
合計のいずれも）は自宅退院群が施設退院群より有意に高値
を示した（全て p ＜0.001）。具体的には、入院時運動 FIM は
自宅群約49.8点、施設群約26.7点、入院時認知 FIM は自宅
群約23.7点、施設群約16.8点であった。また、FIM 利得（機
能改善度）でも、運動 FIM 利得（自宅群約30点 vs 施設群約
10点、p ＜0.001）および認知 FIM 利得（自宅群約7点 vs 施
設群約3点、p=0.02）は自宅退院群で有意に大きく、自宅退
院群の方が機能改善度が高かった。ROC 解析の結果、自宅
退院を予測する入院時 FIM のカットオフ値は、運動 FIM38
点（AUC=0.89、感度0.85、特異度0.81）、認知 FIM20点

（AUC=0.83、 感 度0.78、 特 異 度0.75）、 合 計 FIM59点
（AUC=0.91、感度0.88、特異度0.84）であった。疾患別に運
動 FIM のカットオフ値をみると、運動器疾患で62点、脳血
管疾患で55点、廃用症候群で50点と、疾患分類によって異
なる傾向が示された。なかでも、入院時 FIM 合計34点と低
値にもかかわらず、FIM 利得40点を得て自宅退院に至った
100歳の超高齢者の症例も認められた。対象中90歳以上の超
高齢者全例（n=5）は自宅退院であったが、サンプル数の少な
さから統計学的な有意差は確認されなかった（p ＞0.05）。
【結論】 本研究の結果から、入院前独居高齢者における自宅
退院の可否を判断する上で、FIM スコアによる機能評価が
有用と示された。特に、入院時 FIM スコアが低い場合でも、
FIM 利得が自宅退院を可能にする重要な指標となりうるこ
とがわかった。また、疾患分類で運動 FIM スコアのカット
オフ値が異なる傾向が示唆され、今後の個別化した退院支援
計画の立案で重要な情報と考えられる。また、身体・認知機
能以外の生活環境や社会的支援の検討も必要である。
【倫理的配慮】 本研究はヘルシンキ宣言に沿い、個人情報が
特定されないよう匿名化されたデータを用い、実施した。

入院前独居高齢者における自宅退院の
予測因子と FIMスコアの有用性
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【はじめに】 訪問リハビリテーション（以下、訪問リハ）は
自宅生活の中で利用者自身の身体機能維持・向上を図りつつ、
実際の生活場面に即した介入を行っていくことが多い。しか
し今回、病院を退院後本来の生活の場である自宅ではなく長
女宅にて訪問リハ介入し、最終的に本人、家族が希望する独
居生活を再獲得できた症例を経験したので報告する。
【症例紹介】 対象は80代女性。要介護1。HDS-R26点。エレ
ベーターのないアパートの2階で独居生活をしていたが、転
倒により右大腿骨頸部骨折受傷。人工骨頭置換術を施行され
た。約2ヶ月間入院し、屋外歩行車歩行自立、屋内 T 字杖歩
行見守りとなったが、階段昇降に軽介助を要し、自宅独居生
活困難と判断し長女宅に退院、その後訪問リハ開始となる。
【経過】 退院時本人希望は「自分の家に帰りたい」、長女は
「できれば家に帰してあげたいが一人にさせるのは心配」と
発言あり。本人、家族、ケアマネと話し合い、2ヶ月後自宅
へ戻ることを目標に長女宅で訪問リハ介入開始。自宅アパー
トでの独居生活再獲得に向け、2階までの階段昇降安定と、
自宅周辺に坂道が多いため傾斜地歩行安定が課題となった。
1ヶ月目は屋内移動練習や日常生活動作練習、長女宅内の階
段昇降練習を主に実施。2ヶ月目は屋外歩行練習を中心に行
い、実際に自宅アパートに行き階段昇降練習も行った。その
後本人、長女、ケアマネとともに自宅アパートの家屋調査を
実施し、必要箇所に手すり等を設置。自宅内動作が安全に行
えることを確認し、自宅独居生活を再開した。3ヶ月目は自
宅内生活の安定やアパートの階段昇降、周辺傾斜地歩行の更
なる安定を目的に自宅アパートで訪問リハを継続し、自宅で
安全に独居生活を送れていることが確認できたため、訪問リ
ハ終了となった。
【結論】 独居高齢者は今後も増え続け、2035年には65歳以
上人口に占める一人暮らしの割合が男女ともに20% を超え
るとされている。地域包括ケアシステムにおいて、高齢者の
病院退院後の独居生活獲得やその継続がリハの重要な役割の
一つとなっていくと考えられる。今回の症例は自宅独居生活
を希望されていたが、階段昇降の不安定さに加え、家族の独
居生活への不安もあり長女宅に退院となった。しかし訪問リ
ハで身体機能の向上を図り、実際に自宅アパートでの動作練
習を行えたことで家族の不安も軽減され、本人が希望する生
活を続けることができることとなった。現在の医療保険制度
では早期退院が推奨され、本人が望む形での自宅退院が困難
な場合、老健等に入所しリハを継続することが多い。本症例
のように退院後一旦家族宅など自宅以外の住居でより実生活
に沿った訪問リハを継続し、住み慣れた地域・自宅でその人
らしい生活を再獲得するということも、今後の訪問リハの利
用方法の一つになると考えられる。
【倫理的配慮】 本報告にあたり、症例へ発表趣旨と内容に関
して説明を行い、口頭にて同意を得た。

自宅以外の住居での訪問リハを経て 
本人の希望する独居生活を 
再獲得できた一症例

○松原　達哉、高尾　卓、江口　悟
洛陽病院 リハビリテーション科

Key words：訪問リハ、独居、自宅以外の住居
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【はじめに】 近年、自律的かつ協働的な働き方が求められる
中で、心理的安全性の重要性が高まっている。従業員が自分
らしさを表現し、意見を言いやすい職場環境は、メンタルヘ
ルスの維持や組織全体の生産性向上にも関与する。そのため、
心理的安全性は顧客満足やサービスの質にも影響を与える要
因とされており、管理者向け研修の重要性が高まっている。
心理的安全性に関する検討は医療現場では進んでいるが、介
護現場における研究は限られており、今後の取り組みが求め
られる。そこで本研究では、介護事業所における心理的安全
性向上を目的とした管理者研修が、従業員の心理的安全性に
与える影響を検討した。
【方法】 対象は、某株式会社が運営する大阪市に位置する2
つのデイサービス事業所の従業員16名とした。方法は、各
事業所の管理者および管理者候補の従業員4名に対して心理
的安全性に関する研修をオンラインで月に1回、1時間開催
した。研修は、心理的安全性に関する講義、心理的安全性の
評価指標から各事業所で生じる可能性のある例についての討
議、先行研究の報告内容を各事業所に置き換えてのグループ
ワークで構成された。また、各事業所における自身の従業員
への関わりや今後実施する取り組みについて考え実行し、そ
の後の振り返りも行った。研修では、参加者が主体的に考え
る機会を多く提供し、発言の機会を増やすための声かけを行
うなど、発言しやすい環境づくりを体感してもらえるよう工
夫した。研修実施前後には、心理的安全性の評価指標を用い
て、各事業所の従業員の心理的安全性を評価し、統計学的に
検証した。具体的には、SPSS software version 28.0を用い、
正規性の確認の後、Mann-Whitney の U 検定を行った。な
お、有意水準は5% とした。
【結果】 心理的安全性の評価結果は、実施前が27.5±5.3点、
実施後が31.2±3.2点であり、有意な差は認められなかった
が（p=0.08）、平均値は3.7点と向上がみられた。
　研修内の成果として、グループワークで提案された取り組
みには、管理者が従業員の得意分野や不得意分野を把握し、
従業員を積極的に頼ることで、弱みを見せても安心できる環
境を築くといった内容があった。また、従業員が失敗しても
ポジティブなフィードバックを行い、失敗を個人の責任では
なくチーム全体の課題として捉えることが重要であるという
意見もあがった。
【結論】 従業員の就労環境の質は、上司のリーダーシップ行
動に影響されることから、研修の継続が従業員の心理的安全
性に良い影響を与える可能性が考えられた。また、心理的安
全性の向上を目指した管理者向けの研修は、介護分野におい
ても有効である可能性が確認された。
【倫理的配慮】 所属機関の人を対象とする研究倫理審査委員
会の承認（2023-21）を得て、対象者に本研究の趣旨を書面
と口頭で説明し同意を得た。

介護事業所職員の心理的安全性向上の
ための管理者研修による効果

○岡山　裕美1）、田中　直樹2）、大工谷　新一1）

1）北陸大学 医療保健学部 理学療法学科
2）株式会社リハライズ 訪問看護ステーションリハライズ

Key words：心理的安全性、管理者研修、介護
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【はじめに】 当院回復期リハビリテーション病棟では短下肢
装具を作成する患者に対し、作成時の評価、歩行分析、装具
選択、情報整理、退院後の情報提供に課題があった。そこで、
入院中および退院後に装具作成時点の情報と歩行状況を記
録・共有する「装具ノート」を導入し、その有用性と課題
についてアンケート調査を実施した。
【方法】 対象は、当院にて短下肢装具を作成した患者を担当
した理学療法士9名15件とした。装具ノートの主な記録項目
は、患者情報（身長、体重、保険種別、担当者、疾患名・発
症日）、理学療法的評価：Functional Ambulation Categories

（FAC）、Fugl Meyer Assessment（FMA）、Berg Balance 
Scale（BBS）、感覚検査、Modified Ashworth Scale（MAS）、
Manual Muscle Testing（MMT）、Range of Motion

（ROM）、歩行評価：10m 歩行テスト、Timed Up and Go
（TUG）、6分間歩行テスト、歩行問題点：歩行8相（初期接
地、荷重応答期、立脚中期、立脚終期、前遊脚期、遊脚初期、
遊脚中期、遊脚終期）ごとの観察、装具情報（種類、継手有
無、制作日・目的、使用上の問題点）である。
　ノート使用後、以下の3項目でアンケートを実施した。
① �装具作成時の評価、歩行分析、装具選択、情報整理にお

いて、情報的に悩む・困ることはあるか（0：とてもある、
1：ややある、2：あまりない、3：全くない）の4段階。

② �装具ノートは評価、分析、装具選択、情報提供において
役立ったか（0：全く役立たなかった、1：あまり役立たな
かった、2：やや役立った、3：とても役立った）の4段階。

③装具ノートに不足している点や意見（自由記載）。
【結果】 結果として、①に対し15名中15名（100%）が「や
やある」または「とてもある」と回答し②に対しても15名
中15名（100%）が「やや役立った」または「とても役立っ
た」と回答となった。③では、作成後の使用感や、装具が
治療用か生活用かの区別、使用後の歩行再評価の記載、作成
後の調整が必要な場合の記入欄の追加などが必要との意見が
挙がった。
【結論】 結論として装具作成時の情報整理に困難を感じてい
る状況が明らかとなり、装具ノートは情報整理や装具選定に
有用なことが示唆された。臨床での更なる実用性を高めるた
めには、使用後の変化や目的別の分類、再評価や調整状況の
記録など、より包括的な情報の記載が求められる。今後は対
象数を増やし、装具の選定・調整・歩行自立との関連性につ
いて検討を進めたい。
【倫理的配慮】 本研究は当院倫理審査委員会の承認を得て実
施した。

装具ノートの導入による装具評価の 
効果と課題

○桑原　寛明、指谷　裕也
社会医療法人寿会 富永病院 リハビリテーション部

Key words：装具ノート、短下肢装具、歩行分析
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【はじめに】 回復期リハビリテーション病棟入院患者の内、
12.6% が廃用症候群であり、その大多数が高齢者である。高
齢廃用症候群患者では、二次性のサルコペニアや低栄養を合
併することが多く、栄養管理と運動療法を含めた包括的介入
の重要性が報告されている。本研究では、廃用症候群患者に
対するより効果的な運動介入と栄養管理を再考するため、回
復期リハビリテーション病棟入退院時の変化を振り返り、効
果がある帰結について検証を行った。また、効果が見られに
くかった症例について、栄養状態と身体機能の変化より分析
を行った。
【方法】 対象は、当院に入院した廃用症候群患者14例（男性
8名女性6名、年齢84±6.5歳）である。運動療法は、理学
療法士および作業療法士が1回40～60分、1～2セッション
を毎日実施し、栄養管理は管理栄養士が実施した。嚥下機能
に問題のある患者は、摂食嚥下療法を言語聴覚士が行った。
評価項目は、体重、簡易栄養状態評価（MNA-SF）、大腿四
頭筋筋力、大腿四頭筋筋厚、FIM-motor とした。サルコペ
ニアの診断基準として、大腿四頭筋筋厚を BMI で除した
STAR を 用 い た。 統 計 解 析 は、 対 応 の あ る t 検 定 と
Wilcoxon の符号順位和検定を用いて、入退院時の各項目を
比較した。有意水準は5% とした。
【結果】 入院時 MNA-SF で低栄養に該当した患者は100%、
退院時は28.6% であった。入院時 STAR でサルコペニアに
該当した患者は69.2%、退院時は46.2% であった。入退院
時の比較で、体重（入院45.1±8.7 ㎏、退院46.8±8.6 ㎏）、
MNA-SF（入院3.3±1.6、退院8.1±1.8）、大腿四頭筋筋力

（入院10.1±3 ㎏、退院15.3±3.3 ㎏）、FIM-motor（入院
31.2±12.5、退院63.8±13.9）の有意な改善が見られた。一
方、大腿四頭筋筋厚に有意差は見られなかった（入院時17.7
±5.8 ㎜、退院時19.9±4.7 ㎜）。ADL の改善が乏しかった
2例は、食事摂取によるエネルギー充足率は高かったが、体
重は減少し、筋力、筋厚ともに改善が見られなかった。
【結論】 廃用症候群患者に対する回復期リハビリテーション
により、栄養状態、下肢筋力、ADL に改善は見られたが、
筋量の改善は乏しく退院時もサルコペニアに該当する症例が
多かった。より高強度の筋力トレーニングや神経筋電気刺激
の併用等、運動療法の介入内容を再考する必要性が考えられ
た。また、エネルギー充足率は十分であったが、体重・身体
機能・ADL の改善が見られにくい症例も存在し、より個別
的な栄養管理と運動療法が必要であると考えられた。
【倫理的配慮】 本研究は後ろ向き研究で個人の匿名性は確保
されており、データ使用の同意についてはオプトアウトを用
いた。

回復期リハビリテーションにおける 
廃用症候群患者の栄養状態と 
身体機能の変化

○福西　優、三木　惠美、西前　拓馬、岡部　友紀、池下　祥太、
藤田　大輝、小林　篤生、永田　智恵、尾川　達也、 
中村　潤二
西大和リハビリテーション病院 リハビリテーション部
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【はじめに】 人工膝関節全置換術（TKA）後は、術直後から
の離床が推奨されており、的確なリハビリテーション計画が
重要である。しかし、術後早期は疼痛や筋力低下により離床
が困難となる症例も多く、可及的早期に身体機能を的確に把
握する必要がある。また近年、国外では術後1週間以内の退
院が報告されており、術後1週以内に身体機能を的確に把握
することの重要性が増している。
　その中でも膝関節伸展筋力は、歩行再開や転倒リスクに直
結する予後因子であるが、TKA 術後1週以内における詳細
な筋力変化や疼痛との関連性については、不明である。本研
究では、ハンドヘルドダイナモメーター（HHD）を用いて、
TKA 術前から術後1週までの膝関節伸展筋力の経時的変化
を定量的に測定し、疼痛との関連性を含めてその実態を明ら
かにすることを目的とした。
【方法】 対象は当院で Medial parapatellar approach にて
TKA を施行した患者8名13膝（平均年齢75.5±7.4歳、女
性7名）である。
　評価項目は、HHD を用いた膝伸展筋力体重比（㎏f/㎏）と、
その測定時の疼痛強度（NRS）である。測定は術前、術後3日、
5日、7日に実施し、測定条件は先行研究を参考に、端座位

（股関節90°屈曲・膝関節90°屈曲）にて足底接地条件を統一
した。
【結果】 膝伸展筋力体重比は、術前0.29±0.08、術後3日
0.10±0.04、術 後5日0.12±0.05、術 後7日0.14±0.05で
あり、術前と比較して術後3日・5日・7日で有意に低下し
ていた。また、術後3日より術後7日で筋力の改善を認めた。
　疼痛との関係では、術前の膝伸展筋力と NRS に強い負の
相関（r=-0.82, p ＜0.01）を認めた。また術後5日でも同様
の負の相関（r=-0.74, p ＜0.01）を認め、術後早期において
も両者が関連する可能性が示唆された。
【結論】 TKA 術後1週以内という急性期における膝関節伸
展筋力の経時的変化を、HHD を用いて定量的に評価した。
術前および術後5日の疼痛強度と筋力との間に中等度以上の
負の相関が認められ、疼痛管理が早期筋力回復に寄与する可
能性が示唆された。これらの結果から、HHD を用いた術後
急性期の客観的な筋力評価は、離床可否の判断や転倒リスク
管理に有効であり、ADL 再開に向けた具体的指標としても
臨床応用が期待される。
　しかし、本研究は症例数が少なく、結果の一般化には限界
がある。今後は対象者を増やし、左右差や性別、術式なども
考慮した検討をすすめたい。
【倫理的配慮】 本研究はヘルシンキ宣言に則り、対象者に十
分な説明と同意を得た上で実施し、倫理的配慮を行った。

TKA術後急性期におけるHHDを 
用いた膝伸展筋力と疼痛の関連性

○山本　将揮、澤田　隆良、中西　隼士、中島　英士、 
森口　奈津美、糊田　崚、松田　陽大
高遼会病院 リハビリテーション科

Key words：人工膝関節全置換術後、膝伸展筋力体重比、疼痛
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【はじめに】 変形性膝関節症（以下、膝 OA）患者は、主に膝
痛改善や活動性拡大を目的に人工膝関節置換術（以下、
TKA）を施行されることが多い。先行研究では、手術前後
において身体活動量（以下、活動量）の増加については示さ
れているが、術後の経過で活動量の増加が乏しいケースも存
在しており、活動量が増加した対象者の特徴を検討した研究
は現状少ない。活動量が増加した対象者の特徴を明らかにす
ることは、予後予測および術前術後の効果的な理学療法介入
に寄与できると考える。そこで本研究は、TKA を施行され
た患者を対象に、術前から術後12ヶ月での活動量の改善度
から2群に分類し、術前、退院時、術後12ヶ月の各時期に
おける身体機能および精神心理機能をそれぞれ比較検討する
こととした。
【方法】 対象は、当院にて TKA を施行された膝 OA 患者18
名とした。評価は手術前、退院時、術後12ヶ月に実施した。
評価項目は、活動量として3軸加速度計を用いて歩数を測定
した。身体機能は膝関節屈伸可動域、膝伸展筋力、5m 歩行
時間、TUG、階段昇降テスト、身体組成を計測した。膝痛
強度は VAS、QOL の評価は日本版膝関節症患者機能評価尺
度（以下、JKOM）、精神心理機能の評価は、破局的思考を
Pain Catastrophizing Scale（以下、PCS）、不安・抑うつを
Hospital Anxiety and Depression Scale（以下、HADS）を
用いた。
　術前から術後12ヶ月における歩数の変化量を算出し、先
行研究を参考に、術前から歩数が1,500歩以上増加した患者
を増加群、1,500歩未満の増加にとどまった患者を非増加群
と分類した。統計学的解析は、測定時期（術前、退院時、術
後12か月）および群（増加群／非増加群）を要因とした二元
配置分散分析（two-way ANOVA）を用い、多重比較には
Bonferroni 補正を適用した。なお、統計学的有意水準は5%
とした。
【結果】 多重比較の結果、退院時において、非増加群と比べ
て増加群は JKOM の小項目である日常生活において有意に
良好な結果を示した。その他の項目間で有意差は認められな
かった。なお、2群間における術前での歩数に有意差は認め
られなかった。
【結論】 本研究結果は、TKA 術後12ヶ月において活動量の
改善が大きかった患者は、退院時における JKOM 小項目の
日常生活が良好であることを明らかにした。JKOM は主観
的 QOL 尺度であるが、日常生活は主に日常生活動作（以下、
ADL）能力に関する質問項目で構成されている。したがって、
本研究結果は術後の理学療法介入において、ADL 能力の向
上および ADL 動作に対する自信を高めるための介入の重要
性が示唆された。
【倫理的配慮】 本研究は、大阪府結核予防会大阪複十字病院
倫理委員会の承認（承認番号202105-01）を得て実施した。

人工膝関節置換術後における12ヶ月
後の身体活動量の改善の有無による 
身体機能および精神心理機能の比較

○佐々木　順也1）、新小田　美紀1）、伊串　一真1）、 
安彦　鉄平2）

1）大阪複十字病院 リハビリテーション科
2）京都橘大学 健康科学部 理学療法学科

Key words：膝OA患者、術後12ヶ月、身体活動量



― 128 ―

ポスター4　［ 運動器2 ］

P-30

【はじめに】 人工股関節全置換術（THA）後患者の術後の活
動レベルの向上や社会参加の拡大には、歩行や階段昇降は重
要な ADL 動作である。一般に、階段昇降では平地歩行より
も大きな関節モーメントが必要であることから、術後の階段
昇降能力の回復には歩行より時間を要する。このため術後の
階段昇降に対して不安を抱えている患者は多い。臨床におい
て、術前から長期的な階段昇降能力の回復状況を予測できれ
ば、術前および周術期以降の治療方針の決定に有用であると
考えられる。そこで本研究の目的は、THA 術後6ヶ月の階
段昇降能力を術前から予測できるかどうかを検証することで
ある。
【方法】 対象は初回 THA を施行した76名（男性9名、女性
67名、年齢：61.4±11.6歳）とした。術後6か月の階段昇降
能力は15 ㎝×4段の階段を最大努力で昇降した時間を測定
する階段昇降テストで測定した。また、術前因子として、術
側・非術側の股関節外転筋力および膝関節伸展筋力、10歩
行速度、Time up and go test（TUG）、5回立ち座りテスト

（SS-5）、階段昇降テストおよび昇降手段（手すりの有無）・
ステップ方法（1足1段、2足1段）を測定した。股関節外転
筋力は徒手筋力計（日本 MECIX 社製）、膝関節伸展筋力は
Isoforce GT-330（OG 技研社製）を用いて等尺性収縮で測定
し、それぞれの筋力値はトルク体重比（Nm/㎏）にて算出し
た。統計解析は、術後6か月の階段昇降テストを従属変数と
した重回帰分析を行った。独立変数には単回帰分析にて有意
な関係を示した因子を投入し、共変量として年齢、性別、術
前の階段昇降能力を加えた。有意水準は5% とした。
【結果】 単回帰分析の結果、抽出された独立変数は年齢、術
側・非術側の膝関節伸展筋力、10歩行速度、TUG、SS-5、
階段昇降テストであった。重回帰分析の結果、術後6か月の
階段昇降能力に関連する因子として、年齢（p=0.020, β
=0.215）、性別（p=0.037, β=-0.199）、非術側膝関節伸展筋
力（p=0.039, β=-0.279）、SS-5（p=0.013, β=0.314）、階段
昇降テスト（p=0.031, β=0.402）が抽出された（調整済み
R2=0.438）。
【結論】 本研究の結果、THA 術前に歩行より大きな関節モー
メントが必要な SS-5、階段昇降テストを実施するとともに
非術側の膝関節伸展筋力を評価することで THA 術後6ヶ月
の階段昇降能力を予測できることが明らかとなった。
【倫理的配慮】 本研究は、当施設の倫理委員会の承認を得た
上で実施し、対象者には本研究の目的および方法を説明し研
究参加に対する同意を得た。

人工股関節全置換術後6ヶ月の 
階段昇降能力を予測する 
術前因子の検討

○入江　紗楽1）、南角　学1）、河野　拓巳1）、丹羽　祐斗1）、 
河井　利之2）、奥津　弥一郎2）、森田　侑吾2）、池口　良輔1）

1）京都大学医学部附属病院 リハビリテーション部
2）京都大学医学部附属病院 整形外科

Key words：人工股関節全置換術、階段昇降、予後予測
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【はじめに】 Medial tibial stress syndrome（MTSS）は、脛
骨内側縁に付着する長趾屈筋（FDL）やヒラメ筋（SOL）の脛
骨骨膜への牽引が主な疼痛原因とされている。Beck らの報
告では MTSS の好発部位である脛骨内側縁には長趾屈筋

（FDL）、ヒラメ筋（SOL）の他に深層筋膜が多く付着してい
ることが示されている。今回、FDL と SOL 間の横下腿筋間
中隔における滑走障害が MTSS の原因と考えられた症例を
経験したため報告する。
【症例紹介】 本症例は14歳の女性でバスケットボールをして
いる。試合後に右下腿内側部の疼痛を認め、当院を受診し脛
骨骨膜炎と診断された。
【経過】 疼痛は右片足ジャンプの踏切時に右脛骨内側部遠位
1/3で 最 も 強 く 認 め、Numerical Rating Scale（NRS）は
10/10であった。立位での踵上げ運動における疼痛は膝関節
伸展位よりも屈曲位でより強く認め、NRS は伸展位6/10、
屈曲位9/10であった。圧痛は FDL と SOL 間に認めた。
ROM は足関節背屈位で第2-5趾の中足趾節間関節（MP 関
節）の伸展の可動域が左と比べ右で乏しく、FDL に伸張時
痛を認めた。膝関節・MP 関節屈曲位での足関節背屈は他動
で右5°左15°と左右差が認められた。第2-5趾 MP 関節屈
曲による FDL の収縮時痛は、足関節背屈位で FDL および
SOL を伸張位とした方が強く認めた。また、SOL を徒手的
に把持し伸張位としても増強した。MMT は足関節背屈位で
の第2-5趾の屈曲が3、膝関節屈曲位での足関節底屈は2+
と疼痛を伴い FDL、SOL の筋力低下を認めた。また、右下
腿内側の遠位1/3のエコー所見において FDL と SOL 間の
筋間中隔で炎症所見が認められた。上記のような評価から
FDL と SOL の筋間の滑走性の低下が疼痛原因と考えた。
　炎症所見が低下後、FDL、SOL の滑走操作を行い柔軟性の
向上を図った。結果、FDL と SOL の筋間の圧痛は残存して
いるが、右片足ジャンプの踏切時の疼痛は消失した。MMT
時の疼痛も消失し、足関節背屈位での第2-5趾の屈曲、膝関
節屈曲位での足関節底屈が4へと改善を認めた。
【結論】 本症例は右片足ジャンプの踏切時、FDL、SOL 間
の横下腿筋間中隔に剪断ストレスが加わったことで疼痛が生
じたと考えた。一般的に MTSS は、脛骨内側縁に付着する
FDL による脛骨骨膜牽引で生じると報告されているが、本
症例では SOL 伸張位での FDL の筋収縮が疼痛誘因であっ
たと考える。右片足ジャンプの踏切時、足関節背屈、MP 関
節伸展位であり、SOL および FDL は伸張位で筋収縮が強く
要求される。SOL が伸張することで横下腿筋間中隔の筋膜
を介し FDL へ下腿後面から脛骨内側に圧が加わり、その状
態で FDL の筋活動が強く生じたことが FDL、SOL 間の横
下腿筋間中隔に剪断ストレスを生じさせ炎症および疼痛が生
じたと考えた。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき、症例に発表内容、
個人情報保護対策、同意と撤回について説明し、文書にて同
意を得て、安全管理及び個人情報の保護に努めた。

横下腿筋間中隔における滑走障害が 
原因と考えられたMedial tibial stress 
syndromeの一症例

○今川　魁人1）、柴原　基2）

1）しばはら整形外科スポーツ関節クリニック リハビリテーション科
2）しばはら整形外科スポーツ関節クリニック 整形外科

Key words：MTSS、横下腿筋間中隔、長趾屈筋
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【はじめに】 手根管症候群において正中神経領域の痺れが残
存した症例に対して理学療法を実施した結果改善したため報
告する。
【症例紹介】 本症例は、80歳代の女性、3ヶ月前から誘因な
く右手全体の腫脹と第1指から第4指にかけて痺れを認めた
ため、当院を受診した、右手根管症候群と診断され、外来保
存的治療後、理学療法が開始となった。
【経過】 初期評価時の痺れは、第1指の掌側 IP 関節より遠位
及び第2・3指の掌側 PIP 関節より遠位に強く認め、第4指
は掌撓側 DIP 関節より遠位に軽度認めた。Phalen test 及び
Carpal compression test（以下、CCT）は陽性であった。食
事動作や書字動作に制限が認められるほどの ADL 制限を認
めた。夜間時痛も認め、掌背屈にて症状の増悪を認めた。こ
れらのことから手根管における絞扼性正中神経症状と考え理
学療法を実施した。理学療法開始から2ヶ月経過後、Phalen 
test 及び CCT は陰性となったが初期評価時に認めていた痺
れに関して軽減を認めるが第2・3指に残存していた。この
ため、手関節より遠位に神経絞扼部があると考え追加の評価
を実施すると、第2・3指において深指屈筋（以下、FDP）の
等尺性収縮を実施後、痺れの改善を認めた。
【結論】 本症例に認めた、痺れの残存部位は第2・3指の PIP
関節より遠位であることから、固有掌側指神経領域と一致す
ると考えられる。固有掌側指神経は手指の側面を縦走し、同
神経に伴走するように固有掌側指動脈が存在しており神経に
対する栄養血管の役割を果たしていると考える。また、DIP
関節のすぐ近位部には、中節骨と FDP 腱を結ぶ Vinculum 
breve が存在している。固有掌側指動脈は DIP 関節のすぐ
近位部で分岐し、Vinculum breve を通り FDP 腱に付着す
る掌側指枝を伸ばしている。FDP に対する等尺性収縮によ
り FDP 腱は掌側方向に偏位しながら近位滑走することが考
えられ、その結果、掌側指枝及び固有掌側指動脈の分岐部周
囲の組織に対し張力伝播すると考えられる。このため、
FDP の収縮弛緩を反復して行うことで固有掌側指神経周囲
の低酸素状態が改善し、痺れが早期に改善したのではないか
と考えた。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき、症例に発表内容、
個人情報保護対策、同意と撤回について説明し、文書にて同
意を得て、安全管理及び個人情報の保護に努めた。

深指屈筋の等尺性収縮により 
痺れの改善を認めた 
手根管症候群の一症例

○徐　尚起1）、柴原　基2）

しばはら整形外科スポーツ関節クリニック リハビリテーション科
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【はじめに】 足関節果部骨折・脱臼骨折は足部周囲の骨折の
中で最も頻度が高いといわれており、Lauge-Hansen 分類（以
下、L-H 分類）におけるステージⅣは脱臼骨折の中でも最も
機能予後が悪いとされている。本症例は、術後2ヶ月以降も
背屈最終域で足関節前方の詰まり感と疼痛が残存しており可
動域拡大に難渋した。そこで、治療プログラムの見直しを行
い、職場復帰が可能となった症例を経験したため報告する。
【症例紹介】 50代女性、元独歩自立であり自宅で洋服仕立て
屋を経営。X-4日に石段より転倒。X 日に左足関節脱臼骨
折（L-H 分類 PER stage Ⅳ）に対して手術（脱臼整復、脛骨
に対して screw、腓骨に対して plate 固定）された。後療法
は「関節内骨折であるため3週間は免荷、ROM 練習は積極
的に行い拘縮防止、荷重開始時は ankle サポーター装着」
であった。Need としては独歩獲得、仕事に必要なしゃがみ
込み動作獲得であった。
【経過】 X+1日より PT 介入開始。荷重開始の X+22日では
足関節背屈可動域（自動）は0°であった。X+33日に両松葉杖
歩行で自宅退院し、X+36日から外来を開始。触診上、
Kager’s fat pad の柔軟性低下、長母趾屈筋の伸張性低下が
予想されたため後方軟部組織への介入を継続していた。治療
直後は背屈5°まで改善するが大幅な可動域拡大と持続的な治
療効果は得られず、次回来院時には再び背屈0°に戻る状態が
続いた。その際、背屈最終域で足関節前面に疼痛の訴えが
あったが脛腓靭帯損傷後によるものと判断し同様の治療を継
続していた。しかし、術後2ヶ月以降も訴えは持続していた。
再評価の触診で背屈時に非術側と比較して前脛骨筋腱の浮き
上がりが乏しく、pretalar fat pad（以下、PFP）の柔軟性低
下が予想された。前方軟部組織の滑走操作を加えたところ、
背屈10°まで拡大し即時効果を認めたことから、セルフエク
ササイズに取り入れた。以降の来院時には背屈5°を維持し関
節可動域は拡大傾向であったため、同様の治療を継続した。
【結論】 足関節前方軟部組織に対する介入を加えた結果、
X+119日では背屈15°、JOA スコア52点、X+231日では背
屈20°、JOA スコア60点であった。また、歩行評価では、
左足基準の歩幅が22.0 ㎝→50.50 ㎝、スピードが30.73 ㎝/s 
→84.81 ㎝/s へと改善を認めた。外来での治療と継続的なセ
ルフエクササイズ実施により可動域が拡大し、歩行の実用性
が改善したと考えられる。その後は前後軟部組織に加え距骨
下関節への徒手療法を追加し介入を続けた。最終的に Need
である仕事で必要なしゃがみ込みながらの衣装の採寸を行う
ことが可能となり、応用動作や精神面を含めた患者立脚型評
価での改善が認められた。結果、患者満足度は向上したが、
可動域拡大までに日数を要したため前方軟部組織への早期介
入が必要であったと考えられる。
【倫理的配慮】 対象者にはヘルシンキ宣言の理念に基づき、
本発表の趣旨と個人情報の取り扱いには十分に説明し、同意
を得た。

足関節脱臼骨折術後、 
しゃがみ込み動作の再獲得により 
職場復帰を目指した一症例

○光辻　瞭佳、吉田　龍洋、居村　修司
岸和田徳洲会病院 リハビリテーション科

Key words：足関節脱臼骨折、足関節背屈制限、職場復帰、	
患者立脚型評価
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【はじめに】 当院では慢性疼痛患者を対象とした集学的痛み
センターを開設し、医師・理学療法士・公認心理師など多職
種による集学的医療を提供している。集学的リハビリテーショ
ンは慢性腰痛に対して高いエビデンスを有する（1A）。しか
し、その主目的は疼痛軽減ではなく、社会活動の促進や生活
の質（QOL）向上にある。本報告では、頸部および腰部の慢
性疼痛により教員業務が困難であったが、集学的介入により
疼痛軽減が得られ業務継続が可能となった症例を紹介する。
【症例紹介】 50代女性。X 年 Y 月に交通事故により受傷。A
病院にて頚椎症性脊髄症、腰椎捻挫と診断された。外来リハ
では「痛い動きはしないように」と指導されていた。体動時、
腰部や頸部に激しい痛みがあったが、各種画像診断で病変は
確認されず、明らかな神経学的所見も確認されなかった。し
かし、その後頸部と腰部の痛みは更に増悪していき、Y 月
+6カ月に当院の集学的痛みセンターを受診された。受診時
には教員を続けることが困難であると感じるようになってい
た。腰痛によりデスクワークは10分ほどしか出来ず、自動
車運転も頸部痛により十分な左右確認が出来ず、運転中の揺
れですら腰に響くような痛みがある状態であった。階段は両
手で手すりを把持し横歩きでなければ昇降は困難であった。
【経過】 Y 月 +7カ月より当院の理学療法を開始した。開始
時、Hospital Anxiety Depression Scale（以下、HADS）不
安17点、抑うつ14点。Pain Catastrophizing Scale（以下、
PCS）35点であった。身体機能の問題点としては腹式呼吸で
の下腹部膨隆が困難な事や、頸椎屈曲時に上位頸椎の屈曲が
不十分である事、体幹回旋運動で胸腰椎の分節的な運動が不
十分である事などが挙げられた。そのため、まずは Pain 
Neuroscience education（以下、PNE）を行い、PT では運
動の重要性を説明した。
　トレーニングの内容は、腹式呼吸や臥位での胸椎回旋など
の軽負荷の運動からとした。徐々に負荷を上げていき自宅で
の運動継続を指示した。Y 月 +11カ月に HADS 不安7点、
抑うつ6点、PCS21点と改善が見られた。デスクワークは1
時間以上集中して可能になり、自動車運転は左右確認できる
ようになった。階段は手すりなしで昇降可能となった。
【結論】 PNE や運動指導、心理的サポートといった多職種
での治療は慢性疼痛患者の疼痛を軽減し社会活動の継続を可
能にし得た。
【倫理的配慮】 本症例報告はヘルシンキ宣言に基づき対象者
に主旨および目的を説明し同意を得ている。

集学的痛みセンターにて疼痛軽減と 
社会活動の継続が得られた一例

○中前　匡揮1）、菴田　真吾2）、山本　奈央2）、小林　啓晋1）、
大森　亜紀2）

1）角谷リハビリテーション病院 診療技術部
2）角谷整形外科病院 診療技術部

Key words：集学的痛みセンター、慢性疼痛、腰痛
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【はじめに】 今回、免荷固定期間を有した脛骨高原骨折症例
を担当した。膝関節屈曲可動域制限に対し、超音波画像診断
装置を活用し原因を精査したことで可動域の改善がみられた
為、ここに報告する。
【症例紹介】 症例は80歳代の女性。自宅で脚立から転落する
が左脚から着地。転倒は免れるものの左膝関節痛により歩行
困難となり救急搬送となる。左脛骨高原骨折（Hohl 分類：
Ⅱ）の診断を受け、ご本人様の希望により保存加療となる。
受傷後6週間完全免荷、ニーブレース固定。6週後から1/3
荷重開始となり、ROM 練習、筋力増強練習が開始となるが、
日常生活ではニーブレースの装着は継続。1週間毎に荷重量
は増加し受傷後9週後から全荷重開始。日常生活でのニーブ
レースも除去となる。併存疾患として両変形性膝関節症（内
側型、K-L 分類：Ⅱ）を呈されている。
　受傷後44日目に当院回復期病棟に転院し担当を開始する。
ご本人様の希望としては、浴槽に座って入浴したいとのこと
であった。ご自宅の浴槽が深く健側と同程度の膝関節屈曲可
動域が必要になると考えた。
【経過】 介入開始時の評価として、大腿周径（㎝）：膝蓋骨上
縁5 ㎝-37/37（右／左）、上縁10 ㎝-40/37.5。ROM（°）：
膝関節屈曲140/80、伸展 -5/-10。Ely test：陽性。平行棒
内免荷歩行は見守りで可能であった。評価より膝関節屈曲可
動域制限に対しては大腿直筋のストレッチを中心に実施した。
結果、受傷後51日目の可動域は100°まで改善を認めた。し
かし受傷後58日目、尻上がり現象の軽減を認めたものの可
動域は105°と大きな変化がみられなかった。その為超音波
画像診断装置を活用し、膝関節屈曲時の膝周囲組織の動態を
確認した。結果、大腿遠位前面～外側において膝蓋上包に水
腫の貯留が確認された。治療内容を再考し膝蓋上包のスト
レッチやペダリング運動による反復した膝関節の屈伸運動を
中心に実施し可動域改善を図った。
　受傷後82日目の評価として、大腿周径：膝蓋骨上縁5 ㎝
-37.5/37.5、上縁10 ㎝-40/39。ROM：膝関節屈曲150/140、
伸展 -5/-5。Ely test：陰性。画像上、水腫の減少も確認さ
れた。屋内フリーハンド歩行自立、屋外杖歩行見守りにて自
宅退院となった。
【結論】 本症例は脛骨高原骨折だけでなく、併存疾患に変形
性膝関節症を有しており膝関節の器質的変化が生じやすい症
例であった。更に免荷固定期間により器質的変化が促進され
た可能性も考えられる。超音波画像診断装置を活用し原因に
応じた運動療法を提供出来たことが可動域の改善に繋がった
と考える。
【倫理的配慮】 本報告にあたり、症例には書面にてヘルシン
キ宣言に基づいた十分な説明を行い、同意を得ている。

脛骨高原骨折患者に対し、超音波画像
診断装置を活用して膝関節屈曲可動域
制限の改善を図った一症例

○有馬　佑多
協和会病院 理学療法科

Key words：脛骨高原骨折、超音波画像診断装置、膝関節屈曲可動域、
膝蓋上包、変形性膝関節症
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【はじめに】 人工股関節全置換術（以下、THA）後の術側膝
関節痛は、術後3ヶ月で24%、1年後で22% に認められる。
MSt ～ TSt での股関節伸展角度の向上が膝関節痛改善に重
要であり、股関節外転筋力、股関節伸展可動域が関与してい
る。今回、THA 後に膝関節痛を呈した症例に、歩行機能改
善による膝関節痛改善を目的に理学療法を行い改善が得られ
た。また歩行機能は、追尾型歩行計測システムを用いて評価
した。その理学療法経過を報告する。
【症例紹介】 症例は60歳代女性、生活は杖歩行で自立、主婦
である。今回、膝関節痛増悪により支障を来たし、症状改善
目的に地域包括ケア病棟へ入院となった。入院より約7ヶ月
前に右 THA を施行し、入院約3ヶ月前より右膝関節痛が出
現、右変形性膝関節症の急性増悪にて今回入院となった。
【経過】 入院5日時点、理学療法初回評価では、杖歩行時の
右膝関節痛 NRS6、右股関節外転筋力 MMT2、右股関節他
動伸展角度0°、股関節伸展角度0°での右股関節他動外旋角
度15°、右 TSt における右股関節伸展角度8°、右立脚期の
右側への体幹側屈角度3°であった。解釈として歩行時の膝
関節痛誘発の原因として、股関節伸展に伴う外旋制限が生じ
膝関節へストレスが生じていると考えた。理学療法介入は、
股関節伸展0°での股関節外旋他動運動を行い、股関節伸展
可動域の改善を図った。また、選択的に大殿筋上部線維、中
殿筋後部線維の筋力増強運動を行った。入院26日時点では、
杖歩行時の右膝関節痛 NRS2、右股関節外転筋力 MMT3、
右股関節他動伸展角度5°であった。理学療法介入は、股関
節外転筋力改善目的に小殿筋の選択的筋力増強運動、横歩き、
運動学習として右 IC ～ MSt、右 MSt ～ TSt の部分的な歩
行練習を行った。入院39日時点、理学療法最終評価では、
杖歩行時の右膝関節痛 NRS0、右股関節外転筋力 MMT4、
右股関節他動伸展角度10°、股関節伸展角度0°での右股関
節外旋角度30°、右 TSt における右股関節伸展角度13°、右
立脚期の右側への体幹側屈角度3°の結果であった。入院49
日で症状改善し退院となった。
【結論】 MSt ～ TSt における股関節伸展角度の低下が膝関
節の回旋運動に影響を与え、その力学的ストレスが膝関節痛
の発生につながる可能性がある。また IC ～ TSt で、股関節
内旋位から外旋運動が起こる。症例は初回評価での歩行計測
時に右 TSt における右股関節伸展角度は8°であり、MSt ～
TSt における股関節伸展角度の低下により膝関節痛が生じて
いると考えた。そのため、MSt ～ TSt における股関節伸展
角度の拡大を目的に理学療法を行い、右 TSt での股関節伸
展角度は13°と改善した。MSt ～ TSt における股関節伸展
角度が増加したことにより、膝関節への力学的ストレスが軽
減し膝関節痛が改善したと考える。
【倫理的配慮】 本症例報告にあたり、対象者より口頭にて同
意を取得し、個人情報の保護に十分に配慮した。

人工股関節全置換術後の膝関節痛に 
対して理学療法を行った一症例
―  追尾型歩行計測システムを用いた 
評価―

○木下　晃暢1）、山本　ちさと1）、西山　誉2）

1）洛和会音羽リハビリテーション病院 リハビリテーション部
2）洛和会音羽リハビリテーション病院 整形外科

Key words：人工股関節全置換術、膝関節痛、追尾型歩行計測システム
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【はじめに】 同名半盲は後頭葉損傷に起因する一般的な症状
だが、自然回復するのは20% 未満で（Jihl, 1985）、Activities 
of Daily Living（ADL）場面において介助や声掛けを要する
ことも多い。同名半盲に対する介入として、視覚による手が
かり刺激を行うことで代償戦略を用いることが可能となり、
机上検査上は視覚認知が改善するが（Pambakian, 2003）、
ADL 場面における効果や関連因子は不明である。そこで今
回、脳梗塞により同名半盲を呈した症例における理学療法の
経過から視覚認知と ADL の関係性について仮説生成的に検
討した。
【症例紹介】 症例は右中大脳動脈領域の閉塞により左片麻痺
と左同名半盲、左半側空間無視を呈した80歳代男性で、22
病日目に当院へ転院した。病前の屋内移動は伝い歩きであっ
たが転倒歴が多数あった。初回評価において、Fugl-Meyer 
Assessment 下肢項目は26点、膝伸展筋力（麻痺側／非麻痺
側）は0.23/0.37 ㎏f/㎏、Functional Balance Scale（FBS）は
16点、Functional Independence Measure Motor score

（FIM-M）は28点で、下肢運動麻痺は軽度であったが、筋力
とバランス能力の低下を認め、歩行には介助が必要であった。
また、対坐法により左側の同名半盲を認め、Behavioural In-
attention Test（BIT）は130点、@Attention（クレアクト社）
による反応時間平均値（注意）は2.79、反応時間左右比（無視）
は2.43で、視線分析では左側への視覚探索は認めなかった。
そこで、理学療法では身体機能や ADL の向上のため、歩行
練習や起立練習などの運動療法を、言語聴覚療法では左側へ
の視覚認知の改善のため、視覚探索課題を机上にて実施した。
【経過】 発症2か月目において、膝伸展筋力は0.25/0.39 ㎏f/
㎏、FBS は15点、BIT は141点、@Attention での反応時間
平均値は2.55、反応時間左右比は2.76で、視線分析では左側
への視線探索を認め、身体機能の向上は認めなかったが、机
上検査における視覚認知の改善を認めた。しかし、歩行中は
周囲に注意を向けることが困難で、腋窩介助が必要であり、
FIM-M は38点 で あ っ た。 発 症3か 月 目、FBS は28点、
Timed Up and Go test（TUG）は81.8秒、FIM-M は50点で、
身体機能と ADL の向上を認めた。また、4点杖を用いた歩行
では周囲に注意を向けることが可能だったが、T 字杖での歩
行の場合は足元から視線を逸らすことが困難であった。
【結論】 本症例では、机上検査での視覚認知が改善した一方
で、身体機能や歩行中の視覚探索行動の改善が乏しく、
ADL の改善も限定的であった。これは、歩行動作に視覚探
索が加わることで二重課題となり、運動課題の難易度が視覚
探索行動を抑制するという仮説が考えられる。このことから、
視覚認知のみでなく、身体機能や ADL、二重課題評価を含
めた関係性の検証が求められる。
【倫理的配慮】 症例および家族に対して十分な説明を行い、
同意を得た。

同名半盲を呈した脳卒中症例に対する
介入経過からみた視覚認知と 
日常生活動作の関係：症例報告

○明地　悠紀1）、山田　良1）2）

1）岸和田リハビリテーション病院 リハビリテーションセンター
2）岸和田リハビリテーション病院 脳卒中リハビリテーション研究所

Key words：脳卒中、片麻痺、同名半盲、注意障害
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【はじめに】 随意運動が不可能な重度の片麻痺と全失語の患
者に対して、臥位や座位姿勢での下肢の運動は効果的ではな
かったため、長下肢装具を中心とした歩行練習を中心に介入
した。それによって日中移乗動作、トイレ動作が自立となっ
た為、ここに報告する。
【症例紹介】 50代前半の女性。X 年 Y 月 Z 日に意識障害、
右半身麻痺を主訴に急性期病院に搬送された。CT で左被殼
出血を認め、開頭血腫除去術が行われた。右上下肢完全麻痺、
全失語が残存し Z+38日後に当院回復期リハビリテーション
病棟へ入院となる。
【経過】 入院時、Brunnstrom Recovery Stage（以下、BRS）
右Ⅰ-Ⅰ-Ⅰ、Berg Balance Scale（以下、BBS）：4/56点。Func-
tional Assessment for Control of Trunk（以下、FACT） 
2/20点。Fugl Meyer Assessment 下肢（以下、FMA 下肢）
右4/34点。MMT（左）：腸腰筋4、大殿筋3、中殿筋3、大
腿四頭筋4、ハムストリングス3。リハビリテーション開始時
点で病棟での移乗動作は全介助、排泄はベッド上でのオムツ
交換を実施していた。Z+64日にリハビリでトイレ誘導を開始
し介助量は重介助レベル。Z+75日に長下肢装具を作製し、
リハビリで長下肢装具を使用しての歩行練習を開始。Z+93
日に病棟でトイレ誘導を開始し介助量は中等度介助レベルで、
移乗動作も中等度介助レベル。Z+115日に長下肢装具のカッ
トダウンを行い、病棟で日常的に短下肢装具を装着する。
Z+143日に、病棟で車椅子での移乗動作とトイレ動作が見守
りで可能。Z+168日に、病棟で車椅子での移乗動作とトイレ
動作が日中自立となった。退院時、BRS 右：Ⅱ-Ⅱ-Ⅱ、
BBS：40/56点。FACT：11/20点。FMA 下 肢 右4/34点。
MMT（左）：腸腰筋4、大殿筋4、中殿筋4、大腿四頭筋5、
ハムストリングス4。SLTA：「聴く」と「読む」の単語レベ
ルでの理解が向上し、全失語から重度の運動性失語となった。
【結論】 本症例は、全失語の影響によりコミュニケーション
が取れず、臥位や座位姿勢での下肢の運動は効果的ではな
かったため、長下肢装具を使用した歩行練習を中心に介入し
た。長下肢装具を使用して2動作・前型の歩行練習を中心に
介入することで、麻痺側の運動機能（BRS）に大きな変化は
なかったが、BBS の結果において両側の体重移動が良好に
なり、360度方向転換が両側ゆっくりであれば可能となり、
麻痺側下肢の支持性の向上を認めた。また、非麻痺側下肢の
大殿筋、中殿筋、大腿四頭筋、ハムストリングスの筋力向上
も認めた。最終的に病棟で、車椅子での移乗動作とトイレ動
作が日中自立となった。この結果により、麻痺側下肢の支持
性の向上と非麻痺側下肢の筋力向上により立位の安定性が向
上し、トイレ動作の下肢の踏み換えが可能となり、移乗動作
能力も向上したと考える。
【倫理的配慮】 対象者に個人情報の取り扱い及び院外発表に
ついて説明し同意を得た。発表に関しては当院倫理委員会か
らの承認を得た。

重度片麻痺と全失語を呈し、 
長下肢装具での歩行練習により 
トイレ動作、移乗動作の介助量が 
軽減した一症例

○山下　恵司1）、山本　志織1）、堀尾　玲子2）

京都大原記念病院 リハビリテーション部

Key words：長下肢装具、歩行練習、全失語
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【はじめに】 高齢患者では、脳卒中や複数の内科疾患を併存す
る多疾患重複症例（multimorbidity and multiple disabilities
以下、MMD）が増加しており、個別性の高いリハビリテー
ションが求められる一方、糖尿病や腎疾患、変形性関節症な
どは、離床や ADL 自立を妨げる要因となる。本症例では、
MMD を背景に離床が困難であった患者に対し、他職種と連
携して疼痛及び心理面に配慮しながら、支援を行い、車椅子
での食事摂取を獲得した経過を報告する。
【症例紹介】 70歳代女性。X 日、痙攣で救急搬送され、高度
の脱水と腎機能低下から高血糖高浸透圧症候群と診断を受け
る。その後の精査で左内包後脚に急性期脳梗塞を認めた。右
上下肢の運動麻痺は軽度であったが臥床時間増加により、
ADL は全介助であった。X+45日にリハビリテーション目
的で当院に転入となるも、全身状態の増悪に伴い、X+60日
に転院。状態安定した為、X+81日に当院へ再転入となる。
なお、既往歴に両側性変形性膝関節症（K-L 分類は左右とも
に grade3）を有し、入院時より全身倦怠感、全身性の浮腫
に加え、両膝関節痛があり、体動に対する強い拒否があった。
【経過】 再転入時、体重62.1 ㎏、BMI27.6、FIM29点（運動
17点、認 知12点）、Trunk Control Test（以 下、TCT）25
点（座位のみ自立）、膝関節痛のフェイススケール（以下、
FS）4と疼痛に対し過敏であり、ベッド上の自己体動は困難
であった。積極的な離床を試みるも、介入に対する拒否反応
と易疲労を示すことがあり、離床が進まず、全ての ADL は
ベッド上で行っていた。
　こうした身体的・心理的制限を踏まえ、目標を車椅子で三
食食事摂取とし、段階的に支援することとした。
　介入として、疼痛緩和のための快適なポジショニングを掲
示した。起居動作はギャッチアップを用い長座位から端座位
へ誘導し、移乗動作はトランスファーボードと支柱付き膝サ
ポーターの使用で、膝関節への負荷を最小限とした。また、
介入時間を、午前と午後に分け、担当看護師と連携を図り、
移乗方法の共有と、早朝と昼食前に車椅子での食事摂取の頻
度を増やす工夫を図った。結果、X+146日、体重54.5 ㎏、
BMI22.7、TCT61点、寝返り、起居はいずれも修正自立と
なった。FIM40点（運動26点、認知14点）に改善し、特に
移乗時の介助量が3人介助から1人介助（軽介助）となり、
疼痛も FS0～1まで改善した。
【結論】 MMD 患者は運動耐用能、ADL、QOL が低下して
いる場合が多く、包括的に介入していく必要がある。本症例
では、疼痛を最小限に抑えた方法を選択し、他職種間で、介
入時間の工夫を行うことで、三食車椅子での食事摂取が可能
となった。MMD 患者において、他職種と連携し目標設定を
共有することは、離床支援の成功要因になりうることを示唆
している。
【倫理的配慮】 本報告にあたり、本人及び家族に目的と方法、
個人情報・プライバシーの保護などについて説明し、口頭及
び書面により同意を得た。

高齢多疾患重複症例における 
離床困難例に対する離床支援について
―  車椅子での三食食事摂取獲得を 
目指して―

○大中　礼香
社会医療法人有隣会 東大阪病院 リハビリテーション部

Key words：MMD、離床支援、他職種連携
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【はじめに】 脳卒中患者における足関節背屈運動は、筋出力
の低下、痙縮、共同運動、感覚障害など複数の要因が重なり、
運動の遂行が困難となる。足関節機能は脳卒中患者の動作能
力において重要な役割を担っており、その評価は極めて重要
である。足関節背屈の可動域（Range of Motion：ROM）は、
単軸的な運動の評価であり、脳卒中患者に対する包括的な機
能評価としては不十分である可能性がある。そこで本研究で
は、複合的な運動を伴う足関節機能評価法として、Plantar 
Floor Distance（PFD）テストの臨床的有用性を検討した。
【方法】 足部に既往歴のない健常成人10名（平均年齢25.6±
2.7歳、男性3名、女性7名）を対象とし、PFD および足関
節背屈 ROM を測定した。PFD の測定は、膝関節および足
関節が90°となる座位姿勢で実施し、足関節背屈時における
内側（第1中足骨頭遠位底）および外側（第5中足骨頭遠位
底）から床面までの垂直距離を測定した。同肢位において足
関節背屈 ROM も測定した。測定順は PFD（内側→外側）・
足関節背屈 ROM とし、各項目について最大背屈位を3回測
定した。
　信頼性の検討には級内相関係数（Intraclass Correlation 
Coefficient：ICC）を用い、検査者内信頼性（ICC1,1）および
検査者間信頼性（ICC2,1）を算出した。検査者内信頼性の評
価は、3名の検査者のうち1名を無作為に選出して行った。
【結果】 検 査 者 内 信 頼 性（ICC1,1）は、PFD 内 側0.87
（95%CI：0.690.94）、PFD 外側0.87（0.680.96）、足関節背
屈 ROM 0.81（0.560.94）であった。
　検査者間信頼性（ICC2,1）は、PFD 内側0.69（0.350.90）、
PFD 外側0.50（0.140.82）、足関節背屈 ROM 0.50（0.120.82）
であった。
　また、別分析として ICC2,3では、PFD 内側0.87（0.610.96）、
PFD 外側0.75（0.320.93）、足関節背屈 ROM 0.74（0.120.82）
となった。
【結論】 PFD 評価における検査者内信頼性は内側・外側と
もに良好な結果を示した。一方で、検査者間信頼性において
は、PFD 内側は許容範囲内であったが、PFD 外側および足
関節背屈 ROM は信頼性がやや低く、再検討の余地があると
考えられた。特に PFD 測定における第1・第5中足骨頭遠
位底のランドマークの定義に関して、検査者間での認識の差
異が信頼性に影響を及ぼした可能性がある。これらのランド
マークの明確化を図ることで、より精度の高い評価指標とな
る可能性が示唆された。
【倫理的配慮】 本研究の目的と内容について、対象者に対し
口頭および書面にて説明を行い、本人の署名による同意を
もって研究協力の同意を得た。また、本研究は当院の倫理審
査委員会に申請の上、審査不要との判断を受けて実施した。

Plantar �oor distance（PFD） 
テストの信頼性と信頼性の検証： 
ゴニオメーター法との比較

○豊島　晶1）、市川　由希穂1）2）、池　直3）、瀬崎　唯4）、 
森下　勝1）2）

1）洛西シミズ病院 リハビリテーション科
2）城西国際大学大学院 健康科学研究科
3）白石クリニック整形外科・内科・消化器内科 リハビリテーション科
4）奥天神白石クリニック整形外科 リハビリテーション科

Key words：PFD、足関節機能、機能評価
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【はじめに】 奇異性脳塞栓症を発症し、手指のみ麻痺が残存
し巧緻動作能力低下により日常生活に支障をきたしていた。
今回、環指 MP 関節固定ストラップ使用によりピンチ動作
が向上し、できる ADL が拡大したのでここに報告する。
【症例紹介】 令和4年に奇異性脳塞栓症、左片麻痺を発症し
た60代女性。介入前の Brunnstrom Stage は手指Ⅲ、手指
屈曲する際に環指 PIP 関節が過伸展しており5指同時に屈曲
運動が困難であった。環指を屈曲方向に介助すると何とか5
指同時の屈曲が可能であった。職業は事務業で、趣味で20
年程前からお菓子作りをしている。主訴は「物を持ったり
つまんだりすることが出来ない」、HOPE は「卵が割れるよ
うになってケーキが作れるようになりたい」であり、Needs
として手指分離運動やピンチ動作の向上が挙げられる。
【経過】 環指の MP 関節を固定することで自動分離運動がし
やすくなったため、環指 MP 関節固定ストラップを作成した。
介入初期では、手指対立運動を反復して実施し、手指分離の
向上を図った。介入30日後に分離動作が少しずつ出来るよ
うになり、さらなる手指分離の向上やピンチ動作の向上に伴
いミラーセラピーを用いての対立運動や、洗濯ばさみを使用
したピンチ動作練習を反復して実施した結果、介入日後にピ
ンチ動作がスムーズに可能となった。最終評価では
Brunnstrom Stage はⅤまで向上し、その結果装具未装着で
も少しずつ分離運動がしやすくなるなどの巧緻動作が向上し、
卵を割る動作が可能となった。
【結論】 本症例は環指 PIP 関節が過伸展しており5指同時に
屈曲運動が困難であった。MP 関節固定ストラップ装着下で
手指トレーニングを介入すると、手指巧緻性の向上が認めら
れ出来る ADL を拡大することが出来た。ピンチ動作では、
MP 関節を固定させることにより示指・中指をスムーズに動
かすことが出来る。MP 関節屈曲に作用する筋は浅指屈筋・
深指屈筋などが挙げられ、その中でも浅指屈筋は PIP 関節
屈曲、深指屈筋は DIP 屈曲に関与する。環指 MP 関節固定
ストラップ装具使用により MP 関節を固定したことで環指
PIP 関節の過伸展がなくなり、ピンチ動作が可能となった。
また、脳卒中により運動野が損傷されると運動麻痺がおこる
が、運動野は大脳皮質の中でも可塑的であり損傷後も変化が
可能な部位であると言われている。そこで患肢を集中的に使
用し、損傷半球の活動を増加させ患肢手指の新たな体部性再
現を促すことが出来たことで、巧緻性の向上に繋がったと考
えられる。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき、対象者に研究の目
的や内容、個人情報の保護について十分に説明し、文書にて
同意を得た。

奇異性脳塞栓症の左片麻痺に対し 
環指MP関節固定ストラップ使用に 
より巧緻動作が改善した一症例

○石原　大輝、髙尾　恵子、笹倉　洸兵
医療法人社団一水会 安富診療所 リハビリテーション部

Key words：環指MP関節固定ストラップ、奇異性脳塞栓症、	
ピンチ動作  
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【はじめに】 Physibo Gait（オージー技研株式会社ゲイトト
レーナー GH-3500；以下、ゲイトトレーナー）は、左右の
モーターに内蔵された角度センサーにより股関節の動きを検
知し、屈曲および伸展を誘導する歩行支援ロボットである。
従来の歩行練習に歩行支援ロボットを併用することで、歩行
が自立する割合が高く、歩行速度も向上すると報告されてい
る。しかし、これまでの報告の多くは比較的軽度の運動麻痺

（Brunnstrom Recovery Stage；BRS Ⅳ～Ⅴ）であり、歩行
能 力 が 監 視 レ ベ ル（Functional ambulation categories；
FAC 3）以上の患者を対象にしている場合が多い。今回、
FAC1の重度片麻痺患者に対してゲイトトレーナーを2週間
継続使用したことで歩行能力が改善したため、歩行能力の変
化とともにゲイトトレーナーの有効性について考察を交えて
報告する。
【症例紹介】 60代の女性、X 日に左被殻出血を発症し、X+3
日に内視鏡的血腫除去術を施行し、X+49日に当院入院した。
入院時評価として BRS は下肢Ⅱ、Fugl-Meyer Assessment
下肢スコアは1/34点、感覚機能は表在・深部感覚ともに中
等度鈍麻、膝伸展筋力体重比（右／左）0/43%、modified 
Ashworth Scale 下腿三頭筋0、Trunk Control Test 87点、
FAC0であった。
【経過】 介入初期より長下肢装具を使用し歩行練習を開始し
X+111日より短下肢装具を用いた杖歩行練習に移行した。
持続的な介助を要する FAC1であり、歩行の特徴として麻
痺側の前遊脚期での体幹の代償と引っかかりがみられ、非麻
痺側の歩幅は短縮し、踵接地ができず前足部からの接地と
なっていた。この引っかかりに対し足関節に着目し装具の調
整や前脛骨筋に対する機能的電気刺激を併用したが FAC の
改善は乏しかった。そこで X+130日より装具療法と併用し
股関節へのアプローチとしてゲイトトレーナーを導入した。
設定は追従モード、モータートルク（Nm）は歩容と股関節
角度を確認しながら右屈曲1.5/ 伸展2.0、左屈曲2.0/ 伸展
1.0に設定した。バランス保持と体幹の代償を抑制するため
に体幹を介助した状態で実施した。2週間の継続使用により
麻痺側の引っかかりは改善し FAC は3に向上した。注意障
害により自立は困難であったが病棟にて看護師付き添いのも
と短下肢装具装着にて杖歩行軽介助が可能となった。
【結論】 本症例は FAC1で常に介助を要する重度片麻痺患者
であったが、ゲイトトレーナーによる股関節のアシストによ
り、遊脚期における股関節の運動学習が促進され、麻痺側の
引っかかりが改善し、結果として FAC3まで向上したと考
える。以上より、重度片麻痺かつ FAC1レベルの患者にお
いてもセラピストによる介助のもとゲイトトレーナーを使用
することは歩行能力の改善に有効である可能性が示唆された。
【倫理的配慮】 本発表はヘルシンキ宣言に従い倫理と個人情
報に配慮し口頭での説明と紙面にて同意を得て実施した。

重度片麻痺患者に対する 
ゲイトトレーナーの有効性の検討
―2週間使用による歩行能力の改善例―

○堀内　涼平、宇埜　歩未、藤本　昂司、氏内　康友、 
池上　泰友
愛仁会リハビリテーション病院 リハ技術部

Key words：歩行支援ロボット、重度片麻痺、運動学習
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【はじめに】 外傷性くも膜下出血により当院に入院し、その
後、第11胸椎の圧迫骨折を併発したことで腰痛が出現した
症例を担当した。腰痛に伴う活動性の低下から廃用症候群が
進行し基本動作能力の低下を呈した。本症例に対しては、立
ち上がり動作の改善を目的に下肢や足趾の評価および治療を
実施し一定の知見を得たため、報告する。
【症例紹介】 70代前半、女性。X 年 Y 月 Z 日、心臓の痛み
を訴えた。受診のため当院へ向かう途中に転倒し、当院を救
急外来受診。前頭部挫傷が確認され外傷性くも膜下出血の診
断で同日、当院入院となった。既往歴として、気管支喘息、
変形性膝関節症、前頭葉皮質下出血がある。入院後、Z+25
日に第11胸椎圧迫骨折を新たに認めた。初期評価時、基本
動作は歩行以外は自立。歩行は T 字杖使用にて自立。MMT
は両下肢4、体幹屈曲4であった。Z+53日より足趾の初期
評価を行った。MMT は右足趾屈曲第1,2趾は2、その他は4、
左足趾屈曲は全趾2。足趾伸展は右全趾5、左は全趾1。端坐
位では、左足趾は全趾が床面から離地しており、右足趾は第
1趾のみが接地していた。
【経過】 Z+10日より腰痛の訴えが強く出現し、立ち上がり
動作は物的把持にて軽介助レベル、歩行は T 字杖使用にて
近位見守りレベルまで低下した。このため、腰痛出現以降は
疼痛コントロールを中心に介入をした。Z+37日からは、痛
みの日内変動はあるが歩行が T 字杖使用にて自立となった。
Z+53日より足趾機能の低下を認めたため、足趾の筋力増強
を目標に介入した。その後、Z+58日には腰痛の訴えが完全
に消失したため、基本動作練習を中心とした介入に変更した。
Z+83日で立位保持時間は30秒程度であり、MMT は股関節
外転：右3・左2、股関節内転：右4・左2、体幹屈曲：4と
筋力低下を認めたため、体幹および下肢の筋力トレーニング
を中心に介入を行った。その結果 Z+113日には MMT は足
趾屈曲：右第1趾・第2趾が2と変化ないも右第3, 4, 5趾が
5・左2、足趾伸展：右5・左2～3、股関節外転：右4・左：
3、股関節内転：右4・左4、体幹屈曲4と変化した。また、
足趾の接地面が広がり、右足趾は第1, 3, 4趾、左足趾は第3, 
4趾が接地するようになった。これに伴い、立ち上がり動作
は Z+102日で遠位見守りレベルまで改善し、後方へのステッ
プ動作や前足部の浮き上がりが消失し視線が前方へ向いた。
また、立位保持時間も Z+141日時点で2分以上可能となった。
【結論】 下肢および足趾への評価・治療により、下肢筋力が
向上し、両足趾の接地が認められた。支持基底面が広がるこ
とで安定性が向上した。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき、本症例に趣旨を説
明して同意の上、協力を得た。

外傷性くも膜下出血後、 
立ち上がり動作が改善した症例

○溝渕　智也1）、上田　智也1）、大西　智也2）

1）今村病院 リハビリテーション部
2）宝塚医療大学 和歌山保健医療学部

Key words：立位保持、立ち上がり動作、足趾機能
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【はじめに】 近年、脳卒中片麻痺患者の歩行自立に短下肢装
具が検討されることが多いが、足・膝関節を固定することで、
推進力に課題を残す。今回、脳梗塞を罹患し、左片麻痺を呈
した患者にカーボン製三層式後方支柱付短下肢装具（以下、
ENAPLE AFO）を治療用装具として使用し、装具療法と徒
手介入の双方で屋外独歩自立を獲得した症例を経験したので
ここに報告する。
【症例紹介】 60歳代男性、既往歴に高脂血症、高血圧症、糖
尿病を有し X 年 Y 月 Z 日に左下肢のしびれ、運動麻痺を訴
え、Z 日 +1日前院受診し右内包後脚ラクナ梗塞と診断され
入院。Z 日 +18日にリハビリ目的で当院へ転院。HOPE は
不動産業に復職、屋外独歩自立が必要であった。
【結果】 初期評価（Z+25～32日）では Fugl-Mayer Assess-
ment（以 下、FMA）37/44点で Brunnstrome stage（以 下、
BRS）左下肢Ⅴ、ROM-T は左股関節伸展 -10°、MMT は両
腹斜筋2、左中殿筋2、左大殿筋2,10m 歩行試験は18.45秒で
あった。裸足独歩は左 MSt で骨盤右下制、左 TSt で頭部・
体幹右側屈し骨盤右下制を強め、左骨盤後退、左股関節伸展
減少を認めた。そこで ENAPLE AFO（澤村義肢製作所製）
を導入し歩容改善を図った。左 MSt ～ TSt にて左下腿三頭
筋が賦活され骨盤前傾軽減を認めたが、頭部、体幹右側屈、
骨盤右下制、左骨盤後退は残存し、左 TSt の股関節伸展減少
による単脚支持期短縮を認め、右前方への転倒リスクを強め
た。そこで理学療法は臥位、座位で体幹の立ち直り反応を促
通し、左内腹斜筋の筋出力向上を図り、左 MSt の骨盤右下制
を軽減させた。また ENAPLE AFO を使用したステップ ex
を行い、左大殿筋の筋出力向上による左股関節伸展獲得を
図った。結果、最終評価（Z+75～84日）では FMA：40/44
で BRS 左下肢Ⅵ、ROM-T は左股関節伸展5°、MMT は両
腹斜筋4、左中殿筋4、左大殿筋4,10m 歩行試験は9.28秒で
あった。裸足独歩は左 MSt で骨盤右下制減少、左 TSt で頭部、
体幹右側屈、左骨盤後退は消失し左股関節伸展増大を認めた。
【結論】 ENAPLE AFO は立脚中期以降荷重がかかると足部
の両翼が広がり撓み、MTP 関節が伸展、ウィンドラス機構
による下腿三頭筋の働きを誘導し、Fore foot Rocker 機能

（以下、FR）を補助するとされる。高草木は「網様体脊髄路
は巧緻運動を遂行するための予期的姿勢調整を実現する」、
井上らは「側方体重移動で COP の偏位初期から移動側内腹
斜筋の活動増加し、その後中殿筋の活動がみられる」とし
ている。本症例も右内包後脚ラクナ梗塞で網様体脊髄路の損
傷が認められた。そこで徒手介入による左内腹斜筋の活性に
より左中殿筋の筋出力を高め、左 MSt での骨盤周囲の安定
を図ると同時に、予測的姿勢制御を促すことで、効率的に
ENAPLE AFO 装着下でのステップ ex で効率的に大殿筋の
筋出力を高めることができ、左 TSt の左股関節伸展増大か
ら推進力の獲得が可能となったと考えた。本症例の結果から、
内腹斜筋の介入で MSt を安定させることで、ENAPLE 
AFO による効率的な FR の改善が示唆された。
【倫理的配慮】 今回ヘルシンキ宣言に基づいてご本人へ承諾
を得た。

内腹斜筋への介入で 
ENAPLE AFOによる効果的な 
前方推進力の向上を認めた一症例

○村上　剛琉1）、矢澤　大輔2）、梶　功平3）

医療法人一輝会 荻原記念病院 リハビリテーション部

Key words：内腹斜筋、予測的姿勢制御、ENAPLE　AFO
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【はじめに】 端座位からの立ち上がり動作で体幹前傾によっ
て生じる運動量を推進力として利用するには身体重心

（COM）に前方加速度を生じさせるとともにそれを動的に制
御する必要がある。動作が困難な高齢者では殿部離床時のエ
ネルギー不足が指摘されている。我々は体幹前傾に伴う頭・
腕・体幹（HAT）前方運動量を用いて立ち上がり動作制御能
力の評価を試みており、模擬的に再現した起立後に立位が保
持できずに下肢を踏み出す動作の分析から離殿時の HAT 前
方運動量が低下する一方で COM 前方運動量、床反力垂直成
分が増加することを報告している（近畿 PT 学会、2024）。
本研究では動作加速度の時系列変化が動作の円滑性と関わる
との視点で、通常と立ち上がり失敗時の比較から体幹に装着
した慣性センサーを用いて計測した加速度波形解析による動
作制御評価の可能性を検討した。
【方法】 男子大学生8名（年齢：22.0±1.0歳、身長：172.1
±8.0 ㎝、体重：60.9±8.6 ㎏）を対象として40 ㎝の腰掛台
から通常の立ち上がりと起立後に静止せず前方へ踏み出して
しまう立ち上がりを行わせ、3次元動作解析装置 MAC 3D 
system を用いて動作分析を行うとともに胸部背面に装着し
た慣性および地磁気センサを搭載した小型3軸モーションセ
ンサ LP-WS0942で体幹加速度を計測した。すべての測定は
サンプリング周波数200Hz で行い、EMG ロガーを用いて時
間同期させた。加速度データ解析には Microsoft Excel を使
用し、角速度と地磁気データを用いてセンサ傾斜による影響
を補正した後に動作時間に一致したデータから高域透過フィ
ルタで高周波成分を抽出した。また、Wavelet 解析プログ
ラム（TAOS 研究所）を用いてマザーウェーブレットをドベ
シィ、解析レベルを5とした多重解像度分解による解析を行
い、各分解レベルにおけるエネルギー密度比を算出した。2
条件での測定値の比較には対応のある t 検定を用いた。統計
解析には SPSS Statistics 21を使用し、有意水準は p ＜0.05
とした。
【結果】 動作開始から臀部が離床するまでの体幹加速度の振
幅や振動に通常の立ち上がりと失敗動作で有意な差はみられ
なかったが、高周波成分を抽出することで失敗動作で加速度
の有意な増加が示されるとともに Wavelet 解析によってエ
ネルギー密度比の周波数帯域分布に有意な変化が確認された。
【結論】 立ち上がり動作時に体幹前傾によって生じる HAT
前方運動量は動作制御を反映する可能性があり、その際に体
幹加速度に含まれる高周波成分を中心とした波形を分析する
ことでその影響をより詳しく捉えられる余地が示された。
【倫理的配慮】 本研究は研究実施施設倫理委員会の承認を受
けて行われ、対象者には十分な説明を行い研究参加の同意を
得た。

立ち上がり時に静止できず 
前方へ下肢を踏み出す動作時の 
体幹加速度波形分析

○山中　悠紀、水野　智仁、村上　慎一郎
姫路獨協大学 医療保健学部

Key words：立ち上がり動作、体幹加速度、ウェアラブルセンサ－
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【はじめに】 立ち上がり動作直後の立位保持は、視覚、前庭
感覚、そして体性感覚の即時的統合を要する姿勢制御課題で
ある。体性感覚入力は立位安定性に寄与する割合が視覚およ
び前庭感覚よりも高いが、それを増すことによる立ち上がり
直後の動的バランスへの影響については不明である。本研究
では、立ち上がり直前に足底へ刺激を加えることで、直後の
立位安定性が向上するかを検討するとともに、能動的刺激と
受動的刺激の効果の違いを明らかにすることを目的とした。
本研究には、立ち上がり動作後のふらつきを軽減するための、
簡便で汎用性の高い手法の確立に貢献するという意義がある。
【方法】 被験者は若年成人男性9名とし、以下の3条件で立
ち上がり動作を遂行した：①コントロール（刺激なし）、②
受動的刺激（検者による足底への垂直荷重を1Hz で10回）、
③能動的刺激（被験者自身による随意的な垂直荷重を1Hz
で10回）。刺激は、厚さ10 ㎜のアクリル板に、直径6 ㎜の
プラスチック製の球体を縦横約5 ㎜間隔で貼付したものを使
用した。被験者は、端座位で各条件での刺激後に立ち上がり、
立位を10秒間保持した。データ分析では、立ち上がり動作
直後1秒間（01s）およびその後の1～10秒間（110s）におけ
る圧中心の左右（CoPx）および前後（CoPy）方向への偏位量
ならびに加速度を分析対象とし、以下の指標を算出した：身
体動揺の指標として CoP 動揺の標準偏差（SD）、立ち上が
り動作の運動力学的指標として動作中のピーク加速度の安静
立位時からの変化率（⊿加速度）。統計解析には Friedman
検定を用い、有意水準は5% 未満とした。
【結果】 いずれの指標においても3条件間で有意差は認めら
れ な か っ た（CoPx, p=0.237～0.690、CoPy, p=0.459～
0.895、⊿加速度、p=0.773）。
【結論】 本研究では、能動的・受動的足底刺激ともに、立ち
上がり直後の立位安定性の向上は認められなかった。その理
由のひとつとして、感覚入力に対する重みづけに個人差が有
り、統一的な効果が得られなかったことが推察される。今後
の研究では、刺激方法を含め、対象者の姿勢制御戦略の特性
を考慮した検討を行う。
【倫理的配慮】 本研究は、森ノ宮医療大学倫理審査部会の承
認（承認番号：2025-013）を得て実施し、すべての被験者か
ら文書による同意を得た上で実施した。また、本研究に関し
て開示すべき利益相反（COI）は存在しない。

能動的および受動的足底刺激が 
立ち上がり動作直後の立位安定性に 
及ぼす影響

○檜垣　奨、前田　薫
森ノ宮医療大学 総合リハビリテーション学部 理学療法学科

Key words：立ち上がり動作、能動的刺激、受動的刺激、足底刺激、
立位安定性
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【背景】 当院では10年前より新人教育に携わり、新人に対す
る評価指標の構築を進めてきた。しかし、その中で教育者間
における指導内容の一貫性の欠如や、経験則に基づいた属人
的な指導が多く見受けられ、教育される側の混乱を招いてい
た。これらの課題を解決するには、まず教育者側の現状把握
が必要であり、そのための評価指標の構築が急務であると考
えた。
【目的】 新人教育を担う教育者（以下、プリセプター）の教育
能力を把握するために、プリセプター評価指標の構築を行い、
課題の明確化を図ることを目的とした。
【方法】 新人教育を担当しているプリセプター8名（平均経
験年数7.25年）を対象に、教育者向けに作成したスキルマッ
プを実施した。評価は以下の3つの大項目に分類し、さらに
14項目に細分化して3段階評価を行った。心理的要素の①
下位等級者・スタッフ間と良好な人間関係を構築するコミュ
ニケーション能力、②一緒に課題解決（サポート）する能力、
教育的要素の③教育方法の理解、④指導の実践およびプラ
ンニング再評価、管理的要素の⑤管理的視点を持って部署
運営を行うリーダーシップ能力の①～⑤の中分類のうち、
14個の小分類の内容について3段階評価を行った。
【結果】 8名中6名が安定した関わりを継続できており、状
況に応じた具体的かつ適切な指導が実施できていた。しかし、
教育的要素（③～④）は8人中3人、管理的要素（⑤）は8人
中2人にとどまり、教育・指導の実践、部署運営における視
点やリーダーシップの発揮が十分とは言えない結果であった。
【考察】 心理的要素においては、比較的年代が近いこともあ
り、プリセプティに寄り添った OJT が実践されていたと考
えられる。一方で、教育的要素では、教育方法の理解はある
ものの、プリセプティの状況把握や課題共有、目標の見直し
といった指導プロセスが不十分であった。これには、評価・
介入の手順的な流れを重視する “ 型 ” の指導が中心であり、
仮説思考や柔軟な判断に基づいた “ 思考 ” 重視の教育スタイ
ルが不足していることが影響していると推察される。
【結論】 教育的要素における課題が明確となった。今後は、
「型」重視から「仮説思考」重視への意識改革が求められる。
そのためには、理学療法プロセスの見える化やスキルマップ
の継続的活用、評価スキルの再考が必要である。また、指導
の質を向上させるためにもプリセプター自身がプリセプティ
の症例を一緒にまとめ、見える化・言語化できる症例発表会
などを通じた継続的な学びと課題共有の場も重要である。
【倫理的配慮】 本発表においては、すべての評価結果を匿名
化し、個人が特定されないよう十分に配慮した上で分析を
行った。

新人教育者の課題の見える化
～ 教育者に対する評価指標から 
見えてくるもの～

○池　康平
大阪府済生会大阪北リハビリテーション病院  
リハビリテーション技術部

Key words：新人教育、教育者の評価指標、理学療法プロセス、	
仮説思考、見える化
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【はじめに】 所属組織での研究活動の活性化は、個々の理学
療法士（PT）のスキル向上のみならず、組織全体の専門性を
高め、患者ケアの質を高めると考える。当院リハビリテー
ション科は、直近3年間でスタッフ数が約3倍に増加し、学
術活動への取り組みや関心のあり方に多様性がみられるよう
になってきた。そこで、組織力向上に向けた取り組みの第一
歩として、研究活動の現状、興味・関心、ならびに活動を阻
害する要因を把握する目的で予備的アンケート調査を実施し
た。本報告ではその結果を共有し、今後の研究活動活性化に
向けた具体的検討の基礎資料とすることを目的とする。
【方法】 対象は当院リハビリテーション科に常勤勤務する
PT13名（経 験 年 数：6.6±4.4年）と し た。2025年7月 に
Googleフォームを用いてアンケート調査を行った。アンケー
トは、過去および現在の研究活動・外部活動歴、研究への興
味関心、職場における研究環境やサポート体制に対する評価、
ならびに研究活動への障壁に関する項目で構成した。得られ
たデータは単純集計により記述的に整理した。
【結果】 アンケートの回収率は100% であった。学術実績は、
論文作成経験者が44%、発表経験が46%、学術大会への参
加経験が62% であった。経験者のうち9割が「職場の上司
や同僚の勧め」がきっかけであったと報告した。また、現
在および過去、研究活動に関わったことはないが、興味はあ
ると考えている者は約半数にのぼった。一方で取り組めない
要因に、「知識や技術の不足」（54%）が最も多く、研究遂行
に対する心理的・技術的な障壁が示唆された。職場環境に関
する評価では、研究指導体制に対する満足度は10点満点中
8.6点と高評価だったが、環境全体の満足度は5.8点にとど
まった。特に、「時間の確保が難しい」（23%）、「研究活動
による評価を感じない／どちらともいえない」（54%）といっ
た点が、研究活動の妨げとして挙げられた。
【結論】 今回の予備調査により、当院理学療法士の研究活動
への潜在的な意欲は高いものの、時間的制約、知識・技術の
不足などが活動の障壁となっている現状が明らかとなった。
特に研究経験の少ないスタッフにとっては、研究の進め方に
関する初期段階のサポートが課題と考えられる。本結果は、
個々の課題にとどまらず、組織として研究活動を支援する環
境整備の必要性が示唆された。今後は、研究指導体制の構築
や研修会の企画など、具体的な支援策を多角的に検討・実施
し、組織全体の学術的水準の向上を目指したい。
【倫理的配慮】 本調査は、関係機関の倫理委員会の承認を得
て実施された（承認番号：BR25007）。研究目的や参加の任
意性、個人情報の保護等について口頭および書面で説明し、
同意が得られた者のみを対象とした。アンケート回答をもっ
て同意取得とみなした。

当院リハビリテーション科における 
理学療法士の研究活動の実態と 
促進に向けた課題に関する予備調査

○池田　直人1）、青木　敦志1）2）、瀬崎　唯3）、向井　拓也3）

1）白石クリニック整形外科・内科・消化器内科 リハビリテーション科
2） びわこリハビリテーション専門職大学 リハビリテーション学部  
理学療法学科

3） 奥天神白石クリニック整形外科・リハビリテーション科  
リハビリテーション科

Key words：研究活動、実態調査、アンケート
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【背景と目的】 2015年の労働安全衛生法改正により、50人
以上の事業所では年1回のストレスチェックが義務化されて
いる。当法人は大阪市内の急性期総合病院として約1,500人
の職員を擁し、毎年ストレスチェックを実施している。
　新型コロナウイルス感染拡大以降、医療現場では業務負荷
や心理的ストレスが長期化したが、近年は “with コロナ ” の
体制へと移行し、ストレスの質・量にも変化が見られるよう
になった。
　本研究では、2021～2024年のストレスチェック結果から
①リハビリテーション科スタッフの心理的ストレスの経年
変化を捉え、②法人全体と比較することで、部署特有の傾
向や課題を明らかにし、今後の支援体制や職場改善への示唆
を得ることを目的とした。
【方法】 職業性ストレス簡易調査票（57項目）を用い、株式
会社セーフティーネットの WEB システムで年1回（2021年
～2024年、計4回）実施。「仕事のストレス要因」「心身の
反応」「周囲のサポート」「満足度」の4カテゴリを4段階
評価し、集団分析により部署別に経年比較を行った。
【結果】 高ストレス該当者の割合は、当科で16.7%、16.3%、
15.2%、17.4% と推移し、2023年に一時減少したが2024年
には再上昇した。法人全体は19.9% から16.7% へと減少傾
向にあった。
　仕事量の負担は当科で9.8、9.6、9.9、9.7と高く、法人平
均9.3、9.0、9.1、9.3より高水準であった。
　仕事のコントロール得点は7.7、8.4、8.0、7.9で推移し、
法人平均7.2～7.4を一貫して上回った。
　上司の支援は7.2～7.6と法人平均と同程度、同僚の支援
は常に高く（8.1～8.6）、2024年には法人も8.4に達し同等
水準となった。
　リスク値は当科で107、103、105、107、法人は111、107、
105、105で、当科は2024年に再び法人を上回った。
【考察と結論】 当科では仕事量の多さに対し、自律性やチー
ム支援が高く良好な職場環境が維持されていると考えられる。
ただし2024年には高ストレス者割合やリスク値の再上昇が
みられ、働き方の変化が影響した可能性もある。今後も継続
的なデータ分析と職場改善の取り組みが求められる。
【倫理的配慮】 本研究は法人人事課の許可を得て実施し、個
人が特定されない集団データのみを使用した。

コロナ禍からwithコロナの 
4年間におけるスタッフが抱える 
ストレスの変化

○本田　憲胤
医学研究所北野病院 リハビリテーション科

Key words：ストレス、ストレスチェック、職場環境
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【はじめに】 当訪問リハ事業所は急性期病院に併設され、入
院・訪問リハ担当セラピストが同施設内に勤務しているため、
退院後の訪問リハ開始が円滑に行えるメリットがある。従来
は口頭で新規介入相談を行っていたが、2023年7月より
Microsoft Forms（以下、Forms）を導入し、フォームによる
相談に変更した。Forms は Microsoft 提供のフォーム作成
ツールで、時間や場所を問わず相談が可能となり、業務負担
軽減や早期介入に繋がると考えた。今回、Forms 導入による
訪問リハ早期介入および業務負担軽減への影響を検証した。
【方法】 
調査1：2022年4月～2025年3月に退院後訪問リハを開始し
た147名を対象とし、Forms 導入前群（77名）と導入後群

（70名）に分類した。相談日から退院日までの日数（以下、
①）、訪問リハ開始日から退院日までの日数（以下、②）を
算出し、早期介入割合を比較した。早期介入の基準として先
行文献より、退院後から14日以内の訪問リハ介入にて ADL
の改善がみられたとの報告から、②が14日以内を早期介入
群とし、①の平均値を比較した。統計学的解析は Excel 内
の対応の無い t 検定を用い、有意水準は5% 未満とした。
調査2：Forms 導入に関するアンケートを入院担当セラピス
ト27名に実施。業務の行いやすさ、理由、メリット・デメ
リット等を調査した。
【結果】 
調査1：早期介入割合は Forms 導入前群75%、導入後群
76%。①の平均値は Forms 導入前群9.5日、導入後群8.8日。
両群間に有意差は認められなかった（p ＞0.05）。
調査2：「業務が行いやすくなった」との回答は26名。理由
として「時間短縮」「簡潔で分かりやすい」「隙間時間の活
用」等が挙げられた。メリットとして「様式が決まってい
て分かりやすい」「いつでも相談可能」「時間短縮」が多く
選ばれた。
【結論】 Forms 導入により、早期介入割合や相談日から退院
日までの平均日数に有意差は認められなかったが、アンケー
ト結果から業務効率向上や負担軽減に寄与する可能性が示唆
された。今後の展望として、Forms の使用により部署内連
携の強化、訪問リハ早期介入に繋がるような取り組み内容を
模索し、訪問リハ新規介入がより有益になる事を目指してい
きたい。
【倫理的配慮】 本調査はヘルシンキ宣言に従って行い、個人
情報は匿名化し、患者が特定されないよう配慮した。また、
本調査の趣旨・目的・個人情報の取扱いに関する情報をホー
ムページ上に公開し、対象者が自由に参加を辞退できるオプ
トアウト方式を用いた。

Microsoft Formsによる訪問リハビリ
テーション新規介入相談の効果検証

○新居　雄太、掛田　千瑛、柏原　夕夏、髙井　弘誠、南　愛、
木村　孟浩、廣津　昴
洛和会丸太町病院 リハビリテーション部

Key words：訪問リハ、Forms、業務負担軽減
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【はじめに】 デイサービスを利用する要支援者、要介護者の
満足度は、心身の健康の維持・増進や介護サービスの継続に
直結する重要な要素であると考えている。近年のサービス内
容の多様化や制度改定により、デイサービス利用者のニーズ
や満足度も変化していると考えられる。しかし、デイサービ
ス利用者の満足度を経年的に検討した研究は限られている。
そこで本研究では、デイサービス事業所における利用者満足
度の経年変化を分析し、その傾向と背景要因を明らかにする
ことを目的とした。
【方法】 2022年から3年にわたって大阪市に位置するデイ
サービス事業所（A, B）の利用者延べ724名を対象に、満足
度を年に1回の頻度で調査した。満足度調査の後には、結果
をもとに次年度の事業所としての取り組みの立案実施を繰り
返した。
　満足度調査の質問項目は、これまでの事前の検討によって

「施設を知り合いに紹介したい」に強く関連する項目として
抽出された以下の項目、すなわち、スタッフの気配り、時間
厳守、施設の状況、相談、連絡票、コミュニケーション、苦
情対応、清潔さ、利用しやすさ、他者への施設評価に関連す
る10質問で構成した。また、自由記載欄も設定した。10の満
足度項目の測定尺度には、「そう思う、どちらかといえば思う、
どちらともいえない、どちらかといえば思わない、そう思わ
ない」の5段階評定を採用し、その数量化には、順に5、4、3、
2、1の得点を与え、間隔尺度を構成するものと仮定した。
　調査結果を踏まえた取り組みとしては、10項目に直接的
に関係するもの、および自由回答への対応を事業所ごとに立
案し実行した。また、2ヶ月に1回の頻度で事業の QSC（品
質、サービス、清潔さ）のチェックとフィードバックを実施
した。
　回答結果から、各事業所における各満足度項目の得点と総
合得点の推移を Kruskal-Wallis 検定により検討し、各々の
取り組み内容をもとに得られた結果の変化について考察した。
【結果】 事業所 A では、利用者、利用者家族とスタッフとの
コミュニケーションに関連する項目は経年的に得点が増加し
たが、それ以外は総合得点も含めて2023年のみの増加とい
う結果であった。事業所 B では、総合得点を含め、すべて
の項目で経年的に得点が増加する傾向を呈した。
【結論】 デイサービス事業所に全社的な取り組みとして利用
者満足度の調査とその向上を目的とした取り組みを実施した
結果、事業所の違いで満足度の推移が異なる結果となった。
これには、管理者の資質や職員構成、職員と管理者の定期的
面談の有無など、事業所ごとの様々な違いが関係していると
考えられる。したがって、利用者満足度の高い介護サービス
の提供においては、サービスの内容だけでなく、事業所の特
性を考慮した介入が必要である。
【倫理的配慮】 筆者の所属する機関の研究倫理審査委員会の
承認（2023-21）を得て実施した。

デイサービス利用者の満足度向上への
取り組みと満足度変化

○大工谷　新一1）、田中　直樹2）、岡山　裕美1）

1）北陸大学大学院 医療保健学研究科
2）株式会社リハライズ 訪問看護ステーションリハライズ

Key words：デイサービス、顧客満足度、調査
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【はじめに】 脳卒中急性期治療において Stroke Care Unit
（以後 SCU とする）では多職種で包括的な治療を行うことが
ガイドラインで薦められている。本邦では2006年4月の診
療報酬改定において脳卒中ケアユニット入院医療管理料が新
設された。当院ではより高度な急性期治療を提供すべく
2014年に SCU が開設された。当院 SCU は6床の専有ベッ
ドを有し、診療体制として専任の常勤医師が常時1名以上、
3：1の看護体制、専従理学療法士1名を配置している。当院
SCU 開設から10年が経過したが SCU における理学療法介
入の検討を行う文献は少数である。当院 SCU におけるリハ
ビリテーション状況をまとめ、先行研究と比較し課題を検討
した。
　リハ介入は理学療法（以後 PT とする）、作業療法（以後
OT とする）、言語、嚥下療法（以後 ST とする）の介入を行
う。一人当たり1日で PT、OT、ST で合計5単位を目標に
介入を実施している。土日祝日は基本的に休診であり、3連
休、GW、年末年始には48時間以上介入が空かないように
介入を行う。
【方法】 2023年1月から2023年12月までの1年間に入室さ
れた患者かつリハビリテーション処方を頂き介入した症例を
対象とした。
　当院での SCU 入室からリハビリ介入までの日数、患者1
人あたりの平均リハ単位数、平均理学療法単位数、SCU 在
室日数、在院日数について調査を行い先行報告と比較した。
【結果】 当院での介入までの日数は平均1.4日、SCU 在室日
数は7.8日、在院日数は23.5日であった。患者1人あたりの
実施単位数は1日5.3単位でありうち理学療法単位数は2.1
単位であった。
【結論】 先行研究では SCU 開設後のリハ介入開始までの日
数は2.3±1.5日、在院日数は36.3±21.9日、理学療法単位
数は2.5単位であった。リハ介入開始日は当院では医師から
のリハビリ処方が SCU 入室と同時に出ることにより介入を
よりスムーズに行えていると考える。けれど患者1人辺りの
単位数は先行研究と比較し減少している。他病棟の患者対応
などマンパワー不足と検査、入浴、清拭などが介入時間の制
限が要因となっている可能性がある。
【倫理的配慮】 得られた内容は本研究発表以外には使用しな
いほか、個人が特定されるような情報が研究担当者以外に知
られないよう厳重に管理する。

当院 Stroke Care Unit（SCU）に 
おける現状報告と先行研究との比較

○東野　優太郎1）、谷添　愛2）、栗山　貴子2）

1）大阪市立総合医療センター 医療技術部リハビリテーション部門
2）大阪市立総合医療センター 看護部

Key words：SCU、リハビリテーション介入、脳卒中急性期
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【はじめに】 難病当事者にとって運動は身体機能の維持や生
活の質の向上に重要である。しかし、難病特有の心身医学的
ストレスなど多様な要因が運動継続の障壁となり、運動意識
は高いにもかかわらず運動強度が不足しているとの報告もあ
る。一方、運動支援の実態や課題については詳細な調査が十
分に行われていない。本研究では、最終的な運動支援介入開
発を視野に、患者交流会に参加している難病当事者を対象に、
運動の実施状況、継続上の障壁および支援に対するニーズを
明らかにすることを目的とした。
【方法】 2025年6月に難病相談支援センターで開催された難
病患者交流会の参加者14名を対象に、無記名の記述式アン
ケートを実施した。主な疾患としてはパーキンソン病、脊髄
小脳変性症などの神経筋疾患のほか、皮膚筋炎や全身性エリ
テマトーデスなどの免疫疾患が含まれていた。調査内容は、
年齢、日常生活自立度、運動内容、頻度、運動継続に関する
悩みをその他（自由記述）を含む選択肢と自由記述による運
動支援に対する要望とした。
【結果】 回答者の年代は40-80代に分布し、60代が最多で
あった（42.1%）。日常生活自立度は、86%（n=12）が独力で
外出できるが、残りの14%（n=2）は外出に介助が必要であっ
た。運動を開始したきっかけとしては、「専門職からの助言」、

「自身の身体機能の悪化の自覚」、「健康意識の向上」が挙げ
られた。運動の内容としては、家事を運動の代替とする者

（42.8%）や、散歩・ウォーキング（35.8%）を実施している
者が多く、次いでリハビリでの指導内容（28.5%）、通所サー
ビス等の活用（28.5%）であった。運動頻度は週3-4日以上
が79%（n=11）と高率であった。一方、運動継続に関する悩
みとして「体調の波」（42.1%）が最も多かった。支援ニー
ズとしては、「定期的な交流会の開催」（71.4%）が最も多く、
次いで「専門職へ相談できる機会」（35.7%）、「オンライン
での運動指導」（28.5%）であった。
【結論】 対象者の多くが一定頻度で運動を実践しているもの
の、体調変動や環境的制約が継続の大きな障壁となっている。
定期的な交流会開催に加え、自宅でも実践可能な低負荷運動
プログラムの提供とオンライン相談体制の整備、さらに個別
の支援計画策定が運動継続を効果的に後押しする可能性が示
唆された。本調査結果は、今後の運動支援介入開発における
設計指針として有用であると考えられる。
【倫理的配慮】 本研究は、ヘルシンキ宣言および厚生労働省
の人を対象とする医学系研究に関する倫理指針ならびに臨床
研究に関する倫理指針に則って実施した。対象者には、研究
目的、資料の利用、同意撤回の自由について口頭で十分に説
明を行い、アンケートへの回答をもって同意が得られたもの
と判断した。

難病当事者の運動実践における支援課題
―交流会参加者へのアンケート調査から―

○甲斐　太陽、中村　潤二、大塚　紋由、佐古　渚、寺田　大吾、
濵砂　水喜、生野　公貴
西大和リハビリテーション病院 リハビリテーション部

Key words：神経難病、難病支援、健康増進
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【はじめに】 質的な分析は患者の主観的な体験の理解、リハ
ビリテーションへのモチベーションや不使用行動の理由を解
明するための分析方法として活用されている。しかし、質的
記述的分析を基に理学療法（PT）プログラムを考案し実施し
た報告は散見されるばかりである。今回、日常生活（ADL）
において左上肢の不使用が認められた症例に対して、質的分
析によって対象者の内的要因を可視化し、個別性のある治療
計画を立案し実施した結果、上肢の使用頻度が向上した症例
を経験したため報告する。
【症例紹介】 対象は90代女性。自宅浴槽内での傾眠中にⅢ度
熱傷を受傷し、全層植皮術を受けた。転院後、週5回の PT
が開始された（60分）。初期評価では左肩、肘関節に ROM
制限。また、左上肢の運動時痛を認めた。左上肢の MMT
は4レベルであった。PT として、リラクゼーション、ROM
練習を実施したが、改善は限定的であったため、PT の頻度
を増加し（60分×2回）、温熱療法を開始するとともに自室
でのホームエクササイズを導入した。結果として ROM は肩
関節屈曲15°から90°へ改善し、疼痛は Numerical Rating 
Scale（NRS）で運動時7から1へ軽減したが、ADL 上での
左上肢の不使用が認められ、Motor Activity Log（MAL）は
13点であった。
【経過】 左上肢の不使用の原因を明らかにし、原因に基づい
た PT を考案するため、質的記述的分析を実施した。質的記
述的分析の方法としては、まず対象者へのインタビューを実
施し、内容を録音した。次に逐語録を作成し、コード化し、
カテゴリー化しテーマを抽出した。結果として3つのテーマ
が抽出された。テーマは、「身体的違和感と痛みによる防衛
的回避」、「生活習慣の中で強化された不使用」、そして「使
用すべきかどうかの葛藤と自己認識の変化」であった。質的
記述的分析は、意味単位の抽出とカテゴリー化、テーマ統合
の過程において、一部 AI（ChatGPT）による語彙整理、構造
化支援を受けたが、最終的な分析および解釈は発表者及び共
同研究者が行った。質的記述的分析結果から、対象者が左上
肢の使用頻度を増大するための PT は、疼痛への配慮、成功
体験の積み重ねによる左上肢使用に伴う恐怖や不安感の軽減
が必要であると考えた。具体的には疼痛に配慮した ROM 練
習や IADL 練習を立案した。IADL 練習は高さ調整可能な机
上清拭動作や、平行棒を用いた物干し動作など、段階的な成
功体験を積むことができる練習とした。その結果、ROM、筋
力は維持傾向であったが、MAL は24点に改善し、「左手が
使えるようになってきた」との言語的変化も認められた。
【結論】 質的記述的分析により、対象者の主観的体験や心理
的背景を把握し、個別性の高い治療計画を立案することがで
きた。PT 評価として質的記述的分析を用いる視点は、今後
の PT 実践においても有効な手段であると示唆された。
【倫理的配慮】 対象者には本報告の趣旨、個人情報の取り扱
いについて説明し了承を得た。

熱傷後患肢不使用となった症例に 
対して質的記述的分析に基づいた 
理学療法介入を実施した経験

○西田　梨乃1）、肥田　光正1）2）

1）高田上谷病院 リハビリテーション科
2）大阪河﨑リハビリテーション大学 リハビリテーション学部
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【はじめに】 足関節背屈可動域制限は荷重を妨げ、努力的な立
位姿勢を呈するケースは散見される。本発表では、脛骨腓骨
骨折術後に足関節背屈制限を呈していたが、他動運動による
可動域練習が禁止された症例に対し、感覚運動制御の視点に
基づいた介入を行い、立位姿勢制御が改善した経過を報告する。
【症例紹介】 症例は自転車走行中に転倒し右脛骨腓骨開放骨
折を受傷され、観血的骨接合術を施行した60歳代女性であ
る。症例は歩行再建への強い不安を抱いていた。第30病日
に当院転院となり、安静度は1/2荷重および他動運動禁止で
あった。理学療法評価（32病日）では、ROM は右足関節背
屈 -5°であり、下腿後面の伸張感を認めたが疼痛は自制内で
あった。触診では、右ヒラメ筋の筋緊張亢進や下腿後面軟部
組織の滑走性低下を認めた。立位姿勢の評価は30秒間の静
止立位と随意前後動揺により実施し、課題中の足圧中心

（CoP）と身体質量中心（CoM）を床反力計（テック技販社
製）と深度カメラ（Microsoft 社製）によって計測した。加え
て、筋電計（Plux 社製）を用いてヒラメ筋、前脛骨筋を計測
した。その結果、体幹・股関節が伸展位となり CoM は頭部
位置よりも6.41 ㎝前方へ偏位し、ヒラメ筋の筋活動の増大
と、それを上回る前脛骨筋の筋活動を認めた。随意前後動揺
時の CoM とヒラメ筋の関係性を相互相関解析によって検討
したところ、相互相関係数は左0.96、右0.55と右足部の協
調性の低下を認めた。
【経過】 症例は予後への強い不安があり、患側1/2荷重の立
位をとれるように強い意識を向けていた。しかし、患側は足
関節背屈可動域制限があるため、努力的に荷重する必要があ
り、前脛骨筋の筋活動を高め、CoM を前方偏位する代償戦
略が生じていたと考える。そのため、足部の体性感覚を参照
した姿勢制御が停滞し、CoM とヒラメ筋活動の協調性が低
下していると考えた。介入は、前足部と後足部の下に設置し
た硬度が異なるクッションの差異によって生じる足底圧を弁
別する課題を実施した（15分／日、5日間）。加えて、立位
姿勢で足底圧に注意を向けて前後に重心移動する練習を実施
した。最終評価（41病日）では、ROM は右足関節背屈5°、
右ヒラメ筋の筋緊張や下腿後面の伸張感は軽減した。立位姿
勢の評価では、両前脛骨筋の過剰収縮が軽減し、CoM と右
ヒラメ筋の相互相関係数は0.87となり協調性が改善した。
【結論】 随意前後動揺時にみられた協調性の低下は、足関節
背屈可動域制限を有しながらも荷重を試みた結果としての、
前脛骨筋の努力的な筋活動を反映していたと考えられる。感
覚運動制御の視点に基づいた介入を行うことで、CoM と下
腿筋活動との協調性が改善したことは、安静度の拡大ととも
に動作を獲得していく上で、重要な足掛かりとなる。本介入
は、可動域練習が制限される状況において代替的かつ有効な
介入手段となる可能性が示唆された。
【倫理的配慮】 本発表に関して書面にて説明を行い、同意を
得た。

足関節背屈制限を呈した症例の 
姿勢制御戦略
～感覚運動制御に着目した介入経験～

○佐藤　祐貴、坂下　大空、伊藤　拓海、下手　大生、赤口　諒
摂南総合病院 リハビリテーション科

Key words：足関節背屈制限、姿勢制御、感覚運動制御
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【はじめに】 人工関節周囲感染症（Periprosthetic Joint Infection
以下、PJI）は整形外科疾患の中でも重篤な合併症で、インプラ
ントおよび骨・軟部組織に広範なバイオフィルムを形成し、抗菌
薬の全身投与のみでは治療が困難である。近年骨髄内や軟部組
織、関節内に低流量で抗生剤を灌流する Cotinuous Local 
Antibiotics Perfusion（以下、CLAP）の有用性が示唆されてい
るが理学療法についての報告は少ない。今回両側股関節 PJI に
対し CLAP を実施し長期臥床と運動制限により患部と隣接する
関節の拘縮と ADL 低下を認めたが、多職種と緊密に連携しリハ
ビリテーション治療を実施した結果、拘縮の改善と ADL 向上に
より自宅退院可能となった症例を経験したので報告する。
【症例紹介】 既往に後天性免疫不全症候群がある50歳代男性、
入院前はロフストランド杖で ADL 自立。PJI にて緊急入院し
X 月 Y 日に右 Debridement, antibiotics, and implant reten-
tion（以下、DAIR）と両側股関節の CLAP 施行。左はインプ
ラント抜去時に骨折を生じたため創外固定施行。Y+91日に左
DAIR と左 CLAP を施行し右の CLAP 終了。Y+119日に左
CLAP 終了した。
【経過】 Y+4日に左下肢完全免荷、右下肢全荷重、患部可動域
練習禁止の指示のもと、患部外機能維持目的に関節可動域練習
と筋力増強練習を開始。初回評価時は疼痛が強くヘッドアップも
困難であり Funnctional Independence Measure（以下、FIM）
58点であった。Y+42日から作業療法（以下、OT）を追加し Tilt 
table 上の立位練習を開始。Y+63日から右股関節可動域練習開
始、開始時の股関節屈曲50度、膝関節屈曲30度であった。
Y+91日から左股関節可動域練習と左下肢の荷重開始。開始時の
関節可動域は股関節屈曲45度、膝関節屈曲20度であった。
Y+115日から平行棒内歩行、Y+118日から病棟リハビリテーショ
ン治療として歩行器歩行と Continuous Passive Motion（以下、
CPM）を開始。Y+161日に左膝関節授動術施行。最終的に股関
節屈曲右110度、左90度、膝関節屈曲左右120度可能となり、
FIM は119点まで改善を認め Y+239日に自宅退院となった。
【結論】 介入初期は骨髄針抜去や炎症再燃のリスクを伴うため
関節可動域練習と筋力増強練習禁止の指示であった。結果、患
部と隣接する関節の拘縮と ADL 低下を来たし、積極的な運動
が許可された段階で PT 単独の介入では早期に十分な機能改善
と ADL の改善が見込めないと示唆した。そのため医師に OT
追加や CPM 使用、授動術の検討を提案、看護師に歩行練習と
関節可動域練習、筋力増強練習を提案した。その結果、ADL
の阻害因子となっていた拘縮が改善し動作能力が向上した。今
回の経験より患者の身体機能を最も把握している PT が率先し
て多職種連携をはかり、統一した目標にてリハビリテーション
治療を展開することが有効であると示唆された。
【倫理的配慮】 本症例にはヘルシンキ宣言を尊守し十分な説明
を行った上で同意を得た。

両側人工股関節周囲感染症に対し
Continuous Local Antibiotics 
Perfusionを施行した症例に対する 
理学療法経験

○植田　亜胡1）、宮﨑　紗也佳1）、井村　理1）、北村　哲郎2）3）、
岡本　公一3）4）、城戸　顕3）

1） 奈良県立医科大学附属病院 医療技術センター  
リハビリテーション技師部門

2）奈良県立医科大学附属病院 医療技術センター
3）奈良県立医科大学 リハビリテーション医学教室
4）奈良県立医科大学 整形外科教室
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【はじめに】 今回、足関節脱臼骨折と三角靭帯損傷の複合受
傷に対し、観血的内整復固定術後、長期間の固定を要した症
例を担当した。固定後に生じた著名な足関節背屈可動域せい
げんおよび歩行時の足関節前面痛に対して介入した経過を報
告する。
【症例紹介】 31歳男性。ゴルフ場での転倒により右足関節脱
臼骨折、三角靭帯損傷を受傷。他院により観血的整復内固定
術を施行。三角靭帯整復後のため底屈20°でのシーネ固定と
なっていた。術後3にで自宅退院となった。術後5日後に当
院整形外科を受診し、外来理学療法を開始した。荷重制限は
無かったが、足関節可動域練習は靭帯整復の為術後4週で開
始となった。可動域練習開始時の主訴は、歩行時の足関節前
面痛であった。
【経過】 術後4週後の評価では、患側立脚中期から立脚後期
にかけて足関節前面痛（NRS4）が出現。歩行時では患側初
期接地時に足底接地、立脚中期から後期にかけて体幹屈曲・
骨盤右回旋・膝の過伸展を認めた。ROM（患側／健側）は、
足関節背屈0°/30°（膝屈曲位）-5°/25°（膝伸展位）、母趾伸
展10°/30°であった。Knee To wall Test（KTW）では0 ㎝
/12 ㎝であった。下腿三頭筋、長母趾屈筋のストレッチおよ
び足部モビライゼーション、距骨の後方滑り込みを誘導する
ことで即時的に足関節背屈可動域が改善可能であった。下腿
三頭筋、長母趾屈筋の伸張性低下は術後4週間の固定による
影響が大きいと考えられる。また長母趾屈筋の伸張性低下は
距骨の後方滑り込みを低下させ、足関節背屈制限と足関節前
面軟部組織へのインピンジメントストレスを生じさせること
が報告されている（大工谷新一、2006）。本症例においては、
立脚中期から立脚後期にかけて足関節背屈が強制されること
によって、足関節前面へのインピンジメントストレスがより
強まり、足関節前面痛が惹起されていると考えた。介入とし
てストレッチ・徒手療法での筋・軟部組織伸張性改善、セラ
バンドを使用した距骨後方滑り込みの誘導による背屈 ROM
の改善を図った。また歩行時痛軽減、跛行の改善、歩行動作
の誤学習予防を目的に3 ㎜の補高を踵に挿入した。術後12
週後には歩行時痛が NRS0に足関節背屈 ROM は15°/25°

（膝関節屈曲位）10°/30°（膝関節伸展位）、母趾伸展25°/30°
に改善。KTW は3 ㎝/12 ㎝まで改善。跛行の改善も確認で
きた。
【結論】 本症例の主訴である足関節前面痛は、ROM 拡大に
伴いインピンジメントが回避され症状改善したと考えられる。
下腿三頭筋、長母趾屈筋に対するストレッチと距骨の後方滑
り込み誘導が ROM 拡大に寄与したと考える。さらに、歩行
動作において早期から補高を行い、跛行改善を図ったことで、
運動の誤学習を予防できたと考えられる。
【倫理的配慮】 本症例は、患者様に発表内容を十分に説明し、
ヘルシンキ宣言に基づき、口頭及び書面にて同意を得た。

足関節脱臼骨折に対する観血的整復内
固定術後、著名な関節可動域制限と 
足関節前面痛を呈した一症例

○大西　康太1）、瀬崎　唯1）、青木　敦志2）、白石　将史3）

1）奥天神白石クリニック リハビリテーション科
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3）白石クリニック 整形外科
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下腿三頭筋
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【はじめに】 エルゴメータは有酸素運動として、心肺機能や
筋力向上等を目的として使用されることが多い。当院では対
象者の状態に合わせて自転車タイプ（バイク）とリカンベン
トタイプ（リカンベント）のエルゴメータを適宜処方してい
る。バイクについては心肺機能や筋力向上に関する報告が多
いが、リカンベントによる運動効果に関する報告は少ない。
また、これらの異なる種類のエルゴメータによる運動が身体
機能へ及ぼす効果を比較した報告は少ない。エルゴメータに
よる運動を処方するにあたり、それぞれの特性を把握してお
くことは重要である。そこで今回、両エルゴメータが下肢骨
格筋の酸素動態に与える影響ついて比較・検討した。
【方法】 対象は、健常男性10名（平均年齢27.7±4.2歳）と
した。バイクとリカンベントを用いてペダリング運動中の下
肢外側広筋の酸素動態を近赤外分光法（Near Infrared 
Spectroscopy）により測定した。ペダリングのプロトコルは、
サドルの高さを膝関節最大伸展時に屈曲30°となる姿勢に設
定し、2分間の安静座位後に、回転数60回／分で10分間の
運動とした。負荷量は、50W と100W の定量負荷とし、タ
イプと負荷量の組み合わせによる計4回のペダリング運動を
クロスオーバーデザインにて、それぞれの施行は4日間以上
の間隔をあけて行った。筋の酸素動態として酸素化ヘモグロ
ビン（OxHb）と還元ヘモグロビン（DxHb）を記録し、ペダ
リングの運動強度の指標として心拍数（HR）も記録した。統
計学的分析には負荷量ごとに統計ソフト R を用いて二元配
置分散分析による比較を行った。有意水準は5% 未満とした。
【結果】 100W において、開始2分間の OxHb はバイク0.052
±0.015mM、リカンベント0.050±0.013mM、終了前2分
間 は バ イ ク0.060±0.018mM、 リ カ ン ベ ン ト0.059±
0.024mM で あ っ た。 同 様 に DxHb は バ イ ク0.028±
0.012mM、リカンベント0.031±0.012mM、終了前2分間
は バ イ ク0.036±0.019 mM、 リ カ ン ベ ン ト0.037±
0.020mM であった。共に交互作用、両エルゴメータ間の主
効果は認めず、繰り返しの主効果のみ有意差を認め、時間経
過に伴い上昇する傾向を示した。HR においては、交互作用
は認めず、主効果は共に有意で、両エルゴメータ共に時間経
過に伴い有意な上昇を示し、ペダリング動作中は常にバイク
が高値を示した。一方、50W においては、全項目にて両エ
ルゴメータで差を認めなかった。
【結論】 機器の違いにおけるペダリング中の下肢骨格筋の酸
素動態に差はなく、心拍数のみ差を認めた。バイクは背もた
れがなく、リカンベントには背もたれがあり、その違いから
下肢骨格筋へ与える負荷が異なると考えたが、今回のプロト
コルでは機器の違いによる下肢骨格筋の酸素動態の差は少な
かったと考えられる。今後は、ペダリング時間や負荷量につ
いて更なる検討が必要である。
【倫理的配慮】 本研究は、所属機関の臨床倫理委員会の承認
を得た（承認番号：202501）。

異なるタイプのエルゴメータが 
下肢骨格筋の酸素動態に与える 
影響について
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【はじめに】 神経根走行異常に対するリハビリテーションは過
去の文献から渉猟した限り見当たらない。今回、右 L5/S 神経
根走行異常の患者に対し内視鏡下椎弓形成術を施行した患者の
約8週間のリハビリスケジュールを作成し、無事に実戦復帰し
た野球選手について報告する。
【症例紹介】 26歳、男性、野球選手、内野手、右投げ右打ち。
　入院1カ月前に、起床時に右下肢後面にしびれを認め、その
後右殿部痛出現。拇趾伸筋及び股関節外転筋力低下を認め手術
目的にて入院。同日術前評価実施。入院翌日に右 L5/S 椎弓形
術施行。術翌日より PT 介入し退院日にトレーナーとミーティ
ング実施。
【経過】 
術前評価（R/L）：身体所見：Straight Leg Raising Test（SLR- 
T）：+/-、関節可動域（°）：SLR65/95、股屈曲115/120、外
転45/40、内旋20/40、足背屈20/20、MMT：腸腰筋4/5、中
殿筋4/5、前脛骨筋4/5、長母趾伸筋4/5、感覚：右 SLR 時に
右下肢後面にしびれ出現。疼痛：歩行時や前屈時に右腰殿部痛、
右下腿外側部痛出現。指床間距離（FFD）：0 ㎝、術後リハビ
リとして、ドローインやプランクなどの体幹トレーニング、肩
関節周囲筋トレーニング、胸椎可動域練習、股関節周囲筋ト
レーニングと有酸素運動を実施。
退院前評価（R/L）：身体所見 SLR-T：-/-、関節可動域（°）：
SLR70/95、股屈曲130/130、外転50/45、内旋40/40、足背
屈30/30、MMT：腸腰筋5/5、大殿筋5/5、中殿筋5/5、前脛
骨筋5/5、長母趾伸筋5/5、感覚：異常なし。疼痛：歩行時軽
度の創部痛認める程度、FFD：-9 ㎝、退院後リハビリとして、
週ごとにランニングや筋力トレーニング、キャッチボールや
バットスイングなどの強度を決め実施。
【結論】 症状出現当初は MRI 撮影にて L4/5椎間板変性を認め
るもののヘルニアは認めず、L5神経根症状を認めていた。精査
の結果、右 L5/S の神経根の先天性走行異常が見つかり右 L5/S
椎弓形成術施行の運びとなった。術前評価では健側に比べ右股
関節に可動域制限を認めた。また中殿筋や長母趾伸筋の筋力低
下や歩行時の右下腿外側部痛があり、L5/S 神経根症状を認め
ていた。術後は神経の圧迫解除により可動域改善や筋出力の向
上を認めた。入院中のリハビリは急性炎症期にあたる保護フェー
ズであり、患者教育と骨盤帯・股関節の安定化が重要であるた
め、退院までの約1週間で出来るだけ体幹のインナーマッスルを
鍛え、股関節周囲の可動性を向上させることに重点を置き指導
を行った。退院時には低下している運動機能や退院後の各フェー
ズでの注意点についてトレーナーと情報共有を行った。今回椎
間板ヘルニアに対する内視鏡下手術のリハビリスケジュールを
参考に、医師と共に術後8週間のリハビリメニューを作成した。
疼痛の再発もなく経過良好で競技復帰を果たすことができ、内
視鏡下手術後の理学療法プロセスの一助となると考える。
【倫理的配慮】 ヘルシンキ宣言に基づき、本報告は内容、目的
を十分に説明し同意を得た。

L5/S神経根の先天性走行異常に対し
内視鏡下椎弓形成術施行後、約2ヶ月
で実戦復帰した野球選手の報告

○福井　浩之1）、木村　拓哉1）、武田　正則1）、小山　毅2）、 
文　勝徹3）、青木　惇一3）、山岸　亮3）、山崎　良二3）

1）関西労災病院 中央リハビリテーション部
2）関西労災病院 リハビリテーション科
3）関西労災病院 整形外科

Key words：先天性走行異常、内視鏡下椎弓形成術、メ	
ディカルリハビリテーション
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【はじめに】 主観的健康観（SRH）は公衆衛生上の健康指標
であり、諸外国では社会人口統計学的特性に加え、生活習慣
要因が影響するとされている。日本における SRH は諸外国
よりも低く、健康寿命延伸を目指すために SRH に関連する
生活習慣要因を整理することは重要である。本研究では、日
本人成人における SRH と生活習慣の関連を検討することを
目的とした。
【方法】 データは笹川スポーツ財団が2022・2024年6月から
7月にかけて調査したスポーツライフ・データ2022・2024
のローデータを活用した。スポーツライフ・データは1992
年から隔年で実施されている調査であり、市町村の規模を考
慮して抽出された全国の市区町村に居住する満18歳以上の
男女3,000名を対象に行われている。本研究では20歳以上か
つ SRH の回答を得られたものを対象とした。
　SRH は「あなたは、現在健康であると思いますか」とい
う質問から回答を得た。本研究では「非常に健康だと思う」

「健康な方だと思う」を良好群、「あまり健康ではない」、
「健康ではない」を不良群と定義した。一般健康診断から食
習慣は「朝食を3回以上抜く」の有無、睡眠時間は「6時間
未満」、「6-8時間」、「8時間以上」と分類した。スクリーン
タイムは2時間を基準とし、座りすぎは「1日合計8時間以
上座ったり、横になったりしている状態」とした。身体活
動量は世界標準化身体活動質問票を用いて、WHO の身体活
動ガイドライン推奨量達成の有無を調査した。先行研究から
社会人口統計学的要因（年代、性別、婚姻状況、同居家族、
勤労状況、学歴、都市規模）と身体的・心理的特徴（body 
mass index、K6日本語版）を調整変数として調査した。統
計解析として、SRH による調査項目の比較は対応のない t
検定およびχ2検定を行った。SRH に関わる生活習慣要因の
関連は、欠損値補完として多重代入法を用いた後、強制投入
法によるロジスティック回帰分析で検討した。感度分析とし
て完全ケース解析も行った。有意水準は5% とした。
【結果】 全対象者5,833名のうち、SRH の不良群は1,628名
（27.9%）であった。不良群は、朝食を抜く、睡眠時間が短い、
スクリーンタイムが長い、座りすぎ、低身体活動の割合が高
かった（p ＜0.001）。ロジスティック回帰分析の結果、SRH
不良群に対して、朝食を抜く（オッズ比［OR］=1.41、95%
信頼区間［CI］：1.19-1.66）、睡眠時間6時間未満（OR=1.44、
95%CI：1.20-1.74）、スクリーンタイム2時間以上（OR=1.22、
95%CI：1.07-1.40）、座りすぎ（OR=1.35、95%CI：1.18-1.55）、
低身体活動（OR=1.67、95%CI：1.43-1.92）のような者は
OR が高かった。完全ケース解析においても同様の結果が得
られた。
【結論】 日本人成人において SRH には生活習慣が密接に関
連していた。多角的な視点から生活習慣への対策を行うこと
の必要性が示唆された。
【倫理的配慮】 笹川スポーツ財団が提供する匿名加工処理さ
れたデータベースの二次分析にあたり、同財団の許可を得て
実施した。

日本人成人における主観的健康観と 
生活習慣の横断的関連： 
スポーツライフ・データの二次分析

○北垣　和史1）、金居　督之2）

1）四條畷学園大学 リハビリテーション学部
2）金沢大学 融合研究域 融合科学系

Key words：主観的健康観、スポーツライフ・データ、生活習慣
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【はじめに】 回復期リハビリテーション病棟（回リハ病棟）
は、日常生活活動（ADL）の向上を目的に集中的なリハビリ
テーションを行い、自立度を変化させていく。生活再建を目
指して対象者の活動を促す際には、活動量が増えるほど転倒
リスクも高まりやすく、安全との両立が常に課題となる。な
かでも、大腿骨近位部骨折を受傷した高齢者は、転倒による
再骨折や機能回復の遅延のリスクが高いとされる。そこで本
研究では、回リハ病棟における大腿骨近位部骨折患者を対象
に、転倒の発生状況を明らかにすることを目的とした。
【方法】 本研究は、2019年12月～2025年6月に回リハ病棟
に入棟した大腿骨近位部骨折患者の診療録とインシデントレ
ポートから後方視的に調査した。調査項目は、性別、年齢、
診断名、術式、入棟・退棟時の Functional Independence 
Measure（FIM）、転倒件数、インシデントレベル、転倒発
生時の入院週数、場所、時間帯、動作、認知機能（MMSE）
と FIM 移乗・歩行とした。
【結果】 対象は、44名の大腿骨頸部骨折患者（男性6名、年
齢85.6±9.2歳、術式：人工骨頭置換術32件、人工関節置
換術2件、骨接合術10件）と45名の大腿骨転子部骨折患者

（男性7名、年齢88.5±5.8歳、術式：骨接合術45件）であっ
た。89名の入棟時／退棟時の FIM 運動項目42.3±14.5点
/61.7±19.2点、認知項目20.9±8.3点 /21.7±8.4であった。
転倒件数は122件で、1回転倒は65件、複数転倒は24件（延
べ57件）であった。インシデントレベルは、レベル1：38件、
レベル2：68件、レベル3a：11件、レベル3b：5件であった。
転倒発生は、入院後5週目（16件）が最も多く、場所は、病
室が87件（71.9%）と最多であった。時間帯は、5時、6時で
最も多く、次いで20時、23時と続いた。動作は歩行が最多
であった。転倒時の MMSE は16.6±6.7点、FIM 移乗は5
点、次いで6点、歩行は1点、次いで5点で多かった。
【結論】 回復期リハ病棟における大腿骨近位部骨折患者の転
倒は、後期高齢者の女性で多かった。病室、早朝・夜間帯、
歩行・立位時に多くの発生することが明らかになった。医療
スタッフのリソースが少ない時に、転倒リスクが高くなるこ
とが考えられた。また、転倒時の移乗と歩行の FIM の結果
から、不安定さを残したまま活動範囲が広がる時期にリスク
が高まる可能性が考えられた。回リハ病棟における転倒は入
院直後に多いと報告されているが、本研究では異なっていた。
今後は、発生状況と FIM との関係の分析を進め、活動拡大
と転倒予防の戦略を検討していきたい。
【倫理的配慮】 本研究は、当院研究倫理委員会の承認の上、
実施した。また、本研究の情報を公開し、対象に研究への参
加の拒否する機会を保障した。

回復期リハビリテーション病棟に 
おける大腿骨近位部骨折患者の 
転倒発生状況の分析

○萩原　賢太、安藤　僚、西岡　拓未、長坂　佳馬、田中　一樹、
河原　智、塚田　潔、森　裕貴、原田　侑也、伊藤　慎英
社会福祉法人恩賜財団 済生会守山市民病院 リハビリテーション技術科

Key words：大腿骨近位部骨折、転倒、	
回復期リハビリテーション病棟
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【はじめに】 Global Leadership Initiative on Malnutrition
（GLIM）基準は低栄養の診断基準として世界的に推奨され
ており、本邦の回復期リハビリテーション施設基準にも含ま
れている。一方、回復期リハビリテーション病棟入院患者の
退院時 Activity of Daily Living（ADL）や在宅復帰率には入
院時の栄養状態が関係すると報告されているが、GLIM 基準
を用いてそれらを検討しているものは見当たらない。そこで
本研究では、当院回復期リハビリテーション病棟に入院した
大腿骨近位部骨折患者を対象に、入院時の GLIM 基準によ
る栄養評価と退院時 ADL および自宅復帰率との関連性を検
討した。
【方法】 対象は2024年4月～2025年3月において、当院回復
期リハビリテーション病棟に入院した大腿骨近位部骨折患者
のうち、除外基準（急変による転院：3名、死亡退院：3名、
データ欠損：24名）を除いた41名（81［31-97］歳、男／女：
11/30名）とし、入院時の GLIM 基準に基づいて低栄養群

（中・重度低栄養）と非低栄養群（低栄養なし）に群分けした。
評価項目は入退院時の Functional Independence Measure

（FIM）運動・認知項目、Mini Mental State Examination
（MMSE）、Berg Balance Scale（BBS）および FIM 利得、
実績指数、自宅復帰率とした。自宅復帰率は退院先が自宅ま
たはサービス付き高齢者向け住宅の者を自宅復帰者、それ以
外（介護老人保健施設、グループホーム、有料老人ホーム）
の者を非自宅復帰者として算出した。統計解析は EZR を使
用し、各評価項目の群間比較には Fisher の正確確率検定お
よび Mann-Whitney の U 検定を用いた。有意水準は5% と
した。
【結果】 低栄養群は非低栄養群と比較して、入院時の FIM
運動・認知項目が有意に低いものの、FIM 利得は有意に高
かった。一方、自宅復帰率は低栄養群91.7%、非低栄養群
82.8% であり、その他評価項目を含め群間で有意な差を認め
なかった。
【結論】 今回、低栄養群は非低栄養群と比較して入院時の
ADL が低かったにもかかわらず、退院時の ADL および自
宅復帰率に関しては栄養状態による違いを認めなかった。こ
れは、低栄養群では非低栄養群と比較して FIM 利得が高
かったことを鑑みると、入院時の理学療法評価および栄養評
価により早期からリハビリテーション栄養の介入が可能とな
り、入院時に低栄養状態であっても高い ADL 改善効果が得
られたためと推察される。以上より、回復期リハビリテー
ション病棟入院時における GLIM 基準による栄養評価は、
大腿骨近位部骨折患者の退院時 ADL や自宅退院を予測する
ことは困難であるものの、リハビリテーション栄養の必要性
を早期に判別する一助となる可能性が示唆された。
【倫理的配慮】 本研究は社会医療法人愛仁会尼崎だいもつ病
院倫理審査委員会の承認（承認番号：2025-14）のうえ、ヘル
シンキ宣言および「人を対象とする生命科学・医学系研究に
関する倫理指針」に基づいて実施した。

大腿骨近位部骨折患者における 
GLIM基準の栄養評価と退院時 ADL
および在宅復帰率との関連性

○古川　裕樹、常盤　雄地、田中　瑠璃、南山　智弘、 
井上　知哉
社会医療法人愛仁会 尼崎だいもつ病院 リハ技術部 理学療法科

Key words：大腿骨近位部骨折、GLIM基準、予後予測
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丹羽　 祐斗 東　 亜希乃 平川　 智章 廣瀬　 藍里
堀尾　 駿太 前田　 康太 牧　 　勝広 松井　 士郎
松下　 路子 窓場　 勝之 宮坂　 淳介 宮本　 愛子
村上　 咲弥 村上　 貴士 村上　 朋未 山口　 朋彦
山﨑　 伸登 山田　 悠司 吉居 希来里 吉岡　 佑二
寄本　 真咲
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